
DB/SA の設計項⽬の整理⽅針 

 本資料は，DB と SA の設計項⽬を合わせて説明することの前作業として，第 36 条の共通１２資
料２に⽰す設計項⽬の展開の考え⽅を⽰すものである。 
 なお，今回提出する内容は，2/22 に実施したヒアリングにおけるコメントに対して資料構成の⾒直し
等の再整理を⾏ったものである。 
整理状況は以下のとおり。 

 DB 設備の設計⽅針と SA 設備の設計⽅針の紐づけの考え⽅について，2/22 ヒアリングを踏ま
えて「多様性，独⽴性，位置的分散」に関する設計の紐づけの考え⽅を再整理。（別添本⽂
及び別表参照）

 再整理した「多様性，独⽴性，位置的分散」の考え⽅に従い，36 条から個別条⽂，８条へ
の展開を「第 39 条︓冷却機能の喪失による蒸発乾固」及び「第８条（⻯巻）」を例に実施。
（別添別紙参照）
（対応事項）
○「DB 設備の設計⽅針と SA 設備の設計⽅針の紐づけの考え⽅」に関する内容
 別紙本⽂の⾒直し（記載内容の精査，接続⼝の扉の解釈）
 「多様性，独⽴性，位置的分散」としての要求と「環境条件」としての要求（「環境条件」

の観点での位置的分散等）の許可事項を踏まえた関係整理
 「悪影響防⽌」，「環境条件」等の複数の要求元から展開された同⼀設計の８条側での

まとめ⽅
 地盤に関する DB と SA の差分整理と基本設計⽅針の⾒直し
 放⽔砲に関して被害を耐える側と受ける側の観点での「環境条件」との紐づけ，保安規定

への展開事項の整理
 「悪影響防⽌」→「環境条件」→８条のルート、「悪影響防⽌」→８条の波及的影響のル

ートで８条に合流した際の説明の重複の扱い整理
○共通１２資料２に関する個別内容
 36 条-15（⾮安重兼⽤内的 SA 設備の修理等（位置的分散等））の要求を 36 条-

94（⾮安重兼⽤内的 SA 設備の修理等（環境条件等））に預ける整理
 36 条-15（⾮安重兼⽤内的 SA 設備の修理等）の設計項⽬の表現⽅法

（未対応事項） 
○「DB 設備の設計⽅針と SA 設備の設計⽅針の紐づけの考え⽅」に関する内容
 要求種別の関係性整理（樹形図）（次回予定）

○共通１２資料２に関する個別内容（3/29 予定）
 資料２における DB 設備の基本設計⽅針との紐づけの考え⽅の記載の詳細化

【公開版】 令和 6年 3 ⽉ 1 ⽇  
⽇本原燃株式会社 
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 ⻯巻以外の記載追加及び拡充 
 
 別添  ︓DB 設備の基本設計⽅針との紐づけの考え⽅ 
        別表 「多様性，独⽴性，位置的分散」と外部衝撃の関係性の考え⽅ 
        別紙 36 条→個別条⽂(39 条)→8 条の展開 
 添付１︓基本設計⽅針を踏まえた添付書類の記載及び申請回次の展開（第⼋条 外部からの衝

撃による損傷の防⽌（⻯巻））（今回提出なし（修正作業継続中）） 
 添付２︓基本設計⽅針を踏まえた添付書類の記載及び申請回次の展開（第三⼗六条 重⼤事

故等対処設備）（今回提出なし（修正作業継続中）） 
 

以 上 
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DB 設備の基本設計⽅針との紐づけの考え⽅ 
 

DB 設備の基本設計⽅針との紐づけの考え⽅を以下に⽰す。 
また，この考え⽅に基づいた「36 条→39 条→８条（⻯巻）」のつながりを別紙に⽰す。 

 
１．「多様性，独⽴性，位置的分散」に関する設計⽅針 

(1)常設 SA 設備及び可搬型 SA 設備の「多様性，独⽴性，位置的分散」 
 「多様性，独⽴性，位置的分散」に関する設計は，SA 設備が有する機能と代替元の DB 設備の機能との

関係や SA 設備と DB 設備の系統・配置情報※を元に説明することが必要であることから，重⼤事故等対処
設備の機能説明を⾏う「個別条⽂」へ紐づける。 
※代替元の DB 設備の動⼒源の違い、システムの違い等に関する多様性 

通常時の系統の切り離し、使⽤時の系統の切り替え等による独⽴性 
空間的な隔離を確保した位置的分散 

 
 紐づけ先の「個別条⽂」では，⾃らの機能等との関係で「多様性，独⽴性，位置的分散」に関する設計説

明を⾏った上で，36 条にて整理する「多様性，独⽴性，位置的分散」に関する設計が外部衝撃等によって
もたらされる損傷の形態との関係で効果を発揮するか否かの整理に基づき，効果がある場合には関連する
DB 設備の基本設計⽅針に紐づけする。（別表参照） 

 
 紐づけ先の DB 設備の基本設計⽅針は，「多様性，独⽴性，位置的分散」に関する設計が想定する環境

条件に対しても SA 設備の機能を維持するために実施する設計対応であることを踏まえ，屋内及び屋外の設
備設計に関する設計⽅針に関連付けて整理することを基本とする。 

 
 屋内設備の設計⽅針の場合，設備の特徴から複数の設計⽅針に展開されている場合があるが，「多様性，

独⽴性，位置的分散」に関する設計が効果を発揮するか否かを考察し，関連する設計⽅針全てに紐づける。
（例︓⻯巻-14（屋内配置設計），⻯巻-17（気圧差影響），⻯巻-18（開⼝影響）） 

 
 なお，「位置的分散」には代替元の DB 設備との位置的分散及び相互分散の観点があるものの，上記の考

え⽅は両観点共通である。 
 

 これらの考え⽅は内部ハザードである溢⽔等においても同じである。 
 

(2)接続⼝の「位置的分散」 
  (1)と同じ考え⽅と同じ。 
 接続⼝の設計説明分類が「屋内 機器配管」ではあるが，「36 条-41」の要求が接続⼝へアクセスするための

建屋境界の扉に対しても適⽤される認識の下，建屋の設計に関する設計⽅針に関連付けて整理する。 
 なお，接続⼝に対する操作性の観点は４．に⽰すとおりである。 

 

別添 
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２．「悪影響防⽌」に関する設計⽅針 
 「悪影響防⽌」に関する各基本設計⽅針の要求の観点を以下のとおり分担し，各々の観点から関連する DB

設備の基本設計⽅針への紐づけを⾏う。 
 36 条-45︓外部衝撃等を要因として SA 設備が損傷し，転倒⼜は落下することによる他の設備へ悪影響

防⽌（波及的影響相当）及び 36 条-46 への冒頭宣⾔ 
 36 条-46︓36 条-47〜50 の冒頭宣⾔ 
 36 条-47︓系統的な影響防⽌（電気的影響含む） 
 36 条-48︓放⽔砲による悪影響防⽌ 
 36 条-49︓内部発⽣⾶散物としての悪影響防⽌ 
 36 条-50︓⻯巻により SA 設備が⾶来物となることによる悪影響防⽌ 

 
 「36 条-45」に展開される設計要求は，設計パターンに応じて以下のとおり展開する。 

（SA 設備⾃体が構造的な健全性を確保する場合） 
本設計は「環境条件」に対する設計と同じであることから，36 条の環境条件に関する設計⽅針（36 条-
91,92,121,122）へ展開した上で，同じ事象の DB 設備の設計⽅針に紐づける。 

 
     （SA 設備⾃体が構造的な健全性を維持できない場合（後述する３．(1)(2)に該当する SA 設備）） 

当該設備⾃体が構造的に損傷することとなり，当該設備が転倒⼜は落下することで他設備へ悪影響を
及ぼす可能性がある。この現象は設計基準における波及的影響を与える恐れのある設備の損傷の想定と
同じであることから， DB 設備の波及的影響防⽌に関する基本設計⽅針に紐づける。 

 
     （溢⽔・化学薬品漏えいを要因とする場合） 

溢⽔による SA 設備の損傷は構造的に損傷する機械的影響ではなく機能的影響となることから，「36 条
-47」へ展開した上で，12 条・13 条の設備設計に関する設計⽅針に紐づける。 

 
 「36 条-47」は，「独⽴性」に関する設計と同じあることから１．(1)と同じ整理とする。 

 
 「36 条-48」は，「環境条件（降⽔）」に対する設計と同じであることから，「環境条件（降⽔）」に関する設

計⽅針（36 条-93,124）へ展開した上，降⽔に関する DB 設備の設計⽅針に紐づける。 
 

 「36 条-49」は，第 16 条（安有）に直接該当する設計⽅針があることから，これと紐づける。 
 

 「36 条-50」は，⻯巻を要因として SA 設備が転倒⼜は落下する状態を超えて⾶散し，他の設備へ悪影響を
与えない設計とすることを要求しているものであり，設計基準の基本設計⽅針「⻯巻-29（固定・固縛）」が
直接該当する設計⽅針であることから，これに紐づける。 
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３．「環境条件等」に関する設計⽅針 
(1)常設 SA 設備が損傷した場合に修理による復旧を図るケースの紐づけ⽅の考え⽅ 
 想定する外部衝撃等が SA の発⽣の要因とならない場合，当該事象発⽣後の⼀定期間の範囲において SA

が発⽣することを想定し，SA 設備の機能を回復させることで重⼤事故等への対処に必要な機能を確保できる
特徴を考慮した設計対応を⾏う。 

 
（具体例） 

屋外 機器・配管の情報把握計装設備（屋外アンテナ）は，⻯巻による⾵荷重に対して構造強度を確
保する設計を⾏ったうえで，⾶来物による衝撃荷重に対しては⻯巻が SA の発⽣の要因とならないことを
考慮し，損傷時には予備品を⽤いた修理を⾏うことにより必要な機能を回復する設計とする。 
 
⾵荷重に対する構造強度の確保は DB 設備の設計と同じ設計であることから，「36 条-92（屋外常設
SA）」から「⻯巻-19（屋外設計）」に紐づける。 
 
⾶来物による衝撃荷重に対して修理の対応を⾏うことは，以下に⽰す考え⽅のとおり解釈し，DB設備の
設計⽅針のうち⾮安重設備が機能喪失した場合の代替措置及び修理により機能を確保する設計⽅針
が展開されている「⻯巻-4（⾮安重の修理等）」に紐づける。 

 
（考え⽅） 

想定する外部衝撃等が SA の発⽣の要因とならない場合（⻯巻，想定破損による蒸気漏えい），SA
設備の機能が要求される状態にないため，当該事象が発⽣している状態は通常運転時と同等（もしくは
安全性に影響の無い範囲で逸脱している状態）と考えることができる。 
SA 設備の機能が要求されている状態にないため，設計基準における⾮安重設備の機能喪失状態と同
様の状態と考え，SA 設備が当該事象によって損傷した場合には修理の対応により機能復旧を図ることで
重⼤事故等への対処に必要な機能を維持できる。 

 
(2)可搬型 SA 設備の相互分散による予備（１ｎ）を考慮し機能維持を図るケースの紐づけ⽅の考え⽅ 
 想定する外部衝撃等が SA の発⽣の要因とならない場合，相互に分散して保管する予備（１ｎ）を期待し

重⼤事故等への対処に必要な機能を維持する設計は，設備⾃体に耐性を確保する設計とは異なるものの，
１．に⽰したとおり「位置的分散」を図る設計が健全性確保の⼿段の１つであるとの考え⽅のもと，設備の防
護⽅針に紐づける整理とする。 

 
（具体例） 

屋外 機器・配管の可搬型中型移送ポンプ等は，保管場所と使⽤場所が異なるため，使⽤時に移動さ
せることを前提とした保管⽅法としている。保管にあたっては，想定される外部衝撃等のうち地震，⻯巻，
⾵（台⾵）に対して機能を損なわないよう固定・固縛の措置を⾏い，保管時における地震荷重及び⾵
荷重に対して機能を損なわない設計とする。⼀⽅で，⻯巻による⾶来物の衝撃荷重に対しては⻯巻が
SA の発⽣の要因とならないことを考慮し，相互に 100m 以上の離隔を確保した位置に保管する予備
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（１ｎ）を期待し必要な機能を維持する設計とする。 
 
⾵荷重に対して健全性を確保するための固定・固縛の措置は，設計基準において同じ⽅法を⽤いて健
全性を確保している設備はないものの，「⾵荷重に対して耐える」という観点で DB 設備の設計と同じ設
計であることから，「36 条-122（屋外可搬型 SA）」から「⻯巻-19（屋外設計）」に紐づける。 
 
設計を受けた「⻯巻-19（屋外設計）」では，⾵荷重に対して固定・固縛の措置によって⾶散防⽌を図
り健全性を確保することが「⻯巻-29（固定・固縛）」の悪影響防⽌の観点で⾶散防⽌を図る設計と同
じ設計であることを踏まえ，「⻯巻-19（屋外設計）」から「⻯巻-29（固定・固縛）」へ構造等の説明
を預けることを⽰す。 
 
⾶来物による衝撃荷重に対して予備（１ｎ）を期待することは，「位置的分散」を図る設計が健全性
確保の⼿段の１つであるとの考え⽅のもと「36 条-122（屋外可搬型 SA）」から「⻯巻-19（屋外設
計）」に紐づける。 

 
４．「操作性・アクセス性」に関する設計⽅針 

 「操作性・アクセスルートの確保」は，外部衝撃等による影響によって操作⼜はアクセスする空間を確保する観
点の設計であることから操作場所⼜はアクセスルート（空間）に対する波及的影響を防⽌する観点と整理し，
波及的影響に対する設計⽅針を展開している DB 設備の基本設計⽅針に紐づける。 
 

 また，⽕⼭及び外部⽕災は，ばい煙が操作場所⼜はアクセスルート（空間）へ影響する可能性があることか
ら，ばい煙に対する設計⽅針を展開している「⽕⼭-52」，「外⽕-50」にも紐づける。 
 

 波及的影響を防⽌する観点の設計が具体的に展開されていない場合であっても，アクセスルート（空間）を
確保する観点から考慮すべき事象に対しては，最も関連性が⾼い設計⽅針に紐づけて整理する。 
 

 内部ハザード（溢⽔，薬品漏えい）に関する DB 設備の基本設計⽅針にはアクセス通路部（アクセスに使⽤
する空間）の観点での設計が展開されていることを踏まえ，36 条側でアクセスルートに対する要求事項を明確
にした上で「アクセス性」に関する設計は「溢⽔-24（溢⽔防護区画，溢⽔経路設定）」及び「薬品-31（溢
⽔防護区画，溢⽔経路設定）に紐づける。 
 

 また，設計基準における「アクセス通路部」は，「隔離等の操作」の⽬的も含めたものであることから，「アクセス
性と同様に操作場所及び使⽤場所に対する要求事項を明確にした上で「操作性」に関する設計も「溢⽔-24
（溢⽔防護区画，溢⽔経路設定）」及び「薬品-31（溢⽔防護区画，溢⽔経路設定）に紐づける。 

 
 なお，「操作性」に関する設計は，「重⼤事故等対処時」を想定した設計となることから，重⼤事故等の発⽣

と関連性のない「⻯巻」，「航空機墜落」，航空機墜落に随伴して発⽣する「航空機墜落⽕災」への紐づけは
⾏わない。 
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「多様性，独⽴性，位置的分散」と外部衝撃の関係性の考え⽅ 
 

「多様性，独⽴性，位置的分散」と外部衝撃等の関係性の考え⽅を以下に⽰す。 
また，詳細な整理結果纏めた表を次⾴に⽰す。なお，整理結果では同じ理由となる項⽬を同じ⾊で着⾊している。 

 
１．多様性 
 動作原理が異なることによって信頼性向上の効果を発揮する場合。 
 構造（形，材質等）が異なることによって，受ける環境影響の特性が変わる場合。 

 
  （考え⽅） 
   動作原理，構造の違いにより環境影響に対する耐性が異なる可能性があることから，「多様性を確保する設計」

は効果的であると判断する。 
ただし，津波や航空機落下のようにハザードの特性から動作原理，構造の多様化が有効ではない場合や，内
部⾶散物のように加害者側に対策を講じる場合は「多様性を確保する設計」は効果的ではないと判断する。 

 
２．独⽴性 
 物理的な隔離によって系統的な影響（電気的影響を含む）が相互に波及することを防⽌できる場合。 
 物理的な隔離によって受ける環境影響の特性が変わる場合。 

 
  （考え⽅） 
   屋外の⾵荷重，低温など，独⽴性を確保しても環境影響が変わらない場合は「独⽴性を確保する設計」は効

果的ではないと判断する。 
   また，津波や航空機落下のようにハザードの特性から独⽴性が有効ではない場合や，内部⾶散物のように加害

者側に対策を講じる場合は「独⽴性を確保する設計」は効果的ではないと判断する。 
 
４．位置的分散 
 空間的な隔離によって受ける環境影響の特性が変わる場合。 

 
  （考え⽅） 
   設置場所⼜は保管場所の違いにより環境影響が異なる可能性があることから，「位置的分散を図る設計」は効

果的だと判断する。 
ただし，外部衝撃に対し防護された建屋内など環境影響が及ばない場合や，気圧差荷重のように設置場所⼜
は保管場所が異なる場合でも環境影響が変わらない場合は「位置的分散を図る設計」は効果的ではないと判断
する。 

  
 

以 上 

別表 

77



「多様性，独⽴性，位置的分散」と外部衝撃の関係性の考え⽅ 別表

屋外 屋内 屋外 屋内 屋外(DB︓代替元)－屋外(SA) 屋内(DB︓代替元)－屋外(SA) 屋外(DB︓代替元)－屋内(SA) 屋内(DB︓代替元)－屋内(SA)

地震 地震⼒による荷重

〇
（構造の違いにより環境影響に対す
る耐性が異なる可能性があるため，
多様性を確保することが環境影響に

対して効果的である。）

〇
（構造の違いにより環境影響に対す
る耐性が異なる可能性があるため，
多様性を確保することが環境影響に

対して効果的である。）

○
（いずれかの系統が環境影響を受け
ない⼜は遮断できる可能性があるた
め，独⽴性を確保することが環境影
響に対して効果的である。）

○
（いずれかの系統が環境影響を受け
ない⼜は遮断できる可能性があるた
め，独⽴性を確保することが環境影
響に対して効果的である。）

〇
（設置／保管場所の違いによって環
境影響が異なる可能性があるため，
位置的分散を図ることが環境影響に

対して効果的である。）

〇
（設置／保管場所の違いによって環
境影響が異なる可能性があるため，
位置的分散を図ることが環境影響に

対して効果的である。）

〇
（設置／保管場所の違いによって環
境影響が異なる可能性があるため，
位置的分散を図ることが環境影響に

対して効果的である。）

〇
（設置／保管場所の違いによって環
境影響が異なる可能性があるため，
位置的分散を図ることが環境影響に

対して効果的である。）

－
（構造の違いにより環境影響が軽減
しないため，環境条件に対して健全

性を確保する。）

－
（屋内に環境影響が及ばないため）

－
（独⽴性を確保しても環境影響の特
性が変わらないため，環境条件に対

して健全性を確保する。）

－
（屋内に環境影響が及ばないため）

〇
（設置／保管場所の違いによって環
境影響が異なる可能性があるため，
位置的分散を図ることが環境影響に

対して効果的である。）

－
（設置／保管場所の違いによって環
境影響が異なるが，SA設備が屋外
にある場合は環境影響により機能喪
失するおそれがあるため，環境条件に

対して健全性を確保する。）

〇
（設置／保管場所の違いによって環
境影響が異なる可能性があるため，
位置的分散を図ることが環境影響に

対して効果的である。）

－
（屋内に環境影響が及ばないため）

⾵荷重

〇
（構造の違いにより環境影響に対す
る耐性が異なる可能性があるため，
多様性を確保することが環境影響に

対して効果的である。）

－
（屋内に環境影響が及ばないため）

－
（独⽴性を確保しても環境影響の特
性が変わらないため，環境条件に対

して健全性を確保する。）

－
（屋内に環境影響が及ばないため）

－
（設置／保管場所の違いによって環
境影響が軽減しないため，環境条件
に対して健全性を確保する。）

－
（設置／保管場所の違いによって環
境影響が異なるが，SA設備が屋外
にある場合は環境影響により機能喪
失するおそれがあるため，環境条件に

対して健全性を確保する。）

〇
（設置／保管場所の違いによって環
境影響が異なる可能性があるため，
位置的分散を図ることが環境影響に

対して効果的である。）

－
（屋内に環境影響が及ばないため）

⾶来物による衝突荷重

〇
（構造の違いにより環境影響に対す
る耐性が異なる可能性があるため，
多様性を確保することが環境影響に

対して効果的である。）

〇
（構造の違いにより環境影響に対す
る耐性が異なる可能性があるため，
多様性を確保することが環境影響に

対して効果的である。）

○
（いずれかの系統が環境影響を受け
ない⼜は遮断できる可能性があるた
め，独⽴性を確保することが環境影
響に対して効果的である。）

○
（いずれかの系統が環境影響を受け
ない⼜は遮断できる可能性があるた
め，独⽴性を確保することが環境影
響に対して効果的である。）

〇
（設置／保管場所の違いによって環
境影響が異なる可能性があるため，
位置的分散を図ることが環境影響に

対して効果的である。）

〇
（設置／保管場所の違いによって環
境影響が異なる可能性があるため，
位置的分散を図ることが環境影響に

対して効果的である。）

〇
（設置／保管場所の違いによって環
境影響が異なる可能性があるため，
位置的分散を図ることが環境影響に

対して効果的である。）

〇
（設置／保管場所の違いによって環
境影響が異なる可能性があるため，
位置的分散を図ることが環境影響に

対して効果的である。）

気圧差
－

（屋外に設置／保管されている設備
は，気圧差が⽣じないため。）

〇
（構造の違いにより環境影響に対す
る耐性が異なる可能性があるため，
多様性を確保することが環境影響に

対して効果的である。）

－
（屋外に設置／保管されている設備
は，気圧差が⽣じないため。）

○
（いずれかの系統が環境影響を受け
ない⼜は遮断できる可能性があるた
め，独⽴性を確保することが環境影
響に対して効果的である。）

－
（屋外に設置／保管されている設備
は，気圧差が⽣じないため。）

〇
（設置／保管場所の違いによって環
境影響が異なる可能性があるため，
位置的分散を図ることが環境影響に

対して効果的である。）

－
（設置／保管場所の違いによって環
境影響が異なるが，SA設備が屋内
にある場合は環境影響により機能喪
失するおそれがあるため，環境条件に

対して健全性を確保する。）

－
（屋内に環境影響が及ばないため）

静的負荷

〇
（構造の違いにより環境影響に対す
る耐性が異なる可能性があるため，
多様性を確保することが環境影響に

対して効果的である。）

－
（屋内に環境影響が及ばないため）

－
（独⽴性を確保しても環境影響の特
性が変わらないため，環境条件に対

して健全性を確保する。）

－
（屋内に環境影響が及ばないため）

－
（設置／保管場所の違いによって環
境影響が軽減しないため，環境条件
に対して健全性を確保する。）

－
（設置／保管場所の違いによって環
境影響が異なるが，SA設備が屋外
にある場合は環境影響により機能喪
失するおそれがあるため，環境条件に

対して健全性を確保する。）

〇
（設置／保管場所の違いによって環
境影響が異なる可能性があるため，
位置的分散を図ることが環境影響に

対して効果的である。）

－
（屋内に環境影響が及ばないため）

粒⼦の衝突

〇
（構造の違いにより環境影響に対す
る耐性が異なる可能性があるため，
多様性を確保することが環境影響に

対して効果的である。）

－
（屋内に環境影響が及ばないため）

－
（独⽴性を確保しても環境影響の特
性が変わらないため，環境条件に対

して健全性を確保する。）

－
（屋内に環境影響が及ばないため）

〇
（設置／保管場所の違いによって環
境影響が異なる可能性があるため，
位置的分散を図ることが環境影響に

対して効果的である。）

－
（設置／保管場所の違いによって環
境影響が異なるが，SA設備が屋外
にある場合は環境影響により機能喪
失するおそれがあるため，環境条件に

対して健全性を確保する。）

〇
（設置／保管場所の違いによって環
境影響が異なる可能性があるため，
位置的分散を図ることが環境影響に

対して効果的である。）

－
（屋内に環境影響が及ばないため）

閉塞

〇
（構造の違いにより環境影響に対す
る耐性が異なる可能性があるため，
多様性を確保することが環境影響に

対して効果的である。）

〇
（構造の違いにより環境影響に対す
る耐性が異なる可能性があるため，
多様性を確保することが環境影響に

対して効果的である。）

－
（独⽴性を確保しても環境影響の特
性が変わらないため，環境条件に対

して健全性を確保する。）

－
（独⽴性を確保しても環境影響の特
性が変わらないため，環境条件に対

して健全性を確保する。）

－
（設置／保管場所の違いによって環
境影響が軽減しないため，環境条件
に対して健全性を確保する。）

－
（設置／保管場所の違いによって環
境影響が軽減しないため，環境条件
に対して健全性を確保する。）

－
（設置／保管場所の違いによって環
境影響が軽減しないため，環境条件
に対して健全性を確保する。）

－
（屋内に環境影響が及ばないため）

磨耗

〇
（構造の違いにより環境影響に対す
る耐性が異なる可能性があるため，
多様性を確保することが環境影響に

対して効果的である。）

〇
（構造の違いにより環境影響に対す
る耐性が異なる可能性があるため，
多様性を確保することが環境影響に

対して効果的である。）

－
（独⽴性を確保しても環境影響の特
性が変わらないため，環境条件に対

して健全性を確保する。）

－
（独⽴性を確保しても環境影響の特
性が変わらないため，環境条件に対

して健全性を確保する。）

－
（設置／保管場所の違いによって環
境影響が軽減しないため，環境条件
に対して健全性を確保する。）

－
（設置／保管場所の違いによって環
境影響が軽減しないため，環境条件
に対して健全性を確保する。）

－
（設置／保管場所の違いによって環
境影響が軽減しないため，環境条件
に対して健全性を確保する。）

－
（屋内に環境影響が及ばないため）

腐⾷

〇
（構造の違いにより環境影響に対す
る耐性が異なる可能性があるため，
多様性を確保することが環境影響に

対して効果的である。）

〇
（構造の違いにより環境影響に対す
る耐性が異なる可能性があるため，
多様性を確保することが環境影響に

対して効果的である。）

－
（独⽴性を確保しても環境影響の特
性が変わらないため，環境条件に対

して健全性を確保する。）

－
（独⽴性を確保しても環境影響の特
性が変わらないため，環境条件に対

して健全性を確保する。）

－
（設置／保管場所の違いによって環
境影響が軽減しないため，環境条件
に対して健全性を確保する。）

－
（設置／保管場所の違いによって環
境影響が軽減しないため，環境条件
に対して健全性を確保する。）

－
（設置／保管場所の違いによって環
境影響が軽減しないため，環境条件
に対して健全性を確保する。）

－
（屋内に環境影響が及ばないため）

⼤気汚染 －
（作業環境に対する環境条件）

－
（作業環境に対する環境条件）

－
（作業環境に対する環境条件）

－
（作業環境に対する環境条件）

－
（作業環境に対する環境条件）

－
（作業環境に対する環境条件）

－
（作業環境に対する環境条件）

－
（作業環境に対する環境条件）

絶縁低下

〇
（構造の違いにより環境影響に対す
る耐性が異なる可能性があるため，
多様性を確保することが環境影響に

対して効果的である。）

〇
（構造の違いにより環境影響に対す
る耐性が異なる可能性があるため，
多様性を確保することが環境影響に

対して効果的である。）

－
（独⽴性を確保しても環境影響の特
性が変わらないため，環境条件に対

して健全性を確保する。）

－
（独⽴性を確保しても環境影響の特
性が変わらないため，環境条件に対

して健全性を確保する。）

－
（設置／保管場所の違いによって環
境影響が軽減しないため，環境条件
に対して健全性を確保する。）

－
（設置／保管場所の違いによって環
境影響が異なるが，SA設備が屋外
にある場合は環境影響により機能喪
失するおそれがあるため，環境条件に

対して健全性を確保する。）

－
（設置／保管場所の違いによって環
境影響が軽減しないため，環境条件
に対して健全性を確保する。）

－
（屋内に環境影響が及ばないため）

⾵ ⾵荷重

〇
（構造の違いにより環境影響に対す
る耐性が異なる可能性があるため，
多様性を確保することが環境影響に

対して効果的である。）

－
（屋内に環境影響が及ばないため）

－
（独⽴性を確保しても環境影響の特
性が変わらないため，環境条件に対

して健全性を確保する。）

－
（屋内に環境影響が及ばないため）

－
（設置／保管場所の違いによって環
境影響が軽減しないため，環境条件
に対して健全性を確保する。）

－
（設置／保管場所の違いによって環
境影響が異なるが，SA設備が屋外
にある場合は環境影響により機能喪
失するおそれがあるため，環境条件に

対して健全性を確保する。）

〇
（設置／保管場所の違いによって環
境影響が異なる可能性があるため，
位置的分散を図ることが環境影響に

対して効果的である。）

－
（屋内に環境影響が及ばないため）

〇
（構造の違いにより環境影響に対す
る耐性が異なる可能性があるため，
多様性を確保することが環境影響に

対して効果的である。）

－
（屋内に環境影響が及ばないため）

－
（独⽴性を確保しても環境影響の特
性が変わらないため，環境条件に対

して健全性を確保する。）

－
（屋内に環境影響が及ばないため）

－
（設置／保管場所の違いによって環
境影響が軽減しないため，環境条件
に対して健全性を確保する。）

－
（設置／保管場所の違いによって環
境影響が異なるが，SA設備が屋外
にある場合は環境影響により機能喪
失するおそれがあるため，環境条件に

対して健全性を確保する。）

〇
（設置／保管場所の違いによって環
境影響が異なる可能性があるため，
位置的分散を図ることが環境影響に

対して効果的である。）

－
（屋内に環境影響が及ばないため）

〇
（構造の違いにより環境影響に対す
る耐性が異なる可能性があるため，
多様性を確保することが環境影響に

対して効果的である。）

－
（屋内に環境影響が及ばないため）

－
（独⽴性を確保しても環境影響の特
性が変わらないため，環境条件に対

して健全性を確保する。）

－
（屋内に環境影響が及ばないため）

－
（設置／保管場所の違いによって環
境影響が軽減しないため，環境条件
に対して健全性を確保する。）

－
（設置／保管場所の違いによって環
境影響が異なるが，SA設備が屋外
にある場合は環境影響により機能喪
失するおそれがあるため，環境条件に

対して健全性を確保する。）

〇
（設置／保管場所の違いによって環
境影響が異なる可能性があるため，
位置的分散を図ることが環境影響に

対して効果的である。）

－
（屋内に環境影響が及ばないため）

〇
（構造の違いにより環境影響に対す
る耐性が異なる可能性があるため，
多様性を確保することが環境影響に

対して効果的である。）

－
（屋内に環境影響が及ばないため）

－
（独⽴性を確保しても環境影響の特
性が変わらないため，環境条件に対

して健全性を確保する。）

－
（屋内に環境影響が及ばないため）

－
（設置／保管場所の違いによって環
境影響が軽減しないため，環境条件
に対して健全性を確保する。）

－
（設置／保管場所の違いによって環
境影響が異なるが，SA設備が屋外
にある場合は環境影響により機能喪
失するおそれがあるため，環境条件に

対して健全性を確保する。）

〇
（設置／保管場所の違いによって環
境影響が異なる可能性があるため，
位置的分散を図ることが環境影響に

対して効果的である。）

－
（屋内に環境影響が及ばないため）

静的負荷

〇
（構造の違いにより環境影響に対す
る耐性が異なる可能性があるため，
多様性を確保することが環境影響に

対して効果的である。）

－
（屋内に環境影響が及ばないため）

－
（独⽴性を確保しても環境影響の特
性が変わらないため，環境条件に対

して健全性を確保する。）

－
（屋内に環境影響が及ばないため）

－
（設置／保管場所の違いによって環
境影響が軽減しないため，環境条件
に対して健全性を確保する。）

－
（設置／保管場所の違いによって環
境影響が異なるが，SA設備が屋外
にある場合は環境影響により機能喪
失するおそれがあるため，環境条件に

対して健全性を確保する。）

〇
（設置／保管場所の違いによって環
境影響が異なる可能性があるため，
位置的分散を図ることが環境影響に

対して効果的である。）

－
（屋内に環境影響が及ばないため）

閉塞

〇
（構造の違いにより環境影響に対す
る耐性が異なる可能性があるため，
多様性を確保することが環境影響に

対して効果的である。）

－
（屋内に環境影響が及ばないため）

－
（独⽴性を確保しても環境影響の特
性が変わらないため，環境条件に対

して健全性を確保する。）

－
（屋内に環境影響が及ばないため）

－
（設置／保管場所の違いによって環
境影響が軽減しないため，環境条件
に対して健全性を確保する。）

－
（設置／保管場所の違いによって環
境影響が異なるが，SA設備が屋外
にある場合は環境影響により機能喪
失するおそれがあるため，環境条件に

対して健全性を確保する。）

〇
（設置／保管場所の違いによって環
境影響が異なる可能性があるため，
位置的分散を図ることが環境影響に

対して効果的である。）

－
（屋内に環境影響が及ばないため）

多様性 独⽴性 位置的分散

津波

⻯巻

⽕⼭

凍結

⾼温

降⽔

積雪
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「多様性，独⽴性，位置的分散」と外部衝撃の関係性の考え⽅ 別表

屋外 屋内 屋外 屋内 屋外(DB︓代替元)－屋外(SA) 屋内(DB︓代替元)－屋外(SA) 屋外(DB︓代替元)－屋内(SA) 屋内(DB︓代替元)－屋内(SA)

多様性 独⽴性 位置的分散

直接雷

〇
（構造の違いにより環境影響に対す
る耐性が異なる可能性があるため，
多様性を確保することが環境影響に

対して効果的である。）

－
（屋内に環境影響が及ばないため）

－
（独⽴性を確保しても環境影響の特
性が変わらないため，環境条件に対

して健全性を確保する。）

－
（屋内に環境影響が及ばないため）

〇
（設置／保管場所の違いによって環
境影響が異なる可能性があるため，
位置的分散を図ることが環境影響に

対して効果的である。）

－
（設置／保管場所の違いによって環
境影響が異なるが，SA設備が屋外
にある場合は環境影響により機能喪
失するおそれがあるため，環境条件に

対して健全性を確保する。）

〇
（設置／保管場所の違いによって環
境影響が異なる可能性があるため，
位置的分散を図ることが環境影響に

対して効果的である。）

－
（屋内に環境影響が及ばないため）

間接雷

〇
（構造の違いにより環境影響に対す
る耐性が異なる可能性があるため，
多様性を確保することが環境影響に

対して効果的である。）

〇
（構造の違いにより環境影響に対す
る耐性が異なる可能性があるため，
多様性を確保することが環境影響に

対して効果的である。）

○
（いずれかの系統が環境影響を受け
ない⼜は遮断できる可能性があるた
め，独⽴性を確保することが環境影
響に対して効果的である。）

○
（いずれかの系統が環境影響を受け
ない⼜は遮断できる可能性があるた
め，独⽴性を確保することが環境影
響に対して効果的である。）

〇
（設置／保管場所の違いによって環
境影響が異なる可能性があるため，
位置的分散を図ることが環境影響に

対して効果的である。）

〇
（設置／保管場所の違いによって環
境影響が異なる可能性があるため，
位置的分散を図ることが環境影響に

対して効果的である。）

〇
（設置／保管場所の違いによって環
境影響が異なる可能性があるため，
位置的分散を図ることが環境影響に

対して効果的である。）

〇
（設置／保管場所の違いによって環
境影響が異なる可能性があるため，
位置的分散を図ることが環境影響に

対して効果的である。）

〇
（構造の違いにより環境影響に対す
る耐性が異なる可能性があるため，
多様性を確保することが環境影響に

対して効果的である。）

－
（屋内に環境影響が及ばないため）

－
（独⽴性を確保しても環境影響の特
性が変わらないため，環境条件に対

して健全性を確保する。）

－
（屋内に環境影響が及ばないため）

〇
（設置／保管場所の違いによって環
境影響が異なる可能性があるため，
位置的分散を図ることが環境影響に

対して効果的である。）

－
（設置／保管場所の違いによって環
境影響が異なるが，SA設備が屋外
にある場合は環境影響により機能喪
失するおそれがあるため，環境条件に

対して健全性を確保する。）

〇
（設置／保管場所の違いによって環
境影響が異なる可能性があるため，
位置的分散を図ることが環境影響に

対して効果的である。）

－
（屋内に環境影響が及ばないため）

〇
（構造の違いにより環境影響に対す
る耐性が異なる可能性があるため，
多様性を確保することが環境影響に

対して効果的である。）

〇
（構造の違いにより環境影響に対す
る耐性が異なる可能性があるため，
多様性を確保することが環境影響に

対して効果的である。）

－
（独⽴性を確保しても環境影響の特
性が変わらないため，環境条件に対

して健全性を確保する。）

－
（独⽴性を確保しても環境影響の特
性が変わらないため，環境条件に対

して健全性を確保する。）

－
（設置／保管場所の違いによって環
境影響が軽減しないため，環境条件
に対して健全性を確保する。）

－
（設置／保管場所の違いによって環
境影響が軽減しないため，環境条件
に対して健全性を確保する。）

－
（設置／保管場所の違いによって環
境影響が軽減しないため，環境条件
に対して健全性を確保する。）

－
（屋内に環境影響が及ばないため）

〇
（構造の違いにより環境影響に対す
る耐性が異なる可能性があるため，
多様性を確保することが環境影響に

対して効果的である。）

－
（屋内に環境影響が及ばないため）

－
（独⽴性を確保しても環境影響の特
性が変わらないため，環境条件に対

して健全性を確保する。）

－
（屋内に環境影響が及ばないため）

〇
（設置／保管場所の違いによって環
境影響が異なる可能性があるため，
位置的分散を図ることが環境影響に

対して効果的である。）

－
（設置／保管場所の違いによって環
境影響が異なるが，SA設備が屋外
にある場合は環境影響により機能喪
失するおそれがあるため，環境条件に

対して健全性を確保する。）

〇
（設置／保管場所の違いによって環
境影響が異なる可能性があるため，
位置的分散を図ることが環境影響に

対して効果的である。）

－
（屋内に環境影響が及ばないため）

〇
（構造の違いにより環境影響に対す
る耐性が異なる可能性があるため，
多様性を確保することが環境影響に

対して効果的である。）

〇
（構造の違いにより環境影響に対す
る耐性が異なる可能性があるため，
多様性を確保することが環境影響に

対して効果的である。）

－
（独⽴性を確保しても環境影響の特
性が変わらないため，環境条件に対

して健全性を確保する。）

－
（独⽴性を確保しても環境影響の特
性が変わらないため，環境条件に対

して健全性を確保する。）

－
（設置／保管場所の違いによって環
境影響が軽減しないため，環境条件
に対して健全性を確保する。）

－
（設置／保管場所の違いによって環
境影響が異なるが，SA設備が屋外
にある場合は環境影響により機能喪
失するおそれがあるため，環境条件に

対して健全性を確保する。）

〇
（設置／保管場所の違いによって環
境影響が異なる可能性があるため，
位置的分散を図ることが環境影響に

対して効果的である。）

－
（屋内に環境影響が及ばないため）

－
（作業環境に対する環境条件）

－
（作業環境に対する環境条件）

－
（作業環境に対する環境条件）

－
（作業環境に対する環境条件）

－
（作業環境に対する環境条件）

－
（作業環境に対する環境条件）

－
（作業環境に対する環境条件）

－
（作業環境に対する環境条件）

〇
（構造の違いにより環境影響に対す
る耐性が異なる可能性があるため，
多様性を確保することが環境影響に

対して効果的である。）

－
（屋内に環境影響が及ばないため）

－
（独⽴性を確保しても環境影響の特
性が変わらないため，環境条件に対

して健全性を確保する。）

－
（屋内に環境影響が及ばないため）

〇
（設置／保管場所の違いによって環
境影響が異なる可能性があるため，
位置的分散を図ることが環境影響に

対して効果的である。）

－
（設置／保管場所の違いによって環
境影響が異なるが，SA設備が屋外
にある場合は環境影響により機能喪
失するおそれがあるため，環境条件に

対して健全性を確保する。）

〇
（設置／保管場所の違いによって環
境影響が異なる可能性があるため，
位置的分散を図ることが環境影響に

対して効果的である。）

－
（屋内に環境影響が及ばないため）

〇
（構造の違いにより環境影響に対す
る耐性が異なる可能性があるため，
多様性を確保することが環境影響に

対して効果的である。）

－
（屋内に環境影響が及ばないため）

－
（独⽴性を確保しても環境影響の特
性が変わらないため，環境条件に対

して健全性を確保する。）

－
（屋内に環境影響が及ばないため）

〇
（設置／保管場所の違いによって環
境影響が異なる可能性があるため，
位置的分散を図ることが環境影響に

対して効果的である。）

－
（設置／保管場所の違いによって環
境影響が異なるが，SA設備が屋外
にある場合は環境影響により機能喪
失するおそれがあるため，環境条件に

対して健全性を確保する。）

〇
（設置／保管場所の違いによって環
境影響が異なる可能性があるため，
位置的分散を図ることが環境影響に

対して効果的である。）

－
（屋内に環境影響が及ばないため）

〇
（構造の違いにより環境影響に対す
る耐性が異なる可能性があるため，
多様性を確保することが環境影響に

対して効果的である。）

〇
（構造の違いにより環境影響に対す
る耐性が異なる可能性があるため，
多様性を確保することが環境影響に

対して効果的である。）

－
（独⽴性を確保しても環境影響の特
性が変わらないため，環境条件に対

して健全性を確保する。）

○
（いずれかの系統が環境影響を受け
ない⼜は遮断できる可能性があるた
め，独⽴性を確保することが環境影
響に対して効果的である。）

〇
（設置／保管場所の違いによって環
境影響が異なる可能性があるため，
位置的分散を図ることが環境影響に

対して効果的である。）

〇
（設置／保管場所の違いによって環
境影響が異なる可能性があるため，
位置的分散を図ることが環境影響に

対して効果的である。）

〇
（設置／保管場所の違いによって環
境影響が異なる可能性があるため，
位置的分散を図ることが環境影響に

対して効果的である。）

〇
（設置／保管場所の違いによって環
境影響が異なる可能性があるため，
位置的分散を図ることが環境影響に

対して効果的である。）

〇
（構造の違いにより環境影響に対す
る耐性が異なる可能性があるため，
多様性を確保することが環境影響に

対して効果的である。）

－
（屋内に環境影響が及ばないため）

－
（独⽴性を確保しても環境影響の特
性が変わらないため，環境条件に対

して健全性を確保する。）

－
（屋内に環境影響が及ばないため）

〇
（設置／保管場所の違いによって環
境影響が異なる可能性があるため，
位置的分散を図ることが環境影響に

対して効果的である。）

－
（設置／保管場所の違いによって環
境影響が異なるが，SA設備が屋外
にある場合は環境影響により機能喪
失するおそれがあるため，環境条件に

対して健全性を確保する。）

〇
（設置／保管場所の違いによって環
境影響が異なる可能性があるため，
位置的分散を図ることが環境影響に

対して効果的である。）

－
（屋内に環境影響が及ばないため）

－
（作業環境に対する環境条件）

－
（作業環境に対する環境条件）

－
（作業環境に対する環境条件）

－
（作業環境に対する環境条件）

－
（作業環境に対する環境条件）

－
（作業環境に対する環境条件）

－
（作業環境に対する環境条件）

－
（作業環境に対する環境条件）

被液

〇
（構造の違いにより環境影響に対す
る耐性が異なる可能性があるため，
多様性を確保することが環境影響に

対して効果的である。）

－
（屋内に環境影響が及ばないため）

○
（いずれかの系統が環境影響を受け
ない⼜は遮断できる可能性があるた
め，独⽴性を確保することが環境影
響に対して効果的である。）

－
（屋内に環境影響が及ばないため）

〇
（設置／保管場所の違いによって環
境影響が異なる可能性があるため，
位置的分散を図ることが環境影響に

対して効果的である。）

－
（設置／保管場所の違いによって環
境影響が異なるが，SA設備が屋外
にある場合は環境影響により機能喪
失するおそれがあるため，環境条件に

対して健全性を確保する。）

〇
（設置／保管場所の違いによって環
境影響が異なる可能性があるため，
位置的分散を図ることが環境影響に

対して効果的である。）

－
（屋内に環境影響が及ばないため）

有毒ガス －
（作業環境に対する環境条件）

－
（作業環境に対する環境条件）

－
（作業環境に対する環境条件）

－
（作業環境に対する環境条件）

－
（作業環境に対する環境条件）

－
（作業環境に対する環境条件）

－
（作業環境に対する環境条件）

－
（作業環境に対する環境条件）

〇
（構造の違いにより環境影響に対す
る耐性が異なる可能性があるため，
多様性を確保することが環境影響に

対して効果的である。）

〇
（構造の違いにより環境影響に対す
る耐性が異なる可能性があるため，
多様性を確保することが環境影響に

対して効果的である。）

○
（いずれかの系統が環境影響を受け
ない⼜は遮断できる可能性があるた
め，独⽴性を確保することが環境影
響に対して効果的である。）

○
（いずれかの系統が環境影響を受け
ない⼜は遮断できる可能性があるた
め，独⽴性を確保することが環境影
響に対して効果的である。）

〇
（設置／保管場所の違いによって環
境影響が異なる可能性があるため，
位置的分散を図ることが環境影響に

対して効果的である。）

〇
（設置／保管場所の違いによって環
境影響が異なる可能性があるため，
位置的分散を図ることが環境影響に

対して効果的である。）

〇
（設置／保管場所の違いによって環
境影響が異なる可能性があるため，
位置的分散を図ることが環境影響に

対して効果的である。）

〇
（設置／保管場所の違いによって環
境影響が異なる可能性があるため，
位置的分散を図ることが環境影響に

対して効果的である。）

－
（構造の違いにより環境影響が軽減
せず，多様性以外の⼿法での防護

対策が必要である。）

－
（構造の違いにより環境影響が軽減
せず，多様性以外の⼿法での防護

対策が必要である。）

－
（独⽴性を確保しても環境影響の特
性が変わらないため，環境条件に対

して健全性を確保する。）

－
（独⽴性を確保しても環境影響の特
性が変わらないため，環境条件に対

して健全性を確保する。）

〇
（設置／保管場所の違いによって環
境影響が異なる可能性があるため，
位置的分散を図ることが環境影響に

対して効果的である。）

〇
（設置／保管場所の違いによって環
境影響が異なる可能性があるため，
位置的分散を図ることが環境影響に

対して効果的である。）

〇
（設置／保管場所の違いによって環
境影響が異なる可能性があるため，
位置的分散を図ることが環境影響に

対して効果的である。）

〇
（設置／保管場所の違いによって環
境影響が異なる可能性があるため，
位置的分散を図ることが環境影響に

対して効果的である。）

〇
（構造の違いにより環境影響に対す
る耐性が異なる可能性があるため，
多様性を確保することが環境影響に

対して効果的である。）

〇
（構造の違いにより環境影響に対す
る耐性が異なる可能性があるため，
多様性を確保することが環境影響に

対して効果的である。）

○
（いずれかの系統が環境影響を受け
ない⼜は遮断できる可能性があるた
め，独⽴性を確保することが環境影
響に対して効果的である。）

○
（いずれかの系統が環境影響を受け
ない⼜は遮断できる可能性があるた
め，独⽴性を確保することが環境影
響に対して効果的である。）

〇
（設置／保管場所の違いによって環
境影響が異なる可能性があるため，
位置的分散を図ることが環境影響に

対して効果的である。）

〇
（設置／保管場所の違いによって環
境影響が異なる可能性があるため，
位置的分散を図ることが環境影響に

対して効果的である。）

〇
（設置／保管場所の違いによって環
境影響が異なる可能性があるため，
位置的分散を図ることが環境影響に

対して効果的である。）

〇
（設置／保管場所の違いによって環
境影響が異なる可能性があるため，
位置的分散を図ることが環境影響に

対して効果的である。）

⼆次的影響（ばい煙）

落雷

⽣物学的事象

塩害

森林⽕災

⼆次的影響（有毒ガス）

近隣⼯場等の⽕災（⽯油備蓄基地）

近隣⼯場等の⽕災（敷地内）

航空機墜落⽕災

爆発

有毒ガス

敷地内に
おける化
学物質の
漏えい

電磁的障害

航空機落下

⽕災
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「多様性，独⽴性，位置的分散」と外部衝撃の関係性の考え⽅ 別表

屋外 屋内 屋外 屋内 屋外(DB︓代替元)－屋外(SA) 屋内(DB︓代替元)－屋外(SA) 屋外(DB︓代替元)－屋内(SA) 屋内(DB︓代替元)－屋内(SA)

多様性 独⽴性 位置的分散

没⽔

〇
（構造の違いにより環境影響に対す
る耐性が異なる可能性があるため，
多様性を確保することが環境影響に

対して効果的である。）

〇
（構造の違いにより環境影響に対す
る耐性が異なる可能性があるため，
多様性を確保することが環境影響に

対して効果的である。）

○
（いずれかの系統が環境影響を受け
ない⼜は遮断できる可能性があるた
め，独⽴性を確保することが環境影
響に対して効果的である。）

○
（いずれかの系統が環境影響を受け
ない⼜は遮断できる可能性があるた
め，独⽴性を確保することが環境影
響に対して効果的である。）

〇
（設置／保管場所の違いによって環
境影響が異なる可能性があるため，
位置的分散を図ることが環境影響に

対して効果的である。）

〇
（設置／保管場所の違いによって環
境影響が異なる可能性があるため，
位置的分散を図ることが環境影響に

対して効果的である。）

〇
（設置／保管場所の違いによって環
境影響が異なる可能性があるため，
位置的分散を図ることが環境影響に

対して効果的である。）

〇
（設置／保管場所の違いによって環
境影響が異なる可能性があるため，
位置的分散を図ることが環境影響に

対して効果的である。）

被⽔

〇
（構造の違いにより環境影響に対す
る耐性が異なる可能性があるため，
多様性を確保することが環境影響に

対して効果的である。）

〇
（構造の違いにより環境影響に対す
る耐性が異なる可能性があるため，
多様性を確保することが環境影響に

対して効果的である。）

○
（いずれかの系統が環境影響を受け
ない⼜は遮断できる可能性があるた
め，独⽴性を確保することが環境影
響に対して効果的である。）

○
（いずれかの系統が環境影響を受け
ない⼜は遮断できる可能性があるた
め，独⽴性を確保することが環境影
響に対して効果的である。）

〇
（設置／保管場所の違いによって環
境影響が異なる可能性があるため，
位置的分散を図ることが環境影響に

対して効果的である。）

〇
（設置／保管場所の違いによって環
境影響が異なる可能性があるため，
位置的分散を図ることが環境影響に

対して効果的である。）

〇
（設置／保管場所の違いによって環
境影響が異なる可能性があるため，
位置的分散を図ることが環境影響に

対して効果的である。）

〇
（設置／保管場所の違いによって環
境影響が異なる可能性があるため，
位置的分散を図ることが環境影響に

対して効果的である。）

蒸気

〇
（構造の違いにより環境影響に対す
る耐性が異なる可能性があるため，
多様性を確保することが環境影響に

対して効果的である。）

〇
（構造の違いにより環境影響に対す
る耐性が異なる可能性があるため，
多様性を確保することが環境影響に

対して効果的である。）

○
（いずれかの系統が環境影響を受け
ない⼜は遮断できる可能性があるた
め，独⽴性を確保することが環境影
響に対して効果的である。）

○
（いずれかの系統が環境影響を受け
ない⼜は遮断できる可能性があるた
め，独⽴性を確保することが環境影
響に対して効果的である。）

〇
（設置／保管場所の違いによって環
境影響が異なる可能性があるため，
位置的分散を図ることが環境影響に

対して効果的である。）

〇
（設置／保管場所の違いによって環
境影響が異なる可能性があるため，
位置的分散を図ることが環境影響に

対して効果的である。）

〇
（設置／保管場所の違いによって環
境影響が異なる可能性があるため，
位置的分散を図ることが環境影響に

対して効果的である。）

〇
（設置／保管場所の違いによって環
境影響が異なる可能性があるため，
位置的分散を図ることが環境影響に

対して効果的である。）

没液

〇
（構造の違いにより環境影響に対す
る耐性が異なる可能性があるため，
多様性を確保することが環境影響に

対して効果的である。）

〇
（構造の違いにより環境影響に対す
る耐性が異なる可能性があるため，
多様性を確保することが環境影響に

対して効果的である。）

○
（いずれかの系統が環境影響を受け
ない⼜は遮断できる可能性があるた
め，独⽴性を確保することが環境影
響に対して効果的である。）

○
（いずれかの系統が環境影響を受け
ない⼜は遮断できる可能性があるた
め，独⽴性を確保することが環境影
響に対して効果的である。）

〇
（設置／保管場所の違いによって環
境影響が異なる可能性があるため，
位置的分散を図ることが環境影響に

対して効果的である。）

〇
（設置／保管場所の違いによって環
境影響が異なる可能性があるため，
位置的分散を図ることが環境影響に

対して効果的である。）

〇
（設置／保管場所の違いによって環
境影響が異なる可能性があるため，
位置的分散を図ることが環境影響に

対して効果的である。）

〇
（設置／保管場所の違いによって環
境影響が異なる可能性があるため，
位置的分散を図ることが環境影響に

対して効果的である。）

被液

〇
（構造の違いにより環境影響に対す
る耐性が異なる可能性があるため，
多様性を確保することが環境影響に

対して効果的である。）

〇
（構造の違いにより環境影響に対す
る耐性が異なる可能性があるため，
多様性を確保することが環境影響に

対して効果的である。）

○
（いずれかの系統が環境影響を受け
ない⼜は遮断できる可能性があるた
め，独⽴性を確保することが環境影
響に対して効果的である。）

○
（いずれかの系統が環境影響を受け
ない⼜は遮断できる可能性があるた
め，独⽴性を確保することが環境影
響に対して効果的である。）

〇
（設置／保管場所の違いによって環
境影響が異なる可能性があるため，
位置的分散を図ることが環境影響に

対して効果的である。）

〇
（設置／保管場所の違いによって環
境影響が異なる可能性があるため，
位置的分散を図ることが環境影響に

対して効果的である。）

〇
（設置／保管場所の違いによって環
境影響が異なる可能性があるため，
位置的分散を図ることが環境影響に

対して効果的である。）

〇
（設置／保管場所の違いによって環
境影響が異なる可能性があるため，
位置的分散を図ることが環境影響に

対して効果的である。）

腐⾷性ガス

〇
（構造の違いにより環境影響に対す
る耐性が異なる可能性があるため，
多様性を確保することが環境影響に

対して効果的である。）

〇
（構造の違いにより環境影響に対す
る耐性が異なる可能性があるため，
多様性を確保することが環境影響に

対して効果的である。）

○
（いずれかの系統が環境影響を受け
ない⼜は遮断できる可能性があるた
め，独⽴性を確保することが環境影
響に対して効果的である。）

○
（いずれかの系統が環境影響を受け
ない⼜は遮断できる可能性があるた
め，独⽴性を確保することが環境影
響に対して効果的である。）

〇
（設置／保管場所の違いによって環
境影響が異なる可能性があるため，
位置的分散を図ることが環境影響に

対して効果的である。）

〇
（設置／保管場所の違いによって環
境影響が異なる可能性があるため，
位置的分散を図ることが環境影響に

対して効果的である。）

〇
（設置／保管場所の違いによって環
境影響が異なる可能性があるため，
位置的分散を図ることが環境影響に

対して効果的である。）

〇
（設置／保管場所の違いによって環
境影響が異なる可能性があるため，
位置的分散を図ることが環境影響に

対して効果的である。）

－
（内部発⽣⾶散物の発⽣元に対策
を講じることにより，環境影響を受けな

い。）

－
（内部発⽣⾶散物の発⽣元に対策
を講じることにより，環境影響を受けな

い。）

－
（内部発⽣⾶散物の発⽣元に対策
を講じることにより，環境影響を受けな

い。）

－
（内部発⽣⾶散物の発⽣元に対策
を講じることにより，環境影響を受けな

い。）

〇
（設置／保管場所の違いによって環
境影響が異なる可能性があるため，
位置的分散を図ることが環境影響に

対して効果的である。）

〇
（設置／保管場所の違いによって環
境影響が異なる可能性があるため，
位置的分散を図ることが環境影響に

対して効果的である。）

〇
（設置／保管場所の違いによって環
境影響が異なる可能性があるため，
位置的分散を図ることが環境影響に

対して効果的である。）

〇
（設置／保管場所の違いによって環
境影響が異なる可能性があるため，
位置的分散を図ることが環境影響に

対して効果的である。）

化学薬品
漏えい

溢⽔

内部発⽣⾶散物
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  36条→個別条⽂(39条)→8条の展開 別紙

放⽔砲(降⽔)

屋外　機器配管 屋内　機器配管 建物・構築物 屋外　機器配管 屋内　機器配管 屋外　機器配管 屋内　機器配管 屋外　機器配管 屋内　機器配管 建物・構築物 屋外　機器配管 屋内　機器配管 屋外　機器配管

展開⽅針は⻯巻と同様であることから省略

－―構造

内的事象を要因とする重⼤事故等へ対処する常設
重⼤事故等対処設備のうち安全上重要な施設以外
の安全機能を有する施設と兼⽤する常設重⼤事故
等対処設備は，設計荷重(⻯巻)に対して以下を考
慮した設計とすることを構造設計にて説明する。
・機能喪失した場合に代替設備により必要な機能を
確保する設計
・機能喪失した場合に修理により必要な機能を回復
する設計

以上の設計は，当該設備の環境条件に対する設計
と同⼀であるため，以下の36条基本設計⽅針でまと
めて説明する。
《関連する36条基本設計⽅針No.》
36条－94　屋外　機器・配管

内的事象を要因とする重⼤事故等へ対処する常設
重⼤事故等対処設備のうち安全上重要な施設以外
の安全機能を有する施設と兼⽤する常設重⼤事故
等対処設備は，設計荷重(⻯巻)に対して以下を考
慮した設計とすることを構造設計にて説明する。
・機能喪失した場合に代替設備により必要な機能を
確保する設計
・機能喪失した場合に修理により必要な機能を回復
する設計

以上の設計は，当該設備の環境条件に対する設計
と同⼀であるため，以下の36条基本設計⽅針でまと
めて説明する。
《関連する36条基本設計⽅針No.》
36条－94　屋内　機器・配管

内的事象を要因とする重⼤事故等へ
対処する常設重⼤事故等対処設備
のうち安全上重要な施設以外の安全
機能を有する施設と兼⽤する常設重
⼤事故等対処設備は，航空機落下
に対して以下を考慮した設計とすること
を構造設計にて説明する。
・機能喪失した場合に代替設備により
必要な機能を確保する設計
・機能喪失した場合に修理により必要
な機能を回復する設計

以上の設計は，航空機落下に対する
安全機能確保の考慮と同様であるた
め，以下のDB基本設計⽅針と合わ
せて説明する。
《関連するDB条⽂基本設計⽅針
No.》
8条(航空機)－2

14

a. 常設重⼤事故等
対処設備
常設重⼤事故等対
処設備は，共通要
因によって設計基準
事故に対処するため
の設備の安全機能と
同時にその機能が損
なわれるおそれがない
よう，共通要因の特
性を踏まえ，可能な
限り多様性，独⽴
性，位置的分散を
考慮して適切な措置
を講ずる設計とする。

冒頭宣⾔
【36条15
〜22】

システ
ム

内的事象を要因とする重⼤事故等へ対処する常設
重⼤事故等対処設備のうち安全上重要な施設以外
の安全機能を有する施設と兼⽤する常設重⼤事故
等対処設備は，設計荷重(⻯巻)に対して以下を考
慮した設計とすることをシステム設計にて説明する。
・機能喪失した場合に代替設備により必要な機能を
確保する設計
・機能喪失した場合に修理により必要な機能を回復
する設計
・機能喪失した場合に関連する⼯程の停⽌により必
要な機能を確保する設計

以上の設計は，当該設備の環境条件に対する設計
と同⼀であるため，以下の36条基本設計⽅針でまと
めて説明する。
《関連する36条基本設計⽅針No.》
36条－94　屋外　機器・配管

内的事象を要因とする重⼤事故等へ対処する常設
重⼤事故等対処設備のうち安全上重要な施設以外
の安全機能を有する施設と兼⽤する常設重⼤事故
等対処設備は，設計荷重(⻯巻)に対して以下を考
慮した設計とすることをシステム設計にて説明する。
・機能喪失した場合に代替設備により必要な機能を
確保する設計
・機能喪失した場合に修理により必要な機能を回復
する設計
・機能喪失した場合に関連する⼯程の停⽌により必
要な機能を確保する設計

以上の設計は，当該設備の環境条件に対する設計
と同⼀であるため，以下の36条基本設計⽅針でまと
めて説明する。
《関連する36条基本設計⽅針No.》
36条－94　屋内　機器・配管

内的事象を要因とする重⼤事故等へ
対処する常設重⼤事故等対処設備
のうち安全上重要な施設以外の安全
機能を有する施設と兼⽤する常設重
⼤事故等対処設備は，航空機落下
に対して以下を考慮した設計とすること
をシステム設計にて説明する。
・機能喪失した場合に代替設備により
必要な機能を確保する設計
・機能喪失した場合に修理により必要
な機能を回復する設計
・機能喪失した場合に関連する⼯程
の停⽌により必要な機能を確保する
設計

以上の設計は，航空機落下に対する
安全機能確保の考慮と同様であるた
め，以下のDB基本設計⽅針と合わ
せて説明する。
《関連するDB条⽂基本設計⽅針
No.》
8条(航空機)－2

－―

⻯巻 ⽯油備蓄基地⽕災と森林⽕災の重畳航空機墜落⽕災 地盤，地震 津波

冒頭宣⾔に当たる36条基本設計⽅針No.8,9,10,11,12,13を受けた冒頭宣⾔

－
(冒頭宣⾔であり，具体の設計は基本設計⽅針No.15〜22に展開する。)

配置 ― －

内的事象を要因とする重⼤事故等へ対処する常設
重⼤事故等対処設備のうち安全上重要な施設以外
の安全機能を有する施設と兼⽤する常設重⼤事故
等対処設備は，設計荷重(⻯巻)に対して以下を考
慮した設計とすることを配置設計にて説明する。
・機能喪失した場合に修理により必要な機能を回復
する設計

以上の設計は，当該設備の環境条件に対する設計
と同⼀であるため，以下の36条基本設計⽅針でまと
めて説明する。
《関連する36条基本設計⽅針No.》
36条－94　屋外　機器・配管

内的事象を要因とする重⼤事故等へ対処する常設
重⼤事故等対処設備のうち安全上重要な施設以外
の安全機能を有する施設と兼⽤する常設重⼤事故
等対処設備は，設計荷重(⻯巻)に対して以下を考
慮した設計とすることを配置設計にて説明する。
・機能喪失した場合に修理により必要な機能を回復
する設計

以上の設計は，当該設備の環境条件に対する設計
と同⼀であるため，以下の36条基本設計⽅針でまと
めて説明する。
《関連する36条基本設計⽅針No.》
36条－94　屋内　機器・配管

内的事象を要因とする重⼤事故等へ
対処する常設重⼤事故等対処設備
のうち安全上重要な施設以外の安全
機能を有する施設と兼⽤する常設重
⼤事故等対処設備は，航空機落下
に対して以下を考慮した設計とすること
を配置設計にて説明する。
・機能喪失した場合に修理により必要
な機能を回復する設計

以上の設計は，航空機落下に対する
安全機能確保の考慮と同様であるた
め，以下のDB基本設計⽅針と合わ
せて説明する。
《関連するDB条⽂基本設計⽅針
No.》
8条(航空機)－2

15-1

ただし，内的事象を
要因とする重⼤事故
等へ対処する常設重
⼤事故等対処設備
のうち安全上重要な
施設以外の安全機
能を有する施設と兼
⽤する常設重⼤事故
等対処設備は，代
替設備により必要な
機能を確保するこ
と，安全上⽀障のな
い期間で修理の対応
を⾏うこと，関連する
⼯程の停⽌等⼜はこ
れらを適切に組み合
わせることにより，機
能を損なわない設計
とする。

設置要求
機能要求
①
冒頭宣⾔
【36条
174〜
178】

冒頭宣⾔に当たる36条基本設計⽅針No.9〜14を受けた設計
冒頭宣⾔に当たる36条基本設計⽅針No.9〜14を受けた冒頭宣⾔

－
(冒頭宣⾔であり，具体の設計は基本設計⽅針No.174〜178に展開する。)

15-2

代替設備により必要
な機能を確保するこ
と，安全上⽀障のな
い期間で修理の対応
を⾏うこと，関連する
⼯程を停⽌すること
等については，保安
規定に定めて，管理
する。

運⽤要求

冒頭宣⾔に当たる36条基本設計⽅針No.9〜14を受けた設計

－
(運⽤要求のため)

第36条　重⼤事故等対処設備

項⽬
番号 基本設計⽅針 要求種別 設計

項⽬

・「36条→個別条⽂」，「36条→8条」のつながりを例⽰する。全事象共通であるため，
⻯巻のみ記載し，他事象は省略とする。（36条-20,92）
・「悪影響防⽌→環境条件→8条」、「悪影響防⽌→8条」のつながりを例⽰する。
（36条-45,50）
・基本設計⽅針に対してレギュラー対応（共通要因によるDBとの同時機能喪失を考
慮した位置的分散，環境条件への耐性確保）とイレギュラー対応（環境条件のため
の分散配置、修理）の関係性を⽰した上で，「36条→8条」のつながりを例⽰する。
（36条-92,122）
・「位置的分散に対する⾮安重兼⽤設備の設計」と「環境条件に対する⾮安重兼⽤
設備の設計」の関係性を⽰した上で「位置的分散→環境条件→8条」のつながりを例
⽰する。（36条15-1,94-1）

・基本設計⽅針に対してイレギュラー対応（予備品による対
応，環境条件のための分散配置）の関係性を⽰した上で
「36条→8条」のつながりを例⽰する。（36条101-1,129）
・航空機落下に対する設計は位置的分散としての考慮である
ことを踏まえ，環境条件を経由せず，「位置的分散→8条」と
なるつながりを例⽰する。（36条15-1）

・可搬型重⼤事故等対処設備の保管場所の地震に
対する設計項⽬を⽰す。（常設重⼤事故等対処設
備との差分）（36条-27）

・悪影響防⽌としての設計項⽬と環境条件（降⽔）との
関係性を明⽰する。（36条-48-1,93）
・運⽤を含めた設計であることを明⽰する。（36条-48-
2）

・基本設計⽅針に対してイレギュラー対応（離隔距
離を確保した位置に移動等の運⽤を含めた防護⽅
法）の関係性を⽰した上で「36条→8条」のつながり
を例⽰する。（36条101-1,129）

①36条−94へ

想定する外部衝撃等が内的事象を要因と
する重⼤事故等の発⽣の要因とならない特
徴を踏まえ，修理等の対応により必要な機
能を確保する設計は，環境条件に対して健
全性を確保する⼿段の⼀つであり同様の設
計であることから，36条－94にてまとめた上
で、DB条⽂に展開する。

＜凡例＞
：36条内で展開される設計項⽬
：8条に展開される設計項⽬
：個別条⽂に展開される設計項⽬
：参考情報

航空機落下に対する設計は位置的分散として
の考慮であることを踏まえ，他事象とは異なり
環境条件を経由せず，位置的分散から8条
(航空機)-2へ展開し，合わせて説明する。

8条(航空機‐2)へ
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  36条→個別条⽂(39条)→8条の展開 別紙

放⽔砲(降⽔)

屋外　機器配管 屋内　機器配管 建物・構築物 屋外　機器配管 屋内　機器配管 屋外　機器配管 屋内　機器配管 屋外　機器配管 屋内　機器配管 建物・構築物 屋外　機器配管 屋内　機器配管 屋外　機器配管

⻯巻 ⽯油備蓄基地⽕災と森林⽕災の重畳航空機墜落⽕災 地盤，地震 津波
第36条　重⼤事故等対処設備

項⽬
番号 基本設計⽅針 要求種別 設計

項⽬

――――――――――構造 ―

屋外に設置する常設重⼤事故等対処設備(建屋間
伝送⽤無線装置等の屋外部)は，地震に対して以
下を考慮した設計とすることを構造設計にて説明す
る。
・設計基準事故に対処するための設備に対し可能な
限り多様性を図る設計

以上の設計は，重⼤事故等設備が有する機能と代
替元の設計基準事故に対処するための設備の系統
情報（代替元の設計基準事故に対処するための設
備に対する独⽴性（通常時の系統の切り離し、使⽤
時の系統の切り替え等による独⽴性）を確保した設
計）を元に説明することが必要であることから，以下
のSA基本設計⽅針と合わせて地震に対する配慮事
項も含めて説明する。
《関連するSA条⽂基本設計⽅針No.》
48条－●●
49条－●●
50条－●●
51条－105

また，別表に⽰す多様性と地震の関係性を踏まえ
て，38条〜51条における多様性を有する設計が効
果的である場合は5条32条/6条33条の設計と合わ
せて説明をする。

屋内に設置する常設重⼤事故等対処設備は，地震
に対して以下を考慮した設計とすることを構造設計に
て説明する。
・設計基準事故に対処するための設備に対し可能な
限り多様性を図る設計

以上の設計は，重⼤事故等設備が有する機能と代
替元の設計基準事故に対処するための設備の機能と
の関係（代替元の設計基準事故に対処するための
設備に対する多様性（動⼒源の違い、システムの違
い等）を確保した設計）を元に説明することが必要で
あることから，以下のSA基本設計⽅針と合わせて地
震に対する配慮事項も含めて説明する。
《関連するSA条⽂基本設計⽅針No.》
39条(代替安冷)－17，
39条40条(代替換気)－14,17，
40条(代替圧空)－24,25，
41条(加熱停⽌系)－6，
41条(供給停⽌回路)－18，
42条－35，44条－45，
46条－142,191,192,195，47条－72，
48条－72,113,162,199,221,235，
51条－105,106,108,109

また，別表に⽰す多様性と地震の関係性を踏まえ
て，38条〜51条における多様性を有する設計が効
果的である場合は5条32条/6条33条の設計と合わ
せて説明をする。

――――――配置

屋内に設置する常設重⼤事故等対処設備は，地震
に対して以下を考慮した設計とすることを配置設計に
て説明する。
・設計基準事故に対処するための設備に対し可能な
限り位置的分散を図る設計

以上の設計は，重⼤事故等設備が有する機能と代
替元の設計基準事故に対処するための設備の配置
情報（代替元の設計基準事故に対処するための設
備に対する位置的分散を確保した設計）を元に説明
することが必要であることから，以下のSA基本設計⽅
針と合わせて地震に対する配慮事項も含めて説明す
る。
《関連するSA条⽂基本設計⽅針No.》
38条(⽔素掃気系)－10,11，
39条(代替安冷)－20,21，
39条40条(代替換気)－18，
40条(代替圧空)－26,27，41条(加熱停⽌系)－
7，
42条－36,57，44条－14,46,73，45条－
13,14，
46条－
27,71,87,109,124,140,141,162,166,191,19
4,196，
47条－73,75,76,77，
48条－
70,73,111,114,162,164,199,201,221,223,2
35,237,
273,285,300,313，
49条－
100,101,135,136,180,223,244,245,267，
50条－
43,44,58,59,79,80,99,100,101,121,122,14
3,144，
51条－110,111

また，別表に⽰す位置的分散と地震の関係性を踏ま
えて，38条〜51条における位置的分散を図る設計
が効果的である場合は5条32条/6条33条の設計と
合わせて説明をする。

― ―――――

――――――システ
ム

屋外に設置する常設重⼤事故等対処設備(建屋間
伝送⽤無線装置等の屋外部)は，地震に対して以
下を考慮した設計とすることをシステム設計にて説明す
る。
・設計基準事故に対処するための設備に対し可能な
限り独⽴性を図る設計

以上の設計は，重⼤事故等設備が有する機能と代
替元の設計基準事故に対処するための設備の系統
情報（代替元の設計基準事故に対処するための設
備に対する独⽴性（通常時の系統の切り離し、使⽤
時の系統の切り替え等による独⽴性）を確保した設
計）を元に説明することが必要であることから，以下
のSA基本設計⽅針と合わせて地震に対する配慮事
項も含めて説明する。
《関連するSA条⽂基本設計⽅針No.》
48条－71,112
50条－121

また，別表に⽰す独⽴性と地震の関係性を踏まえ
て，38条〜51条における独⽴性を有する設計が効
果的である場合は5条32条/6条33条の設計と合わ
せて説明をする。

屋内に設置する常設重⼤事故等対処設備は，地震
に対して以下を考慮した設計とすることをシステム設計
にて説明する。
・設計基準事故に対処するための設備に対し可能な
限り独⽴性を図る設計

以上の設計は，重⼤事故等設備が有する機能と代
替元の設計基準事故に対処するための設備の系統
情報（代替元の設計基準事故に対処するための設
備に対する独⽴性（通常時の系統の切り離し、使⽤
時の系統の切り替え等による独⽴性）を確保した設
計）を元に説明することが必要であることから，以下
のSA基本設計⽅針と合わせて地震に対する配慮事
項も含めて説明する。
《関連するSA条⽂基本設計⽅針No.》
38条(代替Gd供給)－11，
38条(代替Gd回路)－22，
38条(廃ガス貯留)－21,22，
39条(代替安冷)－15,16,19，
39条40条(代替換気)－15,16，
40条(代替圧空)－22,23，
46条－
27,28,70,86,108,123,138,139,161,165,191
,193，
48条－71,112,163,200,222,236，
50条－36,43,58,79,99,121,143，
51条－107

また，別表に⽰す独⽴性と地震の関係性を踏まえ
て，38条〜51条における独⽴性を有する設計が効
果的である場合は5条32条/6条33条の設計と合わ
せて説明をする。

―――――

－
(冒頭宣⾔であり，具体の設計は第32条〜第35条に展開する。)

17

常設重⼤事故等対
処設備は，「2.　地
盤」に基づく地盤に設
置し，地震，津波
及び⽕災に対して
は，「3.1 　地震によ
る損傷の防⽌」，
「3.2 　津波による損
傷の防⽌」及び「5.
⽕災等による損傷の
防⽌」に基づく設計と
する。

冒頭宣⾔
【32条，
33条，
34条，
35条】
設置要求

冒頭宣⾔に当たる36条基本設計⽅針No10,12,14を受けた設計
冒頭宣⾔に当たる36条基本設計⽅針No10,12,14を受けた冒頭宣⾔
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  36条→個別条⽂(39条)→8条の展開 別紙

放⽔砲(降⽔)

屋外　機器配管 屋内　機器配管 建物・構築物 屋外　機器配管 屋内　機器配管 屋外　機器配管 屋内　機器配管 屋外　機器配管 屋内　機器配管 建物・構築物 屋外　機器配管 屋内　機器配管 屋外　機器配管

⻯巻 ⽯油備蓄基地⽕災と森林⽕災の重畳航空機墜落⽕災 地盤，地震 津波
第36条　重⼤事故等対処設備

項⽬
番号 基本設計⽅針 要求種別 設計

項⽬

展開⽅針は⻯巻と同様であることから省略

システ
ム

屋外に設置する常設重⼤事故等対処設備(建屋間
伝送⽤無線装置等の屋外部)は，設計荷重(⻯巻)
に対して以下を考慮した設計とすることをシステム設計
にて説明する。
・設計基準事故に対処するための設備に対し可能な
限り独⽴性を図る設計

以上の設計は，重⼤事故等設備が有する機能と代
替元の設計基準事故に対処するための設備の系統
情報（代替元の設計基準事故に対処するための設
備に対する独⽴性（通常時の系統の切り離し、使⽤
時の系統の切り替え等による独⽴性）を確保した設
計）を元に説明することが必要であることから，以下
のSA基本設計⽅針と合わせて⻯巻に対する配慮事
項も含めて説明する。
《関連するSA条⽂基本設計⽅針No.》
48条－71,112
50条－121

また，別表に⽰す独⽴性と⻯巻の関係性を踏まえ
て，38条〜51条における独⽴性を有する設計が効
果的である場合は8条(⻯巻)の設計と合わせて説明
をする。

屋内に設置する常設重⼤事故等対処設備は，設
計荷重(⻯巻)に対して以下を考慮した設計とすること
をシステム設計にて説明する。
・設計基準事故に対処するための設備に対し可能な
限り独⽴性を図る設計

以上の設計は，重⼤事故等設備が有する機能と代
替元の設計基準事故に対処するための設備の系統
情報（代替元の設計基準事故に対処するための設
備に対する独⽴性（通常時の系統の切り離し、使⽤
時の系統の切り替え等による独⽴性）を確保した設
計）を元に説明することが必要であることから，以下
のSA基本設計⽅針と合わせて⻯巻に対する配慮事
項も含めて説明する。
《関連するSA条⽂基本設計⽅針No.》
38条(代替Gd供給)－11，38条(代替Gd回路)－
22，
38条(廃ガス貯留)－21,22，39条(代替安冷)－
15,16,19，
39条40条(代替換気)－15,16，40条(代替圧
空)－22,23，
46条－
27,28,70,86,108,123,138,139,161,165,19
1,193，
48条－71,112,163,200,222,236，
50条－36,43,58,79,99,121,143，
51条－107

また，別表に⽰す独⽴性と⻯巻の関係性を踏まえ
て，38条〜51条における独⽴性を有する設計が効
果的である場合は8条(⻯巻)の設計と合わせて説明
をする。

―

配置 ― ―

屋内に設置する常設重⼤事故等対処設備は，設
計荷重(⻯巻)に対して以下を考慮した設計とすること
を配置設計にて説明する。
・設計基準事故に対処するための設備に対し可能な
限り位置的分散を図る設計

以上の設計は，重⼤事故等設備が有する機能と代
替元の設計基準事故に対処するための設備の配置
情報（代替元の設計基準事故に対処するための設
備に対する位置的分散を確保した設計）を元に説
明することが必要であることから，以下のSA基本設計
⽅針と合わせて⻯巻に対する配慮事項も含めて説明
する。
《関連するSA条⽂基本設計⽅針No.》
38条(⽔素掃気系)－10,11，39条(代替安冷)－
20,21，
39条40条(代替換気)－18，40条(代替圧空)－
26,27，
41条(加熱停⽌系)－7，
42条－36,57，44条－14,46,73，45条－
13,14，
46条－
27,71,87,109,124,140,141,162,166,191,1
94,196，
47条－73,75,76,77，
48条－
70,73,111,114,162,164,199,201,221,223,
235,237,
273,285,300,313，
49条－
100,101,135,136,180,223,244,245,267，
50条－
43,44,58,59,79,80,99,100,101,121,122,14
3,144，
51条－110,111

また，別表に⽰す位置的分散と⻯巻の関係性を踏
まえて，38条〜51条における位置的分散を図る設
計が効果的である場合は8条(⻯巻)の設計と合わせ
て説明をする。

屋内に設置する常設重⼤事故等対処設備は，設
計荷重(⻯巻)に対して以下を考慮した設計とすること
を構造設計にて説明する。
・設計基準事故に対処するための設備に対し可能な
限り多様性を図る設計

以上の設計は，重⼤事故等設備が有する機能と代
替元の設計基準事故に対処するための設備の機能と
の関係（代替元の設計基準事故に対処するための
設備に対する多様性（動⼒源の違い、システムの違
い等）を確保した設計）を元に説明することが必要
であることから，以下のSA基本設計⽅針と合わせて
⻯巻に対する配慮事項も含めて説明する。
《関連するSA条⽂基本設計⽅針No.》
39条(代替安冷)－17，18
39条40条(代替換気)－14,17，
40条(代替圧空)－24,25，
41条(加熱停⽌系)－6，
41条(供給停⽌回路)－18，
42条－35，44条－45，
46条－142,191,192,195，47条－72，
48条－72,113,162,199,221,235，
51条－105,106,108,109

また，別表に⽰す多様性と⻯巻の関係性を踏まえ
て，38条〜51条における多様性を有する設計が効
果的である場合は8条(⻯巻)の設計と合わせて説明
をする。

屋外に設置する常設重⼤事故等対処設備(建屋間
伝送⽤無線装置等の屋外部)は，設計荷重(⻯巻)
に対して以下を考慮した設計とすることを構造設計に
て説明する。
・設計基準事故に対処するための設備に対し可能な
限り多様性を図る設計

以上の設計は，重⼤事故等設備が有する機能と代
替元の設計基準事故に対処するための設備の系統
情報（代替元の設計基準事故に対処するための設
備に対する独⽴性（通常時の系統の切り離し、使⽤
時の系統の切り替え等による独⽴性）を確保した設
計）を元に説明することが必要であることから，以下
のSA基本設計⽅針と合わせて⻯巻に対する配慮事
項も含めて説明する。
《関連するSA条⽂基本設計⽅針No.》
48条－●●
49条－●●
50条－●●
51条－105

また，別表に⽰す多様性と⻯巻の関係性を踏まえ
て，38条〜51条における多様性を有する設計が効
果的である場合は8条(⻯巻)の設計と合わせて説明
をする。

構造 ―

設置要求
機能要求
①
機能要求
②
冒頭宣⾔
【36条
22】

－
(冒頭宣⾔であり，具体の設計は基本設計⽅針No.22に展開する。)

常設重⼤事故等対
処設備は，⾵(台
⾵)，⻯巻，凍結，
⾼温，降⽔，積
雪，落雷，⽕⼭の
影響，⽣物学的事
象，森林⽕災，塩
害，航空機落下，
有毒ガス，敷地内に
おける化学物質の漏
えい，電磁的障害，
近隣⼯場等の⽕災
及び爆発に対する健
全性を確保する設計
とする。

冒頭宣⾔に当たる36条基本設計⽅針No10,11,14を受けた設計
冒頭宣⾔に当たる36条基本設計⽅針No10,11,14を受けた冒頭宣⾔

20

独⽴性を確保した設計が⻯巻に対して有効で
あるかを判断するためには，個別設備の特⾊
（機能，構造，系統，配置）を考慮して整
理する必要があることから，個別条⽂に展開
（多様性，位置的分散も同様）

紐づけ先を明確にするため，関連する個別条
⽂の基本設計⽅針番号を列記する。

39条‐15,16,19へ

48条，49条，50条の基本
設計⽅針では多様性について
記載できていないため追記予
定。
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  36条→個別条⽂(39条)→8条の展開 別紙

放⽔砲(降⽔)

屋外　機器配管 屋内　機器配管 建物・構築物 屋外　機器配管 屋内　機器配管 屋外　機器配管 屋内　機器配管 屋外　機器配管 屋内　機器配管 建物・構築物 屋外　機器配管 屋内　機器配管 屋外　機器配管

⻯巻 ⽯油備蓄基地⽕災と森林⽕災の重畳航空機墜落⽕災 地盤，地震 津波
第36条　重⼤事故等対処設備

項⽬
番号 基本設計⽅針 要求種別 設計

項⽬

屋内に保管する可搬型重⼤事故等対処設備は，
設計荷重(⻯巻)に対して以下を考慮した設計とする
ことを配置設計にて説明する。
・設計基準事故に対処するための設備⼜は常設重
⼤事故等対処設備と異なる場所に保管する設計

以上の設計は，重⼤事故等設備が有する機能と代
替元の設計基準事故に対処するための設備⼜は常
設重⼤事故等対処設備の配置情報（代替元の設
計基準事故に対処するための設備に対する位置的
分散を確保した設計）を元に説明することが必要で
あることから，以下のSA基本設計⽅針と合わせて⻯
巻に対する配慮事項も含めて説明する。
《関連するSA条⽂基本設計⽅針No.》
38条(⽔素掃気系)－10,11，
39条(代替安冷)－20,21，
39条40条(代替換気)－18，
40条(代替圧空)－26,27，
41条(加熱停⽌系)－7，42条－36,57，
44条－14,46,73，45条－13,14，
46条－
27,71,87,109,124,140,141,162,166,191,1
94,196，
47条－73,75,76,77，
48条－
70,73,111,114,162,164,199,201,221,223,
235,237,273,285,300,313，
49条－
100,101,135,136,180,223,244,245,267
50条－
43,44,58,59,79,80,99,100,101,121,122,14
3,144，
51条－110,111

また，別表に⽰す位置的分散と⻯巻の関係性を踏
まえて，38条〜51条における位置的分散を図る設
計が効果的である場合は8条(⻯巻)の設計と合わせ
て説明をする。

屋外に保管する可搬型重⼤事故等対処設備は，
設計荷重(⻯巻)に対して以下を考慮した設計とする
ことを配置設計にて説明する。
・設計基準事故に対処するための設備(屋外に設置
する設計基準事故に対処するための設備を含む)⼜
は常設重⼤事故等対処設備と異なる場所に保管す
る設計

以上の設計は，重⼤事故等設備が有する機能と代
替元の設計基準事故に対処するための設備⼜は常
設重⼤事故等対処設備の配置情報（代替元の設
計基準事故に対処するための設備に対する位置的
分散を確保した設計）を元に説明することが必要で
あることから，以下のSA基本設計⽅針と合わせて⻯
巻に対する配慮事項も含めて説明する。
《関連するSA条⽂基本設計⽅針No.》
38条(⽔素掃気系)－10,11，
39条(代替安冷)－20,21，
39条40条(代替換気)－18，
40条(代替圧空)－26,27，
41条(加熱停⽌系)－7，42条－36,57，
44条－14,46,73，45条－13,14，
46条－
27,71,87,109,124,140,141,162,166,191,1
94,196，
47条－73,75,76,77，
48条－
70,73,111,114,162,164,199,201,221,223,
235,237,273,285,300,313，
49条－
100,101,135,136,180,223,244,245,267
50条－
43,44,58,59,79,80,99,100,101,121,122,14
3,144，
51条－110,111

また，別表に⽰す位置的分散と⻯巻の関係性を踏
まえて，38条〜51条における位置的分散を図る設
計が効果的である場合は8条(⻯巻)の設計と合わせ
て説明をする。

24

可搬型重⼤事故等
対処設備は，地
震，津波，その他の
⾃然現象⼜は故意に
よる⼤型航空機の衝
突その他のテロリズ
ム，設計基準事故に
対処するための設備
及び重⼤事故等対
処設備の配置その他
の条件を考慮した上
で常設重⼤事故等
対処設備と異なる保
管場所に保管する設
計とする。

設置要求
配置 ― 展開⽅針は⻯巻と同様であることから省略

設置要求

屋内に保管する可搬
型重⼤事故等対処
設備は，「2.　地盤」
に基づく地盤に設置さ
れた建屋等に位置的
分散することにより，
設計基準事故に対
処するための設備の
安全機能⼜は常設
重⼤事故等対処設
備の重⼤事故等に対
処するために必要な
機能と同時にその機
能が損なわれるおそれ
がないように保管する
設計とする。

26
――――

屋内に保管する可搬型重⼤事故等対処設備は，地
震に対して以下を考慮した設計とすることを配置設計
にて説明する。
・設計基準事故に対処するための設備⼜は常設重⼤
事故等対処設備と異なる位置で建屋内に保管する
設計
・100m以上の離隔距離を確保した複数の保管場所
に位置的分散して保管する設計

以上の設計は，重⼤事故等設備が有する機能と代
替元の設計基準事故に対処するための設備⼜は常
設重⼤事故等対処設備の配置情報（代替元の設
計基準事故に対処するための設備に対する位置的分
散を確保した設計）を元に説明することが必要である
ことから，以下のSA基本設計⽅針と合わせて地震に
対する配慮事項も含めて説明する。
《関連するSA条⽂基本設計⽅針No.》
38条(⽔素掃気系)－10,11，39条(代替安冷)－
20,21，
39条40条(代替換気)－18，40条(代替圧空)－
26,27，
41条(加熱停⽌系)－7，42条－36,57，44条－
14,46,73，
45条－13,14，
46条－
27,71,87,109,124,140,141,162,166,191,19
4,196，
47条－73,75,76,77，
48条－
70,73,111,114,162,164,199,201,221,223,2
35,237,
273,285,300,313，
49条－
100,101,135,136,180,223,244,245,267，
50条－
43,44,58,59,79,80,99,100,101,121,122,14
3,144，
51条－110,111

また，別表に⽰す位置的分散と地震の関係性を踏ま
えて，38条〜51条における位置的分散を図る設計
が効果的である場合は5条32条/6条33条の設計と
合わせて説明をする。

―――配置 ―――

冒頭宣⾔に当たる36条基本設計⽅針No.10,11,12,23を受けた設計

冒頭宣⾔に当たる36条基本設計⽅針No.10,11,12,23を受けた設計

――
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  36条→個別条⽂(39条)→8条の展開 別紙

放⽔砲(降⽔)

屋外　機器配管 屋内　機器配管 建物・構築物 屋外　機器配管 屋内　機器配管 屋外　機器配管 屋内　機器配管 屋外　機器配管 屋内　機器配管 建物・構築物 屋外　機器配管 屋内　機器配管 屋外　機器配管

⻯巻 ⽯油備蓄基地⽕災と森林⽕災の重畳航空機墜落⽕災 地盤，地震 津波
第36条　重⼤事故等対処設備

項⽬
番号 基本設計⽅針 要求種別 設計

項⽬

構造 ― ― ― ― ― ― ―

屋外に保管する可搬型重⼤事故等対処設備は，地
震に対して以下を考慮した設計とすることを構造設計
にて説明する。
・当該設備⼜は当該設備を収納するものを固縛する
設計

以上の設計は，常設重⼤事故等対処設備の地震に
対して必要な機能を損なわない設計と同様であること
から，以下のDB基本設計⽅針と合わせて説明する。
《関連するDB条⽂基本設計⽅針No.》
5条32条/6条33条-6-1〜9-2，5条32条/6条33
条-26

― ― ― ― ―

構造 ― ― ― ― ― ― ―

屋外に保管する可搬型重⼤事故等対処設備は，地
震に対して以下を考慮した設計とすることを構造設計
にて説明する。
・当該設備⼜は当該設備を収納するものを固定する
設計

以上の設計は，常設重⼤事故等対処設備の地震に
対して必要な機能を損なわない設計と同様であること
から，以下のDB基本設計⽅針と合わせて説明する。
《関連するDB条⽂基本設計⽅針No.》
5条32条/6条33条-6-1〜9-2，5条32条/6条33
条-26

― ― ― ― ―

――構造

屋外の保管場所は，地震に対して以下を考慮した設
計とすることを構造設計にて説明する。
・コンクリート基礎および地盤状況によっては地盤改良
および路盤補強等を⾏い、地震時に可搬型重⼤事
故等対処設備の損壊および保管場所に発⽣する地
表⾯の段差量及び横断勾配が緊急⽤⾞両が徐⾏に
より⾛⾏可能な段差量15cm以下，登板可能な勾
配12%以下とする設計
・保管場所直下において地中埋設構造物を網羅的に
抽出したうえで，地震時における地中埋設構造物の
損壊により，保管場所に影響を与えない場所に設置
する設計
・保管する可搬型重⼤事故等対処設備の特徴に応
じて、地盤⽀持⼒を考慮する設計

以上の設計は，常設重⼤事故等対処設備の保管
場所の設計と同様であることから，以下のDB基本設
計⽅針と合わせて説明する。
《関連するDB条⽂基本設計⽅針No.》
5条32条/6条33条-6-1〜9-2，5条32条/6条33
条-26

―

―― ― ― ―

屋外に保管する可搬型重⼤事故等対処設備は，地
震に対して以下を考慮した設計とすることを配置設計
にて説明する。
・基準地震動Ｓｓによる被害(周辺構造物の倒壊，
周辺タンク等の損壊，周辺斜⾯の崩壊，敷地下斜
⾯のすべり，液状化⼜は揺すり込みによる不等沈
下，傾斜及び伴う浮き上がり，地盤⽀持⼒の不
⾜，地中埋設構造物の損壊等) の影響により必要
な機能を損なわない複数の保管場所に保管する設計

以上の設計は，重⼤事故等設備が有する機能と代
替元の設計基準事故に対処するための設備⼜は常
設重⼤事故等対処設備の配置情報（代替元の設
計基準事故に対処するための設備に対する位置的分
散を確保した設計）を元に説明することが必要である
ことから，以下のSA基本設計⽅針と合わせて地震に
対する配慮事項も含めて説明する。
《関連するSA条⽂基本設計⽅針No.》
38条(⽔素掃気系)－10,11，
39条(代替安冷)－20,21，
39条40条(代替換気)－18，
40条(代替圧空)－26,27，41条(加熱停⽌系)－
7，
42条－36,57，44条－14,46,73，45条－
13,14，
46条－
27,71,87,109,124,140,141,162,166,191,19
4,196，
47条－73,75,76,77，
48条－
70,73,111,114,162,164,199,201,221,223,2
35,237,
273,285,300,313，
49条－
100,101,135,136,180,223,244,245,267，
50条－
43,44,58,59,79,80,99,100,101,121,122,14
3,144，
51条－110,111

また，別表に⽰す位置的分散と地震の関係性を踏ま
えて，38条〜51条における位置的分散を図る設計
が効果的である場合は5条32条/6条33条の設計と
合わせて説明をする。

―

設置要求
機能要求
①

冒頭宣⾔に当たる36条基本設計⽅針No.10,11,12,23を受けた設計

配置 ― ― ― ― ― ― ―

――――

27

屋外に保管する可搬
型重⼤事故等対処
設備は，「3.1　 地
震による損傷の防⽌」
に⽰す地震により，
転倒しないことを確認
する，⼜は必要により
固縛等の措置をする
とともに，「3.1　 地
震による損傷の防⽌」
の地震により⽣ずる敷
地下斜⾯のすべり，
液状化⼜は揺すり込
みによる不等沈下，
傾斜及び浮き上が
り，地盤⽀持⼒の不
⾜，地中埋設構造
物の損壊等により必
要な機能を喪失しな
い複数の保管場所に
位置的分散すること
により，設計基準事
故に対処するための
設備の安全機能⼜
は常設重⼤事故等
対処設備の重⼤事
故等に対処するため
に必要な機能と同時
にその機能が損なわ
れるおそれがないよう
に保管する設計とす
る。

――――
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  36条→個別条⽂(39条)→8条の展開 別紙

放⽔砲(降⽔)

屋外　機器配管 屋内　機器配管 建物・構築物 屋外　機器配管 屋内　機器配管 屋外　機器配管 屋内　機器配管 屋外　機器配管 屋内　機器配管 建物・構築物 屋外　機器配管 屋内　機器配管 屋外　機器配管

⻯巻 ⽯油備蓄基地⽕災と森林⽕災の重畳航空機墜落⽕災 地盤，地震 津波
第36条　重⼤事故等対処設備

項⽬
番号 基本設計⽅針 要求種別 設計

項⽬

――

――――― ― ― ― ― ― ― ―

使⽤時に津波による影響を受けるおそ
れのある場所に据付ける可搬型重⼤
事故等対処設備は，津波に対して以
下を考慮した設計とすることを配置設
計にて説明する。
・据付け後において津波の影響により
退避が必要と判断された場合には，
津波の影響を受けない位置に移動さ
せる設計

以上の設計は，設計基準の津波の
影響を受けない位置に設置する設計
と同様であることから，以下のDB基本
設計⽅針と合わせて説明する。
《関連するDB条⽂基本設計⽅針
No.》
7条34条-2

使⽤時に津波による影響を受けるおそ
れのある場所に据付ける可搬型重⼤
事故等対処設備は，津波に対して以
下を考慮した設計とすることを構造設
計にて説明する。
・据付け後において津波の影響により
退避が必要と判断された場合には，
接続する設備を取り外すことが可能な
設計

以上の設計は，設計基準の津波の
影響を受けない位置に設置する設計
と同様であることから，以下のDB基本
設計⽅針と合わせて説明する。
《関連するDB条⽂基本設計⽅針
No.》
7条34条-2

配置

構造

― ― ― ― ― ― ― ― ― ―

屋内に保管する可搬
型重⼤事故等対処
設備は，⾵(台
⾵)，⻯巻，凍結，
⾼温，降⽔，積
雪，落雷，⽕⼭の
影響，⽣物学的事
象，森林⽕災，塩
害，航空機落下，
有毒ガス，敷地内に
おける化学物質の漏
えい，電磁的障害，
近隣⼯場等の⽕災
及び爆発に対して，
外部からの衝撃による
損傷の防⽌が図られ
た建屋等内に保管
し，かつ，設計基準
事故に対処するため
の設備の安全機能⼜
は常設重⼤事故等
対処設備の重⼤事
故等に対処するため
に必要な機能と同時
にその機能が損なわ
れるおそれがないよ
う，設計基準事故に
対処するための設備
⼜は常設重⼤事故
等対処設備を設置す
る場所と異なる場所
に保管する設計とす
る。

設置要求
配置

屋内に保管する可搬型重⼤事故等対処設備は，
設計荷重(⻯巻)に対して以下を考慮した設計とする
ことを配置設計にて説明する。
・設計基準事故に対処するための設備⼜は常設重
⼤事故等対処設備と異なる位置で建屋内に保管す
る設計
・100m以上の離隔距離を確保した複数の保管場
所に位置的分散して保管する設計

以上の設計は，重⼤事故等設備が有する機能と代
替元の設計基準事故に対処するための設備⼜は常
設重⼤事故等対処設備の配置情報（代替元の設
計基準事故に対処するための設備に対する位置的
分散を確保した設計）を元に説明することが必要で
あることから，以下のSA基本設計⽅針と合わせて⻯
巻に対する配慮事項も含めて説明する。
《関連するSA条⽂基本設計⽅針No.》
38条(⽔素掃気系)－10,11，39条(代替安冷)－
20,21，
39条40条(代替換気)－18，40条(代替圧空)－
26,27，
41条(加熱停⽌系)－7，
42条－36,57，44条－14,46,73，45条－
13,14，
46条－
27,71,87,109,124,140,141,162,166,191,1
94,196，
47条－73,75,76,77，
48条－
70,73,111,114,162,164,199,201,221,223,
235,237,
273,285,300,313，
49条－
100,101,135,136,180,223,244,245,267，
50条－
43,44,58,59,79,80,99,100,101,121,122,14
3,144，
51条－110,111

また，別表に⽰す位置的分散と⻯巻の関係性を踏
まえて，38条〜51条における位置的分散を図る設
計が効果的である場合は8条(⻯巻)の設計と合わせ
て説明をする。

― ― 展開⽅針は⻯巻と同様であることから省略

冒頭宣⾔に当たる36条基本設計⽅針No.8,10,11,23を受けた設計

28

また，事業指定(変
更許可)を受けた設
計基準より厳しい条
件の要因となる外的
事象のうち地震に対
して，地震を要因と
する重⼤事故等に対
処するために重⼤事
故等時に機能を期待
する可搬型重⼤事故
等対処設備は,
「9.2.6　地震を要因
とする重⼤事故等に
対する施設の耐震設
計」に基づく設計とす
る。津波に対して可
搬型重⼤事故等対
処設備の保管場所に
ついては，「3.2　 津
波による損傷の防⽌」
に⽰す津波による影
響を受けない位置に
設置する設計とする。
また，可搬型重⼤事
故等対処設備の据
付けは，津波による
影響を受けるおそれの
ない場所を選定する
こととし，使⽤時に津
波による影響を受ける
おそれのある場所に据
付ける場合は，津波
に対して重⼤事故等
への対処に必要な機
能を損なわない設計
とする。⽕災に対して
可搬型重⼤事故等
対処設備は,「5．⽕
災等による損傷の防
⽌」に基づく設計とす
るとともに，「9.2.7
可搬型重⼤事故等
対処設備の内部⽕
災に対する防護⽅
針」に基づく⽕災防護
を⾏う設計とする。

冒頭宣⾔
【36条
179,183
,184〜
190,191
】
冒頭宣⾔
【196〜
211】
冒頭宣⾔
【第34条】
冒頭宣⾔
【第35条】
設置要求
運⽤要求

冒頭宣⾔に当たる36条基本設計⽅針No.8,10,12,13,23を受けた設計
冒頭宣⾔に当たる36条基本設計⽅針No.8,10,12,13,23を受けた冒頭宣⾔

－
(冒頭宣⾔であり，具体の設計は基本設計⽅針No.179,183,184〜190,191に展開する。)

－
(冒頭宣⾔であり，具体の設計は基本設計⽅針No.196〜211に展開する。)

－
(冒頭宣⾔であり，具体の設計は第34条に展開する。)

－
(冒頭宣⾔であり，具体の設計は第35条に展開する。)

－
(運⽤要求のため)

30

⑤36条−120へ
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  36条→個別条⽂(39条)→8条の展開 別紙

放⽔砲(降⽔)

屋外　機器配管 屋内　機器配管 建物・構築物 屋外　機器配管 屋内　機器配管 屋外　機器配管 屋内　機器配管 屋外　機器配管 屋内　機器配管 建物・構築物 屋外　機器配管 屋内　機器配管 屋外　機器配管

⻯巻 ⽯油備蓄基地⽕災と森林⽕災の重畳航空機墜落⽕災 地盤，地震 津波
第36条　重⼤事故等対処設備

項⽬
番号 基本設計⽅針 要求種別 設計

項⽬

展開⽅針は⻯巻と同様であることから省略――

屋外に保管する可搬型重⼤事故等対処設備は，地
震に対して以下を考慮した設計とすることを配置設計
にて説明する。
・屋外に設置する設計基準事故に対処するための設
備から100m以上の離隔距離を確保した場所に保管
する設計

以上の設計は，重⼤事故等設備が有する機能と代
替元の設計基準事故に対処するための設備⼜は常
設重⼤事故等対処設備の配置情報（代替元の設
計基準事故に対処するための設備に対する位置的分
散を確保した設計）を元に説明することが必要である
ことから，以下のSA基本設計⽅針と合わせて地震に
対する配慮事項も含めて説明する。
《関連するSA条⽂基本設計⽅針No.》
38条(⽔素掃気系)－10,11，39条(代替安冷)－
20,21，
39条40条(代替換気)－18，40条(代替圧空)－
26,27，
41条(加熱停⽌系)－7，42条－36,57，44条－
14,46,73，
45条－13,14，
46条－
27,71,87,109,124,140,141,162,166,191,19
4,196，
47条－73,75,76,77，
48条－
70,73,111,114,162,164,199,201,221,223,2
35,237,
273,285,300,313，
49条－
100,101,135,136,180,223,244,245,267，
50条－
43,44,58,59,79,80,99,100,101,121,122,14
3,144，
51条－110,111

また，別表に⽰す位置的分散と地震の関係性を踏ま
えて，38条〜51条における位置的分散を図る設計
が効果的である場合は5条32条/6条33条の設計と
合わせて説明をする。

展開⽅針は⻯巻と同様であることから省略――配置
設置要求

また，屋外に設置す
る設計基準事故に対
処するための設備から
も100ｍ以上の離隔
距離を確保する設計
とする。

32

31

屋外に保管する可搬
型重⼤事故等対処
設備は，⾃然現
象，⼈為事象及び
故意による⼤型航空
機の衝突その他のテ
ロリズムに対して，設
計基準事故に対処す
るための設備の安全
機能⼜は常設重⼤
事故等対処設備の
重⼤事故等に対処す
るために必要な機能と
同時にその機能が損
なわれるおそれがない
よう，設計基準事故
に対処するための設
備⼜は常設重⼤事
故等対処設備を設
置する建屋の外壁か
ら100ｍ以上の離隔
距離を確保した場所
に保管するとともに異
なる場所にも保管す
ることで位置的分散
を図る設計とする。

冒頭宣⾔に当たる36条基本設計⽅針No.8,10,11,12,23を受けた設計

冒頭宣⾔に当たる36条基本設計⽅針No.10,11,12,23を受けた設計

屋外に保管する可搬型重⼤事故等対処設備は，
設計荷重(⻯巻)に対して以下を考慮した設計とする
ことを配置設計にて説明する。
・屋外に設置する設計基準事故に対処するための設
備から100m以上の離隔距離を確保した場所に保
管する設計

以上の設計は，重⼤事故等設備が有する機能と代
替元の設計基準事故に対処するための設備⼜は常
設重⼤事故等対処設備の配置情報（代替元の設
計基準事故に対処するための設備に対する位置的
分散を確保した設計）を元に説明することが必要で
あることから，以下のSA基本設計⽅針と合わせて⻯
巻に対する配慮事項も含めて説明する。
《関連するSA条⽂基本設計⽅針No.》
38条(⽔素掃気系)－10,11，
39条(代替安冷)－20,21，
39条40条(代替換気)－18，
40条(代替圧空)－26,27，41条(加熱停⽌系)－
7，
42条－36,57，44条－14,46,73，45条－
13,14，
46条－
27,71,87,109,124,140,141,162,166,191,1
94,196，
47条－73,75,76,77，
48条－
70,73,111,114,162,164,199,201,221,223,
235,237,273,285,300,313，
49条－
100,101,135,136,180,223,244,245,267，
50条－
43,44,58,59,79,80,99,100,101,121,122,14
3,144，
51条－110,111

また，別表に⽰す位置的分散と⻯巻の関係性を踏
まえて，38条〜51条における位置的分散を図る設
計が効果的である場合は8条(⻯巻)の設計と合わせ
て説明をする。

展開⽅針は⻯巻と同様であることから省略――展開⽅針は⻯巻と同様であることから省略

屋外に保管する可搬型重⼤事故等対処設備は，地
震に対して以下を考慮した設計とすることを配置設計
にて説明する。
・設計基準事故に対処するための設備⼜は常設重⼤
事故等対処設備を設置する建屋の外壁から100m
以上の離隔距離を確保した場所に保管する設計
・100m以上の離隔距離を確保した複数の保管場所
に位置的分散して保管する設計
・なお，対処の迅速性の観点から建屋近傍に保管す
る設備は予備を含めて複数を建屋近傍に保管する設
計

以上の設計は，重⼤事故等設備が有する機能と代
替元の設計基準事故に対処するための設備⼜は常
設重⼤事故等対処設備の配置情報（代替元の設
計基準事故に対処するための設備に対する位置的分
散を確保した設計）を元に説明することが必要である
ことから，以下のSA基本設計⽅針と合わせて地震に
対する配慮事項も含めて説明する。
《関連するSA条⽂基本設計⽅針No.》
38条(⽔素掃気系)－10,11，39条(代替安冷)－
20,21，
39条40条(代替換気)－18，40条(代替圧空)－
26,27，
41条(加熱停⽌系)－7，42条－36,57，44条－
14,46,73，
45条－13,14，
46条－
27,71,87,109,124,140,141,162,166,191,19
4,196，
47条－73,75,76,77，
48条－
70,73,111,114,162,164,199,201,221,223,2
35,237,
273,285,300,313，
49条－
100,101,135,136,180,223,244,245,267，
50条－
43,44,58,59,79,80,99,100,101,121,122,14
3,144，
51条－110,111

また，別表に⽰す位置的分散と地震の関係性を踏ま
えて，38条〜51条における位置的分散を図る設計
が効果的である場合は5条32条/6条33条の設計と
合わせて説明をする。

屋外に保管する可搬型重⼤事故等対処設備は，
設計荷重(⻯巻)に対して以下を考慮した設計とする
ことを配置設計にて説明する。
・設計基準事故に対処するための設備⼜は常設重
⼤事故等対処設備を設置する建屋の外壁から
100m以上の離隔距離を確保した場所に保管する
設計
・100m以上の離隔距離を確保した複数の保管場
所に位置的分散して保管する設計
・なお，対処の迅速性の観点から建屋近傍に保管す
る設備は予備を含めて複数を建屋近傍に保管する設
計

以上の設計は，重⼤事故等設備が有する機能と代
替元の設計基準事故に対処するための設備⼜は常
設重⼤事故等対処設備の配置情報（代替元の設
計基準事故に対処するための設備に対する位置的
分散を確保した設計）を元に説明することが必要で
あることから，以下のSA基本設計⽅針と合わせて⻯
巻に対する配慮事項も含めて説明する。
《関連するSA条⽂基本設計⽅針No.》
38条(⽔素掃気系)－10,11，39条(代替安冷)－
20,21，
39条40条(代替換気)－18，40条(代替圧空)－
26,27，
41条(加熱停⽌系)－7，42条－36,57，44条－
14,46,73，
45条－13,14，
46条－
27,71,87,109,124,140,141,162,166,191,1
94,196，
47条－73,75,76,77，
48条－
70,73,111,114,162,164,199,201,221,223,
235,237,
273,285,300,313，
49条－
100,101,135,136,180,223,244,245,267，
50条－
43,44,58,59,79,80,99,100,101,121,122,14
3,144，
51条－110,111

また，別表に⽰す位置的分散と⻯巻の関係性を踏
まえて，38条〜51条における位置的分散を図る設
計が効果的である場合は8条(⻯巻)の設計と合わせ
て説明をする。

設置要求
配置 ― ―
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放⽔砲(降⽔)

屋外　機器配管 屋内　機器配管 建物・構築物 屋外　機器配管 屋内　機器配管 屋外　機器配管 屋内　機器配管 屋外　機器配管 屋内　機器配管 建物・構築物 屋外　機器配管 屋内　機器配管 屋外　機器配管

⻯巻 ⽯油備蓄基地⽕災と森林⽕災の重畳航空機墜落⽕災 地盤，地震 津波
第36条　重⼤事故等対処設備

項⽬
番号 基本設計⽅針 要求種別 設計

項⽬

配置

屋外に保管する可搬型重⼤事故等対処設備の位
置的分散に関する設計は36条-
24,25,27,28,29,31,32に⽰すとおり。

屋内に保管する可搬型重⼤事故等対処設備の位
置的分散に関する設計は36条-
24,25,26,28,29,30に⽰すとおり。 ―

屋外に保管する可搬型重⼤事故等対処設備は，
設計荷重(⻯巻)に対して以下を考慮した設計とする
ことを構造設計にて説明する。
・設計基準事故に対処するための設備に対し可能な
限り多様性を図る設計

以上の設計は，重⼤事故等設備が有する機能と代
替元の設計基準事故に対処するための設備の機能と
の関係（代替元の設計基準事故に対処するための
設備に対する多様性（動⼒源の違い、システムの違
い等）を確保した設計）を元に説明することが必要
であることから，以下のSA基本設計⽅針と合わせて
⻯巻に対する配慮事項も含めて説明する。
《関連するSA条⽂基本設計⽅針No.》
39条(代替安冷)－17，18
39条40条(代替換気)－14,17，
40条(代替圧空)－24,25，
41条(加熱停⽌系)－6，
41条(供給停⽌回路)－18，
42条－35，44条－45，
46条－142,191,192,195，47条－72，
48条－72,113,162,199,221,235，
51条－105,106,108,109

また，別表に⽰す多様性と⻯巻の関係性を踏まえ
て，38条〜51条における多様性を有する設計が効
果的である場合は8条(⻯巻)の設計と合わせて説明
をする。

屋内に保管する可搬型重⼤事故等対処設備は，
設計荷重(⻯巻)に対して以下を考慮した設計とする
ことを構造設計にて説明する。
・設計基準事故に対処するための設備に対し可能な
限り多様性を図る設計

以上の設計は，重⼤事故等設備が有する機能と代
替元の設計基準事故に対処するための設備の機能と
の関係（代替元の設計基準事故に対処するための
設備に対する多様性（動⼒源の違い、システムの違
い等）を確保した設計）を元に説明することが必要
であることから，以下のSA基本設計⽅針と合わせて
⻯巻に対する配慮事項も含めて説明する。
《関連するSA条⽂基本設計⽅針No.》
39条(代替安冷)－17，18
39条40条(代替換気)－14,17，
40条(代替圧空)－24,25，
41条(加熱停⽌系)－6，
41条(供給停⽌回路)－18，
42条－35，44条－45，
46条－142,191,192,195，47条－72，
48条－72,113,162,199,221,235，
51条－105,106,108,109

また，別表に⽰す多様性と⻯巻の関係性を踏まえ
て，38条〜51条における多様性を有する設計が効
果的である場合は8条(⻯巻)の設計と合わせて説明
をする。

―

35

c. 可搬型重⼤事故
等対処設備と常設重
⼤事故等対処設備
の接続⼝
建屋等の外から⽔，
空気⼜は電⼒を供給
する可搬型重⼤事故
等対処設備と常設設
備との接続⼝は，共
通要因によって接続
することができなくなる
ことを防⽌するため，
それぞれ互いに異なる
複数の場所に設置す
る設計とする。

冒頭宣⾔
【36条36
〜44】

冒頭宣⾔に当たる36条基本設計⽅針No.8,9,10,11,12,13を受けた冒頭宣⾔

－
(冒頭宣⾔であり，具体の設計は基本設計⽅針No.36〜44に展開する。)

展開⽅針は⻯巻と同様であることから省略

－
(冒頭宣⾔であり，具体の設計は基本設計⽅針No.34に展開する。)

構造

冒頭宣⾔に当たる36条基本設計⽅針No.10,11,23を受けた冒頭宣⾔

システ
ム

屋外に保管する可搬型重⼤事故等対処設備は，
設計荷重(⻯巻)に対して以下を考慮した設計とする
ことをシステム設計にて説明する。
・設計基準事故に対処するための設備に対し可能な
限り独⽴性を図る設計

以上の設計は，重⼤事故等設備が有する機能と代
替元の設計基準事故に対処するための設備の系統・
配置情報（代替元の設計基準事故に対処するため
の設備に対する独⽴性（通常時の系統の切り離し、
使⽤時の系統の切り替え等による独⽴性）を確保し
た設計）を元に説明することが必要であることから，
以下のSA基本設計⽅針と合わせて⻯巻に対する配
慮事項も含めて説明する。
《関連するSA条⽂基本設計⽅針No.》
38条(代替Gd供給)－11，
38条(代替Gd回路)－22，
38条(廃ガス貯留)－21,22，
39条(代替安冷)－15,16,19，
39条40条(代替換気)－15,16，
40条(代替圧空)－22,23，
46条－
27,28,70,86,108,123,138,139,161,165,19
1,193，
48条－71,112,163,200,222,236，
50条－36,43,58,79,99,121,143，
51条－107

また，別表に⽰す独⽴性と⻯巻の関係性を踏まえ
て，38条〜51条における独⽴性を有する設計が効
果的である場合は8条(⻯巻)の設計と合わせて説明
をする。

屋内に保管する可搬型重⼤事故等対処設備は，
設計荷重(⻯巻)に対して以下を考慮した設計とする
ことをシステム設計にて説明する。
・設計基準事故に対処するための設備に対し可能な
限り独⽴性を図る設計

以上の設計は，重⼤事故等設備が有する機能と代
替元の設計基準事故に対処するための設備の系統・
配置情報（代替元の設計基準事故に対処するため
の設備に対する独⽴性（通常時の系統の切り離し、
使⽤時の系統の切り替え等による独⽴性）を確保し
た設計）を元に説明することが必要であることから，
以下のSA基本設計⽅針と合わせて⻯巻に対する配
慮事項も含めて説明する。
《関連するSA条⽂基本設計⽅針No.》
38条(代替Gd供給)－11，
38条(代替Gd回路)－22，
38条(廃ガス貯留)－21,22，
39条(代替安冷)－15,16,19，
39条40条(代替換気)－15,16，
40条(代替圧空)－22,23，
46条－
27,28,70,86,108,123,138,139,161,165,19
1,193，
48条－71,112,163,200,222,236，
50条－36,43,58,79,99,121,143，
51条－107

また，別表に⽰す独⽴性と⻯巻の関係性を踏まえ
て，38条〜51条における独⽴性を有する設計が効
果的である場合は8条(⻯巻)の設計と合わせて説明
をする。

―

33

屋外に保管する可搬
型重⼤事故等対処
設備は，⾵(台
⾵)，⻯巻，凍結，
⾼温，降⽔，積
雪，落雷，⽕⼭の
影響，⽣物学的事
象，森林⽕災，塩
害，航空機落下，
有毒ガス，敷地内に
おける化学物質の漏
えい，電磁的障害，
近隣⼯場等の⽕災
及び爆発に対して健
全性を確保する設計
とする。

冒頭宣⾔
【36条
34】
設置要求
機能要求
①
機能要求
②
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放⽔砲(降⽔)

屋外　機器配管 屋内　機器配管 建物・構築物 屋外　機器配管 屋内　機器配管 屋外　機器配管 屋内　機器配管 屋外　機器配管 屋内　機器配管 建物・構築物 屋外　機器配管 屋内　機器配管 屋外　機器配管

⻯巻 ⽯油備蓄基地⽕災と森林⽕災の重畳航空機墜落⽕災 地盤，地震 津波
第36条　重⼤事故等対処設備

項⽬
番号 基本設計⽅針 要求種別 設計

項⽬

配置 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―

配置 ― ― ― ― ― ―――――――

接続⼝は，地震に対して以下を考慮した設計とする
ことを配置設計にて説明する。
・基準地震動による地震⼒が作⽤した場合においても
⼗分に⽀持することができる地盤に設置する建屋内に
設置する設計

以上の設計は，重⼤事故等設備の系統情報を元に
説明することが必要であることから，以下のSA基本設
計⽅針と合わせて地震に対する配慮事項も含めて説
明する。
《関連するSA条⽂基本設計⽅針No.》
38条(代替Gd供給)－11，
38条(代替Gd回路)－22，
38条(廃ガス貯留)－21,22，
39条(代替安冷)－15,16,19，
39条40条(代替換気)－15,16，
40条(代替圧空)－22,23，
46条－
27,28,70,86,108,123,138,139,161,165,191
,193，
48条－71,112,163,200,222,236，
50条－36,43,58,79,99,121,143，
51条－107

また，別表に⽰す位置的分散と地震の関係性を踏ま
えて，38条〜51条における位置的分散を図る設計
が効果的である場合は5条32条/6条33条の設計と
合わせて説明をする。

冒頭宣⾔に当たる36条基本設計⽅針No.9,35を受けた設計

地震に対して接続⼝
は，「2.　地盤」に基
づく地盤に設置する
建屋等内に設置する
設計とする。

設置要求37

――――配置

接続⼝は，地震に対して以下を考慮した設計とする
ことを配置設計にて説明する。
・適切に離隔した隣接しない位置の異なる複数箇所
に設置する設計

以上の設計は，重⼤事故等設備の系統情報を元に
説明することが必要であることから，以下のSA基本設
計⽅針と合わせて地震に対する配慮事項も含めて説
明する。
《関連するSA条⽂基本設計⽅針No.》
38条(代替Gd供給)－11，
38条(代替Gd回路)－22，
38条(廃ガス貯留)－21,22，
39条(代替安冷)－15,16,19，
39条40条(代替換気)－15,16，
40条(代替圧空)－22,23，
46条－
27,28,70,86,108,123,138,139,161,165,191
,193，
48条－71,112,163,200,222,236，
50条－36,43,58,79,99,121,143，
51条－107

また，別表に⽰す位置的分散と地震の関係性を踏ま
えて，38条〜51条における位置的分散を図る設計
が効果的である場合は5条32条/6条33条の設計と
合わせて説明をする。

接続⼝は，津波に対して以下を考慮
した設計とすることを配置設計にて説
明する。
・適切に離隔した隣接しない位置の異
なる複数箇所に設置する設計

以上の設計は，重⼤事故等設備の
系統情報を元に説明することが必要で
あることから，以下のSA基本設計⽅
針と合わせて津波に対する配慮事項
も含めて説明する。
《関連するSA条⽂基本設計⽅針
No.》
38条(代替Gd供給)－11，
38条(代替Gd回路)－22，
38条(廃ガス貯留)－21,22，
39条(代替安冷)－15,16,19，
39条40条(代替換気)－15,16，
40条(代替圧空)－22,23，
46条－
27,28,70,86,108,123,138,139,
161,165,191,193，
48条－
71,112,163,200,222,236，
50条－
36,43,58,79,99,121,143，
51条－107

また，別表に⽰す位置的分散と津波
の関係性を踏まえて，38条〜51条に
おける位置的分散を図る設計が効果
的である場合は7条34条の設計と合
わせて説明をする。

―

－
(冒頭宣⾔であり，具体の設計は基本設計⽅針No.44に展開する。)

38

地震，津波及び⽕
災に対しては，「3.1
地震による損傷の防
⽌」，「3.2 　津波に
よる損傷の防⽌」及
び「5. ⽕災等による
損傷の防⽌」に基づく
設計とする。

冒頭宣⾔
【33条，
34条，
35条】
設置要求

冒頭宣⾔に当たる36条基本設計⽅針No.10,12,35を受けた設計
冒頭宣⾔に当たる36条基本設計⽅針No.10,12,35を受けた冒頭宣⾔

－
(冒頭宣⾔であり，具体の設計は第33条〜第35条に展開する。)

――

36

接続⼝は，重⼤事
故等における条件に
対して，想定される
重⼤事故等が発⽣し
た場合における温
度，圧⼒，湿度，
放射線及び荷重を考
慮し，その機能を確
実に発揮できる設計
とするとともに，建屋
等内の適切に離隔し
た隣接しない位置の
異なる複数箇所に設
置する設計とする。ま
た，重⼤事故等にお
ける条件に対する健
全性を確保する設計
とする。

―

設置要求
冒頭宣⾔
【36条
44】

冒頭宣⾔に当たる36条基本設計⽅針No.9,35を受けた設計

―――
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放⽔砲(降⽔)

屋外　機器配管 屋内　機器配管 建物・構築物 屋外　機器配管 屋内　機器配管 屋外　機器配管 屋内　機器配管 屋外　機器配管 屋内　機器配管 建物・構築物 屋外　機器配管 屋内　機器配管 屋外　機器配管

⻯巻 ⽯油備蓄基地⽕災と森林⽕災の重畳航空機墜落⽕災 地盤，地震 津波
第36条　重⼤事故等対処設備

項⽬
番号 基本設計⽅針 要求種別 設計

項⽬

42

設計基準より厳しい
条件の要因となる外
的事象のうち地震に
対して，地震を要因
とする重⼤事故等に
対処するために重⼤
事故等時に機能を期
待する接続⼝は，
「9.2.6　地震を要因
とする重⼤事故等に
対する施設の耐震設
計」に基づく設計とす
る。

冒頭宣⾔
【36条
179,183
,184〜
190,191
】

配置

接続⼝は，設計荷重(⻯巻)に対して以下を考慮し
た設計とすることを配置設計にて説明する。
・適切に離隔した隣接しない位置の異なる複数箇所
に設置する設計

以上の設計は，重⼤事故等設備の系統情報を元に
説明することが必要であることから，以下のSA基本設
計⽅針と合わせて⻯巻に対する配慮事項も含めて説
明する。
《関連するSA条⽂基本設計⽅針No.》
38条(⽔素掃気系)－10,11，
39条(代替安冷)－20,21，
39条40条(代替換気)－18，
40条(代替圧空)－26,27，41条(加熱停⽌系)－
7，
42条－36,57，44条－14,46,73，45条－
13,14，
46条－
27,71,87,109,124,140,141,162,166,191,1
94,196，
47条－73,75,76,77，
48条－
70,73,111,114,162,164,199,201,221,223,
235,237,273,285,300,313，
49条－
100,101,135,136,180,223,244,245,267，
50条－
43,44,58,59,79,80,99,100,101,121,122,14
3,144，
51条－110,111

また，別表に⽰す位置的分散と⻯巻の関係性を踏
まえて，38条〜51条における位置的分散を図る設
計が効果的である場合は8条(⻯巻)の設計と合わせ
て説明をする。

― ― 展開⽅針は⻯巻と同様であることから省略

41

接続⼝は，複数のア
クセスルートを踏まえ
て⾃然現象，⼈為
事象及び故意による
⼤型航空機の衝突そ
の他のテロリズムに対
して建屋等内の適切
に離隔した隣接しな
い位置の異なる複数
の場所に設置する設
計とする。

設置要求
配置

接続⼝は，設計荷重(⻯巻)に対して以下を考慮し
た設計とすることを配置設計にて説明する。
・屋外からのアクセス性を考慮した異なる複数箇所に
設置する設計

以上の設計は，重⼤事故等設備の系統情報を元に
説明することが必要であることから，以下のSA基本設
計⽅針と合わせて⻯巻に対する配慮事項も含めて説
明する。
《関連するSA条⽂基本設計⽅針No.》
38条(⽔素掃気系)－10,11，
39条(代替安冷)－20,21，
39条40条(代替換気)－18，
40条(代替圧空)－26,27，41条(加熱停⽌系)－
7，
42条－36,57，44条－14,46,73，45条－
13,14，
46条－
27,71,87,109,124,140,141,162,166,191,1
94,196，
47条－73,75,76,77，
48条－
70,73,111,114,162,164,199,201,221,223,
235,237,273,285,300,313，
49条－
100,101,135,136,180,223,244,245,267，
50条－
43,44,58,59,79,80,99,100,101,121,122,14
3,144，
51条－110,111

また，別表に⽰す位置的分散と⻯巻の関係性を踏
まえて，38条〜51条における位置的分散を図る設
計が効果的である場合は8条(⻯巻)の設計と合わせ
て説明をする。

接続⼝を設置する建屋は，設計荷重(⻯巻)に対し
て以下を考慮した設計とすることを配置設計にて説明
する。
・⾃然現象，⼈為事象及び故意による⼤型航空機
の衝突その他のテロリズムを考慮し，屋内にアクセス
するための建屋境界の扉を異なる⾯に複数設ける設
計

以上の設計は，重⼤事故等設備の系統情報を元
に説明することが必要であることから，以下のSA基本
設計⽅針と合わせて⻯巻に対する配慮事項も含めて
説明する。
《関連するSA条⽂基本設計⽅針No.》
38条(⽔素掃気系)－10,11，
39条(代替安冷)－20,21，
39条40条(代替換気)－18，
40条(代替圧空)－26,27，41条(加熱停⽌系)
－7，
42条－36,57，44条－14,46,73，45条－
13,14，
46条－
27,71,87,109,124,140,141,162,166,191,1
94,196，
47条－73,75,76,77，
48条－
70,73,111,114,162,164,199,201,221,223,
235,237,273,285,300,313，
49条－
100,101,135,136,180,223,244,245,267，
50条－
43,44,58,59,79,80,99,100,101,121,122,14
3,144，
51条－110,111

また，別表に⽰す位置的分散と⻯巻の関係性を踏
まえて，38条〜51条における位置的分散を図る設
計が効果的である場合は8条(⻯巻)の設計と合わせ
て説明をする。

―

－
(冒頭宣⾔であり，具体の設計は基本設計⽅針No.44に展開する。)

冒頭宣⾔に当たる36条基本設計⽅針No.10,11,35を受けた設計

40

接続⼝は，⾵(台
⾵)，⻯巻，凍結，
⾼温，降⽔，積
雪，落雷，⽕⼭の
影響，⽣物学的事
象，森林⽕災，塩
害，航空機落下，
有毒ガス，敷地内に
おける化学物質の漏
えい，電磁的障害，
近隣⼯場等の⽕災
及び爆発に対して健
全性を確保する設計
とする。

冒頭宣⾔
【36条
44】
設置要求

冒頭宣⾔に当たる36条基本設計⽅針No.10,11,35を受けた設計
冒頭宣⾔に当たる36条基本設計⽅針No.10,11,35を受けた冒頭宣⾔

展開⽅針は⻯巻と同様であることから省略

冒頭宣⾔に当たる36条基本設計⽅針No.12,13,35を受けた設計

－
(冒頭宣⾔であり，具体の設計は基本設計⽅針No.179,183,184〜190,191に展開する。)
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  36条→個別条⽂(39条)→8条の展開 別紙

放⽔砲(降⽔)
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⻯巻 ⽯油備蓄基地⽕災と森林⽕災の重畳航空機墜落⽕災 地盤，地震 津波
第36条　重⼤事故等対処設備

項⽬
番号 基本設計⽅針 要求種別 設計

項⽬

44

環境条件に対する健
全性については，常
設重⼤事故等対処
設備として，「9.2.4
環境条件等」に基づく
設計とする。

冒頭宣⾔
【36条
69】

屋外の可搬型重⼤事故等対処設備
（可搬型発電機等）及び可搬型ダ
クト等を収納するコンテナは，航空機
墜落⽕災に対して以下を考慮して悪
影響防⽌を図る設計とすることを配置
設計にて説明する。
・可搬型重⼤事故等対処設備（可
搬型発電機等）及び可搬型ダクト等
を収納するコンテナの配置情報(設計
情報)及び波及的影響（機械的影
響）の範囲

以上の設計は，設計基準の波及的
影響を及ぼし得る施設(機械的影響)
の設計と同様であるため，以下のDB
基本設計⽅針と合わせて説明する。
《関連するDB条⽂基本設計⽅針
No.》
8条(外⽕)－41

43

接続⼝は，設計基
準より厳しい条件の
要因となる事象の内
的事象のうち配管の
全周破断に対して配
管の全周破断の影響
により接続できなくな
ることを防⽌するた
め，漏えいを想定す
るセル及びグローブ
ボックス内で漏えいし
た放射性物質を含む
腐⾷性の液体(溶
液，有機溶媒等)に
対して健全性を確保
する設計とする。

冒頭宣⾔
【36条
44】

冒頭宣⾔に当たる36条基本設計⽅針No.13,35を受けた設計

－
(冒頭宣⾔であり，具体の設計は基本設計⽅針No.44に展開する。)

配置

建屋内外に跨って接続する建屋間伝送⽤無線装置
等の屋外部(屋外アンテナ)は，設計荷重(⻯巻)のう
ち設計⾶来物による衝撃荷重に対して以下を考慮し
て悪影響防⽌を図る設計とすることを配置設計にて
説明する。
・屋外アンテナの配置情報(設計情報)及び波及的影
響（機械的影響）の範囲

以上の設計は，設計基準の波及的影響を及ぼし得
る施設(機械的影響)の設計と同様であるため，以下
のDB基本設計⽅針と合わせて説明する。
《関連するDB条⽂基本設計⽅針No.》
8条(⻯巻)－21

建屋内外に跨って接続する建屋間伝
送⽤無線装置等の屋外部(屋外アン
テナ)は，航空機墜落⽕災に対して以
下を考慮して悪影響防⽌を図る設計
とすることを配置設計にて説明する。
・屋外アンテナの配置情報(設計情
報)及び波及的影響（機械的影
響）の範囲

以上の設計は，設計基準の波及的
影響を及ぼし得る施設(機械的影響)
の設計と同様であるため，以下のDB
基本設計⽅針と合わせて説明する。
《関連するDB条⽂基本設計⽅針
No.》
8条(外⽕)－41

― ― ―

45

(2) 悪影響防⽌
重⼤事故等対処設
備は，再処理事業
所内の他の設備(安
全機能を有する施
設，当該重⼤事故
等対処設備以外の
重⼤事故等対処設
備，MOX燃料加⼯
施設及びMOX燃料
加⼯施設の重⼤事
故等対処設備を含
む。)に対して悪影響
を及ぼさない設計とす
る。

冒頭宣⾔
【36条
46】
冒頭宣⾔
【36条
91,92,1
21,122】
設置要求

配置

屋外の可搬型重⼤事故等対処設備（⾞両）及び
可搬型ホースを収納するコンテナは，設計荷重(⻯
巻)のうち設計⾶来物による衝撃荷重に対して以下を
考慮して悪影響防⽌を図る設計とすることを配置設
計にて説明する。
・可搬型重⼤事故等対処設備（⾞両）及び可搬
型ホースを収納するコンテナの配置情報(設計情報)
及び波及的影響（機械的影響）の範囲

以上の設計は，設計基準の波及的影響を及ぼし得
る施設(機械的影響)の設計と同様であるため，以下
のDB基本設計⽅針と合わせて説明する。
《関連するDB条⽂基本設計⽅針No.》
8条(⻯巻)－21

― ― ―

屋外の可搬型重⼤事故等対処設備
（⾞両）及び可搬型ホースを収納す
るコンテナは，航空機墜落⽕災に対し
て以下を考慮して悪影響防⽌を図る
設計とすることを配置設計にて説明す
る。
・可搬型重⼤事故等対処設備（⾞
両）及び可搬型ホースを収納するコン
テナの配置情報(設計情報)及び波及
的影響（機械的影響）の範囲

以上の設計は，設計基準の波及的
影響を及ぼし得る施設(機械的影響)
の設計と同様であるため，以下のDB
基本設計⽅針と合わせて説明する。
《関連するDB条⽂基本設計⽅針
No.》
8条(外⽕)－41

配置

屋外の可搬型重⼤事故等対処設備（可搬型発電
機等）及び可搬型ダクト等を収納するコンテナは，
設計荷重(⻯巻)のうち設計⾶来物による衝撃荷重
に対して以下を考慮して悪影響防⽌を図る設計とす
ることを配置設計にて説明する。
・可搬型重⼤事故等対処設備（可搬型発電機
等）及び可搬型ダクト等を収納するコンテナの配置情
報(設計情報)及び波及的影響（機械的影響）の
範囲

以上の設計は，設計基準の波及的影響を及ぼし得
る施設(機械的影響)の設計と同様であるため，以下
のDB基本設計⽅針と合わせて説明する。
《関連するDB条⽂基本設計⽅針No.》
8条(⻯巻)－21

― ― ―

展開⽅針は⻯巻と同様であることから省略

冒頭宣⾔に当たる36条基本設計⽅針No.35,36,40,43を受けた設計

－
(冒頭宣⾔であり，具体の設計は基本設計⽅針No.69に展開する。)

想定される環境条件に対して設備
⾃体の耐性を確保せず，予備品等
の対応により機能確保を図る設計と
する設備は，当該設備の損傷によ
り他の設備へ悪影響（波及的影
響）を及ぼす可能性を否定できな
いことから，DB条⽂の波及的影響
の防⽌に関する設計と合わせて説
明する。

8条(⻯巻‐21)へ

想定される環境条件に対して設備
⾃体の耐性を確保せず，予備品
等の対応により機能確保を図る設
計とする設備は，当該設備の損傷
により他の設備へ悪影響（波及的
影響）を及ぼす可能性を否定でき
ないことから，DB条⽂の波及的影
響の防⽌に関する設計と合わせて
説明する。
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  36条→個別条⽂(39条)→8条の展開 別紙

放⽔砲(降⽔)
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⻯巻 ⽯油備蓄基地⽕災と森林⽕災の重畳航空機墜落⽕災 地盤，地震 津波
第36条　重⼤事故等対処設備

項⽬
番号 基本設計⽅針 要求種別 設計

項⽬

システ
ム ―

屋内に設置する常設重⼤事故等対処設備（気圧
差が⽣じる設備）は，設計荷重(⻯巻)に対して以
下を考慮して悪影響防⽌を図る設計とすることをシス
テム設計にて説明する。
・外気と繋がっており気圧差が影響する範囲

以上の設計は，当該設備の環境条件に対する設計
と同⼀であるため，以下の36条基本設計⽅針でまと
めて説明する。
《関連する36条基本設計⽅針No.》
36条－91　屋内　機器・配管

―

構造
評価 ―

屋内に設置することで健全性を確保するとした常設重
⼤事故等対処設備を収納する地中構造物（重油
貯蔵所等）は，設計荷重(⻯巻)に対して以下を考
慮して悪影響防⽌を図る設計とすることを構造設計
にて説明する。
・設計⾶来物による衝撃荷重に対して，地中構造物
（重油貯蔵所等）の構造部材である壁が貫通及び
裏⾯剥離が⽣じない厚さ有する設計

以上の設計は，当該設備の環境条件に対する設計
と同⼀であるため，以下の36条基本設計⽅針でまと
めて説明する。
《関連する36条基本設計⽅針No.》
36条－91　屋内　機器・配管

―

構造
評価 ―

屋内に設置する常設重⼤事故等対処設備（気圧
差が⽣じる設備）は，設計荷重(⻯巻)に対して以
下を考慮して悪影響防⽌を図る設計とすることを構造
設計にて説明する。
・気圧差による荷重に対して構成する主要部材が重
⼤事故等への対処に必要な機能に影響を及ぼす変
形が⽣じない構造

以上の設計は，当該設備の環境条件に対する設計
と同⼀であるため，以下の36条基本設計⽅針でまと
めて説明する。
《関連する36条基本設計⽅針No.》
36条－91　屋内　機器・配管

―

45

(2) 悪影響防⽌
重⼤事故等対処設
備は，再処理事業
所内の他の設備(安
全機能を有する施
設，当該重⼤事故
等対処設備以外の
重⼤事故等対処設
備，MOX燃料加⼯
施設及びMOX燃料
加⼯施設の重⼤事
故等対処設備を含
む。)に対して悪影響
を及ぼさない設計とす
る。

冒頭宣⾔
【36条
46】
冒頭宣⾔
【36条
91,92,1
21,122】
設置要求

配置

屋内に設置する常設重⼤事故等対処設備は，設
計荷重(⻯巻)に対して以下を考慮して悪影響防⽌
を図る設計とすることを配置設計にて説明する。
・外部からの衝撃による損傷を防⽌できる建屋等内に
設置する⼜は地中構造物の内部に設置する設計
・⾵(台⾵)に対する設計は，建築基準法に基づき算
出する⾵荷重が設計⻯巻の最⼤⾵速100m/sによ
る⾵荷重を⼤きく下回るため，⻯巻の設計に包含さ
れる。

以上の設計は，当該設備の環境条件に対する設計
と同⼀であるため，以下の36条基本設計⽅針でまと
めて説明する。
《関連する36条基本設計⽅針No.》
36条－91　屋内　機器・配管

――

配置 ― ―

屋内に設置する常設重⼤事故等対処設備は，設
計荷重(⻯巻)に対して以下を考慮して悪影響防⽌
を図る設計とすることを配置設計にて説明する。
・建屋内の重⼤事故等対処設備の配置情報と建屋
の開⼝部及び内壁の配置情報，⻯巻防護対策設
備の配置を踏まえ，建屋内の⻯巻防護対象施設に
対する設計⾶来物の衝突を防⽌する設計

以上の設計は，当該設備の環境条件に対する設計
と同⼀であるため，以下の36条基本設計⽅針でまと
めて説明する。
《関連する36条基本設計⽅針No.》
36条－91　屋内　機器・配管

構造
評価 ― ―

屋内に設置することで健全性を確保するとした常設重
⼤事故等対処設備を収納する地中構造物（重油
貯蔵所等）は，設計荷重(⻯巻)に対して以下を考
慮して悪影響防⽌を図る設計とすることを構造設計
にて説明する。
・⾵荷重に対して主要な構造部材が転倒，過⼤な
変形及び脱落が⽣じないよう，鉄筋コンクリート造を
採⽤するとともに，建屋の構造部材が⼗分な厚みを
有する設計。
・⾵(台⾵)に対する設計は，建築基準法に基づき算
出する⾵荷重が設計⻯巻の最⼤⾵速100m/sによ
る⾵荷重を⼤きく下回るため，⻯巻の設計に包含さ
れる。

以上の設計は，当該設備の環境条件に対する設計
と同⼀であるため，以下の36条基本設計⽅針でまと
めて説明する。
《関連する36条基本設計⽅針No.》
36条－91　屋内　機器・配管

展開⽅針は⻯巻と同様であることから省略

外部衝撃に対して健全性を確保することで，当該設備の損傷
による他の設備への悪影響を防⽌する設備は当該設計が環
境条件に対する設計と同じであるため，環境条件に関する設
計⽅針（36条-91等）にまとめた上で，同じ事象のDB条⽂
と合わせて説明する。

②36条−91へ
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  36条→個別条⽂(39条)→8条の展開 別紙

放⽔砲(降⽔)

屋外　機器配管 屋内　機器配管 建物・構築物 屋外　機器配管 屋内　機器配管 屋外　機器配管 屋内　機器配管 屋外　機器配管 屋内　機器配管 建物・構築物 屋外　機器配管 屋内　機器配管 屋外　機器配管

⻯巻 ⽯油備蓄基地⽕災と森林⽕災の重畳航空機墜落⽕災 地盤，地震 津波
第36条　重⼤事故等対処設備

項⽬
番号 基本設計⽅針 要求種別 設計

項⽬

システ
ム

建屋内外に跨って接続するベント管等は，設計荷重
(⻯巻)に対して以下を考慮して悪影響防⽌を図る設
計とすることをシステム設計にて説明する。
・重⼤事故等対処設備と繋がっているベント管等の系
統範囲

以上の設計は，当該設備の環境条件に対する設計
と同⼀であるため，以下の36条基本設計⽅針でまと
めて説明する。
《関連する36条基本設計⽅針No.》
36条－92　屋外　機器・配管

― ―

配置

建屋内外に跨って接続するダクト等の屋外部は，設
計荷重(⻯巻)に対して以下を考慮して悪影響防⽌
を図る設計とすることを配置設計にて説明する。
・⾶来物防護板を設置することで影響を受けない設
計

以上の設計は，当該設備の環境条件に対する設計
と同⼀であるため，以下の36条基本設計⽅針でまと
めて説明する。
《関連する36条基本設計⽅針No.》
36条－92　屋外　機器・配管

― ―

構造
評価

建屋内外に跨って接続するベント管等は，設計荷重
(⻯巻)に対して以下を考慮して悪影響防⽌を図る設
計とすることを構造設計にて説明する。
・構成する主要部材が重⼤事故等への対処に必要
な機能に影響を及ぼす変形が⽣じない構造

以上の設計は，当該設備の環境条件に対する設計
と同⼀であるため，以下の36条基本設計⽅針でまと
めて説明する。
《関連する36条基本設計⽅針No.》
36条－92　屋外　機器・配管

― ―

配置 ―

屋内に保管する可搬型重⼤事故等対処設備は，設
計荷重(⻯巻)に対して以下を考慮して悪影響防⽌を
図る設計とすることを配置設計にて説明する。
・建屋内の重⼤事故等対処設備の配置情報と建屋の
開⼝部及び内壁の配置情報，⻯巻防護対策設備の
配置を踏まえ，建屋内の⻯巻防護対象施設に対する
設計⾶来物の衝突を防⽌する設計

以上の設計は，当該設備の環境条件に対する設計と
同⼀であるため，以下の36条基本設計⽅針でまとめ
て説明する。
《関連する36条基本設計⽅針No.》
36条－121　屋内　機器・配管

―

構造
評価

建屋内外に跨って接続する建屋間伝送⽤無線装置
等の屋外部(屋外アンテナ)は，設計荷重(⻯巻)に
対して以下を考慮して悪影響防⽌を図る設計とする
ことを構造設計にて説明する。
・⾵荷重に対して主要な構造部材が転倒，過⼤な
変形及び脱落が⽣じない設計。
・⾵(台⾵)に対する設計は，建築基準法に基づき算
出する⾵荷重が設計⻯巻の最⼤⾵速100m/sによ
る⾵荷重を⼤きく下回るため，⻯巻の設計に包含さ
れる。

以上の設計は，当該設備の環境条件に対する設計
と同⼀であるため，以下の36条基本設計⽅針でまと
めて説明する。
《関連する36条基本設計⽅針No.》
36条－92　屋外　機器・配管

― ―

― ―配置

屋内に保管する可搬型重⼤事故等対処設備は，
設計荷重(⻯巻)に対して以下を考慮して悪影響防
⽌を図る設計とすることを配置設計にて説明する。
・外部からの衝撃による損傷を防⽌できる建屋等内に
設置する設計
・⾵(台⾵)に対する設計は，建築基準法に基づき算
出する⾵荷重が設計⻯巻の最⼤⾵速100m/sによ
る⾵荷重を⼤きく下回るため，⻯巻の設計に包含さ
れる。

以上の設計は，当該設備の環境条件に対する設計
と同⼀であるため，以下の36条基本設計⽅針でまと
めて説明する。
《関連する36条基本設計⽅針No.》
36条－121　屋内　機器・配管

展開⽅針は⻯巻と同様であることから省略

45

(2) 悪影響防⽌
重⼤事故等対処設
備は，再処理事業
所内の他の設備(安
全機能を有する施
設，当該重⼤事故
等対処設備以外の
重⼤事故等対処設
備，MOX燃料加⼯
施設及びMOX燃料
加⼯施設の重⼤事
故等対処設備を含
む。)に対して悪影響
を及ぼさない設計とす
る。

冒頭宣⾔
【36条
46】
冒頭宣⾔
【36条
91,92,1
21,122】
設置要求

－
(冒頭宣⾔であり，具体の設計は基本設計⽅針No.46に展開する。)

－
(冒頭宣⾔であり，具体の設計は基本設計⽅針No.91,92,121,122に展開する。)
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  36条→個別条⽂(39条)→8条の展開 別紙

放⽔砲(降⽔)

屋外　機器配管 屋内　機器配管 建物・構築物 屋外　機器配管 屋内　機器配管 屋外　機器配管 屋内　機器配管 屋外　機器配管 屋内　機器配管 建物・構築物 屋外　機器配管 屋内　機器配管 屋外　機器配管

⻯巻 ⽯油備蓄基地⽕災と森林⽕災の重畳航空機墜落⽕災 地盤，地震 津波
第36条　重⼤事故等対処設備

項⽬
番号 基本設計⽅針 要求種別 設計

項⽬

システ
ム ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―

構造 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―

屋外に保管する可搬型重⼤事故等
対処設備は以下を考慮した設計。
・降⽔の浸⽔による影響を受けるおそ
れのある機器は，保護構造を有する
ことにより，降⽔が機器に侵⼊すること
を防⽌する設計。

以上の設計は，当該設備の環境条
件に対する設計と同⼀であるため，以
下の36条基本設計⽅針でまとめて説
明する。
《関連する36条基本設計⽅針No.》
36条－124　屋外　機器・配管

構造 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―

屋外に保管する可搬型重⼤事故等
対処設備は以下を考慮した設計。
・降⽔による短期での腐⾷が発⽣しな
いよう，塗装若しくは腐⾷し難い⾦属
を使⽤する設計。

以上の設計は，当該設備の環境条
件に対する設計と同⼀であるため，以
下の36条基本設計⽅針でまとめて説
明する。
《関連する36条基本設計⽅針No.》
36条－124　屋外　機器・配管

――構造

建屋内外に跨って接続するダクト等の
屋外部は，降⽔に対して以下を考慮
した設計とすることを構造設計にて説
明する。
・降⽔による短期での腐⾷が発⽣しな
いよう，塗装若しくは腐⾷し難い⾦属
を使⽤する設計。

以上の設計は，当該設備の環境条
件に対する設計と同⼀であるため，以
下の36条基本設計⽅針でまとめて説
明する。
《関連する36条基本設計⽅針No.》
36条－93　屋外　機器・配管

―――――――――

46

重⼤事故等対処設
備は，重⼤事故等に
おける条件を考慮
し，他の設備への影
響としては，重⼤事
故等対処設備使⽤
時及び待機時の系統
的な影響(電気的な
影響を含む。)，内
部発⽣⾶散物による
影響並びに⻯巻によ
り⾶来物となる影響を
考慮し，他の設備の
機能に悪影響を及ぼ
さない設計とする。

冒頭宣⾔
【36条47
〜50】

冒頭宣⾔に当たる36条基本設計⽅針No.45を受けた設計

－
(冒頭宣⾔であり，具体の設計は基本設計⽅針No.47〜50に展開する。)

冒頭宣⾔に当たる36条基本設計⽅針No.46を受けた設計

建屋内外に跨って接続するダクト等の
屋外部は，降⽔に対して以下を考慮
した設計とすることを構造設計にて説
明する。
・降⽔の浸⽔による影響を受けるおそ
れのある機器は，保護構造を有する
ことにより，⾬⽔が機器に侵⼊すること
を防⽌する設計。

以上の設計は，当該設備の環境条
件に対する設計と同⼀であるため，以
下の36条基本設計⽅針でまとめて説
明する。
《関連する36条基本設計⽅針No.》
36条－93　屋外　機器・配管

―――――― ― ― ― ― ― ―構造

―

機能要求
①
機能要求
②

冒頭宣⾔に当たる基本設計⽅針No.46を受けた設計

系統的な影響につい
て，重⼤事故等対
処設備は，弁等の
操作によって安全機
能を有する施設として
使⽤する系統構成か
ら重⼤事故等対処
設備としての系統構
成とすること，重⼤事
故等発⽣前(通常
時)の隔離若しくは分
離された状態から弁
等の操作や接続によ
り重⼤事故等対処設
備としての系統構成と
すること，他の設備か
ら独⽴して単独で使
⽤可能なこと，安全
機能を有する施設と
して使⽤する場合と
同じ系統構成で重⼤
事故等対処設備とし
て使⽤すること等によ
り，他の設備に悪影
響を及ぼさない設計と
する。

機能要求
①47

48-1

可搬型放⽔砲につい
ては，前処理建屋，
分離建屋，精製建
屋，ウラン・プルトニウ
ム混合脱硝建屋，
⾼レベル廃液ガラス固
化建屋及び使⽤済
燃料受⼊れ・貯蔵建
屋への放⽔により，
当該設備の使⽤を想
定する重⼤事故時に
おいて必要となる屋
外の他の設備に悪影
響を及ぼさない設計と
する。

③36条−93へ

可搬型放⽔砲の使⽤による影響に対しては降⽔に対して設備
⾃体の耐性を確保すること及び運⽤(屋外の重⼤事故等対処
設備に悪影響を及ぼさないよう考慮した放⽔)により，当該設
備の損傷による他の設備への悪影響を防⽌できることから，降
⽔に対して耐性を確保する設計については，36条－93にてま
とめた上で、DB条⽂と合わせて説明する。

④36条−124へ
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  36条→個別条⽂(39条)→8条の展開 別紙

放⽔砲(降⽔)

屋外　機器配管 屋内　機器配管 建物・構築物 屋外　機器配管 屋内　機器配管 屋外　機器配管 屋内　機器配管 屋外　機器配管 屋内　機器配管 建物・構築物 屋外　機器配管 屋内　機器配管 屋外　機器配管

⻯巻 ⽯油備蓄基地⽕災と森林⽕災の重畳航空機墜落⽕災 地盤，地震 津波
第36条　重⼤事故等対処設備

項⽬
番号 基本設計⽅針 要求種別 設計

項⽬

構造
評価

構造
評価

屋外の可搬型重⼤事故等対処設備（⾞両）及び
可搬型ホースを収納するコンテナは，設計荷重(⻯
巻)に対して以下を考慮して⾶来物となる影響の防⽌
を図る設計とすることを構造設計にて説明する。
・⾵荷重に対して固縛装置により固縛することで転
倒，⾶散を防⽌する構造
・⾵(台⾵)に対する設計は，建築基準法に基づき算
出する⾵荷重が設計⻯巻の最⼤⾵速100m/sによ
る⾵荷重を⼤きく下回るため，⻯巻の設計に包含さ
れる。

以上の設計は，設計基準の資機材等を固定・固縛
し⾶散防⽌を図る設計と同様であるため，以下のDB
基本設計⽅針と合わせて説明する。
《関連するDB条⽂基本設計⽅針No.》
8条(⻯巻)－29

屋外の可搬型重⼤事故等対処設備（可搬型発電
機等）及び可搬型ダクト等を収納するコンテナは，
設計荷重(⻯巻)に対して以下を考慮して⾶来物とな
る影響の防⽌を図る設計とすることを構造設計にて説
明する。
・⾵荷重に対して固定部の構成部材の変形，破断
が⽣じない構造
・⾵(台⾵)に対する設計は，建築基準法に基づき算
出する⾵荷重が設計⻯巻の最⼤⾵速100m/sによ
る⾵荷重を⼤きく下回るため，⻯巻の設計に包含さ
れる。

以上の設計は，設計基準の資機材等を固定・固縛
し⾶散防⽌を図る設計と同様であるため，以下のDB
基本設計⽅針と合わせて説明する。
《関連するDB条⽂基本設計⽅針No.》
8条(⻯巻)－29

―

― ― ―

― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―

― ― ― ― ― ― ― ― ―

― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―配置
評価

屋内に保管する可搬型重⼤事故等対処設備は，
設計荷重(⻯巻)に対して以下を考慮して⾶来物とな
る影響の防⽌を図る設計とすることを配置設計にて説
明する。
・外部からの衝撃による損傷を防⽌できる建屋等内に
保管する設計。
・⾵(台⾵)に対する設計は，建築基準法に基づき算
出する⾵荷重が設計⻯巻の最⼤⾵速100m/sによ
る⾵荷重を⼤きく下回るため，⻯巻の設計に包含さ
れる。

以上の設計は，設計基準の資機材等を屋内に保管
し⾶散防⽌を図る設計と同様であるため，以下のDB
基本設計⽅針と合わせて説明する。
《関連するDB条⽂基本設計⽅針No.》
8条(⻯巻)－29

48-2

当該設備の使⽤を想
定する重⼤事故時に
おいて必要となる屋
外の他の設備に悪影
響を及ぼさないことに
ついては，保安規定
に定めて，管理す
る。

運⽤要求

冒頭宣⾔に当たる基本設計⽅針No.46を受けた設計

－
(運⽤要求のため)

50

重⼤事故等対処設
備が⻯巻により⾶来
物となる影響について
は，外部からの衝撃
による損傷の防⽌が
図られた建屋等内に
設置⼜は保管するこ
とで，他の設備に悪
影響を及ぼさない設
計とする，⼜は，⾵
荷重を考慮し，屋外
に保管する可搬型重
⼤事故等対処設備
は必要に応じて固縛
等の措置をとること
で，他の設備に悪影
響を及ぼさない設計と
する。

設置要求
機能要求
①
評価要求
運⽤要求

冒頭宣⾔に当たる36条基本設計⽅針No.46を受けた設計

－
(運⽤要求のため)

8条(⻯巻)‐29へ

可搬型重⼤事故等対処設備が⾶来物となり悪
影響を及ぼさない設計は設計基準の資機材等
を固定・固縛する設計と同様と整理し，資機材
固縛の⽅針（8条(⻯巻)-29）と合わせて説明
する。
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  36条→個別条⽂(39条)→8条の展開 別紙

放⽔砲(降⽔)

屋外　機器配管 屋内　機器配管 建物・構築物 屋外　機器配管 屋内　機器配管 屋外　機器配管 屋内　機器配管 屋外　機器配管 屋内　機器配管 建物・構築物 屋外　機器配管 屋内　機器配管 屋外　機器配管

⻯巻 ⽯油備蓄基地⽕災と森林⽕災の重畳航空機墜落⽕災 地盤，地震 津波
第36条　重⼤事故等対処設備

項⽬
番号 基本設計⽅針 要求種別 設計

項⽬

システ
ム ―

屋内に設置する常設重⼤事故等対処設備（気圧
差が⽣じる設備）は，設計荷重(⻯巻)に対して以
下を考慮した設計とすることをシステム設計にて説明
する。
・外気と繋がっており気圧差が影響する範囲

以上の設計は，設計基準の気圧差が⽣じる設備の
設計と同様であるため，悪影響防⽌に関する設計の
観点を含めて以下のDB基本設計⽅針と合わせて説
明する。
《関連するDB条⽂基本設計⽅針No.》
8条(⻯巻)－17

展開⽅針は機器・配管の「設計基準と同様の設計」
と同様であることから省略

配置 展開⽅針は機器・配管の「設計基準と同様の設計」
と同様であることから省略

屋内に設置する常設重⼤事故等対処設備は，設
計荷重(⻯巻)に対して以下を考慮した設計とすること
を配置設計にて説明する。
・外部からの衝撃による損傷を防⽌できる建屋等内に
設置する⼜は地中構造物の内部に設置する設計
・⾵(台⾵)に対する設計は，建築基準法に基づき算
出する⾵荷重が設計⻯巻の最⼤⾵速100m/sによ
る⾵荷重を⼤きく下回るため，⻯巻の設計に包含さ
れる。

以上の設計は，設計荷重(⻯巻)に対して屋内設置
により防護する⻯巻防護対象設備の設計と同様であ
るため，悪影響防⽌に関する設計の観点を含めて以
下のDB基本設計⽅針と合わせて説明する。
《関連するDB条⽂基本設計⽅針No.》
8条(⻯巻)－14

―

91

屋内の常設重⼤事
故等対処設備は，
⾵(台⾵)，⻯巻，
凍結，⾼温，降
⽔，積雪及び⽕⼭の
影響に対して外部か
らの衝撃による損傷を
防⽌できる前処理建
屋，分離建屋，精
製建屋，ウラン・プル
トニウム混合脱硝建
屋，⾼レベル廃液ガ
ラス固化建屋，使⽤
済燃料受⼊れ・貯蔵
建屋，制御建屋，
⾮常⽤電源建屋，
主排気筒管理建
屋，第１保管庫・貯
⽔所，第２保管庫・
貯⽔所，緊急時対
策建屋及び洞道に設
置し，重⼤事故等へ
の対処に必要な機能
を損なわない設計とす
る。

設置要求
機能要求
①
評価要求

冒頭宣⾔に当たる基本設計⽅針No.45,72,73を受けた設計

－
(運⽤要求のため)

―

―

配置 展開⽅針は機器・配管の「設計基準と同様の設計」
と同様であることから省略

展開⽅針は機器・配管の「設計基準と同様の設計」
と同様であることから省略

構造
評価

屋内に設置する常設重⼤事故等対処設備は，設
計荷重(⻯巻)に対して以下を考慮した設計とすること
を配置設計にて説明する。
・建屋内の重⼤事故等対処設備の配置情報と建屋
の開⼝部及び内壁の配置情報，⻯巻防護対策設
備の配置を踏まえ，建屋内の⻯巻防護対象施設に
対する設計⾶来物の衝突を防⽌する設計

以上の設計は，設計⾶来物による衝撃荷重に対し
て建屋開⼝等の配置を考慮し，影響を受けない位
置に設置するにより防護する⻯巻防護対象設備の設
計と同様であるため，悪影響防⽌に関する設計の観
点を含めて以下のDB基本設計⽅針と合わせて説明
する。
《関連するDB条⽂基本設計⽅針No.》
8条(⻯巻)－18

屋内に設置することで健全性を確保するとした常設重
⼤事故等対処設備を収納する地中構造物（重油
貯蔵所等）は，設計荷重(⻯巻)に対して以下を考
慮した設計とすることを構造設計にて説明する。
・設計⾶来物による衝撃荷重に対して，地中構造物
（重油貯蔵所等）の構造部材である壁が貫通及び
裏⾯剥離が⽣じない厚さを有する設計

以上の設計は，設計基準の地中構造物の設計と同
様であるため，悪影響防⽌に関する設計の観点を含
めて以下のDB基本設計⽅針と合わせて説明する。
《関連するDB条⽂基本設計⽅針No.》
8条(⻯巻)－16

構造
評価 ― 展開⽅針は機器・配管の「設計基準と同様の設計」

と同様であることから省略

屋内に設置する常設重⼤事故等対処設備（気圧
差が⽣じる設備）は，設計荷重(⻯巻)に対して以
下を考慮した設計とすることを構造設計にて説明す
る。
・気圧差による荷重に対して構成する主要部材が重
⼤事故等への対処に必要な機能に影響を及ぼす変
形が⽣じない構造

以上の設計は，設計基準の気圧差が⽣じる設備の
設計と同様であるため，悪影響防⽌に関する設計の
観点を含めて以下のDB基本設計⽅針と合わせて説
明する。
《関連するDB条⽂基本設計⽅針No.》
8条(⻯巻)－17

展開⽅針は⻯巻と同様であることから省略

②36条−45から

8条(⻯巻)‐17へ

設計基準における設計と同様の設計であるこ
とから，該当の防護⽅針（8条(⻯巻)-17）
と合わせて説明する。
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  36条→個別条⽂(39条)→8条の展開 別紙

放⽔砲(降⽔)

屋外　機器配管 屋内　機器配管 建物・構築物 屋外　機器配管 屋内　機器配管 屋外　機器配管 屋内　機器配管 屋外　機器配管 屋内　機器配管 建物・構築物 屋外　機器配管 屋内　機器配管 屋外　機器配管

⻯巻 ⽯油備蓄基地⽕災と森林⽕災の重畳航空機墜落⽕災 地盤，地震 津波
第36条　重⼤事故等対処設備

項⽬
番号 基本設計⽅針 要求種別 設計

項⽬

システ
ム

建屋内外に跨って接続するベント管等は，設計荷重
(⻯巻)に対して以下を考慮した設計とすることをシス
テム設計にて説明する。
・重⼤事故等対処設備と繋がっている波及的影響を
及ぼし得る施設(機能的影響)の系統範囲

以上の設計は，設計基準の波及的影響を及ぼし得
る施設(機能的影響)の設計と同様であるため，悪影
響防⽌に関する設計の観点を含めて以下のDB基本
設計⽅針と合わせて説明する。
《関連するDB条⽂基本設計⽅針No.》
8条(⻯巻)－21

― 展開⽅針は機器・配管の「設計基準と同様の設計」
と同様であることから省略

配置

建屋内外に跨って接続するダクト等の屋外部は，設
計荷重(⻯巻)に対して以下を考慮した設計とすること
を配置設計にて説明する。
・⾶来物防護板を設置する設計

以上の設計は，設計基準の屋外ダクトの設計と同様
であるため，悪影響防⽌に関する設計の観点を含め
て以下のDB基本設計⽅針と合わせて説明する。
《関連するDB条⽂基本設計⽅針No.》
8条(⻯巻)－19

― 展開⽅針は機器・配管の「設計基準と同様の設計」
と同様であることから省略

構造
評価

建屋内外に跨って接続するベント管等は，設計荷重
(⻯巻)に対して以下を考慮した設計とすることを構造
設計にて説明する。
・構成する主要部材が重⼤事故等への対処に必要
な機能に影響を及ぼす変形が⽣じない構造

以上の設計は，設計基準の波及的影響を及ぼし得
る施設(機能的影響)の設計と同様であるため，悪影
響防⽌に関する設計の観点を含めて以下のDB基本
設計⽅針と合わせて説明する。
《関連するDB条⽂基本設計⽅針No.》
8条(⻯巻)－21

― 展開⽅針は機器・配管の「設計基準と同様の設計」
と同様であることから省略

構造
評価

展開⽅針は機器・配管の「設計基準と同様の設計」
と同様であることから省略

展開⽅針は機器・配管の「設計基準と同様の設計」
と同様であることから省略構造

―

―

建屋内外に跨って設置する建屋間伝送⽤無線装置
等の屋外部（屋外アンテナ）は，設計荷重(⻯巻)
に対して以下を考慮した設計とすることを構造設計に
て説明する。
・⾵荷重に対して主要な構成部材が安全機能に影
響を及ぼす変形が⽣じない構造
・⾵(台⾵)に対する設計は，建築基準法に基づき算
出する⾵荷重が設計⻯巻の最⼤⾵速100m/sによ
る⾵荷重を⼤きく下回るため，⻯巻の設計に包含さ
れる。

以上の設計は，設計基準の屋外の防護対象施設の
設計と同様であるため，悪影響防⽌に関する設計の
観点を含めて以下のDB基本設計⽅針と合わせて説
明する。
《関連するDB条⽂基本設計⽅針No.》
8条(⻯巻)－19

建屋内外に跨って設置する建屋間伝送⽤無線装置
等の屋外部（屋外アンテナ）は，設計荷重(⻯巻)
に対して以下を考慮した設計とすることを構造設計に
て説明する。
・⾶来物による衝撃荷重に対して⻯巻が重⼤事故等
の発⽣の要因とならないことを踏まえ，速やかに予備
品等による復旧措置を⾏える構造

以上の設計は，想定する外部衝撃等が重⼤事故等
の発⽣の要因とならない場合は重⼤事故等対処設
備の機能が要求される状態にない。これは，設計基
準における⾮安重設備の機能喪失状態と同様の状
態と考えられることから，修理等の対応により機能復
旧を図る⽅針としている以下のDB基本設計⽅針と合
わせて説明する。
《関連するDB条⽂基本設計⽅針No.》
8条(⻯巻)－4

冒頭宣⾔に当たる基本設計⽅針No.45,72,73を受けた設計

－
(運⽤要求のため)

展開⽅針は⻯巻と同様であることから省略
92

屋外の常設重⼤事
故等対処設備は，
⾵(台⾵)，⻯巻，
積雪及び⽕⼭の影響
に対して，⾵(台⾵)
及び⻯巻による⾵荷
重，積雪荷重及び
降下⽕砕物による積
載荷重により重⼤事
故等への対処に必要
な機能を損なわない
設計とする。

機能要求
①
設置要求
評価要求

想定される環境条件に対して設備⾃体の耐性を確保せず，予備
品等の対応により機能確保を図る設計は，想定する外部衝撃等
が重⼤事故等の発⽣の要因とならず，重⼤事故等対処設備の
機能が要求される状態にないことから，設計基準における⾮安重
設備の機能喪失状態と同様の状態と考え，屋外の設備の防護
⽅針（8条(⻯巻)-19）ではなく，⾮安重設備の機能喪失に対
する⽅針（8条(⻯巻)-4）と合わせて説明する。

8条(⻯巻)‐4へ

8条(⻯巻)‐19へ

設計基準における設計と同様の設
計であることから，該当の防護⽅針
（8条(⻯巻)-19）と合わせて説明
する。
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  36条→個別条⽂(39条)→8条の展開 別紙

放⽔砲(降⽔)

屋外　機器配管 屋内　機器配管 建物・構築物 屋外　機器配管 屋内　機器配管 屋外　機器配管 屋内　機器配管 屋外　機器配管 屋内　機器配管 建物・構築物 屋外　機器配管 屋内　機器配管 屋外　機器配管

⻯巻 ⽯油備蓄基地⽕災と森林⽕災の重畳航空機墜落⽕災 地盤，地震 津波
第36条　重⼤事故等対処設備

項⽬
番号 基本設計⽅針 要求種別 設計

項⽬

構造

内的事象を要因とする重⼤事故等へ対処する常設
重⼤事故等対処設備のうち安全上重要な施設以外
の安全機能を有する施設と兼⽤する常設重⼤事故
等対処設備は，設計荷重(⻯巻)に対して以下を考
慮した設計とすることをシステム設計にて説明する。
・機能喪失した場合に代替設備により必要な機能を
確保する設計
・機能喪失した場合に修理により必要な機能を回復
する設計
・機能喪失した場合に関連する⼯程の停⽌により必
要な機能を確保する設計

以上の設計は，外部衝撃に対する⾮安重設備が機
能喪失した場合の安全機能確保の⼿段と同様であ
るため，以下のDB基本設計⽅針と合わせて説明す
る。
《関連するDB条⽂基本設計⽅針No.》
8条(⻯巻)－4

内的事象を要因とする重⼤事故等へ対処する常設
重⼤事故等対処設備のうち安全上重要な施設以外
の安全機能を有する施設と兼⽤する常設重⼤事故
等対処設備は，設計荷重(⻯巻)に対して以下を考
慮した設計とすることをシステム設計にて説明する。
・機能喪失した場合に代替設備により必要な機能を
確保する設計
・機能喪失した場合に修理により必要な機能を回復
する設計
・機能喪失した場合に関連する⼯程の停⽌により必
要な機能を確保する設計

以上の設計は，外部衝撃に対する⾮安重設備が機
能喪失した場合の安全機能確保の⼿段と同様であ
るため，以下のDB基本設計⽅針と合わせて説明す
る。
《関連するDB条⽂基本設計⽅針No.》
8条(⻯巻)－4

内的事象を要因とする重⼤事故等へ対処する常設
重⼤事故等対処設備のうち安全上重要な施設以外
の安全機能を有する施設と兼⽤する常設重⼤事故
等対処設備は，設計荷重(⻯巻)に対して以下を考
慮した設計とすることを配置設計にて説明する。
・機能喪失した場合に修理により必要な機能を回復
する設計

以上の設計は，外部衝撃に対する⾮安重設備が機
能喪失した場合の安全機能確保の⼿段と同様であ
るため，以下のDB基本設計⽅針と合わせて説明す
る。
《関連するDB条⽂基本設計⽅針No.》
8条(⻯巻)－4

内的事象を要因とする重⼤事故等へ対処する常設
重⼤事故等対処設備のうち安全上重要な施設以外
の安全機能を有する施設と兼⽤する常設重⼤事故
等対処設備は，設計荷重(⻯巻)に対して以下を考
慮した設計とすることを配置設計にて説明する。
・機能喪失した場合に修理により必要な機能を回復
する設計

以上の設計は，外部衝撃に対する⾮安重設備が機
能喪失した場合の安全機能確保の⼿段と同様であ
るため，以下のDB基本設計⽅針と合わせて説明す
る。
《関連するDB条⽂基本設計⽅針No.》
8条(⻯巻)－4

内的事象を要因とする重⼤事故等へ対処する常設
重⼤事故等対処設備のうち安全上重要な施設以外
の安全機能を有する施設と兼⽤する常設重⼤事故
等対処設備は，設計荷重(⻯巻)に対して以下を考
慮した設計とすることを構造設計にて説明する。
・機能喪失した場合に代替設備により必要な機能を
確保する設計
・機能喪失した場合に修理により必要な機能を回復
する設計

以上の設計は，外部衝撃に対する⾮安重設備が機
能喪失した場合の安全機能確保の⼿段と同様であ
るため，以下のDB基本設計⽅針と合わせて説明す
る。
《関連するDB条⽂基本設計⽅針No.》
8条(⻯巻)－4

内的事象を要因とする重⼤事故等へ対処する常設
重⼤事故等対処設備のうち安全上重要な施設以外
の安全機能を有する施設と兼⽤する常設重⼤事故
等対処設備は，設計荷重(⻯巻)に対して以下を考
慮した設計とすることを構造設計にて説明する。
・機能喪失した場合に代替設備により必要な機能を
確保する設計
・機能喪失した場合に修理により必要な機能を回復
する設計

以上の設計は，外部衝撃に対する⾮安重設備が機
能喪失した場合の安全機能確保の⼿段と同様であ
るため，以下のDB基本設計⽅針と合わせて説明す
る。
《関連するDB条⽂基本設計⽅針No.》
8条(⻯巻)－4

―

―

―

展開⽅針は⻯巻と同様であることから省略

―――

構造

構造

建屋内外に跨って接続するダクト等の
屋外部は，降⽔に対して以下を考慮
した設計とすることを構造設計にて説
明する。
・降⽔の浸⽔による影響を受けるおそ
れのある機器は，保護構造を有する
ことにより，⾬⽔が機器に侵⼊すること
を防⽌する設計。

以上の設計は，設計基準の屋外ダク
トの設計と同様であるため，以下の
DB基本設計⽅針と合わせて説明す
る。
《関連するDB条⽂基本設計⽅針
No.》
8条(その他)-20

建屋内外に跨って接続するダクト等の
屋外部は，降⽔に対して以下を考慮
した設計とすることを構造設計にて説
明する。
・降⽔による短期での腐⾷が発⽣しな
いよう，塗装若しくは腐⾷し難い⾦属
を使⽤する設計。

以上の設計は，設計基準の屋外ダク
トの設計と同様であるため，以下の
DB基本設計⽅針と合わせて説明す
る。
《関連するDB条⽂基本設計⽅針
No.》
8条(その他)-20

システ
ム

配置

―――――――――

― ― ― ― ― ― ― ― ―― ― ―

93

凍結，⾼温及び降
⽔に対して屋外の常
設重⼤事故等対処
設備は，凍結防⽌
対策，⾼温防⽌対
策及び防⽔対策によ
り，重⼤事故等への
対処に必要な機能を
損なわない設計とす
る。

機能要求
①
機能要求
②

冒頭宣⾔に当たる基本設計⽅針No.72を受けた設計

94-2

代替設備により必要
な機能を確保するこ
と，安全上⽀障のな
い期間で修理の対応
を⾏うこと，関連する
⼯程を停⽌すること
等については，保安
規定に定めて，管理
する。

設置要求

冒頭宣⾔に当たる基本設計⽅針No.72,73を受けた設計

－
(運⽤要求のため)

94-1

ただし，内的事象を
要因とする重⼤事故
等へ対処する常設重
⼤事故等対処設備
のうち安全上重要な
施設以外の安全機
能を有する施設と兼
⽤する常設重⼤事故
等対処設備は，⾵
(台⾵)，⻯巻，積
雪，⽕⼭の影響，
凍結，⾼温及び降
⽔により機能が損な
われる場合，代替設
備により必要な機能
を確保すること，安
全上⽀障のない期間
で修理の対応を⾏う
こと，関連する⼯程
の停⽌等⼜はこれら
を適切に組み合わせ
ることにより，機能を
損なわない設計とす
る。

設置要求
機能要求
①
冒頭宣⾔
【36条
174〜
178】

冒頭宣⾔に当たる基本設計⽅針No.45,72,73を受けた設計

－
(運⽤要求のため)

③36条−48‐1から

①36条−15から

想定する外部衝撃等が内的事象を
要因とする重⼤事故等の発⽣の要
因とならない特徴を踏まえると，修理
等の対応により必要な機能を確保で
きることから，設計基準における⾮安
重設備が機能喪失した場合の安全
機能確保の⽅針（8条(⻯巻)-4）
と合わせて説明する。

8条(その他)‐20へ

8条(⻯巻)‐4へ

設計基準における設計と同様の設計で
あることから，該当の防護⽅針（8条
(その他)-20）と合わせて説明する。
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  36条→個別条⽂(39条)→8条の展開 別紙

放⽔砲(降⽔)

屋外　機器配管 屋内　機器配管 建物・構築物 屋外　機器配管 屋内　機器配管 屋外　機器配管 屋内　機器配管 屋外　機器配管 屋内　機器配管 建物・構築物 屋外　機器配管 屋内　機器配管 屋外　機器配管

⻯巻 ⽯油備蓄基地⽕災と森林⽕災の重畳航空機墜落⽕災 地盤，地震 津波
第36条　重⼤事故等対処設備

項⽬
番号 基本設計⽅針 要求種別 設計

項⽬

―

― ―

――

― ― ―

― ― ―

― ― ―

構造

―

― ― ― ― ― ―

――

―――

―

― ― ―

― ― ― ― ― ―

― ― ― ― ― ―

― ― ― ― ―

― ― ― ―

― ― ― ― ―

― ― ― ― ― ――――

― ― ― ―

101-
1

また，森林⽕災から
の輻射強度の影響を
考慮した場合におい
ても，離隔距離の確
保等により，常設重
⼤事故等対処設備
の重⼤事故等への対
処に必要な機能を損
なわない設計とする。
ただし，内的事象を
要因とする重⼤事故
等へ対処する常設重
⼤事故等対処設備
のうち安全上重要な
施設以外の安全機
能を有する施設と兼
⽤する常設重⼤事故
等対処設備は，森
林⽕災発⽣時に消
防⾞による事前散⽔
による延焼防⽌を図
るとともに代替設備に
より機能を損なわない
設計とする。

機能要求
①
設置要求
評価要求

冒頭宣⾔に当たる基本設計⽅針No.72,74を受けた設計

⾶来物防護板等を設置する建屋内
の重⼤事故等対処設備は，航空機
墜落⽕炎に対して以下を考慮した設
計とすることを構造設計にて説明す
る。
・航空機墜落⽕炎からの輻射強度を
受けた⾶来物防護板等の温度上昇
を考慮しても，重⼤事故等への対処
に必要な機能を維持するために必要
な温度域以下となるような形状，材
質とする設計。

以上の設計は，設計基準の屋外の
防護対象施設の設計と同⼀であるた
め，以下のDB基本設計⽅針と合わ
せて説明する。
《関連するDB条⽂基本設計⽅針
No.》
8条(外部⽕災)-42

⾶来物防護板等を設置する建屋内
の重⼤事故等対処設備は，航空機
墜落⽕炎に対して以下を考慮した設
計とすることを配置設計にて説明す
る。
・航空機墜落⽕炎からの輻射強度を
受けた⾶来物防護板等の温度上昇
を考慮し，この熱影響に基づき求めた
施設の温度が，重⼤事故等対処設
備の性能維持に必要な温度以下とな
るような配置とする設計。

以上の設計は，設計基準の屋外の
防護対象施設の設計と同⼀であるた
め，以下のDB基本設計⽅針と合わ
せて説明する。
《関連するDB条⽂基本設計⽅針
No.》
8条(外部⽕災)-42

屋内に設置する常設重⼤事故等対
処設備は，外部⽕災に対して以下を
考慮した設計とすることを配置設計に
て説明する。
・構造健全性を維持する建屋により防
護できる配置とする設計。

以上の設計は，設計基準の屋内の
防護対象施設の設計と同⼀であるた
め，以下のDB基本設計⽅針と合わ
せて説明する。
《関連するDB条⽂基本設計⽅針
No.》
8条(外部⽕災)-15

屋内に設置する常設重⼤事故等対
処設備は，外部⽕災に対して以下を
考慮した設計とすることを配置設計に
て説明する。
・構造健全性を維持する建屋により防
護できる配置とする設計。

以上の設計は，設計基準の屋内の
防護対象施設の設計と同⼀であるた
め，以下のDB基本設計⽅針と合わ
せて説明する。
《関連するDB条⽂基本設計⽅針
No.》
8条(外部⽕災)-15

屋内外に跨って接続する建屋間伝送
⽤無線装置等の屋外部(屋外アンテ
ナ)は，航空機墜落による⽕災に対し
て以下を考慮した設計とすることを構
造設計にて説明する。
・航空機墜落による⽕災が重⼤事故
等の発⽣の要因とならないことを踏ま
え，速やかに予備品等による復旧措
置を⾏える構造。

以上の設計は，想定する外部衝撃
等が重⼤事故等の発⽣の要因となら
ない場合は重⼤事故等対処設備の
機能が要求される状態にない。これ
は，設計基準における⾮安重設備の
機能喪失状態と同様の状態と考えら
れることから，修理等の対応により機
能復旧を図る⽅針としている以下の
DB基本設計⽅針と合わせて説明す
る。
《関連するDB条⽂基本設計⽅針
No.》
8条(外部⽕災)-5

屋外に設置する常設重⼤事故等対
処設備は，⽕災源（航空機墜落⽕
災）から受ける輻射に対して以下を考
慮した設計とすることを構造設計にて
説明する。
・⽕災源（航空機墜落⽕災）から受
ける輻射に耐える材料及び構造とする
設計。

以上の設計は，設計基準の屋外の
防護対象施設の設計と同⼀であるた
め，以下のDB基本設計⽅針と合わ
せて説明する。
《関連するDB条⽂基本設計⽅針
No.》
8条(外部⽕災)-40

屋外に設置する常設重⼤事故等対
処設備は，⽕災源（⽯油備蓄基地
⽕災と森林⽕災の重畳）から受ける
輻射に対して以下を考慮した設計とす
ることを構造設計及び評価にて説明す
る。
・⽕災源（⽯油備蓄基地⽕災と森林
⽕災の重畳）から受ける輻射に耐え
る材料及び構造とする設計。

以上の設計は，設計基準の屋外の
防護対象施設の設計と同⼀であるた
め，以下のDB基本設計⽅針と合わ
せて説明する。
《関連するDB条⽂基本設計⽅針
No.》
8条(外部⽕災)-29

屋外に設置する常設重⼤事故等対
処設備は，⽯油備蓄基地⽕災と森
林⽕災の重畳に対して以下を考慮し
た設計とすることを配置設計及び評価
にて説明する。
・⽯油備蓄基地⽕災と森林⽕災の重
畳に対して⽕災源から危険距離を上
回る離隔距離を確保する設計。

以上の設計は，設計基準の屋外の
防護対象施設の設計と同⼀であるた
め，以下のDB基本設計⽅針と合わ
せて説明する。
《関連するDB条⽂基本設計⽅針
No.》
8条(外部⽕災)-29

屋外に設置する常設重⼤事故等対
処設備は，航空機墜落による⽕災に
対して以下を考慮した設計とすることを
配置設計にて説明する。
・航空機墜落による⽕災に対する設
計として構造設計及び評価で考慮す
る必要のある航空機墜落地点の情報
を⽰す。

以上の設計は，設計基準の屋外の
防護対象施設の設計と同⼀であるた
め，以下のDB基本設計⽅針と合わ
せて説明する。
《関連するDB条⽂基本設計⽅針
No.》
8条(外部⽕災)-40

配置

構造

構造

配置

配置

想定される環境条件に対して設備⾃体の耐性を
確保せず，予備品等の対応により機能確保を
図る設計は，想定する外部衝撃等が重⼤事故
等の発⽣の要因とならず，重⼤事故等対処設
備の機能が要求される状態にないことから，設計
基準における⾮安重設備の機能喪失状態と同
様の状態と考え，屋外の設備の防護⽅針（8
条(外部⽕災)-40）ではなく，⾮安重設備の
機能喪失に対する⽅針（8条(外部⽕災)-5）
と合わせて説明する。

8条(外部⽕災)‐5へ
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  36条→個別条⽂(39条)→8条の展開 別紙

放⽔砲(降⽔)

屋外　機器配管 屋内　機器配管 建物・構築物 屋外　機器配管 屋内　機器配管 屋外　機器配管 屋内　機器配管 屋外　機器配管 屋内　機器配管 建物・構築物 屋外　機器配管 屋内　機器配管 屋外　機器配管

⻯巻 ⽯油備蓄基地⽕災と森林⽕災の重畳航空機墜落⽕災 地盤，地震 津波
第36条　重⼤事故等対処設備

項⽬
番号 基本設計⽅針 要求種別 設計

項⽬

構造 ― ― ― ― ― ― ―

屋外に保管する可搬型重⼤事故等対処設備は，地
震に対して以下を考慮した設計とすることを構造設計
にて説明する。
・当該設備⼜は当該設備を収納するものを固縛する
設計

以上の設計は，常設重⼤事故等対処設備の地震に
対して必要な機能を損なわない設計と同様であること
から，以下のDB基本設計⽅針と合わせて説明する。
《関連するDB条⽂基本設計⽅針No.》
5条32条/6条33条-6-1〜9-2，5条32条/6条33
条-26

屋外に保管する可搬型重⼤事故等対処設備は，地
震に対して以下を考慮した設計とすることを構造設計
にて説明する。
・当該設備⼜は当該設備を収納するものを固縛する
設計

以上の設計は，常設重⼤事故等対処設備の地震に
対して必要な機能を損なわない設計と同様であること
から，以下のDB基本設計⽅針と合わせて説明する。
《関連するDB条⽂基本設計⽅針No.》
5条32条/6条33条-6-1〜9-2，5条32条/6条33
条-26

― ― ― ―

構造 ― ― ― ― ― ― ―

屋外に保管する可搬型重⼤事故等対処設備は，地
震に対して以下を考慮した設計とすることを構造設計
にて説明する。
・当該設備⼜は当該設備を収納するものを固定する
設計

以上の設計は，常設重⼤事故等対処設備の地震に
対して必要な機能を損なわない設計と同様であること
から，以下のDB基本設計⽅針と合わせて説明する。
《関連するDB条⽂基本設計⽅針No.》
5条32条/6条33条-6-1〜9-2，5条32条/6条33
条-26

屋外に保管する可搬型重⼤事故等対処設備は，地
震に対して以下を考慮した設計とすることを構造設計
にて説明する。
・当該設備⼜は当該設備を収納するものを固定する
設計

以上の設計は，常設重⼤事故等対処設備の地震に
対して必要な機能を損なわない設計と同様であること
から，以下のDB基本設計⽅針と合わせて説明する。
《関連するDB条⽂基本設計⽅針No.》
5条32条/6条33条-6-1〜9-2，5条32条/6条33
条-26

― ― ― ―

――

― ―

配置

配置 ―

―

屋内に保管する可搬型重⼤事故等対処設備は，
設計荷重(⻯巻)に対して以下を考慮した設計とする
ことを配置設計にて説明する。
・外部からの衝撃による損傷を防⽌できる建屋等内に
設置する設計
・⾵(台⾵)に対する設計は，建築基準法に基づき算
出する⾵荷重が設計⻯巻の最⼤⾵速100m/sによ
る⾵荷重を⼤きく下回るため，⻯巻の設計に包含さ
れる。

以上の設計は，設計荷重(⻯巻)に対して屋内設置
により防護する⻯巻防護対象設備の設計と同様であ
るため，以下のDB基本設計⽅針と合わせて説明す
る。
《関連するDB条⽂基本設計⽅針No.》
8条(⻯巻)－14

屋内に保管する可搬型重⼤事故等対処設備は，
設計荷重(⻯巻)に対して以下を考慮した設計とする
ことを配置設計にて説明する。
・建屋内の重⼤事故等対処設備の配置情報と建屋
の開⼝部及び内壁の配置情報，⻯巻防護対策設
備の配置を踏まえ，建屋内の⻯巻防護対象施設に
対する設計⾶来物の衝突を防⽌する設計

以上の設計は，設計⾶来物による衝撃荷重に対し
て建屋開⼝等の配置を考慮し，影響を受けない位
置に設置するにより防護する⻯巻防護対象設備の設
計と同様であるため，以下のDB基本設計⽅針と合
わせて説明する。
《関連するDB条⽂基本設計⽅針No.》
8条(⻯巻)－18

展開⽅針は機器・配管の「設計基準と同様の設計」
と同様であることから省略

展開⽅針は機器・配管の「設計基準と同様の設計」
と同様であることから省略

使⽤時に津波による影響を受けるおそ
れのある場所に据付ける可搬型重⼤
事故等対処設備は，津波に対して以
下を考慮した設計とすることを配置設
計にて説明する。
・据付け後において津波の影響により
退避が必要と判断された場合には，
津波の影響を受けない位置に移動さ
せる設計

以上の設計は，設計基準の津波の
影響を受けない位置に設置する設計
と同様であることから，以下のDB基本
設計⽅針と合わせて説明する。
《関連するDB条⽂基本設計⽅針
No.》
7条34条-2

使⽤時に津波による影響を受けるおそ
れのある場所に据付ける可搬型重⼤
事故等対処設備は，津波に対して以
下を考慮した設計とすることを構造設
計にて説明する。
・据付け後において津波の影響により
退避が必要と判断された場合には，
接続する設備を取り外すことが可能な
設計

以上の設計は，設計基準の津波の
影響を受けない位置に設置する設計
と同様であることから，以下のDB基本
設計⽅針と合わせて説明する。
《関連するDB条⽂基本設計⽅針
No.》
7条34条-2

― ― ― ― ― ― ― ― ―

― ― ― ― ― ― ― ― ― ―

配置

構造

―

地震に対して可搬型
重⼤事故等対処設
備は，「3.1　地震に
よる損傷の防⽌」に記
載する地震⼒による
荷重を考慮して，当
該設備の落下防
⽌，転倒防⽌，固
縛の措置を講ずる設
計とする。

機能要求
①

冒頭宣⾔に当たる36条基本設計⽅針No.10,11,12,23を受けた設計
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⾵(台⾵)，⻯巻，
凍結，⾼温，降
⽔，積雪及び⽕⼭の
影響に対して屋内の
可搬型重⼤事故等
対処設備は，外部
からの衝撃による損傷
を防⽌できる建屋等
内に保管し，重⼤事
故等への対処に必要
な機能を損なわない
設計とする。

120

津波に対して可搬型
重⼤事故等対処設
備の保管場所は，
「3.2　津波による損
傷の防⽌」に⽰す津
波による影響を受け
ない位置に保管する
設計とする。また，可
搬型重⼤事故等対
処設備の据付けは，
津波による影響を受
けるおそれのない場所
を選定することとし，
使⽤時に津波による
影響を受けるおそれの
ある場所に据付ける
場合は，津波に対し
て重⼤事故等への対
処に必要な機能を損
なわない設計とする。

冒頭宣⾔
【第34条】
設置要求
運⽤要求

冒頭宣⾔に当たる基本設計⽅針No.72を受けた設計
冒頭宣⾔に当たる基本設計⽅針No.72を受けた冒頭宣⾔

設置要求
機能要求
①
評価要求

冒頭宣⾔に当たる基本設計⽅針No.45,72,73を受けた設計

116

-
(冒頭宣⾔であり,具体の設計は第34条に展開する。)

-
(運⽤要求のため)

展開⽅針は⻯巻と同様であることから省略

⑤36条−28から

7条34条‐2へ

設計基準における設計と同様の設計であることから，該
当の防護⽅針（7条34条-2）と合わせて説明する。
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  36条→個別条⽂(39条)→8条の展開 別紙

放⽔砲(降⽔)

屋外　機器配管 屋内　機器配管 建物・構築物 屋外　機器配管 屋内　機器配管 屋外　機器配管 屋内　機器配管 屋外　機器配管 屋内　機器配管 建物・構築物 屋外　機器配管 屋内　機器配管 屋外　機器配管

⻯巻 ⽯油備蓄基地⽕災と森林⽕災の重畳航空機墜落⽕災 地盤，地震 津波
第36条　重⼤事故等対処設備

項⽬
番号 基本設計⽅針 要求種別 設計

項⽬

屋外に保管する可搬型重⼤事故等
対処設備は以下を考慮した設計。
・降⽔の浸⽔による影響を受けるおそ
れのある機器は，保護構造を有する
ことにより，降⽔が機器に侵⼊すること
を防⽌する設計。

以上の設計は，屋外に設置する設計
基準の外部事象防護対象施設の設
計と同様であるため，以下のDB基本
設計⽅針と合わせて説明する。
《関連するDB条⽂基本設計⽅針
No.》
8条(その他)-20

屋外に保管する可搬型重⼤事故等
対処設備は以下を考慮した設計。
・降⽔による短期での腐⾷が発⽣しな
いよう，塗装若しくは腐⾷し難い⾦属
を使⽤する設計。

以上の設計は，屋外に設置する設計
基準の外部事象防護対象施設の設
計と同様であるため，以下のDB基本
設計⽅針と合わせて説明する。
《関連するDB条⽂基本設計⽅針
No.》
8条(その他)-20

― ― ― ― ― ― ―

― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―

構造

構造

― ― ― ― ―

― ―

屋外に保管する可搬型重⼤事故等対処設備は，
設計荷重(⻯巻)に対して以下を考慮した設計とする
ことを配置設計にて説明する。
・⾶来物による衝撃荷重に対して⻯巻が重⼤事故等
の発⽣の要因とならないことを踏まえ，固縛等の措置
を講じた上で互いに100m以上の離隔を確保して保
管する予備を期待し必要な機能を維持する設計

以上の設計は，外部衝撃に対して屋外設備の健全
性を確保するため，想定される環境条件に対して設
備⾃体に耐性を確保する設計とは異なるものの，相
互に分散した予備を期待して機能確保を図る考え⽅
は健全性を確保するための⼿段の⼀つであるため，
以下のDB基本設計⽅針と合わせて説明する。
《関連するDB条⽂基本設計⽅針No.》
8条(⻯巻)－19

屋外の可搬型重⼤事故等対処設備（⾞両）及び
可搬型建屋外ホースを収納するコンテナは，設計荷
重(⻯巻)に対して以下を考慮した設計とすることを構
造設計にて説明する。
・⾵荷重に対して固縛装置により固縛することで転
倒，⾶散を防⽌する構造
・⾵(台⾵)に対する設計は，建築基準法に基づき算
出する⾵荷重が設計⻯巻の最⼤⾵速100m/sによ
る⾵荷重を⼤きく下回るため，⻯巻の設計に包含さ
れる。

以上の設計は，⾵荷重に対して主要な構造部材が
転倒，過⼤な変形及び脱落が⽣じない設計とする設
計基準設備とは異なるものの，⾵荷重に対して耐え
るという観点では外部衝撃に対する屋外設備の機能
確保の⼿段の⼀つであるため，以下のDB基本設計
⽅針と合わせて説明する。
《関連するDB条⽂基本設計⽅針No.》
8条(⻯巻)－19

屋外の可搬型重⼤事故等対処設備（可搬型発電
機等）及び可搬型ダクト等を収納するコンテナは，
設計荷重(⻯巻)に対して以下を考慮した設計とする
ことを構造設計にて説明する。
・⾵荷重に対して設備⾃体を固定することで転倒，
⾶散を防⽌する構造
・⾵(台⾵)に対する設計は，建築基準法に基づき算
出する⾵荷重が設計⻯巻の最⼤⾵速100m/sによ
る⾵荷重を⼤きく下回るため，⻯巻の設計に包含さ
れる。

以上の設計は，⾵荷重に対して主要な構造部材が
転倒，過⼤な変形及び脱落が⽣じない設計とする設
計基準設備とは異なるものの，⾵荷重に対して耐え
るという観点では外部衝撃に対する屋外設備の機能
確保の⼿段の⼀つであるため，以下のDB基本設計
⽅針と合わせて説明する。
《関連するDB条⽂基本設計⽅針No.》
8条(⻯巻)－19

― ― ― ― ― ― ― ―

― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―

構造
評価

構造
評価

配置 展開⽅針は機器・配管の「設計基準と同様の設計」
と同様であることから省略

展開⽅針は機器・配管の「設計基準と同様の設計」
と同様であることから省略

展開⽅針は機器・配管の「設計基準と同様の設計」
と同様であることから省略

― ― ―

― ― ― ― ― ― ― ― ―

－
(運⽤要求のため)

122

屋外の可搬型重⼤
事故等対処設備
は，⾵(台⾵)及び⻯
巻に対して⾵(台⾵)
及び⻯巻による⾵荷
重を考慮し，必要に
より当該設備⼜は当
該設備を収納するも
のに対して転倒防
⽌，固縛等の措置を
講じて保管する設計
とする。
ただし，固縛する屋
外の可搬型重⼤事
故等対処設備のう
ち，地震時の移動を
考慮して，地震後の
機能を維持する設備
は，余⻑を有する固
縛で拘束することによ
り，重⼤事故等への
対処に必要な機能を
損なわない設計とす
る。

設置要求
機能要求
①
評価要求

冒頭宣⾔に当たる基本設計⽅針No.45,72,73を受けた設計

－
(運⽤要求のため)

124

凍結，⾼温及び降
⽔に対して屋外の可
搬型重⼤事故等対
処設備は，凍結防
⽌対策，⾼温防⽌
対策及び防⽔対策に
より，重⼤事故等へ
の対処に必要な機能
を損なわない設計とす
る。

機能要求
①
機能要求
②
運⽤要求

冒頭宣⾔に当たる基本設計⽅針No.46を受けた設計

想定される環境条件に対して設備⾃
体の耐性を確保せず，相互に分散し
た予備を期待して機能確保を図る設
計は，想定される環境条件に対する
健全性確保の⼿段の⼀つと整理し，
屋外の設備の防護⽅針（8条(⻯
巻)-19）と合わせて説明する。

8条(⻯巻)‐19へ

④36条−48‐1から

8条(その他)‐20へ

設計基準における設計と同様の設
計であることから，該当の防護⽅針
（8条(その他)-20）と合わせて説
明する。
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  36条→個別条⽂(39条)→8条の展開 別紙

放⽔砲(降⽔)

屋外　機器配管 屋内　機器配管 建物・構築物 屋外　機器配管 屋内　機器配管 屋外　機器配管 屋内　機器配管 屋外　機器配管 屋内　機器配管 建物・構築物 屋外　機器配管 屋内　機器配管 屋外　機器配管

⻯巻 ⽯油備蓄基地⽕災と森林⽕災の重畳航空機墜落⽕災 地盤，地震 津波
第36条　重⼤事故等対処設備

項⽬
番号 基本設計⽅針 要求種別 設計

項⽬

― ― ― ― ― ―

屋外に保管する可搬型重⼤事故等
対処設備は，航空機落下による⽕災
に対して以下を考慮した設計とすること
を配置設計にて説明する。
・航空機落下による⽕災に対して
100m以上の離隔距離を確保した複
数の場所に保管する設計。

以上の設計は，設計基準の屋外の
防護対象施設の設計と同⼀であるた
め，以下のDB基本設計⽅針と合わ
せて説明する。
《関連するDB条⽂基本設計⽅針
No.》
8条(外部⽕災)-40

屋内に保管する可搬型重⼤事故等
対処設備の設計は，以下を考慮した
設計とすることを配置設計にて説明す
る。
・構造健全性を維持する建屋により防
護できる配置とする設計。

以上の設計は，設計基準の屋内の
防護対象施設の設計と同⼀であるた
め，以下のDB基本設計⽅針と合わ
せて説明する。
《関連するDB条⽂基本設計⽅針
No.》
8条(外部⽕災)-15

屋内に保管する可搬型重⼤事故等
対処設備の設計は，以下を考慮した
設計とすることを配置設計にて説明す
る。
・構造健全性を維持する建屋により防
護できる配置とする設計。

以上の設計は，設計基準の屋内の
防護対象施設の設計と同⼀であるた
め，以下のDB基本設計⽅針と合わ
せて説明する。
《関連するDB条⽂基本設計⽅針
No.》
8条(外部⽕災)-15

屋内に保管する可搬型重⼤事故等
対処設備の設計は，航空機落下に
よる⽕災に対して以下を考慮した設計
とすることを配置設計にて説明する。
・航空機落下による⽕災に対して
100m以上の離隔距離を確保した複
数の場所に保管する設計。

以上の設計は，航空機落下による⽕
災に対する屋外設備の機能確保の⼿
段の⼀つであるため，以下のDB基本
設計⽅針と合わせて説明する。
《関連するDB条⽂基本設計⽅針
No.》
8条(外部⽕災)-42

屋外に保管する可搬型重⼤事故等
対処設備は，⽯油備蓄基地⽕災と
森林⽕災の重畳に対して以下を考慮
した設計とすることを配置設計にて説
明する。
・⽯油備蓄基地⽕災と森林⽕災の重
畳による輻射強度に対して重⼤事故
等への対処に必要な機能を損なわな
い離隔距離を確保した位置に移動す
る設計。

以上の設計は，⽯油備蓄基地⽕災
と森林⽕災の重畳に対する屋外設備
の機能確保の⼿段の⼀つであるた
め，以下のDB基本設計⽅針と合わ
せて説明する。
《関連するDB条⽂基本設計⽅針
No.》
8条(外部⽕災)-29

屋外に保管する可搬型重⼤事故等
対処設備は，⽯油備蓄基地⽕災と
森林⽕災の重畳に対して以下を考慮
した設計とすることを配置設計及び評
価にて説明する。
・⽯油備蓄基地⽕災と森林⽕災の重
畳に対して⽕災源から危険距離を上
回る離隔距離を確保する設計。

以上の設計は，設計基準の屋外の
防護対象施設の設計と同⼀であるた
め，以下のDB基本設計⽅針と合わ
せて説明する。
《関連するDB条⽂基本設計⽅針
No.》
8条(外部⽕災)-29

― ― ―

― ― ―

― ― ― ― ― ― ― ― ―

―

―――

― ― ―

―― ― ― ―

― ― ― ― ― ―

― ― ―

配置

配置

配置

配置

配置

― ― ―

― ― ―

― ― ―

― ― ―

― ― ― ― ―

129

また，森林⽕災から
の輻射強度の影響を
考慮した場合におい
ても，離隔距離の確
保等により，可搬型
重⼤事故等対処設
備の重⼤事故等への
対処に必要な機能を
損なわない設計とす
る。

設置要求
評価要求
運⽤要求

冒頭宣⾔に当たる基本設計⽅針No.72,74を受けた設計

－
(運⽤要求のため)

保管場所において想定される環境条件に対して設
備⾃体の耐性を確保できない場合に必要な機能を
損なわない離隔距離を確保した位置に移動⼜は設
置する設計は想定される環境条件に対する健全性
確保の⼿段の⼀つと整理し，屋外の設備の防護⽅
針（8条(外部⽕災)-29）と合わせて説明する。

8条(⻯巻)‐29へ
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 36条→個別条⽂(39条)→8条の展開 別紙

1-1

第1章　共通項⽬
4.　閉じ込め機能
4.3　冷却機能の喪失による蒸発乾固に対処
するための設備
冷却機能の喪失による蒸発乾固は，外的事
象の「地震」において，冷却⽔循環ポンプ，冷
却塔等の動的機器の直接的な機能喪失⼜は
全交流動⼒電源喪失による間接的な機能喪
失により，冷却機能が喪失することで発⽣す
る。

1-2

また，外的事象の「⽕⼭の影響」⼜は内的事
象の「⻑時間の全交流動⼒電源の喪失」にお
いて，動的機器の間接的な機能喪失により冷
却機能が喪失し，内的事象の「動的機器の
多重故障」において，⼀部の動的機器の直接
的な機能喪失により冷却機能が喪失することで
発⽣する。

1-3

上記に⽰す要因によって発⽣する冷却機能の
喪失による蒸発乾固に対して，セル内において
使⽤済燃料から分離された物であって液体状
のもの⼜は液体状の放射性廃棄物を冷却する
機能を有する施設のうち，冷却機能の喪失に
よる蒸発乾固の発⽣を仮定する機器には，重
⼤事故の発⽣⼜は拡⼤を防⽌するために必要
な次に掲げる重⼤事故等対処設備を設ける設
計とする。

2-1

セル内において使⽤済燃料から分離された物で
あって液体状のもの⼜は液体状の放射性廃棄
物を冷却する機能を有する施設には，蒸発乾
固の発⽣を未然に防⽌するとともに，蒸発乾
固が発⽣した場合において，放射性物質の発
⽣を抑制し，及び蒸発乾固の進⾏を防⽌し，
蒸発乾固が発⽣した設備に接続する換気系
統の配管の流路を遮断するために必要な設備
及び換気系統の配管内が加圧状態になった場
合にセル内に設置された配管の外部へ放射性
物質を排出できるようにし，放射性物質の放
出による影響を緩和するために必要な重⼤事
故等対処設備として，冷却機能の喪失による
蒸発乾固に対処するための設備を設ける設計
とする。

2-2
冷却機能の喪失による蒸発乾固に対処するた
めの設備は，代替安全冷却⽔系及び代替換
気設備で構成する。

2-3 代替安全冷却⽔系の⼀部及び代替換気設備
の⼀部は，設計基準対象の施設と兼⽤する。

3

「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の発⽣を
仮定する機器の冷却機能が喪失した場合にそ
の他再処理設備の附属施設の冷却⽔設備の
安全冷却⽔系（再処理設備本体⽤）の内
部ループに通⽔することで「冷却機能の喪失に
よる蒸発乾固」の発⽣を仮定する機器に内包
する溶液を冷却するための⽔供給に必要な重
⼤事故等対処設備として，代替安全冷却⽔
系を設ける設計とする。

冒頭宣⾔【39条
-7】

―
（冒頭宣⾔であり，具体の設計は基本設計⽅針No.2に展開する。）

（基本設計⽅針No.2の設計条件（冷却機能の喪失による蒸発乾固の発⽣要因））

冒頭宣⾔に当たる基本設計⽅針No.1を受けた設計

―
（冒頭宣⾔であり，具体の設計は基本設計⽅針No.3,4,5,6,8に展開する。）

冒頭宣⾔に当たる基本設計⽅針No.2を受けた設計

―
（冒頭宣⾔であり，具体の設計は基本設計⽅針No.7に展開する。）

要求種別 設計項⽬

冒頭宣⾔【39条
-2】
定義【設計条
件】

第３９条　冷却機能の喪失による蒸発乾固

屋外　機器配管 屋内　機器配管

冒頭宣⾔【39条
-3,4,5,6,8】
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4

「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の発⽣を
仮定する機器に内包する溶液が沸騰に⾄った
場合に「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の
発⽣を仮定する機器に注⽔すること及びその他
再処理設備の附属施設の冷却⽔設備の安全
冷却⽔系（再処理設備本体⽤）の冷却コイ
ル⼜は冷却ジャケットへ通⽔することで蒸発乾
固の進⾏を防⽌するための⽔供給に必要な重
⼤事故等対処設備として，代替安全冷却⽔
系を設ける設計とする。

冒頭宣⾔【39条
-7】

5

「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の発⽣を
仮定する機器に内包する溶液が沸騰に⾄った
場合に気相中に移⾏する放射性物質を，これ
らの機器に接続する塔槽類廃ガス処理設備の
隔離弁を閉⽌し，塔槽類廃ガス処理設備の
流路を遮断することで，「冷却機能の喪失によ
る蒸発乾固」の発⽣を仮定する機器からの蒸
気を凝縮し，排気をセルに導出するために必要
な重⼤事故等対処設備として代替安全冷却
⽔系及びセルへの導出経路を構築するための
代替換気設備を設ける設計とする。

冒頭宣⾔【39条
-7】

6

「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の発⽣を
仮定する機器に内包する溶液が沸騰に⾄った
場合に「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の
発⽣を仮定する機器からセルに導出された放射
性エアロゾルを除去し，主排気筒を介して⼤気
中に管理しながら放出するために必要な重⼤
事故等対処設備として導出先セルから主排気
筒までの放出経路を構築するための代替換気
設備を設ける設計とする。

冒頭宣⾔【39条
-7】

7

なお，冷却機能の喪失による蒸発乾固の発⽣
⼜は拡⼤を防⽌するために使⽤する代替安全
冷却⽔系の設計については，第2章　個別項
⽬の「7.2.2　冷却⽔設備」の「7.2.2.3　代替
安全冷却⽔系」に，代替換気設備の設計に
ついては，第2章　個別項⽬の「5.1　気体廃
棄物の廃棄施設」の「5.1.6　代替換気設備」
に⽰す。

冒頭宣⾔【39条
（代替安全冷
却⽔系）-3】
冒頭宣⾔【39条
（代替換気設
備）-●】

8
上記の対処は，異種の重⼤事故が同時発⽣
した場合においても必要な機能を発揮する設
計とする。

冒頭宣⾔【39条
-9,10,21】

9

冷却機能の喪失による蒸発乾固と同時発⽣す
る可能性のある異種の重⼤事故は，外的事
象の「地震」及び「⽕⼭の影響」，内的事象の
「⻑時間の全交流動⼒電源の喪失」より，安
全圧縮空気系，安全冷却⽔系，プール⽔冷
却⽔系及び補給⽔設備が同時に機能を喪失
することから，放射線分解により発⽣する⽔素
による爆発及び使⽤済燃料貯蔵槽における燃
料損傷である。

定義【設計条
件】

10

また，冷却機能の喪失による蒸発乾固の発⽣
に伴う連鎖の有無を確認すべき異種の重⼤事
故は，臨界事故，放射線分解により発⽣する
⽔素による爆発，有機溶媒等による⽕災⼜は
爆発，使⽤済燃料貯蔵槽における燃料損傷
及び放射性物質の漏えいであるが，以下に⽰
すとおり連鎖は発⽣しない。

冒頭宣⾔【39条
-15〜24】

冒頭宣⾔に当たる基本設計⽅針No.2を受けた設計

―
（冒頭宣⾔であり，具体の設計は基本設計⽅針No.7に展開する。）

冒頭宣⾔に当たる基本設計⽅針No.2を受けた設計

―
（冒頭宣⾔であり，具体の設計は基本設計⽅針No.7に展開する。）

冒頭宣⾔に当たる基本設計⽅針No.2を受けた設計

―
（冒頭宣⾔であり，具体の設計は基本設計⽅針No.7に展開する。）

冒頭宣⾔に当たる基本設計⽅針No.3,4,5,6を受けた設計

―
（冒頭宣⾔であり，具体の設計は39条（代替安全冷却⽔系）-3，39条（代替換気設備）-●に展開する。）

冒頭宣⾔に当たる基本設計⽅針No.2を受けた設計

―
（冒頭宣⾔であり，具体の設計は基本設計⽅針No.9,10,21に展開する。）

冒頭宣⾔に当たる基本設計⽅針No.8を受けた設計

（基本設計⽅針No.21の設計条件（考慮する異種の重⼤事故））

冒頭宣⾔に当たる基本設計⽅針No.8を受けた設計

―
（冒頭宣⾔であり，具体の設計は基本設計⽅針No.11〜20に展開する。）
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11

「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の発⽣を
仮定する機器のうち，液体の核燃料物質を内
包する機器は，核燃料物質の濃度に制限値
を設定する必要がないように形状⼨法管理及
び濃度管理による臨界事故の発⽣防⽌策が
講じられており，沸騰時の温度，圧⼒，沸騰
の継続による液位の低下に伴う核燃料物質の
濃度の上昇及びその他のパラメータ変動を考慮
しても，核的制限値を逸脱することはないた
め，臨界事故への連鎖は⽣じない。

定義【設計条
件】

12

「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の発⽣を
仮定する機器に内包する溶液の沸騰により，
内包する溶液の⽔素発⽣G値が上昇し，⽔
素の発⽣量が平常運転時に⽐べて相当多くな
るものの，その他再処理設備の附属施設の圧
縮空気設備の安全圧縮空気系による⽔素掃
気量が発⽣⽔素量に対して⼗分な余⼒を有し
ており，「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の
発⽣を仮定する機器内の⽔素濃度はドライ換
算で8vol%に⾄ることはない。また，プルトニウ
ム濃縮液（250gPu/L）は，貯槽等への注
⽔により希釈され，硝酸濃度が平常運転時よ
り低下するが，硝酸濃度の変動が⽔素発⽣G
値に与える影響は⼩さい。以上より，放射線
分解により発⽣する⽔素による爆発への連鎖は
⽣じない。

定義【設計条
件】

13

「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の発⽣を
仮定する機器のうち，有意量のTBP等を受け
⼊れることを前提として設計されている機器にお
いて，通常状態で受け⼊れる可能性のある溶
液の混合を考慮しても溶液の総崩壊熱は⼩さ
く，溶液の濃縮⼜は温度上昇が想定されない
ことから有機溶媒等による⽕災⼜は爆発
（TBP等の錯体の急激な分解反応）への連
鎖は⽣じない。

定義【設計条
件】

14

上記以外の「冷却機能の喪失による蒸発乾
固」の発⽣を仮定する機器においては，分離
設備のTBP洗浄塔等において溶液中のTBP等
を含む使⽤済みの有機溶媒が洗浄及び再⽣さ
れることから，有意なTBP等を含む使⽤済みの
有機溶媒が含まれることはない。また，冷却機
能の喪失による蒸発乾固の発⽣時において
も，沸騰が発⽣する「冷却機能の喪失による
蒸発乾固」の発⽣を仮定する機器に接続する
機器注⽔配管，冷却コイル等で構成されるバ
ウンダリは，健全性を維持することから，TBP
等が混⼊することもないため，有機溶媒等によ
る⽕災⼜は爆発（TBP等の錯体の急激な分
解反応）への連鎖は⽣じない。

定義【設計条
件】

15

「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の発⽣を
仮定する機器のうち，有意量の有機溶媒を受
け⼊れることを前提として設計されている機器に
おいて，通常状態で受け⼊れる可能性のある
溶液の混合を考慮しても溶液の総崩壊熱は⼩
さく，溶液の濃縮⼜は温度上昇が想定されな
いことから有機溶媒等による⽕災⼜は爆発
（有機溶媒⽕災）への連鎖は⽣じない。

定義【設計条
件】

16

上記以外の「冷却機能の喪失による蒸発乾
固」の発⽣を仮定する機器においては，溶媒
再⽣系（分離・分配系）の第1洗浄器等にお
いて溶液中の有機溶媒が洗浄及び再⽣される
ことから，有意な使⽤済みの有機溶媒が含ま
れることはない。また，冷却機能の喪失による
蒸発乾固の発⽣時においても，沸騰が発⽣す
る「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の発⽣を
仮定する機器に接続する機器注⽔配管，冷
却コイル等で構成されるバウンダリは，健全性を
維持することから，有機溶媒が混⼊することも
ないため，有機溶媒等による⽕災⼜は爆発
（有機溶媒⽕災）への連鎖は⽣じない。

定義【設計条
件】

17

「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の発⽣を
仮定する機器と使⽤済燃料の受⼊れ施設及
び貯蔵施設は異なる建屋に位置しており，「冷
却機能の喪失による蒸発乾固」の発⽣を仮定
する機器に内包する溶液の沸騰による事故影
響は，当該バウンダリを超えて波及することはな
いことから，使⽤済燃料貯蔵槽における燃料
損傷への連鎖は⽣じない。

定義【設計条
件】

冒頭宣⾔に当たる基本設計⽅針No.10を受けた設計

（基本設計⽅針No.21の設計条件（考慮する異種の重⼤事故））

冒頭宣⾔に当たる基本設計⽅針No.10を受けた設計

（基本設計⽅針No.21の設計条件（考慮する異種の重⼤事故））

冒頭宣⾔に当たる基本設計⽅針No.10を受けた設計

（基本設計⽅針No.21の設計条件（考慮する異種の重⼤事故））

冒頭宣⾔に当たる基本設計⽅針No.10を受けた設計

（基本設計⽅針No.21の設計条件（考慮する異種の重⼤事故））

冒頭宣⾔に当たる基本設計⽅針No.10を受けた設計

（基本設計⽅針No.21の設計条件（考慮する異種の重⼤事故））

冒頭宣⾔に当たる基本設計⽅針No.10を受けた設計

（基本設計⽅針No.21の設計条件（考慮する異種の重⼤事故））

冒頭宣⾔に当たる基本設計⽅針No.10を受けた設計

（基本設計⽅針No.21の設計条件（考慮する異種の重⼤事故））
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18

「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の発⽣を
仮定する機器，これに接続する機器注⽔配
管，冷却コイル等，塔槽類廃ガス処理設備か
らセルへの導出で使⽤する主配管及び凝縮器
並びにその他の安全機能を有する機器で構成
されるバウンダリは，通常時からの状態の変化
等を踏まえても，健全性を維持することから，
放射性物質の漏えいの発⽣への連鎖は⽣じな
い。

定義【設計条
件】

19

「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の発⽣を
仮定する機器及び「冷却機能の喪失による蒸
発乾固」の発⽣を仮定する機器に接続する配
管の材質を考慮すると，冷却機能の喪失によ
る蒸発乾固の事故時に想定される温度，圧
⼒等の環境条件によってこれらのバウンダリの健
全性が損なわれることはなく，温度及び放射線
以外の「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の
発⽣を仮定する機器内の環境条件が「冷却機
能の喪失による蒸発乾固」の発⽣を仮定する
機器及び「冷却機能の喪失による蒸発乾固」
の発⽣を仮定する機器に接続する機器の外へ
及ぶことはないことから，温度及び放射線以外
の環境条件の変化によってその他の重⼤事故
等が連鎖して発⽣することはない。

定義【設計条
件】

20

温度及び放射線の影響は「冷却機能の喪失に
よる蒸発乾固」の発⽣を仮定する機器及び「冷
却機能の喪失による蒸発乾固」の発⽣を仮定
する機器に接続する機器の外へ及ぶものの，
冷却機能の喪失による蒸発乾固の事故時の
想定される温度及び放射線を考慮しても，こ
れらの影響が⼗分な厚さを有するセルを超えて
セル外へ及ぶことはない。
また，セル内の安全機能を有する機器もこれら
の環境条件で健全性を損なうことはないことか
ら，温度及び放射線の環境条件の変化によっ
てその他の重⼤事故等が連鎖して発⽣すること
はない。

定義【設計条
件】

21

なお，異種の重⼤事故の同時発⽣に対する
代替安全冷却⽔系の設計については，第2章
個別項⽬の「7.2.2　冷却⽔設備」の
「7.2.2.3　代替安全冷却⽔系」に，代替換
気設備の設計については，第2章　個別項⽬
の「5.1　気体廃棄物の廃棄施設」の「5.1.6
代替換気設備」に⽰す。

冒頭宣⾔【39条
（代替安全冷
却⽔系）-3】
冒頭宣⾔【39条
（代替換気設
備）-●】

冒頭宣⾔に当たる基本設計⽅針No.10を受けた設計

（基本設計⽅針No.21の設計条件（考慮する異種の重⼤事故））

冒頭宣⾔に当たる基本設計⽅針No.10を受けた設計

（基本設計⽅針No.21の設計条件（考慮する異種の重⼤事故））

冒頭宣⾔に当たる基本設計⽅針No.10を受けた設計

（基本設計⽅針No.21の設計条件（考慮する異種の重⼤事故））

冒頭宣⾔に当たる基本設計⽅針No.3,4,5,6を受けた設計

―
（冒頭宣⾔であり，具体の設計は39条（代替安全冷却⽔系）-3，39条（代替換気設備）-●に展開する。）
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1

第2章　個別項⽬
7.　その他再処理設備の附属施設
7.2　給⽔施設及び蒸気供給設備
7.2.2　冷却⽔設備
　冷却⽔設備の設計に係る共通的な設計⽅針
については，第1章　共通項⽬の「2.　地盤」，
「3.　⾃然現象等」，「4.　閉じ込めの機能」，
「5.　⽕災等による損傷の防⽌」，「6.　再処理
施設内における溢⽔による損傷の防⽌」，「7.
再処理施設内における化学薬品の漏えいによる
損傷の防⽌」及び「9.　設備に対する要求」に
基づくものとする。

冒頭宣⾔【●●】 1

第2章　個別項⽬
5.　放射性廃棄物の廃棄施設
　放射性廃棄物の廃棄施設の設計に係る共通
的な設計⽅針については、第１章　共通項⽬
の「２．地盤」，「３．⾃然現象等」，「４．
閉じ込めの機能」，「５．⽕災等による損傷の
防⽌」，「６．再処理施設内における溢⽔によ
る損傷の防⽌」，「７．再処理施設内における
化学薬品の漏えいによる損傷の防⽌」，「８．
遮蔽」，「９．設備に対する要求」及び「10．
1 廃棄施設」に基づくものとする。

冒頭宣⾔【●●】

2

冷却⽔設備は，⼀般冷却⽔系，安全冷却⽔
系及び代替安全冷却⽔系で構成する。

冒頭宣⾔【39条
-3】 2

5.1　気体廃棄物の廃棄施設
　気体廃棄物の廃棄施設は，せん断処理施
設のせん断処理設備及び溶解施設の溶解設
備から発⽣する放射性気体廃棄物を処理する
せん断処理・溶解廃ガス処理設備，各施設の
放射性物質を収納する塔槽類から発⽣する放
射性気体廃棄物を処理する塔槽類廃ガス処理
設備，⾼レベル廃液ガラス固化設備から発⽣
する放射性気体廃棄物を処理する⾼レベル廃
液ガラス固化廃ガス処理設備，汚染のおそれの
ある区域を換気する換気設備，主排気筒，代
替換気設備及び廃ガス貯留設備で構成する。

冒頭宣⾔【39条
-3】

―

7.2.2.1　⼀般冷却⽔系
（中略）
7.2.2.2　安全冷却⽔系
（中略）

― ―

5.1.1　●●
（中略）

―
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7.2.2.3　代替安全冷却⽔系
7.2.2.3.1　代替安全冷却⽔系の基本的な設
計
　冷却機能の喪失による蒸発乾固が発⽣した
場合において，「冷却機能の喪失による蒸発乾
固」の発⽣を仮定する機器に内包する溶液を冷
却している内部ループに通⽔することで，蒸発
乾固の発⽣を未然に防⽌するために必要な蒸
発乾固の発⽣防⽌対策に使⽤する重⼤事故
等対処設備として代替安全冷却⽔系を設ける
設計とする。

冒頭宣⾔【39条
-4】 3-1

5.1.6　代替換気設備
5.1.6.1　代替換気設備の基本的な設計
　冷却機能の喪失による蒸発乾固及び放射線
分解により発⽣する⽔素による爆発が発⽣した
場合において，当該重⼤事故等が発⽣した機
器の気相中に移⾏する放射性物質をセルに導
出し，⼤気中へ放出される放射性物質を低減
するために必要なセルへの導出経路の構築及び
導出先セルから主排気筒までの放出経路の構
築に使⽤する重⼤事故等対処設備として代替
換気設備を設ける設計とする。

冒頭宣⾔【39条
-4】
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上記対策が機能しなかった場合に備え，「冷却
機能の喪失による蒸発乾固」の発⽣を仮定する
機器へ注⽔することで，放射性物質の発⽣を
抑制し，及び蒸発乾固の進⾏を防⽌するため
に必要な蒸発乾固の拡⼤防⽌対策に使⽤する
重⼤事故等対処設備及び沸騰に伴い発⽣す
る蒸気を凝縮⽔として回収するための代替換気
設備のセル導出設備の凝縮器に⽔を供給する
ために必要な蒸発乾固の拡⼤防⽌対策に使⽤
する重⼤事故等対処設備として代替安全冷却
⽔系を設ける設計とする。

冒頭宣⾔【39条
-4】 3-2

上記対策が機能しなかった場合に備え，「冷却
機能の喪失による蒸発乾固」の発⽣を仮定する
機器へ注⽔することで，放射性物質の発⽣を
抑制し，及び蒸発乾固の進⾏を防⽌するため
に必要な蒸発乾固の拡⼤防⽌対策に使⽤する
重⼤事故等対処設備及び沸騰に伴い発⽣す
る蒸気を凝縮⽔として回収するための代替換気
設備のセル導出設備の凝縮器に⽔を供給する
ために必要な蒸発乾固の拡⼤防⽌対策に使⽤
する重⼤事故等対処設備として代替安全冷却
⽔系を設ける設計とする。

冒頭宣⾔【39条
-4】
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また，「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の発
⽣を仮定する機器の冷却コイル⼜は冷却ジャ
ケットへ通⽔することで，「冷却機能の喪失によ
る蒸発乾固」の発⽣を仮定する機器に内包する
溶液を未沸騰状態に維持するために必要な蒸
発乾固の拡⼤防⽌対策に使⽤する重⼤事故
等対処設備として代替安全冷却⽔系を設ける
設計とする。

冒頭宣⾔【39条
-4】
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代替安全冷却⽔系は，⾼レベル廃液ガラス固
化建屋の内部ループへの通⽔，冷却コイル⼜は
冷却ジャケットへの通⽔で使⽤する主配管(以
下「冷却⽔給排⽔配管・弁」という。)，⾼レベ
ル廃液ガラス固化建屋の貯槽等への注⽔で使
⽤する主配管(以下「冷却⽔注⽔配管・弁」と
いう。)，凝縮器への通⽔で使⽤する主配管
(以下「冷却⽔配管・弁(凝縮器)」という。)，
⾼レベル廃液ガラス固化建屋の凝縮器への通
⽔で使⽤する主配管(以下「凝縮器冷却⽔給
排⽔配管・弁」という。)，可搬型建屋外ホー
ス，可搬型中型移送ポンプ，可搬型建屋内
ホース，可搬型排⽔受槽，⾼レベル廃液ガラ
ス固化建屋の可搬型配管，可搬型中型移送
ポンプ運搬⾞(MOX燃料加⼯施設と共⽤(以
下同じ。))，ホース展張⾞(MOX燃料加⼯施
設と共⽤(以下同じ。))及び運搬⾞(MOX燃料
加⼯施設と共⽤(以下同じ。))で構成する。

冒頭宣⾔【39条
-5〜9】 4-1

代替換気設備は，セルへの導出経路を構築す
るために必要な設備(以下「セル導出設備」とい
う。)の塔槽類廃ガス処理設備からセルへの導出
で使⽤する主配管(以下「塔槽類廃ガス処理設
備からセルに導出するユニット)」という。)，セル
導出ユニットフィルタ，⾼レベル廃液ガラス固化
建屋の気液分離器，凝縮器，予備凝縮器，
凝縮液の回収に使⽤する主配管等，可搬型
建屋内ホース，前処理建屋の可搬型ダクト，
分離建屋の可搬型配管及び⾼レベル廃液ガラ
ス固化建屋の可搬型配管並びに導出先セルか
ら主排気筒までの放出経路を構築するために必
要な設備(以下，5.1.6項では「代替セル排気
系」という。)の前処理建屋の主配管(以下「前
処理建屋の主排気筒へ排出するユニット)」とい
う。)，可搬型ダクト，可搬型フィルタ，可搬型
排⾵機及び⾼レベル廃液ガラス固化建屋の可
搬型デミスタで構成する。

冒頭宣⾔【39条
-5〜9】
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また，設計基準対象の施設と兼⽤する内部
ループへの通⽔，貯槽等への注⽔及び冷却コイ
ル⼜は冷却ジャケットへの通⽔で使⽤する主配
管等及び膨張槽並びに「冷却機能の喪失によ
る蒸発乾固」の発⽣を仮定する機器を常設重
⼤事故等対処設備として位置付け，蒸発乾固
の発⽣の未然防⽌並びに蒸発乾固が発⽣した
場合において，放射性物質の発⽣を抑制し，
及び蒸発乾固の進⾏を緩和できる設計とする。

冒頭宣⾔【39条
-5〜9】 4-2

また，設計基準対象の施設と兼⽤するセル導
出設備の主配管等，⽔封安全器，分離建屋
の⾼レベル廃液濃縮⽸凝縮器及び分離建屋の
第1エジェクタ凝縮器，漏えい液受⽫，分離建
屋の第1供給槽及び第2供給槽，代替換気設
備の主配管等，主排気筒並びに「冷却機能の
喪失による蒸発乾固」の発⽣を仮定する機器
及び「放射線分解により発⽣する⽔素による爆
発」の発⽣を仮定する機器を常設重⼤事故等
対処設備として位置付け，沸騰⼜は⽔素爆発
が発⽣した設備に接続する換気系統の配管の
流路の遮断及び換気系統の配管内が加圧状
態になった場合にセル内に設置された配管の外
部への放射性物質の排出並びに沸騰⼜は⽔素
爆発が発⽣した場合において放射性物質の放
出による影響を緩和できる設計とする。

冒頭宣⾔【39条
-5〜9】
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冷却機能の喪失による蒸発乾固が発⽣した場
合の重⼤事故等対処設備として，代替安全冷
却⽔系の他，計測制御設備の可搬型貯槽温
度計等，⽔供給設備の第1貯⽔槽，補機駆
動⽤燃料補給設備の第1軽油貯槽，第2軽
油貯槽，軽油⽤タンクローリ及び燃料補給⽤
可搬型ホース等を使⽤する設計とする。なお，
計測制御設備に係る設計⽅針については第2
章　個別項⽬の「4.1　計測制御設備」に，⽔
供給設備に係る設計⽅針については第2章　個
別項⽬の「7.3　その他の主要な事項」の
「7.3.8　⽔供給設備」に，補機駆動⽤燃料
補給設備に係る設計⽅針については第2章　個
別項⽬の「7.1.1　電気設備」の「7.1.1.11
補機駆動⽤燃料補給設備」に⽰す。

冒頭宣⾔【45条
〜47条，49条】 4-3

冷却機能の喪失による蒸発乾固及び放射線分
解により発⽣する⽔素による爆発が発⽣した場
合の重⼤事故等対処設備として，代替換気設
備の他，計測制御設備の可搬型凝縮器出⼝
排気温度計等，代替電源設備の可搬型発電
機，代替所内電気設備の重⼤事故対処⽤⺟
線分電盤，重⼤事故対処⽤⺟線常設分電
盤，可搬型分電盤及び可搬型電源ケーブル
並びに補機駆動⽤燃料補給設備の第1軽油
貯槽，第2軽油貯槽，軽油⽤タンクローリ及び
燃料補給⽤可搬型ホース等を使⽤する設計と
する。なお，計測制御設備に係る設計⽅針に
ついては第2章　個別項⽬の「4.1　計測制御
設備」に，代替電源設備に係る設計⽅針につ
いては第2章　個別項⽬の「7.1.1　電気設備」
の「7.1.1.9　代替電源設備」に，代替所内電
源設備に係る設計⽅針については第2章　個別
項⽬の「7.1.1　電気設備」の「7.1.1.10　代
替所内電気設備」に，補機駆動⽤燃料補給
設備に係る設計⽅針については第2章　個別項
⽬の「7.1.1　電気設備」の「7.1.1.11　補機
駆動⽤燃料補給設備」に⽰す。

冒頭宣⾔【45条
〜47条，49条】

システム

代替安全冷却⽔系は，以下を考慮し
た設計とすることをシステム設計にて説
明する。
・⽔供給設備の第１貯⽔槽を⽔源とて
可搬型中型移送ポンプ，可搬型建屋
外ホース，可搬型建屋内ホース等によ
り系統を構成し，内部ループへ通⽔す
る設計

【39条-5】説明Gr3
代替安全冷却⽔系の内部ループへの
通⽔で使⽤する系統の構成について
は，蒸発乾固の発⽣を未然に防⽌す
るため設備に係る設計であるため，説
明Gr3で説明する。

代替安全冷却⽔系は，以下を考慮し
た設計とすることをシステム設計にて説
明する。
・⽔供給設備の第１貯⽔槽を⽔源とて
可搬型中型移送ポンプ，可搬型建屋
外ホース，可搬型建屋内ホース等によ
り系統を構成し，内部ループへ通⽔す
る設計

【39条-5】説明Gr3
代替安全冷却⽔系の内部ループへの
通⽔で使⽤する系統の構成について
は，蒸発乾固の発⽣を未然に防⽌す
るため設備に係る設計であるため，説
明Gr3で説明する。

システム

セル導出設備は，以下を考慮した設
計とすることをシステム設計にて説明す
る。
・塔槽類廃ガス処理設備の隔離弁を閉
⽌し，塔槽類廃ガス処理設備の流路
を遮断することで，「冷却機能の喪失に
よる蒸発乾固」の発⽣を仮定する機器
及び「放射線分解により発⽣する⽔素
による爆発」の発⽣を仮定する機器の
排気をセルに導出できる設計

【39条-5】説明Gr3
セル導出設備の構成については，蒸発
乾固の拡⼤を防⽌するため設備に係る
設計であるため，説明Gr3で説明す
る。

配置

代替安全冷却⽔系は，以下を考慮し
た設計とすることを配置設計にて説明す
る。
・内部ループへの通⽔に必要な系統を
構成する可搬型中型移送ポンプ，可
搬型建屋外ホース，可搬型建屋内
ホース等の配置情報

【39条-5】説明Gr3
代替安全冷却⽔系の内部ループへの
通⽔で使⽤する系統を構成する設備の
配置については，蒸発乾固の発⽣を未
然に防⽌するため設備に係る設計であ
るため，説明Gr3で説明する。

代替安全冷却⽔系は，以下を考慮し
た設計とすることを配置設計にて説明す
る。
・内部ループへの通⽔に必要な系統を
構成する可搬型中型移送ポンプ，可
搬型建屋外ホース，可搬型建屋内
ホース等の配置情報

【39条-5】説明Gr3
代替安全冷却⽔系の内部ループへの
通⽔で使⽤する系統を構成する設備の
配置については，蒸発乾固の発⽣を未
然に防⽌するため設備に係る設計であ
るため，説明Gr3で説明する。

配置
セル導出設備は，以下を考慮した設
計とすることを配置設計にて説明する。
・セル導出設備の配置情報

【39条-5】説明Gr3
セル導出設備を構成する設備の配置に
ついては，蒸発乾固の拡⼤を防⽌する
ため設備に係る設計であるため，説明
Gr3で説明す

構造

代替安全冷却⽔系は，以下を考慮し
た設計とすることを構造設計にて説明す
る。
・内部ループへの通⽔に必要な系統を
構成する可搬型中型移送ポンプ，可
搬型建屋外ホース，可搬型建屋内
ホース等の設備仕様

【39条-5】説明Gr3
代替安全冷却⽔系の内部ループへの
通⽔で使⽤する系統を構成する設備の
仕様については，蒸発乾固の発⽣を未
然に防⽌するため設備に係る設計であ
るため，説明Gr3で説明する。

代替安全冷却⽔系は，以下を考慮し
た設計とすることを構造設計にて説明す
る。
・内部ループへの通⽔に必要な系統を
構成する可搬型中型移送ポンプ，可
搬型建屋外ホース，可搬型建屋内
ホース等の設備仕様

【39条-5】説明Gr3
代替安全冷却⽔系の内部ループへの
通⽔で使⽤する系統を構成する設備の
仕様については，蒸発乾固の発⽣を未
然に防⽌するため設備に係る設計であ
るため，説明Gr3で説明する。

構造
セル導出設備は，以下を考慮した設
計とすることを構造設計にて説明する。
・セル導出設備の設備仕様

【39条-5】説明Gr3
セル導出設備を構成する設備の仕様に
ついては，蒸発乾固の拡⼤を防⽌する
ため設備に係る設計であるため，説明
Gr3で説明す

システム

代替安全冷却⽔系は，以下を考慮し
た設計とすることをシステム設計にて説
明する。
・⽔供給設備の第１貯⽔槽を⽔源とて
可搬型中型移送ポンプ，可搬型建屋
外ホース，可搬型建屋内ホース等によ
り系統を構成し，貯槽等へ注⽔する設
計

【39条-5】説明Gr3
代替安全冷却⽔系の貯槽等への注⽔
で使⽤する系統の構成については，蒸
発乾固の拡⼤を防⽌するため設備に係
る設計であるため，説明Gr3で説明す
る。

代替安全冷却⽔系は，以下を考慮し
た設計とすることをシステム設計にて説
明する。
・⽔供給設備の第１貯⽔槽を⽔源とて
可搬型中型移送ポンプ，可搬型建屋
外ホース，可搬型建屋内ホース等によ
り系統を構成し，貯槽等へ注⽔する設
計

【39条-5】説明Gr3
代替安全冷却⽔系の貯槽等への注⽔
で使⽤する系統の構成については，蒸
発乾固の拡⼤を防⽌するため設備に係
る設計であるため，説明Gr3で説明す
る。

システム

セル導出設備は，以下を考慮した設
計とすることをシステム設計にて説明す
る。
・⽔封安全器を経由して，気相中に移
⾏した放射性物質を⽔封安全器を設
置するセルに導出できる設計

【39条-5】説明Gr3
セル導出設備の構成については，蒸発
乾固の拡⼤を防⽌するため設備に係る
設計であるため，説明Gr3で説明す
る。

配置

代替安全冷却⽔系は，以下を考慮し
た設計とすることを配置設計にて説明す
る。
・貯槽等への注⽔に必要な系統を構成
する可搬型中型移送ポンプ，可搬型
建屋外ホース，可搬型建屋内ホース
等の配置情報

【39条-5】説明Gr3
代替安全冷却⽔系の貯槽等への注⽔
で使⽤する系統を構成する設備の配置
については，蒸発乾固の拡⼤を防⽌す
るため設備に係る設計であるため，説
明Gr3で説明する。

代替安全冷却⽔系は，以下を考慮し
た設計とすることを配置設計にて説明す
る。
・貯槽等への注⽔に必要な系統を構成
する可搬型中型移送ポンプ，可搬型
建屋外ホース，可搬型建屋内ホース
等の配置情報

【39条-5】説明Gr3
代替安全冷却⽔系の貯槽等への注⽔
で使⽤する系統を構成する設備の配置
については，蒸発乾固の拡⼤を防⽌す
るため設備に係る設計であるため，説
明Gr3で説明する。

配置

セル導出設備は，以下を考慮した設
計とすることを配置設計にて説明する。
・セル導出設備（⽔封安全器）の配
置情報

【39条-5】説明Gr3
セル導出設備を構成する設備の配置に
ついては，蒸発乾固の拡⼤を防⽌する
ため設備に係る設計であるため，説明
Gr3で説明す

構造

代替安全冷却⽔系は，以下を考慮し
た設計とすることを構造設計にて説明す
る。
・貯槽等への注⽔に必要な系統を構成
する可搬型中型移送ポンプ，可搬型
建屋外ホース，可搬型建屋内ホース
等の設備仕様

【39条-5】説明Gr3
代替安全冷却⽔系の貯槽等への注⽔
で使⽤する系統を構成する設備の仕様
については，蒸発乾固の拡⼤を防⽌す
るため設備に係る設計であるため，説
明Gr3で説明する。

代替安全冷却⽔系は，以下を考慮し
た設計とすることを構造設計にて説明す
る。
・貯槽等への注⽔に必要な系統を構成
する可搬型中型移送ポンプ，可搬型
建屋外ホース，可搬型建屋内ホース
等の設備仕様

【39条-5】説明Gr3
代替安全冷却⽔系の貯槽等への注⽔
で使⽤する系統を構成する設備の仕様
については，蒸発乾固の拡⼤を防⽌す
るため設備に係る設計であるため，説
明Gr3で説明する。

構造

セル導出設備は，以下を考慮した設
計とすることを構造設計にて説明する。
・セル導出設備（⽔封安全器）の設
備仕様

【39条-5】説明Gr3
セル導出設備を構成する設備の仕様に
ついては，蒸発乾固の拡⼤を防⽌する
ため設備に係る設計であるため，説明
Gr3で説明す

要求種別 設計項⽬
第３９条　冷却機能の喪失による蒸発乾固

屋外　機器配管 屋内　機器配管

5

代替安全冷却⽔系は，可搬型中型移送ポン
プと安全冷却⽔系の内部ループへの通⽔で使
⽤する主配管等(以下「内部ループ配管・弁」と
いう。)を可搬型建屋外ホース，可搬型建屋内
ホース等を⽤いて接続した上で，可搬型中型
移送ポンプを運転することで，⽔供給設備の第
１貯⽔槽の⽔を内部ループへ通⽔し，「冷却
機能の喪失による蒸発乾固」の発⽣を仮定する
機器に内包する溶液が沸騰に⾄る前に冷却で
き，未沸騰状態を維持できる設計とする。

機能要求①
機能要求②

冒頭宣⾔に当たる基本設計⽅針No.4を受けた設計

6

代替安全冷却⽔系は，可搬型中型移送ポン
プと貯槽等への注⽔で使⽤する主配管等(以下
「機器注⽔配管・弁」という。)を可搬型建屋外
ホース，可搬型建屋内ホース等を⽤いて接続し
た上で，可搬型中型移送ポンプを運転すること
で，「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の発⽣
を仮定する機器へ注⽔でき，放射性物質の発
⽣を抑制し，及び蒸発乾固の進⾏を防⽌でき
る設計とする。

機能要求①
機能要求②

冒頭宣⾔に当たる基本設計⽅針No.4を受けた設計

―
（他条⽂に係わる冒頭宣⾔のため）

―
（冒頭宣⾔であり，具体の設計は基本設計⽅針No.3に展開する。）

―

冒頭宣⾔に当たる基本設計⽅針No.2を受けた設計

―
（冒頭宣⾔であり，具体の設計は基本設計⽅針No.4に展開する。）

冒頭宣⾔に当たる基本設計⽅針No.3を受けた設計

―
（冒頭宣⾔であり，具体の設計は基本設計⽅針No.5〜9に展開する。）

冒頭宣⾔に当たる基本設計⽅針No.3を受けた設計

―
（冒頭宣⾔であり，具体の設計は他条⽂45条〜47条，49条に展開する。）

要求種別 設計項⽬
第３９条　冷却機能の喪失による蒸発乾固

屋外　機器配管 屋内　機器配管

冒頭宣⾔に当たる基本設計⽅針No.4を受けた設計

―
（他条⽂に係わる冒頭宣⾔のため）

―
（冒頭宣⾔であり，具体の設計は基本設計⽅針No.3に展開する。）

―

冒頭宣⾔に当たる基本設計⽅針No.2を受けた設計

―
（冒頭宣⾔であり，具体の設計は基本設計⽅針No.4に展開する。）

冒頭宣⾔に当たる基本設計⽅針No.4を受けた設計

冒頭宣⾔に当たる基本設計⽅針No.3を受けた設計

―
（冒頭宣⾔であり，具体の設計は基本設計⽅針No.5〜9に展開する。）

冒頭宣⾔に当たる基本設計⽅針No.3を受けた設計

―
（冒頭宣⾔であり，具体の設計は他条⽂45条〜47条，49条に展開する。）

5

セル導出設備は，溶液の沸騰により「冷却機
能の喪失による蒸発乾固」の発⽣を仮定する機
器の気相中に移⾏する放射性物質，⽔素掃
気空気に同伴する放射性物質及び⽔素爆発
により「放射線分解により発⽣する⽔素による爆
発」の発⽣を仮定する機器の気相中に移⾏する
放射性物質を，これらの機器に接続する塔槽
類廃ガス処理設備の隔離弁を閉⽌し，塔槽類
廃ガス処理設備の流路を遮断することで，「冷
却機能の喪失による蒸発乾固」の発⽣を仮定
する機器及び「放射線分解により発⽣する⽔素
による爆発」の発⽣を仮定する機器の排気をセ
ルに導出できる設計とする。

機能要求①
機能要求②

6

前処理建屋，分離建屋，精製建屋及び⾼レ
ベル廃液ガラス固化建屋の代替換気設備のセ
ル導出設備は，⽔素爆発により「放射線分解
により発⽣する⽔素による爆発」の発⽣を仮定
する機器の気相中に移⾏する放射性物質が，
セル導出設備の塔槽類廃ガス処理設備からセ
ルに導出するユニットを経由して導出先セルに導
出されない場合，⽔封安全器を経由して，気
相中に移⾏した放射性物質を⽔封安全器を設
置するセルに導出できる設計とする。

機能要求①
機能要求②

―

―

―

―

―

―
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 36条→個別条⽂(39条)→8条の展開 別紙

システム

代替安全冷却⽔系は，以下を考慮し
た設計とすることをシステム設計にて説
明する。
・⽔供給設備の第１貯⽔槽を⽔源とて
可搬型中型移送ポンプ，可搬型建屋
外ホース，可搬型建屋内ホース等によ
り系統を構成し，冷却コイル⼜は冷却
ジャケットへ通⽔する設計

【39条-5】説明Gr3
代替安全冷却⽔系の冷却コイル⼜は
冷却ジャケットへの通⽔で使⽤する系統
の構成については，蒸発乾固の拡⼤を
防⽌するため設備に係る設計であるた
め，説明Gr3で説明する。

代替安全冷却⽔系は，以下を考慮し
た設計とすることをシステム設計にて説
明する。
・⽔供給設備の第１貯⽔槽を⽔源とて
可搬型中型移送ポンプ，可搬型建屋
外ホース，可搬型建屋内ホース等によ
り系統を構成し，冷却コイル⼜は冷却
ジャケットへ通⽔する設計

【39条-5】説明Gr3
代替安全冷却⽔系の冷却コイル⼜は
冷却ジャケットへの通⽔で使⽤する系統
の構成については，蒸発乾固の拡⼤を
防⽌するため設備に係る設計であるた
め，説明Gr3で説明する。

システム

セル導出設備は，以下を考慮した設
計とすることをシステム設計にて説明す
る。
・蒸気をセルに導出する前に排気経路
上の凝縮器により凝縮し，発⽣する凝
縮⽔は，回収先の漏えい液受⽫等に
貯留できる設計

【39条-5】説明Gr3
セル導出設備の構成については，蒸発
乾固の拡⼤を防⽌するため設備に係る
設計であるため，説明Gr3で説明す
る。

配置

代替安全冷却⽔系は，以下を考慮し
た設計とすることを配置設計にて説明す
る。
・冷却コイル⼜は冷却ジャケットへの通
⽔に必要な系統を構成する可搬型中
型移送ポンプ，可搬型建屋外ホース，
可搬型建屋内ホース等の配置情報

【39条-5】説明Gr3
代替安全冷却⽔系の冷却コイル⼜は
冷却ジャケットへの通⽔で使⽤する系統
を構成する設備の配置については，蒸
発乾固の拡⼤を防⽌するため設備に係
る設計であるため，説明Gr3で説明す
る。

代替安全冷却⽔系は，以下を考慮し
た設計とすることを配置設計にて説明す
る。
・冷却コイル⼜は冷却ジャケットへの通
⽔に必要な系統を構成する可搬型中
型移送ポンプ，可搬型建屋外ホース，
可搬型建屋内ホース等の配置情報

【39条-5】説明Gr3
代替安全冷却⽔系の冷却コイル⼜は
冷却ジャケットへの通⽔で使⽤する系統
を構成する設備の配置については，蒸
発乾固の拡⼤を防⽌するため設備に係
る設計であるため，説明Gr3で説明す
る。

配置

セル導出設備は，以下を考慮した設
計とすることを配置設計にて説明する。
・セル導出設備（凝縮器，漏えい液
受⽫）の配置情報

【39条-5】説明Gr3
セル導出設備を構成する設備の配置に
ついては，蒸発乾固の拡⼤を防⽌する
ため設備に係る設計であるため，説明
Gr3で説明す

構造

代替安全冷却⽔系は，以下を考慮し
た設計とすることを構造設計にて説明す
る。
・冷却コイル⼜は冷却ジャケットへの通
⽔に必要な系統を構成する可搬型中
型移送ポンプ，可搬型建屋外ホース，
可搬型建屋内ホース等の設備仕様

【39条-5】説明Gr3
代替安全冷却⽔系の冷却コイル⼜は
冷却ジャケットへの通⽔で使⽤する系統
を構成する設備の仕様については，蒸
発乾固の拡⼤を防⽌するため設備に係
る設計であるため，説明Gr3で説明す
る。

代替安全冷却⽔系は，以下を考慮し
た設計とすることを構造設計にて説明す
る。
・冷却コイル⼜は冷却ジャケットへの通
⽔に必要な系統を構成する可搬型中
型移送ポンプ，可搬型建屋外ホース，
可搬型建屋内ホース等の設備仕様

【39条-5】説明Gr3
代替安全冷却⽔系の冷却コイル⼜は
冷却ジャケットへの通⽔で使⽤する系統
を構成する設備の仕様については，蒸
発乾固の拡⼤を防⽌するため設備に係
る設計であるため，説明Gr3で説明す
る。

構造

セル導出設備は，以下を考慮した設
計とすることを構造設計にて説明する。
・セル導出設備（凝縮器，漏えい液
受⽫）の設備仕様

【39条-5】説明Gr3
セル導出設備を構成する設備の仕様に
ついては，蒸発乾固の拡⼤を防⽌する
ため設備に係る設計であるため，説明
Gr3で説明す

システム

代替安全冷却⽔系は，以下を考慮し
た設計とすることをシステム設計にて説
明する。
・⽔供給設備の第１貯⽔槽を⽔源とて
可搬型中型移送ポンプ，可搬型建屋
外ホース，可搬型建屋内ホース等によ
り系統を構成し，凝縮器へ通⽔する設
計

【39条-5】説明Gr3
代替安全冷却⽔系の凝縮器への通⽔
で使⽤する系統の構成については，蒸
発乾固の拡⼤を防⽌するため設備に係
る設計であるため，説明Gr3で説明す
る。

代替安全冷却⽔系は，以下を考慮し
た設計とすることをシステム設計にて説
明する。
・⽔供給設備の第１貯⽔槽を⽔源とて
可搬型中型移送ポンプ，可搬型建屋
外ホース，可搬型建屋内ホース等によ
り系統を構成し，凝縮器へ通⽔する設
計

【39条-5】説明Gr3
代替安全冷却⽔系の凝縮器への通⽔
で使⽤する系統の構成については，蒸
発乾固の拡⼤を防⽌するため設備に係
る設計であるため，説明Gr3で説明す
る。

システム

セル導出設備は，以下を考慮した設
計とすることをシステム設計にて説明す
る。
・凝縮器下流側に設置したセル導出ユ
ニットフィルタにより除去できる設計

【39条-5】説明Gr3
セル導出設備の構成については，蒸発
乾固の拡⼤を防⽌するため設備に係る
設計であるため，説明Gr3で説明す
る。

配置

代替安全冷却⽔系は，以下を考慮し
た設計とすることを配置設計にて説明す
る。
・凝縮器への通⽔に必要な系統を構成
する可搬型中型移送ポンプ，可搬型
建屋外ホース，可搬型建屋内ホース
等の配置情報

【39条-5】説明Gr3
代替安全冷却⽔系の凝縮器への通⽔
で使⽤する系統を構成する設備の配置
については，蒸発乾固の拡⼤を防⽌す
るため設備に係る設計であるため，説
明Gr3で説明する。

代替安全冷却⽔系は，以下を考慮し
た設計とすることを配置設計にて説明す
る。
・凝縮器への通⽔に必要な系統を構成
する可搬型中型移送ポンプ，可搬型
建屋外ホース，可搬型建屋内ホース
等の配置情報

【39条-5】説明Gr3
代替安全冷却⽔系の凝縮器への通⽔
で使⽤する系統を構成する設備の配置
については，蒸発乾固の拡⼤を防⽌す
るため設備に係る設計であるため，説
明Gr3で説明する。

配置

セル導出設備は，以下を考慮した設
計とすることを配置設計にて説明する。
・セル導出設備（セル導出ユニットフィ
ルタ）の配置情報

【39条-5】説明Gr3
セル導出設備を構成する設備の配置に
ついては，蒸発乾固の拡⼤を防⽌する
ため設備に係る設計であるため，説明
Gr3で説明す

構造

代替安全冷却⽔系は，以下を考慮し
た設計とすることを構造設計にて説明す
る。
・凝縮器への通⽔に必要な系統を構成
する可搬型中型移送ポンプ，可搬型
建屋外ホース，可搬型建屋内ホース
等の設備仕様

【39条-5】説明Gr3
代替安全冷却⽔系の凝縮器への通⽔
で使⽤する系統を構成する設備の仕様
については，蒸発乾固の拡⼤を防⽌す
るため設備に係る設計であるため，説
明Gr3で説明する。

代替安全冷却⽔系は，以下を考慮し
た設計とすることを構造設計にて説明す
る。
・凝縮器への通⽔に必要な系統を構成
する可搬型中型移送ポンプ，可搬型
建屋外ホース，可搬型建屋内ホース
等の設備仕様

【39条-5】説明Gr3
代替安全冷却⽔系の凝縮器への通⽔
で使⽤する系統を構成する設備の仕様
については，蒸発乾固の拡⼤を防⽌す
るため設備に係る設計であるため，説
明Gr3で説明する。

構造

セル導出設備は，以下を考慮した設
計とすることを構造設計にて説明する。
・セル導出設備（セル導出ユニットフィ
ルタ）の設備仕様

【39条-5】説明Gr3
セル導出設備を構成する設備の仕様に
ついては，蒸発乾固の拡⼤を防⽌する
ため設備に係る設計であるため，説明
Gr3で説明す

システム

代替安全冷却⽔系は，以下を考慮し
た設計とすることをシステム設計にて説
明する。
・可搬型排⽔受槽，可搬型中型移送
ポンプ，可搬型建屋外ホース，可搬型
建屋内ホース等により系統を構成し，
内部ループへの通⽔，冷却コイル⼜は
冷却ジャケットへの通⽔及び代替換気
設備のセル導出設備の凝縮器への通
⽔に使⽤した排⽔を⽔供給設備の第
１貯⽔槽へ移送し，排⽔を再び⽔源と
して⽤いることができる設計

【39条-5】説明Gr3
給排⽔系統の構成については，蒸発
乾固の発⽣を未然に防⽌するため設備
及び蒸発乾固の拡⼤を防⽌するため設
備に係る設計であるため，説明Gr3で
説明する。

代替安全冷却⽔系は，以下を考慮し
た設計とすることをシステム設計にて説
明する。
・可搬型排⽔受槽，可搬型中型移送
ポンプ，可搬型建屋外ホース，可搬型
建屋内ホース等により系統を構成し，
内部ループへの通⽔，冷却コイル⼜は
冷却ジャケットへの通⽔及び代替換気
設備のセル導出設備の凝縮器への通
⽔に使⽤した排⽔を⽔供給設備の第
１貯⽔槽へ移送し，排⽔を再び⽔源と
して⽤いることができる設計

【39条-5】説明Gr3
給排⽔系統の構成については，蒸発
乾固の発⽣を未然に防⽌するため設備
及び蒸発乾固の拡⼤を防⽌するため設
備に係る設計であるため，説明Gr3で
説明する。

システム

セル導出設備は，以下を考慮した設
計とすることをシステム設計にて説明す
る。
・代替安全冷却⽔系の可搬型中型移
送ポンプから凝縮器に冷却⽔を通⽔で
きる設計

【39条-5】説明Gr3
セル導出設備の構成については，蒸発
乾固の拡⼤を防⽌するため設備に係る
設計であるため，説明Gr3で説明す
る。

配置

代替安全冷却⽔系は，以下を考慮し
た設計とすることを配置設計にて説明す
る。
・給排⽔系統を構成する可搬型排⽔
受槽，可搬型中型移送ポンプ，可搬
型建屋外ホース，可搬型建屋内ホー
ス等の配置情報

【39条-5】説明Gr3
給排⽔系統を構成する設備の配置に
ついては，蒸発乾固の発⽣を未然に防
⽌するため設備及び蒸発乾固の拡⼤を
防⽌するため設備に係る設計であるた
め，説明Gr3で説明する。

代替安全冷却⽔系は，以下を考慮し
た設計とすることを配置設計にて説明す
る。
・給排⽔系統を構成する可搬型排⽔
受槽，可搬型中型移送ポンプ，可搬
型建屋外ホース，可搬型建屋内ホー
ス等の配置情報

【39条-5】説明Gr3
給排⽔系統を構成する設備の配置に
ついては，蒸発乾固の発⽣を未然に防
⽌するため設備及び蒸発乾固の拡⼤を
防⽌するため設備に係る設計であるた
め，説明Gr3で説明する。

配置

セル導出設備は，以下を考慮した設
計とすることを配置設計にて説明する。
・セル導出設備（凝縮器）の配置情
報

【39条-5】説明Gr3
セル導出設備を構成する設備の配置に
ついては，蒸発乾固の拡⼤を防⽌する
ため設備に係る設計であるため，説明
Gr3で説明す

構造

代替安全冷却⽔系は，以下を考慮し
た設計とすることを構造設計にて説明す
る。
・給排⽔系統を構成する可搬型排⽔
受槽，可搬型中型移送ポンプ，可搬
型建屋外ホース，可搬型建屋内ホー
ス等の設備仕様

【39条-5】説明Gr3
給排⽔系統を構成する設備の仕様に
ついては，蒸発乾固の発⽣を未然に防
⽌するため設備及び蒸発乾固の拡⼤を
防⽌するため設備に係る設計であるた
め，説明Gr3で説明する。

代替安全冷却⽔系は，以下を考慮し
た設計とすることを構造設計にて説明す
る。
・給排⽔系統を構成する可搬型排⽔
受槽，可搬型中型移送ポンプ，可搬
型建屋外ホース，可搬型建屋内ホー
ス等の設備仕様

【39条-5】説明Gr3
給排⽔系統を構成する設備の仕様に
ついては，蒸発乾固の発⽣を未然に防
⽌するため設備及び蒸発乾固の拡⼤を
防⽌するため設備に係る設計であるた
め，説明Gr3で説明する。

構造

セル導出設備は，以下を考慮した設
計とすることを構造設計にて説明する。
・セル導出設備（凝縮器）の設備仕
様

【39条-5】説明Gr3
セル導出設備を構成する設備の仕様に
ついては，蒸発乾固の拡⼤を防⽌する
ため設備に係る設計であるため，説明
Gr3で説明す

システム

代替セル排気系は，以下を考慮した
設計とすることをシステム設計にて説明
する。
・可搬型排⾵機，可搬型ダクト，可搬
型フィルタ，建屋換気設備で構成し，
主排気筒を介して⼤気中に管理しなが
ら放出できる設計

【39条-5】説明Gr3
代替セル排気系の構成については，蒸
発乾固の拡⼤を防⽌するため設備に係
る設計であるため，説明Gr3で説明す
る。

代替セル排気系は，以下を考慮した
設計とすることをシステム設計にて説明
する。
・可搬型排⾵機，可搬型ダクト，可搬
型フィルタ，建屋換気設備で構成し，
主排気筒を介して⼤気中に管理しなが
ら放出できる設計

【39条-5】説明Gr3
代替セル排気系の構成については，蒸
発乾固の拡⼤を防⽌するため設備に係
る設計であるため，説明Gr3で説明す
る。

配置

代替セル排気系は，以下を考慮した
設計とすることをシステム設計にて説明
する。
・主排気筒の配置情報

【39条-5】説明Gr3
代替セル排気系を構成する設備の配
置については，蒸発乾固の拡⼤を防⽌
するため設備に係る設計であるため，
説明Gr3で説明す

代替セル排気系は，以下を考慮した
設計とすることをシステム設計にて説明
する。
・可搬型排⾵機，可搬型ダクト，可搬
型フィルタ，建屋換気設備の配置情報

【39条-5】説明Gr3
代替セル排気系を構成する設備の配
置については，蒸発乾固の拡⼤を防⽌
するため設備に係る設計であるため，
説明Gr3で説明す

構造

代替セル排気系は，以下を考慮した
設計とすることをシステム設計にて説明
する。
・主排気筒の設備仕様

【39条-5】説明Gr3
代替セル排気系を構成する設備の仕
様については，蒸発乾固の拡⼤を防⽌
するため設備に係る設計であるため，
説明Gr3で説明す

代替セル排気系は，以下を考慮した
設計とすることをシステム設計にて説明
する。
・可搬型排⾵機，可搬型ダクト，可搬
型フィルタ，建屋換気設備の設備仕様

【39条-5】説明Gr3
代替セル排気系を構成する設備の仕
様については，蒸発乾固の拡⼤を防⽌
するため設備に係る設計であるため，
説明Gr3で説明す

10

代替換気設備のセル導出設備の凝縮器の詳
細については，第2章　個別項⽬の「5.1　気体
廃棄物の廃棄施設」の「5.1.6　代替換気設
備」に⽰す。

冒頭宣⾔【39条
（代替換気設
備）】

11

代替安全冷却⽔系の詳細については，第2章
個別項⽬の「7.2.2　冷却⽔設備」の「7.2.2.3
代替安全冷却⽔系」に⽰す。

冒頭宣⾔【39条
（代替安全冷却
⽔系）】

11
⽋番

― 12
⽋番

―

12

⽋番

― 13

⽋番

―

13

⽋番

―

14
⽋番

―

9

代替安全冷却⽔系は，可搬型中型移送ポン
プと可搬型排⽔受槽を可搬型建屋外ホース，
可搬型建屋内ホース等を⽤いて接続した上
で，内部ループへの通⽔，冷却コイル⼜は冷却
ジャケットへの通⽔及び代替換気設備のセル導
出設備の凝縮器への通⽔に使⽤した排⽔を可
搬型排⽔受槽に⼀旦貯留した後，可搬型中
型移送ポンプを運転することで，可搬型排⽔受
槽の排⽔を⽔供給設備の第１貯⽔槽へ移送
し，排⽔を再び⽔源として⽤いることができる設
計とする。

機能要求①
機能要求②

冒頭宣⾔に当たる基本設計⽅針No.4を受けた設計

冒頭宣⾔に当たる基本設計⽅針No.8を受けた設計

―
（冒頭宣⾔であり，具体の設計は39条（代替換気設備）に展開する。）

―

7

代替安全冷却⽔系は，可搬型中型移送ポン
プと冷却コイル⼜は冷却ジャケットへの通⽔で使
⽤する主配管等(以下「冷却コイル配管・弁⼜
は冷却ジャケット配管・弁」という。)を可搬型建
屋外ホース，可搬型建屋内ホース等を⽤いて
接続した上で，可搬型中型移送ポンプを運転
することで，「冷却機能の喪失による蒸発乾固」
の発⽣を仮定する機器の冷却コイル⼜は冷却
ジャケットへ通⽔し，「冷却機能の喪失による蒸
発乾固」の発⽣を仮定する機器に内包する溶
液の温度を低下させ，未沸騰状態を維持でき
る設計とする。

機能要求①
機能要求②

冒頭宣⾔に当たる基本設計⽅針No.4を受けた設計

8

代替安全冷却⽔系は，可搬型中型移送ポン
プと冷却⽔配管・弁(凝縮器)を可搬型建屋外
ホース，可搬型建屋内ホース等を⽤いて接続し
た上で，可搬型中型移送ポンプを運転すること
で，代替換気設備のセル導出設備の凝縮器へ
通⽔し，溶液の沸騰に伴い発⽣する蒸気を凝
縮できる設計とする。

機能要求①
機能要求②
【冒頭宣⾔39条
-10】

冒頭宣⾔に当たる基本設計⽅針No.4を受けた設計

―
（冒頭宣⾔であり，具体の設計は基本設計⽅針No.10に展開する。）

―

―

―

―

―

10

冒頭宣⾔に当たる基本設計⽅針No.4を受けた設計

7

セル導出設備は，溶液の沸騰に伴い発⽣する
蒸気をセルに導出する前に排気経路上の凝縮
器により凝縮し，発⽣する凝縮⽔は，回収先
の漏えい液受⽫等に貯留できる設計とする。

冒頭宣⾔に当たる基本設計⽅針No.4を受けた設計

機能要求①
機能要求②

冒頭宣⾔に当たる基本設計⽅針No.4を受けた設計

8

セル導出設備は，溶液の沸騰により「冷却機
能の喪失による蒸発乾固」の発⽣を仮定する機
器の気相中に移⾏する放射性物質，⽔素掃
気空気に同伴する放射性物質及び⽔素爆発
により「放射線分解により発⽣する⽔素による爆
発」の発⽣を仮定する機器の気相中に移⾏する
放射性物質を，凝縮器下流側に設置したセル
導出ユニットフィルタにより除去できる設計とす
る。

機能要求①
機能要求②

冒頭宣⾔に当たる基本設計⽅針No.4を受けた設計

―

―

―

代替セル排気系は，可搬型排⾵機，可搬型
ダクト及び可搬型フィルタを敷設し，主排気筒
へつながるよう，可搬型排⾵機，可搬型ダクト
及び可搬型フィルタを接続し，可搬型ダクト及
び建屋換気設備を接続した後，可搬型排⾵
機を運転することで，セルに導出された放射性
エアロゾルを除去し，主排気筒を介して⼤気中
に管理しながら放出できる設計とする。

機能要求①
機能要求②

冒頭宣⾔に当たる基本設計⽅針No.8を受けた設計

―
（冒頭宣⾔であり，具体の設計は39条（代替換気設備）に展開する。）

―

―

―

9

セル導出設備の凝縮器は，溶液の沸騰に伴い
発⽣する蒸気を凝縮するため，代替安全冷却
⽔系の可搬型中型移送ポンプによる通⽔によっ
て，溶液の沸騰に伴い発⽣する蒸気を凝縮さ
せるのに必要な伝熱⾯積を有する設計とする。

機能要求①
機能要求②
【冒頭宣⾔39条
-11】

―
（冒頭宣⾔であり，具体の設計は基本設計⽅針No.11に展開する。）

―

―

―
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代替安全冷却⽔系を構成する常設重
⼤事故等対処設備の冷却⽔給排⽔
配管・弁，冷却⽔注⽔配管・弁，冷
却⽔配管・弁(凝縮器)，凝縮器冷却
⽔給排⽔配管・弁は，以下を考慮した
設計とすることをシステム設計にて説明
する。
・設計基準事故に対処するための設備
である安全冷却⽔系と弁による隔離⼜
は系統を切り離しにより独⽴性を図る設
計

【39条-15】説明Gr3
代替安全冷却⽔系の安全冷却⽔系に
対する独⽴性については，冷却機能の
喪失による蒸発乾固を未然に防⽌する
ため設備及び拡⼤を防⽌するための設
備に係る設計であるため，説明Gr3で
説明する。

セル導出設備の凝縮器及び予備凝縮
器は，以下を考慮した設計とすることを
システム設計にて説明する。
・地震に対して同時にその機能が損なわ
れるおそれがないよう設置⽅向を互いに
異なる⽅向とし多様性を図る設計

【39条-15】説明Gr3
セル導出設備の凝縮器及び予備凝縮
器の多様性については，冷却機能の喪
失による蒸発乾固の拡⼤を防⽌するた
めの設備に係る設計であるため，説明
Gr3で説明する。

代替換気設備の塔槽類廃ガス処理設
備からセルに導出するユニット，セル導
出ユニットフィルタ，凝縮器は，以下を
考慮した設計とすることをシステム設計
にて説明する。
・設計基準事故に対処するための設備
である塔槽類廃ガス処理設備と弁よる
隔離⼜は系統を切り離しにより独⽴性
を図る設計

【39条-15】説明Gr3
代替換気設備の塔槽類廃ガス処理設
備に対する独⽴性については，冷却機
能の喪失による蒸発乾固の拡⼤を防⽌
するための設備に係る設計であるため，
説明Gr3で説明する。

冷却⽔給排⽔配管・弁，冷却⽔注⽔
配管・弁，冷却⽔配管・弁(凝縮
器)，凝縮器冷却⽔給排⽔配管・弁
以外の代替安全冷却⽔系の常設重⼤
事故等対処の主配管等は，以下を考
慮した設計とすることをシステム設計にて
説明する。
・設計基準事故に対処するための設備
である安全冷却⽔系と兼⽤する系統以
外は弁により隔離し独⽴性を図る設計

【39条-16】説明Gr3
代替安全冷却⽔系の安全冷却⽔系に
対する独⽴性については，冷却機能の
喪失による蒸発乾固を未然に防⽌する
ため設備及び拡⼤を防⽌するための設
備に係る設計であるため，説明Gr3で
説明する。

代替換気設備の塔槽類廃ガス処理設
備からセルに導出するユニット，セル導
出ユニットフィルタ，凝縮器以外の代替
換気設備の常設重⼤事故等対処の主
配管及び経路を構成する機器は，以
下を考慮した設計とすることをシステム設
計にて説明する。
・設計基準事故に対処するための設備
である塔槽類廃ガス処理設備，建屋
換気設備と兼⽤する系統以外は弁によ
る隔離，ダンパによる隔離⼜は切り離し
により独⽴性を図る設計

【39条-16】説明Gr3
代替換気設備の塔槽類廃ガス処理設
備に対する独⽴性については，冷却機
能の喪失による蒸発乾固の拡⼤を防⽌
するための設備に係る設計であるため，
説明Gr3で説明する。

冷却⽔給排⽔配管・弁，冷却⽔注⽔
配管・弁，冷却⽔配管・弁(凝縮
器)，凝縮器冷却⽔給排⽔配管・弁
以外の代替安全冷却⽔系の常設重⼤
事故等対処の主配管等は，以下を考
慮した設計とすることを配置設計にて説
明する。
・設計基準事故に対処するための設備
である安全冷却⽔系と可能な限り異な
る場所に設置し，位置的分散を図る
設計

【39条-16】説明Gr3
代替安全冷却⽔系と安全冷却⽔系位
置的分散については，冷却機能の喪
失による蒸発乾固を未然に防⽌するた
め設備及び拡⼤を防⽌するための設備
に係る設計であるため，説明Gr3で説
明する。

代替換気設備の塔槽類廃ガス処理設
備からセルに導出するユニット，セル導
出ユニットフィルタ，凝縮器以外の代替
換気設備の常設重⼤事故等対処の主
配管及び経路を構成する機器は，以
下を考慮した設計とすることを配置設計
にて説明する。
・設計基準事故に対処するための設備
である塔槽類廃ガス処理設備，建屋
換気設備と可能な限り異なる場所に設
置し，可能な限り位置的分散を図る設
計

【39条-16】説明Gr3
代替換気設備と塔槽類廃ガス処理設
備の位置的分散については，冷却機
能の喪失による蒸発乾固の拡⼤を防⽌
するための設備に係る設計であるため，
説明Gr3で説明する。

代替安全冷却⽔系の可搬型中型移
送ポンプは，以下を考慮した設計とする
ことを構造設計にて説明する。
・設計基準事故に対処するための設備
である安全冷却⽔系とは異なる駆動⽅
式を採⽤する設計
・必要な燃料を設計基準事故に対処
するための設備とは異なる設備から補給
する設計

【39条-17】説明Gr3
代替安全冷却⽔系の可搬型中型移
送ポンプが安全冷却⽔系に対して多様
性を有する設計については，冷却機能
の喪失による蒸発乾固を未然に防⽌す
るため設備及び拡⼤を防⽌するための
設備に係る設計であるため，説明Gr3
で説明する。

代替セル排気系の可搬型排⾵機は，
以下を考慮した設計とすることを構造設
計にて説明する。
・設計基準事故に対処するための設備
である建屋換気設備の排⾵機とは異な
る給電⽅式を採⽤する設計
・必要な燃料を設計基準事故に対処
するための設備とは異なる設備から補給
する設計

【39条-17】説明Gr3
代替セル排気系の可搬型排⾵機が建
屋換気設備の排⾵機に対して多様性
を有する設計については，冷却機能の
喪失による蒸発乾固の拡⼤を防⽌する
ための設備に係る設計であるため，説
明Gr3で説明する。

配置
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7.2.2.3.2　多様性，位置的分散
　代替安全冷却⽔系の冷却⽔給排⽔配管・弁
等は，共通要因によって安全冷却⽔系と同時
にその機能が損なわれるおそれがないよう，弁等
により隔離することで，安全冷却⽔系に対して
独⽴性を有する設計とする。

機能要求① システム

36条基本設計⽅針No.20を受けた設計

―

独⽴性を確保することにより環境影響の特性が変わる地震，⻯巻，落雷，航
空地墜落⽕災，電磁的障害，⽕災，溢⽔，化学薬品漏えいに対して，屋内
に設置することで健全性を確保する設計⽅針が展開されている以下のDB基本
設計⽅針と合わせて説明する。（詳細は別表参照）
《関連するDB条⽂基本設計⽅針No.》
5条32条/6条33条-28，8条(⻯巻)－14,18，・・・

○地震，⻯巻，航空墜落⽕災
弁等による隔離⼜は異なる系統を設ける等して独⽴性を確保することにより，地
震による荷重，⾶来物による衝撃荷重（建屋開⼝部），⽕災による輻射影響
（建屋開⼝部）による設備の損傷の影響が，DB設備及びSA設備の相互に
波及することを防⽌することができる。
○溢⽔，化学薬品漏えい
弁等による隔離⼜は異なる系統を設ける等して独⽴性を確保することにより，溢
⽔による系統的な影響がDB設備及びSA設備の相互に波及することを防⽌する
ことができる。

多様性を確保することにより環境影響に対する耐性が変わる可能性のある地
震，⻯巻，⽕⼭，⾵，凍結，⾼温，降⽔，積雪，落雷，⽣物学的事
象，塩害，森林⽕災，⼆次的影響（ばい煙），近隣⼯場等の⽕災（⽯油
備蓄基地），近隣⼯場等の⽕災（敷地内），航空地墜落⽕災，爆発，敷
地内における化学物質の漏えい，電磁的障害，⽕災，溢⽔，化学薬品漏え
いに対して，屋外設備の設計⽅針が展開されている以下のDB基本設計⽅針と
合わせて説明する。（詳細は別表参照）
《関連するDB条⽂基本設計⽅針No.》
5条32条/6条33条-28，8条(⻯巻)－19，・・・

○地震
・・・
○⻯巻
多様性（構造）を確保することにより，⾵荷重及び⾶来物による衝撃荷重に対
する耐性が異なる可能性があり，DB設備及びSA設備が同時に機能喪失する
可能性が低減する。
○⽕⼭
・・・

―

位置的分散を図ることにより環境影響の特性が変わる地震，津波，⻯巻，⽕
⼭，⾵，凍結，⾼温，降⽔，積雪，落雷，⽣物学的事象，森林⽕災，
⼆次的影響（ばい煙），近隣⼯場等の⽕災（⽯油備蓄基地），近隣⼯場
等の⽕災（敷地内），航空地墜落⽕災，爆発，敷地内における化学物質の
漏えい，電磁的障害，航空機落下，⽕災，溢⽔，化学薬品漏えい，内部
発⽣⾶散物に対して，屋内に設置することで健全性を確保する設計⽅針が展
開されている以下のDB基本設計⽅針と合わせて説明する。（詳細は別表参
照）
《関連するDB条⽂基本設計⽅針No.》
5条32条/6条33条-28，8条(⻯巻)－14,18，・・・

○地震
・・・
○⻯巻
位置的分散を図ることにより，⾶来物による衝撃荷重（建屋開⼝部）による設
備の損傷の影響範囲が限定され，DB設備及びSA設備が同時に機能喪失する
ことを防⽌することができる。
○⽕⼭
・・・

（冒頭宣⾔であり, 具体の設計は基本設計⽅針No.41〜57に展開する。）
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代替安全冷却⽔系の可搬型中型移送ポンプ
は，共通要因によって安全冷却⽔系と同時にそ
の機能が損なわれるおそれがないよう，電気駆
動である安全冷却⽔系の冷却⽔循環ポンプ及
び内部ループの冷却⽔を循環するためのポンプと
異なる駆動⽅式である空冷式のディーゼルエン
ジンにより駆動し，必要な燃料は，補機駆動
⽤燃料補給設備から補給が可能な設計とする
ことで，安全冷却⽔系に対して多様性を有する
設計とする。

機能要求① 構造

36条基本設計⽅針No.33を受けた設計

―

16

上記以外の代替安全冷却⽔系の常設重⼤事
故等対処設備の内部ループ配管・弁等は，可
能な限り独⽴性⼜は位置的分散を図った上
で，想定される重⼤事故等が発⽣した場合に
おける温度，放射線，荷重及びその他の使⽤
条件において，その機能を確実に発揮できる設
計とする。

機能要求①
冒頭宣⾔【39条
-41〜57】

システム

36条基本設計⽅針No.20を受けた設計

―

独⽴性を確保することにより環境影響の特性が変わる地震，⻯巻，落雷，航
空地墜落⽕災，電磁的障害，⽕災，溢⽔，化学薬品漏えいに対して，屋内
に設置することで健全性を確保する設計⽅針が展開されている以下のDB基本
設計⽅針と合わせて説明する。（詳細は別表参照）
《関連するDB条⽂基本設計⽅針No.》
5条32条/6条33条-28，8条(⻯巻)－14,18，・・・

○地震，⻯巻，航空墜落⽕災
弁等による隔離⼜は異なる系統を設ける等して独⽴性を確保することにより，地
震による荷重，⾶来物による衝撃荷重（建屋開⼝部），⽕災による輻射影響
（建屋開⼝部）による設備の損傷の影響が，DB設備及びSA設備の相互に
波及することを防⽌することができる。
○溢⽔，化学薬品漏えい
弁等による隔離⼜は異なる系統を設ける等して独⽴性を確保することにより，溢
⽔による系統的な影響がDB設備及びSA設備の相互に波及することを防⽌する
ことができる。

14

5.1.6.2　多様性，位置的分散
　セル導出設備の凝縮器及び予備凝縮器は，
設置⽅向を互いに異なる⽅向とする設計とする
ことで，地震に対して同時にその機能が損なわ
れるおそれがない設計とする。

独⽴性を確保することにより環境影響の特性が変わる地震，⻯巻，落雷，塩
害，航空地墜落⽕災，電磁的障害，⽕災，溢⽔，化学薬品漏えいに対し
て，屋内に設置することで健全性を確保する設計⽅針が展開されている以下の
DB基本設計⽅針と合わせて説明する。（詳細は別表参照）
《関連するDB条⽂基本設計⽅針No.》
5条32条/6条33条-28，8条(⻯巻)－14,17,18，8条(外⽕)－●，12条
－●，13条－●

○地震，⻯巻，航空墜落⽕災
弁等による隔離⼜は異なる系統を設ける等して独⽴性を確保することにより，地
震による荷重，⾶来物による衝撃荷重（建屋開⼝部），気圧差による荷重，
⽕災による輻射影響（建屋開⼝部）による設備の損傷の影響が，DB設備及
びSA設備の相互に波及することを防⽌することができる。
○溢⽔，化学薬品漏えい
弁等による隔離⼜は異なる系統を設ける等して独⽴性を確保することにより，溢
⽔による系統的な影響がDB設備及びSA設備の相互に波及することを防⽌する
ことができる。

位置的分散を図ることにより環境影響の特性が変わる地震，津波，⻯巻，⽕
⼭，⾵，凍結，⾼温，降⽔，積雪，落雷，⽣物学的事象，森林⽕災，
⼆次的影響（ばい煙），近隣⼯場等の⽕災（⽯油備蓄基地），近隣⼯場
等の⽕災（敷地内），航空地墜落⽕災，爆発，敷地内における化学物質の
漏えい，電磁的障害，航空機落下，⽕災，溢⽔，化学薬品漏えい，内部
発⽣⾶散物に対して，屋内に設置することで健全性を確保する設計⽅針が展
開されている以下のDB基本設計⽅針と合わせて説明する。（詳細は別表参
照）
《関連するDB条⽂基本設計⽅針No.》
5条32条/6条33条-28，8条(⻯巻)－14,18，・・・

○地震
・・・
○⻯巻
位置的分散を図ることにより，⾶来物による衝撃荷重（建屋開⼝部）による設
備の損傷の影響範囲が限定され，DB設備及びSA設備が同時に機能喪失する
ことを防⽌することができる。
○⽕⼭
・・・

―
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代替セル排気系の可搬型排⾵機は，共通要
因によって建屋換気設備の排⾵機と同時にその
機能が損なわれるおそれがないよう，可搬型排
⾵機を代替電源設備の可搬型発電機の給電
により駆動し，代替電源設備の可搬型発電機
の運転に必要な燃料は，補機駆動⽤燃料補
給設備から補給が可能な設計とすることで，多
様性を有する設計とする。

機能要求①

16

上記以外の代替換気設備の常設重⼤事故等
対処設備の主配管及び経路を構成する機器
等は，可能な限り独⽴性⼜は位置的分散を
図った上で，想定される重⼤事故等が発⽣した
場合における温度，放射線，荷重及びその他
の使⽤条件において，その機能を確実に発揮
できる設計とする。

機能要求①
冒頭宣⾔【39条
-30〜49】

システム

配置 ―

機能要求① 構造

36条基本設計⽅針No.20を受けた設計

36条基本設計⽅針No.20を受けた設計

―

多様性を確保することにより環境影響に対する耐性が変わる可能性のある地
震，⻯巻，⽕⼭，落雷，塩害，⼆次的影響（ばい煙），航空地墜落⽕
災，電磁的障害，⽕災，溢⽔，化学薬品漏えいに対して，屋外設備の設計
⽅針が展開されている以下のDB基本設計⽅針と合わせて説明する。（詳細は
別表参照）
《関連するDB条⽂基本設計⽅針No.》
5条32条/6条33条-28

○地震
・・・
○⻯巻
互いに設置⽅向を変える設計は，地震による応答特性を変える観点であり⻯巻
に対する効果は低い。
○⽕⼭
・・・

15

代替換気設備の塔槽類廃ガス処理設備からセ
ルに導出するユニット，セル導出ユニットフィル
タ，凝縮器等は，共通要因によって塔槽類廃
ガス処理設備と同時にその機能が損なわれるお
それがないよう，弁等により隔離することで，塔
槽類廃ガス処理設備に対して独⽴性を有する
設計とする。

機能要求①

36条基本設計⽅針No.20を受けた設計

多様性を確保することにより環境影響に対する耐性が変わる可能性のある地
震，⻯巻，⽕⼭，落雷，塩害，⼆次的影響（ばい煙），航空地墜落⽕
災，電磁的障害，⽕災，溢⽔，化学薬品漏えいに対して，屋外設備の設計
⽅針が展開されている以下のDB基本設計⽅針と合わせて説明する。（詳細は
別表参照）
《関連するDB条⽂基本設計⽅針No.》
5条32条/6条33条-14, 8条(⻯巻)－14,18，・・・

○地震
・・・
○⻯巻
多様性（構造）を確保することにより，⾵荷重及び⾶来物による衝撃荷重に対
する耐性が異なる可能性があり，DB設備及びSA設備が同時に機能喪失する
可能性が低減する。
○⽕⼭
・・・

―

システム

（冒頭宣⾔であり, 具体の設計は基本設計⽅針No.41〜57に展開する。）

構造

36条基本設計⽅針No.33を受けた設計

独⽴性を確保することにより環境影響の特性が変わる地震，⻯巻，落雷，塩
害，航空地墜落⽕災，電磁的障害，⽕災，溢⽔，化学薬品漏えいに対し
て，屋内に設置することで健全性を確保する設計⽅針が展開されている以下の
DB基本設計⽅針と合わせて説明する。（詳細は別表参照）
《関連するDB条⽂基本設計⽅針No.》
5条32条/6条33条-28，8条(⻯巻)－14,17,18，8条(外⽕)－●，12条
－●，13条－●

○地震，⻯巻，航空墜落⽕災
弁等による隔離⼜は異なる系統を設ける等して独⽴性を確保することにより，地
震による荷重，⾶来物による衝撃荷重（建屋開⼝部），気圧差による荷重，
⽕災による輻射影響（建屋開⼝部）による設備の損傷の影響が，DB設備及
びSA設備の相互に波及することを防⽌することができる。
○溢⽔，化学薬品漏えい
弁等による隔離⼜は異なる系統を設ける等して独⽴性を確保することにより，溢
⽔による系統的な影響がDB設備及びSA設備の相互に波及することを防⽌する
ことができる。

8条(⻯巻)‐14,18へ

8条(⻯巻)‐14,18へ 8条(⻯巻)‐14,17,18へ

8条(⻯巻)‐14,17,18へ

紐づけ先を明確にするため，関連する
個別条⽂の基本設計⽅針番号を列記
する。

記載まとめ対応中対象とする設備と現象毎の特徴を踏ま
えて記載をまとめる。

3939



 36条→個別条⽂(39条)→8条の展開 別紙

代替安全冷却⽔系は，以下を考慮し
た設計とすることを構造設計にて説明す
る。
・設計基準事故に対処するための設備
である安全冷却⽔系とは異なるヒートシ
ンクを採⽤する設計

【39条-18】説明Gr3
代替安全冷却⽔系の可搬型中型移
送ポンプが安全冷却⽔系に対して多様
性を有する設計については，冷却機能
の喪失による蒸発乾固を未然に防⽌す
るため設備及び拡⼤を防⽌するための
設備に係る設計であるため，説明Gr3
で説明する。

36条基本設計⽅針No.33を受けた設
計。
代替安全冷却⽔系の可搬型排⽔受
槽は，以下を考慮した設計とすることを
システムにて説明する。
・設計基準事故に対処するための設備
である安全冷却⽔系⼜は代替安全冷
却⽔系の常設重⼤事故等対処設備に
対し，建屋外に設置する設計

【39条-19】説明Gr3
代替安全冷却⽔系の可搬型排⽔受
槽の安全冷却⽔系⼜は代替安全冷却
⽔系の常設重⼤事故等対処設備に対
する独⽴性については，蒸発乾固を未
然に防⽌するため設備及び拡⼤を防⽌
するための設備に係る設計であるため，
説明Gr3で説明する。

屋外に保管する可搬型重⼤事故等対
処設備は，以下を考慮した設計とする
ことを配置設計にて説明する。
・設計基準事故に対処するための設備
(屋外に設置する設計基準事故に対処
するための設備を含む)⼜は常設重⼤
事故等対処設備と異なる場所に保管
する設計
・設計基準事故に対処するための設備
⼜は常設重⼤事故等対処設備を設置
する建屋の外壁から100m以上の離隔
距離を確保した場所に保管する設計
・100m以上の離隔距離を確保した複
数の保管場所に位置的分散して保管
する設計
・屋外に設置する設計基準事故に対処
するための設備である安全冷却⽔系冷
却塔から100m以上の離隔距離を確
保した場所に保管する設計

【39条-20】説明Gr3
屋外に保管する可搬型重⼤事故等対
処設備を設計基準事故に対処するた
めの設備⼜は代替安全冷却⽔系の常
設重⼤事故等対処設備と異なる場所
に保管し位置的分散を図る設計及び
可搬型重⼤事故等対処設備を相互に
分散して保管する設計は，冷却機能
の喪失による蒸発乾固を未然に防⽌す
るため設備及び拡⼤を防⽌するための
設備に係る設計であるため，説明Gr3
で説明する。

屋外に保管する可搬型重⼤事故等対
処設備は，以下を考慮した設計とする
ことを配置設計にて説明する。
・設計基準事故に対処するための設備
(屋外に設置する設計基準事故に対処
するための設備を含む)⼜は常設重⼤
事故等対処設備と異なる場所に保管
する設計
・設計基準事故に対処するための設備
⼜は常設重⼤事故等対処設備を設置
する建屋の外壁から100m以上の離隔
距離を確保した場所に保管する設計
・100m以上の離隔距離を確保した複
数の保管場所に位置的分散して保管
する設計
・屋外に設置する設計基準事故に対処
するための設備である安全冷却⽔系冷
却塔から100m以上の離隔距離を確
保した場所に保管する設計

【39条-21】説明Gr3
屋外に保管する可搬型重⼤事故等対
処設備を設計基準事故に対処するた
めの設備⼜は代替安全冷却⽔系の常
設重⼤事故等対処設備と異なる場所
に保管し位置的分散を図る設計及び
可搬型重⼤事故等対処設備を相互に
分散して保管する設計は，冷却機能
の喪失による蒸発乾固を未然に防⽌す
るため設備及び拡⼤を防⽌するための
設備に係る設計であるため，説明Gr3
で説明する。

屋内に保管する可搬型重⼤事故等対
処設備は，以下を考慮した設計とする
ことを配置設計にて説明する。
・設計基準事故に対処するための設備
⼜は常設重⼤事故等対処設備と異な
る位置で建屋内に保管する設計
・100m以上の離隔距離を確保した複
数の保管場所に位置的分散して保管
する設計

【39条-21】説明Gr3
屋内に保管する可搬型重⼤事故等対
処設備を設計基準事故に対処するた
めの設備⼜は代替安全冷却⽔系の常
設重⼤事故等対処設備と異なる場所
に保管し位置的分散を図る設計及び
可搬型重⼤事故等対処設備を相互に
分散して保管する設計は，冷却機能
の喪失による蒸発乾固を未然に防⽌す
るため設備及び拡⼤を防⽌するための
設備に係る設計であるため，説明Gr3
で説明する。

屋外に保管する可搬型重⼤事故等対
処設備は，以下を考慮した設計とする
ことを配置設計にて説明する。
・設計基準事故に対処するための設備
(屋外に設置する設計基準事故に対処
するための設備を含む)⼜は常設重⼤
事故等対処設備と異なる場所に保管
する設計
・設計基準事故に対処するための設備
⼜は常設重⼤事故等対処設備を設置
する建屋の外壁から100m以上の離隔
距離を確保した場所に保管する設計
・100m以上の離隔距離を確保した複
数の保管場所に位置的分散して保管
する設計
・屋外に設置する設計基準事故に対処
するための設備である安全冷却⽔系冷
却塔から100m以上の離隔距離を確
保した場所に保管する設計

【39条-21】説明Gr3
屋外に保管する可搬型重⼤事故等対
処設備を設計基準事故に対処するた
めの設備⼜は代替換気の常設重⼤事
故等対処設備と異なる場所に保管し位
置的分散を図る設計及び可搬型重⼤
事故等対処設備を相互に分散して保
管する設計は，冷却機能の喪失による
蒸発乾固の拡⼤を防⽌するための設備
に係る設計であるため，説明Gr3で説
明する。

屋内に保管する可搬型重⼤事故等対
処設備は，以下を考慮した設計とする
ことを配置設計にて説明する。
・設計基準事故に対処するための設備
⼜は常設重⼤事故等対処設備と異な
る位置で建屋内に保管する設計
・100m以上の離隔距離を確保した複
数の保管場所に位置的分散して保管
する設計

【39条-21】説明Gr3
屋内に保管する可搬型重⼤事故等対
処設備を設計基準事故に対処するた
めの設備⼜は代替安全冷却⽔系の常
設重⼤事故等対処設備と異なる場所
に保管し位置的分散を図る設計及び
可搬型重⼤事故等対処設備を相互に
分散して保管する設計は，冷却機能
の喪失による蒸発乾固の拡⼤を防⽌す
るための設備に係る設計であるため，
説明Gr3で説明する。

接続⼝は，以下を考慮した設計とする
ことを配置設計にて説明する。
・適切に離隔した隣接しない位置の異
なる複数箇所に設置する設計
・屋外からのアクセス性を考慮した異な
る複数箇所に設置する設計

【39条-22】説明Gr3
接続⼝を屋外からのアクセス性を考慮し
た適切に離隔した隣接しない位置の異
なる複数箇所に設置する設計は，冷
却機能の喪失による蒸発乾固を未然に
防⽌するため設備及び拡⼤を防⽌する
ための設備に係る設計であるため，説
明Gr3で説明する。
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代替安全冷却⽔系の可搬型中型移送ポンプを
使⽤した⽔の供給は，⽔供給設備の第1貯⽔
槽を⽔源とすることで，⼤気を最終ヒートシンクと
する安全冷却⽔系に対して異なるヒートシンクを
有する設計とする。

機能要求① 構造

36条基本設計⽅針No.20,33を受けた設計。

独⽴性を確保することにより環境影響の特性が変わる地震，⻯巻，落雷，敷
地内における化学物質の漏えい，電磁的障害，⽕災，溢⽔，化学薬品漏え
いに対して，屋外設備の設計⽅針が展開されている以下のDB基本設計⽅針と
合わせて説明する。（詳細は別表参照）
《関連するDB条⽂基本設計⽅針No.》
5条32条/6条33条-28，・・・

○地震
・・・
○⻯巻
建屋外に設置し独⽴性を確保する設計は，外部衝撃等に対する効果はない。
○⽕⼭
・・・
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代替安全冷却⽔系の可搬型中型移送ポン
プ，可搬型排⽔受槽，可搬型建屋外ホース
等は，共通要因によって安全冷却⽔系⼜は代
替安全冷却⽔系の常設重⼤事故等対処設備
と同時にその機能が損なわれるおそれがないよう
に，故障時のバックアップを含めて必要な数量を
安全冷却⽔系⼜は代替安全冷却⽔系の常設
重⼤事故等対処設備が設置される建屋から
100m以上の離隔距離を確保した複数の外部
保管エリアに分散して保管することで位置的分
散を図る設計とする。また，屋外に設置する安
全冷却⽔系の冷却塔からも100m以上の離隔
距離を確保する設計とする。

設置要求 配置

36条基本設計⽅針No.24,31,32を受けた設計。

―

多様性を確保することにより環境影響に対する耐性が変わる可能性のある地
震，⻯巻，⽕⼭，⾵，凍結，⾼温，降⽔，積雪，落雷，⽣物学的事
象，塩害，森林⽕災，⼆次的影響（ばい煙），近隣⼯場等の⽕災（⽯油
備蓄基地），近隣⼯場等の⽕災（敷地内），航空地墜落⽕災，爆発，敷
地内における化学物質の漏えい，電磁的障害，⽕災，溢⽔，化学薬品漏え
いに対して，屋外設備の設計⽅針が展開されている以下のDB基本設計⽅針と
合わせて説明する。（詳細は別表参照）
《関連するDB条⽂基本設計⽅針No.》
5条32条/6条33条-28，8条(⻯巻)－19，・・・

○地震
・・・
○⻯巻
多様性（動作原理／構造）を確保することにより，⾵荷重及び⾶来物による
衝撃荷重に対する耐性が異なる可能性があり，DB設備及びSA設備が同時に
機能喪失する可能性が低減する。
○⽕⼭
・・・
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代替安全冷却⽔系の可搬型排⽔受槽は，共
通要因によって安全冷却⽔系⼜は代替安全冷
却⽔系の常設重⼤事故等対処設備と同時にそ
の機能が損なわれるおそれがないよう，建屋外
に設置することで，独⽴性を有する設計とする。

機能要求① システム

36条基本設計⽅針No.33を受けた設計。

―

―

位置的分散を図ることにより環境影響の特性が変わる地震，津波，⻯巻，⽕
⼭，落雷，⽣物学的事象，森林⽕災，近隣⼯場等の⽕災（⽯油備蓄基
地），近隣⼯場等の⽕災（敷地内），航空地墜落⽕災，爆発，敷地内に
おける化学物質の漏えい，電磁的障害，航空機落下，⽕災，溢⽔，化学薬
品漏えい，内部発⽣⾶散物に対して，屋外設備の設計⽅針が展開されている
以下のDB基本設計⽅針と合わせて説明する。（詳細は別表参照）
《関連するDB条⽂基本設計⽅針No.》
5条32条/6条33条-28，8条(⻯巻)－19，・・・

○地震
・・・
○⻯巻
位置的分散を図ることにより，⾵荷重及び⾶来物による衝撃荷重による設備の
損傷の影響範囲が限定され，DB設備及びSA設備，バックアップ関係にあるSA
設備同⼠が同時に機能喪失することを防⽌することができる。
○⽕⼭
・・・

位置的分散を図ることにより環境影響の特性が変わる地震，津波，⻯巻，⽕
⼭，⾵，凍結，⾼温，降⽔，積雪，落雷，⽣物学的事象，森林⽕災，
⼆次的影響（ばい煙），近隣⼯場等の⽕災（⽯油備蓄基地），近隣⼯場
等の⽕災（敷地内），航空地墜落⽕災，爆発，敷地内における化学物質の
漏えい，電磁的障害，航空機落下，⽕災，溢⽔，化学薬品漏えい，内部
発⽣⾶散物に対して，屋内に設置することで健全性を確保する設計⽅針が展
開されている以下のDB基本設計⽅針と合わせて説明する。（詳細は別表参
照）
《関連するDB条⽂基本設計⽅針No.》
5条32条/6条33条-28，8条(⻯巻)－14,18，・・・

○地震
・・・
○⻯巻
位置的分散を図ることにより，⾵荷重及び⾶来物による衝撃荷重による設備の
損傷の影響範囲が限定され，DB設備及びSA設備，バックアップ関係にあるSA
設備同⼠が同時に機能喪失することを防⽌することができる。
○⽕⼭
・・・
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建屋の外から⽔を供給する代替安全冷却⽔系
の可搬型中型移送ポンプ，可搬型建屋内ホー
ス等と代替安全冷却⽔系の内部ループ配管・
弁，機器注⽔配管・弁，冷却コイル配管・
弁，冷却ジャケット配管・弁等の常設重⼤事故
等対処設備との接続⼝は，共通要因によって
接続することができなくなることを防⽌するため，
複数のアクセスルートを踏まえて⾃然現象，⼈
為事象及び故意による⼤型航空機の衝突その
他のテロリズムに対して前処理建屋，分離建
屋，精製建屋，ウラン・プルトニウム混合脱硝
建屋及び⾼レベル廃液ガラス固化建屋内の適
切に離隔した隣接しない位置の異なる複数の場
所に設置する設計とする。また，溢⽔，化学薬
品漏えい及び⽕災によって同時にその機能が損
なわれるおそれがないよう，それぞれ互いに異な
る複数の場所に設置する設計とする。 設置要求 配置 ―

36条基本設計⽅針No.40,41を受けた設計。

位置的分散を図ることにより環境影響の特性が変わる地震，津波，⻯巻，⽕
⼭，⾵，凍結，⾼温，降⽔，積雪，落雷，⽣物学的事象，森林⽕災，
⼆次的影響（ばい煙），近隣⼯場等の⽕災（⽯油備蓄基地），近隣⼯場
等の⽕災（敷地内），航空地墜落⽕災，爆発，敷地内における化学物質の
漏えい，電磁的障害，航空機落下，⽕災，溢⽔，化学薬品漏えい，内部
発⽣⾶散物に対して，屋内に設置することで健全性を確保する設計⽅針が展
開されている以下のDB基本設計⽅針と合わせて説明する。（詳細は別表参
照）
《関連するDB条⽂基本設計⽅針No.》
5条32条/6条33条-28，8条(⻯巻)－14,18，・・・

○地震
・・・
○⻯巻
位置的分散を図ることにより，⾵荷重及び⾶来物による衝撃荷重による設備の
損傷の影響範囲が限定され，DB設備及びSA設備，バックアップ関係にあるSA
設備同⼠が同時に機能喪失することを防⽌することができる。
○⽕⼭
・・・
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代替安全冷却⽔系の可搬型建屋内ホース等
は，共通要因によって安全冷却⽔系⼜は代替
安全冷却⽔系の常設重⼤事故等対処設備と
同時にその機能が損なわれるおそれがないよう
に，故障時のバックアップも含めて必要な数量を
安全冷却⽔系⼜は代替安全冷却⽔系の常設
重⼤事故等対処設備が設置される建屋から
100m以上の離隔距離を確保した外部保管エ
リアに保管するとともに，前処理建屋，分離建
屋，精製建屋，ウラン・プルトニウム混合脱硝
建屋及び⾼レベル廃液ガラス固化建屋にも保
管することで位置的分散を図る設計とする。ま
た，屋外に設置する安全冷却⽔系の冷却塔か
らも100m以上の離隔距離を確保する設計とす
る。前処理建屋，分離建屋，精製建屋，ウラ
ン・プルトニウム混合脱硝建屋及び⾼レベル廃
液ガラス固化建屋内に保管する場合は安全冷
却⽔系⼜は代替安全冷却⽔系の常設重⼤事
故等対処設備が設置される場所と異なる場所
に保管することで位置的分散を図る設計とする。

設置要求 配置

36条基本設計⽅針No.24,31,32を受けた設計。 36条基本設計⽅針No.24,30を受けた設計。

位置的分散を図ることにより環境影響の特性が変わる地震，津波，⻯巻，⽕
⼭，落雷，⽣物学的事象，森林⽕災，近隣⼯場等の⽕災（⽯油備蓄基
地），近隣⼯場等の⽕災（敷地内），航空地墜落⽕災，爆発，敷地内に
おける化学物質の漏えい，電磁的障害，航空機落下，⽕災，溢⽔，化学薬
品漏えい，内部発⽣⾶散物に対して，屋外設備の設計⽅針が展開されている
以下のDB基本設計⽅針と合わせて説明する。（詳細は別表参照）
《関連するDB条⽂基本設計⽅針No.》
5条32条/6条33条-28，8条(⻯巻)－19，・・・

○地震
・・・
○⻯巻
位置的分散を図ることにより，⾵荷重及び⾶来物による衝撃荷重による設備の
損傷の影響範囲が限定され，DB設備及びSA設備，バックアップ関係にあるSA
設備同⼠が同時に機能喪失することを防⽌することができる。
○⽕⼭
・・・

18

代替換気設備の可搬型排⾵機，可搬型フィル
タ等は，共通要因によって建屋換気設備⼜は
代替換気設備の常設重⼤事故等対処設備と
同時にその機能が損なわれるおそれがないよう
に，故障時バックアップも含めて必要な数量を
建屋換気設備⼜は代替換気設備の常設重⼤
事故等対処設備が設置される建屋から100m
以上の離隔距離を確保した外部保管エリアに保
管するとともに，対処を⾏う建屋にも保管するこ
とで位置的分散を図る設計とする。また，屋外
に設置する主排気筒からも100m以上の離隔
距離を確保する設計とする。対処を⾏う建屋内
に保管する場合は建屋換気設備⼜は代替換
気設備の常設重⼤事故等対処設備が設置さ
れる場所と異なる場所に保管することで位置的
分散を図る設計とする。

設置要求 配置

位置的分散を図ることにより環境影響の特性が変わる地震，津波，⻯巻，⽕
⼭，⾵，凍結，⾼温，降⽔，積雪，落雷，⽣物学的事象，森林⽕災，
⼆次的影響（ばい煙），近隣⼯場等の⽕災（⽯油備蓄基地），近隣⼯場
等の⽕災（敷地内），航空地墜落⽕災，爆発，敷地内における化学物質の
漏えい，電磁的障害，航空機落下，⽕災，溢⽔，化学薬品漏えい，内部
発⽣⾶散物に対して，屋内に設置することで健全性を確保する設計⽅針が展
開されている以下のDB基本設計⽅針と合わせて説明する。（詳細は別表参
照）
《関連するDB条⽂基本設計⽅針No.》
5条32条/6条33条-28，8条(⻯巻)－14,18，・・・

○地震
・・・
○⻯巻
位置的分散を図ることにより，⾵荷重及び⾶来物による衝撃荷重による設備の
損傷の影響範囲が限定され，DB設備及びSA設備，バックアップ関係にあるSA
設備同⼠が同時に機能喪失することを防⽌することができる。
○⽕⼭
・・・

36条基本設計⽅針No.24,31,32を受けた設計。 36条基本設計⽅針No.24,30を受けた設計。

位置的分散を図ることにより環境影響の特性が変わる地震，津波，⻯巻，⽕
⼭，落雷，⽣物学的事象，森林⽕災，近隣⼯場等の⽕災（⽯油備蓄基
地），近隣⼯場等の⽕災（敷地内），航空地墜落⽕災，爆発，敷地内に
おける化学物質の漏えい，電磁的障害，航空機落下，⽕災，溢⽔，化学薬
品漏えい，内部発⽣⾶散物に対して，屋外設備の設計⽅針が展開されている
以下のDB基本設計⽅針と合わせて説明する。（詳細は別表参照）
《関連するDB条⽂基本設計⽅針No.》
5条32条/6条33条-28，8条(⻯巻)－19，・・・

○地震
・・・
○⻯巻
位置的分散を図ることにより，⾵荷重及び⾶来物による衝撃荷重による設備の
損傷の影響範囲が限定され，DB設備及びSA設備，バックアップ関係にあるSA
設備同⼠が同時に機能喪失することを防⽌することができる。
○⽕⼭
・・・

設備の特徴（常設、可搬、動的、静的）を踏まえた
考察により効果がない場合はその旨を記載

下記の考察を踏まえ、関連しない条⽂には展開はし
ない
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 36条→個別条⽂(39条)→8条の展開 別紙
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7.2.2.3.3　悪影響防⽌
　代替安全冷却⽔系の内部ループ配管・弁，
冷却コイル配管・弁及び冷却ジャケット配管・弁
は，弁等の操作によって安全機能を有する施
設として使⽤する系統構成から重⼤事故等対
処設備としての系統構成とすることにより，他の
設備に悪影響を及ぼさない設計とする。

機能要求① 19

5.1.6.3　悪影響防⽌
代替換気設備の主配管等は，弁等の操作に
よって安全機能を有する施設として使⽤する系
統構成から重⼤事故等対処設備としての系統
構成とすることにより，他の設備に悪影響を及ぼ
さない設計とする。

機能要求①

24

　代替安全冷却⽔系の機器注⽔配管・弁等
は，重⼤事故等発⽣前(通常時)の離隔若しく
は分離された状態から弁等の操作や接続により
重⼤事故等対処設備としての系統構成とするこ
とにより，他の設備に悪影響を及ぼさない設計
とする。

機能要求① 20

代替換気設備の塔槽類廃ガス処理設備からセ
ルに導出するユニット，セル導出ユニットフィル
タ，凝縮器等は，重⼤事故等発⽣前(通常
時)の離隔若しくは分離された状態から弁等の
操作や接続により重⼤事故等対処設備としての
系統構成とすることにより，他の設備に悪影響
を及ぼさない設計とする。

機能要求①

25
　代替安全冷却⽔系の可搬型中型移送ポンプ
は，回転体が⾶散することを防ぐことで他の設備
に悪影響を及ぼさない設計とする。

機能要求① 21
代替セル排気系の可搬型排⾵機は，回転体
が⾶散することを防ぐことで他の設備に悪影響を
及ぼさない設計とする。

機能要求①

26

　屋外に保管する代替安全冷却⽔系の可搬型
中型移送ポンプ，可搬型排⽔受槽等は，⻯
巻により⾶来物とならないよう必要に応じて固縛
等の措置をとることで他の設備に悪影響を及ぼ
さない設計とする。

機能要求①
評価要求 22

屋外に保管する代替換気設備の可搬型フィルタ
等は，⻯巻により⾶来物とならないよう必要に
応じて固縛等の措置をとることで他の設備に悪
影響を及ぼさない設計とする。

機能要求①
評価要求

27
　可搬型中型移送ポンプ運搬⾞，ホース展張
⾞及び運搬⾞は，MOX燃料加⼯施設と共⽤
する。

冒頭宣⾔【39条
-28】

28

　可搬型中型移送ポンプ運搬⾞，ホース展張
⾞及び運搬⾞は，再処理施設及びMOX燃料
加⼯施設における重⼤事故等に同時に対処す
ることを考慮し，⼗分な数量を確保することで，
共⽤によって重⼤事故等時の対処に悪影響を
及ぼさない設計とする。

冒頭宣⾔【39条
-29】

29 　なお，数量に係る設計⽅針については，
「7.2.2.3.4　個数及び容量」に⽰す。

冒頭宣⾔【39条
-38〜40】

30

7.2.2.3.4　個数及び容量
　⼀つの接続⼝で「冷却機能の喪失による蒸発
乾固」の発⽣を仮定する機器への注⽔及び放
射線分解により発⽣する⽔素による爆発の圧縮
空気の供給のために兼⽤して使⽤する代替安
全冷却⽔系の機器注⽔配管・弁は，それぞれ
の機能に必要な容量が確保できる接続⼝を設
ける設計とする。

機能要求②
評価要求 23

5.1.6.4　個数及び容量
セル導出設備の凝縮器等は，想定される重⼤
事故等時において，「冷却機能の喪失による蒸
発乾固」の発⽣を仮定する機器に内包する溶
液の沸騰に伴い発⽣する蒸気を凝縮し，蒸気
に同伴する⽔素掃気空気等の⾮凝縮性の気
体の温度を50℃以下とするために必要な伝熱
⾯積を有し，⼗分な除熱能⼒を発揮する設計
とする。また，必要数及び予備を含めた基数を
確保する設計とする。

機能要求②
評価要求
設置要求

31

　代替安全冷却⽔系の可搬型中型移送ポンプ
は，「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の発⽣
を仮定する機器に内包する溶液の冷却，同機
器への注⽔及び代替換気設備のセル導出設備
の凝縮器が所定の除熱能⼒を発揮するために
必要な給⽔流量を有する設計とするとともに，
保有数は，必要数並びに予備として故障時及
び点検保守による待機除外時のバックアップを含
めた台数を確保する設計とする。

機能要求②
評価要求
設置要求

24

代替セル排気系の可搬型排⾵機は，冷却機
能の喪失による蒸発乾固及び放射線分解によ
り発⽣する⽔素による爆発の発⽣時において，
放射性エアロゾルを代替セル排気系の可搬型
フィルタで除去しつつ，主排気筒を介して，⼤
気中に放出するために必要な排気⾵量を有す
る設計とするとともに，保有数は，必要数並び
に予備として故障時及び点検保守による待機
除外時のバックアップを含めた台数を確保する設

機能要求②
評価要求
設置要求

32

　代替安全冷却⽔系の可搬型排⽔受槽は，
想定される重⼤事故等時において，冷却に使
⽤した排⽔を受けるために必要な容量を有する
設計とするとともに，保有数は，必要数及び予
備として故障時のバックアップを含めた基数を確
保する設計とする。

機能要求②
評価要求
設置要求

25

セル導出ユニットフィルタの保有数は，必要数及
び予備を含めた基数を確保し，代替セル排気
系の可搬型フィルタの保有数は，必要数及び
予備を含めた基数を確保する設計とする。

機能要求②
評価要求
設置要求

33

　代替安全冷却⽔系の可搬型中型移送ポンプ
は，「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の発⽣
を仮定する機器に内包する溶液を冷却している
内部ループへの通⽔，同機器への注⽔，冷却
コイル⼜は冷却ジャケットへの通⽔及び代替換
気設備のセル導出設備の凝縮器等への通⽔を
同時に実施する場合に必要な給⽔流量を有す
る設計とし，兼⽤できる設計とする。

機能要求②
評価要求
設置要求

26

代替セル排気系の可搬型排⾵機は，冷却機
能の喪失による蒸発乾固及び放射線分解によ
り発⽣する⽔素による爆発で同時に要求される
複数の機能に必要な排気⾵量を有する設計と
し，兼⽤できる設計とする。

機能要求②
評価要求
設置要求

34
　代替安全冷却⽔系の可搬型中型移送ポンプ
は，同時に発⽣する可能性のある事故への対
処も含めて必要な容量を確保する設計とする。

機能要求②
評価要求
設置要求

27

セル導出設備のセル導出ユニットフィルタ及び代
替セル排気系の可搬型フィルタは，冷却機能の
喪失による蒸発乾固及び放射線分解により発
⽣する⽔素による爆発で同時に要求される複数
の機能に必要な処理容量を有する設計とし，
兼⽤できる設計とする。

機能要求②
評価要求
設置要求

35

　代替安全冷却⽔系の可搬型排⽔受槽は，
「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の発⽣を仮
定する機器に内包する溶液を冷却している内部
ループへの通⽔，冷却コイル⼜は冷却ジャケット
への通⽔及び代替換気設備のセル導出設備の
凝縮器等への通⽔を同時に実施した場合に発
⽣する排⽔を⼀時貯留するために必要な容量
を有する設計とし，兼⽤できる設計とする。

機能要求②
評価要求
設置要求

28
代替換気設備は，塔槽類廃ガス処理設備及
び建屋換気設備に対して，重⼤事故等への対
処に必要な設備を1セット確保する設計とする。

設置要求

36

　代替安全冷却⽔系の可搬型建屋内ホースの
うち，内部ループへの通⽔，「冷却機能の喪失
による蒸発乾固」の発⽣を仮定する機器への注
⽔，代替換気設備のセル導出設備の凝縮器
等への通⽔に使⽤する可搬型建屋内ホース
は，複数の敷設ルートで対処できるよう必要数
を複数の敷設ルートに確保するとともに，建屋
内に保管するホースについては予備を含めた個
数を必要数として確保する設計とする。

設置要求 29

セル導出設備の隔離弁は，想定される重⼤事
故等時において，「冷却機能の喪失による蒸発
乾固」の発⽣を仮定する機器の気相中に移⾏
する放射性物質，⽔素掃気空気に同伴する
放射性物質及び⽔素爆発により「放射線分解
により発⽣する⽔素による爆発」の発⽣を仮定
する機器の気相中に移⾏する放射性物質をセ
ルに導出するための必要数である20基を設ける
設計とする。

設置要求

37

　代替安全冷却⽔系の可搬型中型移送ポン
プ，可搬型排⽔受槽等は，安全冷却⽔系の
冷却機能の喪失を想定し，その範囲が系統で
機能喪失する冷却機能の喪失による蒸発乾固
に対処することから，当該系統の範囲ごとに重
⼤事故等への対処に必要な設備を1セット確保
する設計とする。

設置要求

38

　MOX燃料加⼯施設と共⽤する代替安全冷
却系の可搬型中型移送ポンプ運搬⾞は，可
搬型中型移送ポンプを運搬できる設計とするとと
もに，保有数は，必要数として2台，予備とし
て故障時及び点検保守による待機除外時の
バックアップを3台の合計5台を確保する設計とす
る。

設置要求
機能要求①

39

　MOX燃料加⼯施設と共⽤する代替安全冷
却系のホース展張⾞は，可搬型建屋外ホース
を運搬できる設計とするとともに，保有数は，必
要数として2台，予備として故障時及び点検保
守による待機除外時のバックアップを3台の合計
5台を確保する設計とする。

設置要求
機能要求①

40

　MOX燃料加⼯施設と共⽤する代替安全冷
却系の運搬⾞は，可搬型建屋外ホース及び可
搬型排⽔受槽を運搬できる設計とするととも
に，保有数は，必要数として2台，予備として
故障時及び点検保守による待機除外時のバッ
クアップを3台の合計5台を確保する設計とする。

設置要求
機能要求①

41

7.2.2.3.5　環境条件等
　代替安全冷却⽔系の常設重⼤事故等対処
設備は，同時に発⽣するおそれがある冷却機
能の喪失による蒸発乾固及び放射線分解によ
り発⽣する⽔素による爆発による温度，圧⼒，
湿度，放射線及び荷重に対して，重⼤事故
等への対処に必要な機能を損なわない設計とす
る。

機能要求①
機能要求②
評価要求
設置要求

30

5.1.6.5　環境条件等
　代替換気設備の常設重⼤事故等対処設備
は，同時に発⽣するおそれがある冷却機能の喪
失による蒸発乾固及び放射線分解により発⽣
する⽔素による爆発による温度，圧⼒，湿
度，放射線及び荷重に対して，重⼤事故等へ
の対処に必要な機能を損なわない設計とする。

機能要求①
機能要求②
評価要求
設置要求

42

　代替安全冷却⽔系の常設重⼤事故等対処
設備は，冷却機能の喪失による蒸発乾固及び
放射線分解により発⽣する⽔素による爆発の同
時発⽣を仮定する機器において，「放射線分
解により発⽣する⽔素による爆発」の発⽣を仮
定する機器における⽔素濃度ドライ換算
12vol%での⽔素爆発に伴う瞬間的に上昇す
る温度及び圧⼒の影響を考慮しても，重⼤事
故等への対処に必要な機能を損なわない設計

機能要求②
評価要求 31

セル導出設備の常設重⼤事故等対処設備
は，「放射線分解により発⽣する⽔素による爆
発」の発⽣を仮定する機器における⽔素濃度ド
ライ換算12vol%での⽔素爆発に伴う瞬間的に
上昇する温度及び圧⼒の影響を考慮しても，
放射性物質の閉じ込め機能(放出経路の維持
機能)を損なわない設計とする。

機能要求②
評価要求

43

　地震を要因とする重⼤事故等が発⽣した場合
に対処に⽤いる代替安全冷却⽔系の常設重⼤
事故等対処設備は，第1章　共通項⽬の
「9.2　重⼤事故等対処設備」の「9.2.6　地震
を要因とする重⼤事故等に対する施設の耐震
設計」に基づく設計とすることで重⼤事故等への
対処に必要な機能を損なわない設計とする。

冒頭宣⾔【36
条】 32

地震を要因とする重⼤事故等が発⽣した場合
に対処に⽤いる代替換気設備の常設重⼤事故
等対処設備は，第1章　共通項⽬の「9.2　重
⼤事故等対処設備」の「9.2.6　地震を要因と
する重⼤事故等に対する施設の耐震設計」に
基づく設計とすることで重⼤事故等への対処に
必要な機能を損なわない設計とする。

冒頭宣⾔【36
条】

44

　代替安全冷却⽔系の常設重⼤事故等対処
設備は，外部からの衝撃による損傷を防⽌でき
る前処理建屋，分離建屋，精製建屋，ウラ
ン・プルトニウム混合脱硝建屋及び⾼レベル廃
液ガラス固化建屋に設置し，⾵(台⾵)等により
重⼤事故等への対処に必要な機能を損なわな
い設計とする。

機能要求①
設置要求
評価要求

33

代替換気設備の常設重⼤事故等対処設備
は，外部からの衝撃による損傷を防⽌できる前
処理建屋，分離建屋，精製建屋，ウラン・プ
ルトニウム混合脱硝建屋及び⾼レベル廃液ガラ
ス固化建屋に設置し，⾵(台⾵)等により重⼤
事故等への対処に必要な機能を損なわない設
計とする。

機能要求①
設置要求
評価要求

45

　代替安全冷却⽔系の常設重⼤事故等対処
設備及び常設重⼤事故等対処設備と可搬型
重⼤事故等対処設備の接続⼝は，溢⽔量及
び化学薬品の漏えい量を考慮し，影響を受け
ない⾼さへの設置，被⽔防護及び被液防護す
る設計とする。

機能要求①
設置要求
評価要求

34

代替換気設備の常設重⼤事故等対処設備の
うち，建屋外に設置する代替セル排気系の主
配管等及び主排気筒は，⾵(台⾵)，⻯巻，
積雪及び⽕⼭の影響に対して，⾵(台⾵)及び
⻯巻による⾵荷重，積雪荷重及び降下⽕砕
物による積載荷重により重⼤事故等への対処に
必要な機能を損なわない設計とする。

機能要求①
評価要求
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46

　代替安全冷却⽔系の常設重⼤事故等対処
設備は，配管の全周破断に対して，適切な材
料を使⽤すること⼜は影響を受けない場所に設
置することにより，漏えいした放射性物質を含む
腐⾷性の液体(溶液，有機溶媒等)により重⼤
事故等への対処に必要な機能を損なわない設
計とする。

機能要求①
設置要求
評価要求

35

代替換気設備の常設重⼤事故等対処設備及
び常設重⼤事故等対処設備と可搬型重⼤事
故等対処設備の接続⼝は，溢⽔量及び化学
薬品の漏えい量を考慮し，影響を受けない⾼さ
への設置，被⽔防護及び被液防護する設計と
する。

機能要求①
設置要求
評価要求

47

　代替安全冷却⽔系の可搬型建屋内ホース等
は，外部からの衝撃による損傷を防⽌できる前
処理建屋，分離建屋，精製建屋，ウラン・プ
ルトニウム混合脱硝建屋及び⾼レベル廃液ガラ
ス固化建屋に保管し，⾵(台⾵)等により重⼤
事故等への対処に必要な機能を損なわない設
計とする。

設置要求
機能要求①
評価要求

36

代替換気設備の常設重⼤事故等対処設備
は，配管の全周破断に対して，適切な材料を
使⽤すること⼜は影響を受けない場所に設置す
ることにより，漏えいした放射性物質を含む腐⾷
性の液体(溶液，有機溶媒等)により重⼤事故
等への対処に必要な機能を損なわない設計とす
る。

機能要求①
設置要求
評価要求

48

　屋外に保管する代替安全冷却⽔系の可搬型
建屋内ホース，可搬型排⽔受槽等は，⾵(台
⾵)及び⻯巻に対して，⾵(台⾵)及び⻯巻によ
る⾵荷重を考慮し，収納するコンテナ等に対し
て転倒防⽌，固縛等の措置を講じて保管する
設計とする。

機能要求①
評価要求 37

代替換気設備の可搬型排⾵機，可搬型フィル
タ等は，外部からの衝撃による損傷を防⽌でき
る前処理建屋，分離建屋，精製建屋，ウラ
ン・プルトニウム混合脱硝建屋及び⾼レベル廃
液ガラス固化建屋に保管し，⾵(台⾵)等により
重⼤事故等への対処に必要な機能を損なわな
い設計とする。

設置要求
機能要求①
評価要求

49

　屋外に保管する代替安全冷却⽔系の可搬型
中型移送ポンプ ，可搬型排⽔受槽等は，⾵
(台⾵)及び⻯巻に対して，⾵(台⾵)及び⻯巻
による⾵荷重を考慮し，当該設備の転倒防
⽌，固縛等の措置を講じて保管する設計とす
る。

機能要求①
評価要求 38

代替換気設備の可搬型排⾵機は，外部から
の衝撃による損傷を防⽌できる外部保管エリア
の第2保管庫・貯⽔所に保管し，⾵(台⾵)等
により重⼤事故等への対処に必要な機能を損
なわない設計とする。

設置要求
機能要求①
評価要求

50

　地震を要因とする重⼤事故等が発⽣した場合
に対処に⽤いる代替安全冷却⽔系の可搬型中
型移送ポンプは，第1章　共通項⽬の「9.2
重⼤事故等対処設備」の「9.2.6　地震を要因
とする重⼤事故等に対する施設の耐震設計」に
基づく設計とすることで重⼤事故等への対処に
必要な機能を損なわない設計とする。

冒頭宣⾔【36
条】 39

屋外に保管する代替換気設備の可搬型フィルタ
等は，⾵(台⾵)及び⻯巻に対して，⾵(台⾵)
及び⻯巻による⾵荷重を考慮し，収納するコン
テナ等に対して転倒防⽌，固縛等の措置を講
じて保管する設計とする。

機能要求①
評価要求

51

　代替安全冷却⽔系の可搬型重⼤事故等対
処設備は，溢⽔量及び化学薬品の漏えい量を
考慮し，影響を受けない⾼さへの保管，被⽔
防護及び被液防護する設計とする。

機能要求①
設置要求
評価要求

40

地震を要因とする重⼤事故等が発⽣した場合
に対処に⽤いる代替セル排気系の可搬型排⾵
機は，第1章　共通項⽬の「9.2　重⼤事故等
対処設備」の「9.2.6　地震を要因とする重⼤
事故等に対する施設の耐震設計」に基づく設計
とすることで重⼤事故等への対処に必要な機能
を損なわない設計とする。

冒頭宣⾔【36
条】

52

　代替安全冷却⽔系の可搬型中型移送ポン
プ，可搬型排⽔受槽等は，内部発⽣⾶散物
の影響を考慮し，外部保管エリアの内部発⽣
⾶散物の影響を受けない場所に保管することに
より，重⼤事故等への対処に必要な機能を損
なわない設計とする。

設置要求 41

代替換気設備の可搬型重⼤事故等対処設備
は，溢⽔量及び化学薬品の漏えい量を考慮
し，影響を受けない⾼さへの保管，被⽔防護
及び被液防護する設計とする。

機能要求①
設置要求
評価要求

53

　代替安全冷却⽔系の可搬型建屋内ホース等
は，内部発⽣⾶散物の影響を考慮し，前処
理建屋，分離建屋，精製建屋，ウラン・プル
トニウム混合脱硝建屋及び⾼レベル廃液ガラス
固化建屋の内部発⽣⾶散物の影響を受けない
場所に保管することにより，重⼤事故等への対
処に必要な機能を損なわない設計とする。

設置要求 42

代替換気設備の可搬型重⼤事故等対処設備
は，内部発⽣⾶散物の影響を考慮し，前処
理建屋，分離建屋，精製建屋，ウラン・プル
トニウム混合脱硝建屋，⾼レベル廃液ガラス固
化建屋及び外部保管エリアの内部発⽣⾶散物
の影響を受けない場所に保管することにより，重
⼤事故等への対処に必要な機能を損なわない
設計とする。

設置要求

54

　代替安全冷却⽔系の可搬型重⼤事故等対
処設備は，配管の全周破断に対して，漏えい
した放射性物質を含む腐⾷性の液体(溶液，
有機溶媒等)の影響を受けない材質とすること
⼜は漏えい量を考慮した位置に保管することに
より，重⼤事故等への対処に必要な機能を損
なわない設計とする。

設置要求
評価要求 43

代替換気設備の可搬型重⼤事故等対処設備
は，配管の全周破断に対して，漏えいした放
射性物質を含む腐⾷性の液体(溶液，有機溶
媒等)の影響を受けない材質とすること⼜は漏え
い量を考慮した位置に保管することにより，重⼤
事故等への対処に必要な機能を損なわない設
計とする。

設置要求
評価要求

55

　代替安全冷却⽔系の内部ループ配管・弁の
弁等の操作は，想定される重⼤事故等が発⽣
した場合においても操作に⽀障がないように，
線量率の⾼くなるおそれの少ない場所の選定⼜
は当該設備の設置場所への遮蔽の設置等によ
り当該設備の設置場所で操作可能な設計とす
る。

設置要求
機能要求①
運⽤要求
評価要求

44

代替換気設備の弁等の操作は，想定される重
⼤事故等が発⽣した場合においても操作に⽀
障がないように，線量率の⾼くなるおそれの少な
い場所の選定⼜は当該設備の設置場所への遮
蔽の設置等により当該設備の設置場所で操作
可能な設計とする。

設置要求
機能要求①
運⽤要求
評価要求

56

　代替安全冷却⽔系の可搬型重⼤事故等対
処設備は，想定される重⼤事故等が発⽣した
場合においても設置及び常設設備との接続に
⽀障がないように，線量率の⾼くなるおそれの少
ない場所の選定⼜は当該設備の設置場所への
遮蔽の設置等により当該設備の設置場所で操
作可能な設計とする。

設置要求
機能要求①
運⽤要求
評価要求

45

代替換気設備の可搬型重⼤事故等対処設備
は，想定される重⼤事故等が発⽣した場合に
おいても設置及び常設設備との接続に⽀障がな
いように，線量率の⾼くなるおそれの少ない場所
の選定⼜は当該設備の設置場所への遮蔽の設
置等により当該設備の設置場所で操作可能な
設計により，当該設備の設置及び常設設備と
の接続が可能な設計とする。

設置要求
機能要求①
運⽤要求
評価要求

57

　安全冷却⽔系から代替安全冷却⽔系への切
替えは，弁等の操作と可搬型建屋内ホース等
による給排⽔経路の構築とし，重⼤事故等が
発⽣した場合において，操作及び作業できる設
計とする。

機能要求①
運⽤要求
評価要求

46

塔槽類廃ガス処理設備からセル導出経路への
切替えは，弁等の操作⼜は弁等の操作と可搬
型ダクトによるセル導出経路の構築とし，重⼤
事故等が発⽣した場合において，当該設置場
所で操作できる設計とする。

機能要求①
運⽤要求
評価要求

47

建屋換気設備のセルからの排気系から代替セル
排気系への切替えは，ダンパの操作と可搬型ダ
クトによる経路の構築とし，重⼤事故等が発⽣
した場合において，当該設置場所で操作できる
設計とする。

機能要求①
運⽤要求
評価要求

48

塔槽類廃ガス処理設備からセル導出経路への
切替えは，弁等の操作⼜は弁等の操作と可搬
型ダクトによるセル導出経路の構築とし，重⼤
事故等が発⽣した場合において，操作及び作
業できる設計とする。

機能要求①
運⽤要求
評価要求

49

建屋換気設備のセルからの排気系から代替セル
排気系への切替えは，弁等の操作と可搬型ダ
クトによる経路の構築とし，重⼤事故等が発⽣
した場合において，操作及び作業できる設計と
する。

機能要求①
運⽤要求
評価要求

58

7.2.2.3.6　操作性の確保
　代替安全冷却⽔系の可搬型中型移送ポン
プ，可搬型建屋内ホース等と代替安全冷却⽔
系の常設重⼤事故等対処設備との接続は，コ
ネクタ接続⼜はフランジ接続に統⼀することによ
り，速やかに，容易かつ確実に現場での接続が
可能な設計とする。

機能要求① 50

5.1.6.6　操作性の確保
　代替換気設備の可搬型排⾵機，可搬型フィ
ルタ，可搬型ダクト等と代替換気設備の常設
重⼤事故等対処設備との接続は，⼀般的に
使⽤される⼯具を⽤いて接続可能なコネクタ接
続⼜はフランジ接続に統⼀することにより，速や
かに，容易かつ確実に現場での接続が可能な
設計とする。

機能要求①

59

　代替安全冷却⽔系の可搬型中型移送ポン
プ，可搬型建屋内ホース等と代替安全冷却⽔
系の内部ループ配管・弁，機器注⽔配管・
弁，冷却コイル配管・弁，冷却ジャケット配管・
弁及び冷却⽔配管・弁(凝縮器)との接続⼝
は，コネクタ接続⼜はフランジ接続に統⼀するこ
とにより，速やかに容易かつ確実に接続できる
設計とする。

機能要求① 51

セル導出設備は，通常時に使⽤する系統から
速やかに切り替えることができるよう，系統に必
要な弁等を設ける設計とし，弁等の操作⼜は
弁等の操作と可搬型ダクトによるセル導出経路
の構築により，安全機能を有する施設の系統
から重⼤事故等対処設備の系統に速やかに切
り替えられる設計とする。

機能要求①

60

　代替安全冷却⽔系の内部ループ配管・弁，
冷却コイル配管・弁，冷却ジャケット配管・弁，
機器注⽔配管・弁及び冷却⽔配管・弁(凝縮
器)は，通常時に使⽤する系統から速やかに切
り替えることができるよう，系統に必要な弁を設
ける設計とし，それぞれ簡易な接続及び弁等の
操作により安全機能を有する施設の系統から重
⼤事故等対処設備の系統に速やかに切り替え
られる設計とする。

機能要求① 52

代替セル排気系は，通常時に使⽤する系統か
ら速やかに切り替えることができるよう，系統に
必要な弁等を設ける設計とし，弁等の操作と可
搬型ダクトによる経路の構築により，安全機能
を有する施設の系統から重⼤事故等対処設備
の系統に速やかに切り替えられる設計とする。

機能要求①

61

　代替安全冷却⽔系の可搬型中型移送ポン
プ，可搬型建屋内ホース等は，容易かつ確実
に接続でき，複数の系統が相互に使⽤すること
ができるよう，配管・ダクト・ホースは⼝径並びに
内部流体の圧⼒及び温度に応じたフランジ接続
⼜はより簡便な接続⽅式を⽤いる設計とする。

機能要求① 53

代替換気設備の可搬型重⼤事故等対処設備
は，容易かつ確実に接続でき，複数の系統が
相互に使⽤することができるよう，配管・ダクト・
ホースは⼝径並びに内部流体の圧⼒及び温度
に応じたフランジ接続⼜はより簡便な接続⽅式
を⽤い，ケーブルはネジ接続⼜はより簡便な接
続⽅式を⽤いる設計とする。

機能要求①

62

7.2.2.3.7　試験・検査
　代替安全冷却⽔系の可搬型中型移送ポンプ
は，通常時において，重⼤事故等に対処する
ために必要な機能を確認するため，独⽴して外
観点検，員数確認，機能・性能確認が可能
な設計とする。また，当該機能を健全に維持す
るため，取替え，保修，分解点検が可能な設
計とする。

機能要求①
運⽤要求 54

5.1.6.7　試験・検査
　代替セル排気系の可搬型排⾵機は，通常時
において，重⼤事故等に対処するために必要な
機能を確認するため，独⽴して外観点検，員
数確認，機能・性能確認が可能な設計とす
る。また，当該機能を健全に維持するため，取
替え，保修，分解点検が可能な設計とする。

機能要求①
運⽤要求

63 　代替安全冷却⽔系の可搬型中型移送ポンプ
は，運転状態の確認が可能な設計とする。

機能要求①
運⽤要求 55 代替セル排気系の可搬型排⾵機は，運転状

態の確認が可能な設計とする。
機能要求①
運⽤要求

64
　代替安全冷却⽔系の可搬型中型移送ポンプ
を使⽤した内部ループへの通⽔等の接続⼝
は，外観の確認が可能な設計とする。

機能要求①
運⽤要求 56 代替換気設備の接続⼝は，外観の確認が可

能な設計とする。
機能要求①
運⽤要求

4242



 36条→個別条文(39条)→8条の展開 別紙

設計説明分類
(下線は代表)

各基本設計方針の対象となる範
囲（対象範囲は資料1別添参照）

設計項目 設計項目の考え方 説明グループの考え方

(8条(竜巻)-4)
竜巻防護対象施設等以外の安全
機能を有する施設は，設計荷重
(竜巻)に対して以下を考慮した
設計とすることをシステム設計
にて説明する。
・機能喪失した場合に代替設備
により必要な機能を確保する設
計

＜8条(竜巻)-4代表以外＞
・防護対象施設等以外の安全機能
を有する施設が損傷した場合の代
替措置に係るシステム設計は, 施
設共通的な事項となるため，16条-
27で説明する。

(8条(竜巻)-4)
竜巻防護対象施設等以外の安全
機能を有する施設は，設計荷重
(竜巻)に対して以下を考慮した
設計とすることをシステム設計
にて説明する。
・機能喪失した場合に修理によ
り必要な機能を回復する設計

配置設計 (8条(竜巻)-4)
竜巻防護対象施設等以外の安全
機能を有する施設は，設計荷重
(竜巻)に対して以下を考慮した
設計とすることを配置設計にて
説明する。
・機能喪失した場合に修理によ
り必要な機能を回復する設計

構造設計 (8条(竜巻)-4)
竜巻防護対象施設等以外の安全
機能を有する施設は，設計荷重
(竜巻)に対して以下を考慮した
設計とすることを構造設計にて
説明する。
・機能喪失した場合に修理によ
り必要な機能を回復する設計

＜8条(竜巻)-4代表以外＞
・修理に係る系統構成について
は，第16条（安有）の保守・修理
に係る説明と共通するため,16条-
23で説明する。

項目番
号

基本設計方針 要求種別

2

　設計竜巻から防護する施設(以下「竜巻防護対象施設」という。)として
は，安全評価上その機能を期待する建物・構築物，系統及び機器を漏れなく
抽出する観点から，安全上重要な機能を有する建物・構築物，系統及び機器
を対象とする。竜巻防護対象施設及びそれらを収納する建屋(以下「竜巻防護
対象施設等」という。)は，竜巻に対し，機械的強度を有すること等により，
竜巻防護対象施設の安全機能を損なわない設計とする。

1

第１章　共通項目
3. 自然現象等
3.3　外部からの衝撃による損傷の防止
3.3.2　竜巻
(1)防護すべき施設及び設計方針
　安全機能を有する施設は，事業指定(変更許可)を受けた想定される竜巻(以
下「設計竜巻」という。)が発生した場合においても，作用する設計荷重に対
してその安全機能を損なわない設計とする。

冒頭宣言
【8条（竜巻）
-2～5,7～12】
定義

3

　また，その施設の倒壊等により竜巻防護対象施設等に波及的影響を及ぼし
て安全機能を損なわせるおそれがある施設(以下「竜巻防護対象施設等に波及
的影響を及ぼし得る施設」という。)の影響及び竜巻の随伴事象による影響を
考慮した設計とする。

冒頭宣言
【8条（竜巻）
-21，23】
定義

冒頭宣言
【8条（竜巻）
-13,27】
定義

設計説明分類共通
（屋内　機器・配管）

－ システム設計

冒頭宣言に当たる8条(その他)基本設計方針No.1,3～7,9を受けた設計

－
（冒頭宣言及び定義（用語の定義）であり，具体の設計は基本設計方針No.2～5,7～12に展開する。）

冒頭宣言に当たる8条(竜巻)基本設計方針No.1を受けた設計

―
（冒頭宣言及び定義（用語の定義）であり, 具体の設計は基本設計方針No.13,27に展開する。）

冒頭宣言に当たる8条(竜巻)基本設計方針No.1を受けた設計

―
（冒頭宣言及び定義（用語の定義）であり, 具体の設計は基本設計方針No.21,23に展開する。）

第２回申請

冒頭宣言に当たる8条(竜巻)基本設計方針No.1を受けた設計

4

　竜巻防護対象施設等以外の安全機能を有する施設は，竜巻及びその随伴事
象に対して機能を維持すること若しくは竜巻及びその随伴事象による損傷を
考慮して代替設備により必要な機能を確保すること，安全上支障のない期間
での修理を行うこと又はそれらを適切に組み合わせることにより，その安全
機能を損なわない設計とする。

機能要求①

＜凡例＞
⾚字 ：重⼤事故等対処設備に関わる設計項⽬の考え⽅
⻘字 ：前回からの変更箇所

：３６条から展開される設計項⽬の考え⽅
：個別条⽂（３９条）から展開される設計項⽬の考え⽅

なお、本紙は８条資料２の設計項⽬No1〜29の抜粋版である。

修理等の設計項⽬の⽰し⽅については未修整

精査中
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 36条→個別条文(39条)→8条の展開 別紙

設計説明分類
(下線は代表)

各基本設計方針の対象となる範
囲（対象範囲は資料1別添参照）

設計項目 設計項目の考え方 説明グループの考え方
項目番

号
基本設計方針 要求種別

第２回申請

精査中

（36条-15）
内的事象を要因とする重大事故
等へ対処する常設重大事故等対
処設備のうち安全上重要な施設
以外の安全機能を有する施設と
兼用する常設重大事故等対処設
備は，設計荷重(竜巻)に対して
以下を考慮した設計とすること
をシステム設計にて説明する。
・機能喪失した場合に代替設備
により必要な機能を確保する設
計

（36条-94）
内的事象を要因とする重大事故
等へ対処する常設重大事故等対
処設備のうち安全上重要な施設
以外の安全機能を有する施設と
兼用する常設重大事故等対処設
備は，設計荷重(竜巻)に対して
以下を考慮した設計とすること
をシステム設計にて説明する。
・機能喪失した場合に代替設備
により必要な機能を確保する設
計

（36条-15）
内的事象を要因とする重大事故
等へ対処する常設重大事故等対
処設備のうち安全上重要な施設
以外の安全機能を有する施設と
兼用する常設重大事故等対処設
備は，設計荷重(竜巻)に対して
以下を考慮した設計とすること
をシステム設計にて説明する。
・機能喪失した場合に関連する
工程の停止により必要な機能を
確保する設計

（36条-94）
内的事象を要因とする重大事故
等へ対処する常設重大事故等対
処設備のうち安全上重要な施設
以外の安全機能を有する施設と
兼用する常設重大事故等対処設
備は，設計荷重(竜巻)に対して
以下を考慮した設計とすること
をシステム設計にて説明する。
・機能喪失した場合に関連する
工程の停止により必要な機能を
確保する設計

（36条-15）
内的事象を要因とする重大事故
等へ対処する常設重大事故等対
処設備のうち安全上重要な施設
以外の安全機能を有する施設と
兼用する常設重大事故等対処設
備は，設計荷重(竜巻)に対して
以下を考慮した設計とすること
をシステム設計にて説明する。
・機能喪失した場合に修理によ
り必要な機能を回復する設計

（36条-94）
内的事象を要因とする重大事故
等へ対処する常設重大事故等対
処設備のうち安全上重要な施設
以外の安全機能を有する施設と
兼用する常設重大事故等対処設
備は，設計荷重(竜巻)に対して
以下を考慮した設計とすること
をシステム設計にて説明する。
・機能喪失した場合に修理によ
り必要な機能を回復する設計

（36条-15）
内的事象を要因とする重大事故
等へ対処する常設重大事故等対
処設備のうち安全上重要な施設
以外の安全機能を有する施設と
兼用する常設重大事故等対処設
備は，設計荷重(竜巻)に対して
以下を考慮した設計とすること
を配置設計にて説明する。
・機能喪失した場合に修理によ
り必要な機能を回復する設計

（36条-94）
内的事象を要因とする重大事故
等へ対処する常設重大事故等対
処設備のうち安全上重要な施設
以外の安全機能を有する施設と
兼用する常設重大事故等対処設
備は，設計荷重(竜巻)に対して
以下を考慮した設計とすること
を配置設計にて説明する。
・機能喪失した場合に修理によ
り必要な機能を回復する設計

＜36条-15代表以外＞
＜36条-94代表以外＞
・内的事象を要因とする重大事故
等へ対処する常設重大事故等対処
設備のうち安全上重要な施設以外
の安全機能を有する施設が損傷し
た場合の修理に係る系統構成につ
いては，第16条（安有）の保守・
修理に係る説明と共通するため,16
条-23で説明する。

配置設計 ＜36条-15代表以外＞
＜36条-94代表以外＞
・内的事象を要因とする重大事故
等へ対処する常設重大事故等対処
設備のうち安全上重要な施設以外
の安全機能を有する施設が損傷し
た場合の修理に係る配置設計につ
いては，第16条（安有）の保守・
修理に係る説明と共通するため,16
条-23で説明する。

システム設計 ＜36条-15代表以外＞
＜36条-94代表以外＞
・内的事象を要因とする重大事故
等へ対処する常設重大事故等対処
設備のうち安全上重要な施設以外
の安全機能を有する施設が損傷し
た場合の代替措置に係るシステム
設計は, 施設共通的な事項となる
ため，16条-27で説明する。

＜36条-15代表以外＞
＜36条-94代表以外＞
・内的事象を要因とする重大事故
等へ対処する常設重大事故等対処
設備のうち安全上重要な施設以外
の安全機能を有する施設が損傷し
た場合の工程停止に係るシステム
設計は, 16条-**で説明する。

4

　竜巻防護対象施設等以外の安全機能を有する施設は，竜巻及びその随伴事
象に対して機能を維持すること若しくは竜巻及びその随伴事象による損傷を
考慮して代替設備により必要な機能を確保すること，安全上支障のない期間
での修理を行うこと又はそれらを適切に組み合わせることにより，その安全
機能を損なわない設計とする。

機能要求①

屋外　機器・配管 追而
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 36条→個別条文(39条)→8条の展開 別紙

設計説明分類
(下線は代表)

各基本設計方針の対象となる範
囲（対象範囲は資料1別添参照）

設計項目 設計項目の考え方 説明グループの考え方
項目番

号
基本設計方針 要求種別

第２回申請

精査中

（36条-15）
内的事象を要因とする重大事故
等へ対処する常設重大事故等対
処設備のうち安全上重要な施設
以外の安全機能を有する施設と
兼用する常設重大事故等対処設
備は，設計荷重(竜巻)に対して
以下を考慮した設計とすること
を構造設計にて説明する。
・機能喪失した場合に修理によ
り必要な機能を回復する設計

（36条-94）
内的事象を要因とする重大事故
等へ対処する常設重大事故等対
処設備のうち安全上重要な施設
以外の安全機能を有する施設と
兼用する常設重大事故等対処設
備は，設計荷重(竜巻)に対して
以下を考慮した設計とすること
を構造設計にて説明する。
・機能喪失した場合に修理によ
り必要な機能を回復する設計

（36条-15）
内的事象を要因とする重大事故
等へ対処する常設重大事故等対
処設備のうち安全上重要な施設
以外の安全機能を有する施設と
兼用する常設重大事故等対処設
備は，設計荷重(竜巻)に対して
以下を考慮した設計とすること
を構造設計にて説明する。
・機能喪失した場合に代替設備
により必要な機能を確保する設
計

（36条-94）
内的事象を要因とする重大事故
等へ対処する常設重大事故等対
処設備のうち安全上重要な施設
以外の安全機能を有する施設と
兼用する常設重大事故等対処設
備は，設計荷重(竜巻)に対して
以下を考慮した設計とすること
を構造設計にて説明する。
・機能喪失した場合に代替設備
により必要な機能を確保する設
計

（36条-15）
内的事象を要因とする重大事故
等へ対処する常設重大事故等対
処設備のうち安全上重要な施設
以外の安全機能を有する施設と
兼用する常設重大事故等対処設
備は，設計荷重(竜巻)に対して
以下を考慮した設計とすること
をシステム設計にて説明する。
・機能喪失した場合に代替設備
により必要な機能を確保する設
計

（36条-94）
内的事象を要因とする重大事故
等へ対処する常設重大事故等対
処設備のうち安全上重要な施設
以外の安全機能を有する施設と
兼用する常設重大事故等対処設
備は，設計荷重(竜巻)に対して
以下を考慮した設計とすること
をシステム設計にて説明する。
・機能喪失した場合に代替設備
により必要な機能を確保する設
計

（36条-15）
内的事象を要因とする重大事故
等へ対処する常設重大事故等対
処設備のうち安全上重要な施設
以外の安全機能を有する施設と
兼用する常設重大事故等対処設
備は，設計荷重(竜巻)に対して
以下を考慮した設計とすること
をシステム設計にて説明する。
・機能喪失した場合に関連する
工程の停止により必要な機能を
確保する設計

（36条-94）
内的事象を要因とする重大事故
等へ対処する常設重大事故等対
処設備のうち安全上重要な施設
以外の安全機能を有する施設と
兼用する常設重大事故等対処設
備は，設計荷重(竜巻)に対して
以下を考慮した設計とすること
をシステム設計にて説明する。
・機能喪失した場合に関連する
工程の停止により必要な機能を
確保する設計

＜36条-15代表以外＞
＜36条-94代表以外＞
・内的事象を要因とする重大事故
等へ対処する常設重大事故等対処
設備のうち安全上重要な施設以外
の安全機能を有する施設が損傷し
た場合の代替措置に係るシステム
設計は, 施設共通的な事項となる
ため，16条-27で説明する。

＜36条-15代表以外＞
＜36条-94代表以外＞
・内的事象を要因とする重大事故
等へ対処する常設重大事故等対処
設備のうち安全上重要な施設以外
の安全機能を有する施設が損傷し
た場合の工程停止に係るシステム
設計は, 16条-**で説明する。

構造設計 ＜36条-15代表以外＞
＜36条-94代表以外＞
・内的事象を要因とする重大事故
等へ対処する常設重大事故等対処
設備のうち安全上重要な施設以外
の安全機能を有する施設が損傷し
た場合の修理に係る構造設計につ
いては，第16条（安有）の保守・
修理に係る説明と共通するため,16
条-23で説明する。

システム設計

＜36条-15代表以外＞
＜36条-94代表以外＞
・内的事象を要因とする重大事故
等へ対処する常設重大事故等対処
設備のうち安全上重要な施設以外
の安全機能を有する施設が損傷し
た場合の代替措置に係る構造設計
は, 施設共通的な事項となるた
め，16条-27で説明する。

4

　竜巻防護対象施設等以外の安全機能を有する施設は，竜巻及びその随伴事
象に対して機能を維持すること若しくは竜巻及びその随伴事象による損傷を
考慮して代替設備により必要な機能を確保すること，安全上支障のない期間
での修理を行うこと又はそれらを適切に組み合わせることにより，その安全
機能を損なわない設計とする。

機能要求①

屋外　機器・配管 追而

屋内　機器・配管 追而
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 36条→個別条文(39条)→8条の展開 別紙

設計説明分類
(下線は代表)

各基本設計方針の対象となる範
囲（対象範囲は資料1別添参照）

設計項目 設計項目の考え方 説明グループの考え方
項目番

号
基本設計方針 要求種別

第２回申請

精査中

（36条-15）
内的事象を要因とする重大事故
等へ対処する常設重大事故等対
処設備のうち安全上重要な施設
以外の安全機能を有する施設と
兼用する常設重大事故等対処設
備は，設計荷重(竜巻)に対して
以下を考慮した設計とすること
をシステム設計にて説明する。
・機能喪失した場合に修理によ
り必要な機能を回復する設計

（36条-94）
内的事象を要因とする重大事故
等へ対処する常設重大事故等対
処設備のうち安全上重要な施設
以外の安全機能を有する施設と
兼用する常設重大事故等対処設
備は，設計荷重(竜巻)に対して
以下を考慮した設計とすること
をシステム設計にて説明する。
・機能喪失した場合に修理によ
り必要な機能を回復する設計

（36条-15）
内的事象を要因とする重大事故
等へ対処する常設重大事故等対
処設備のうち安全上重要な施設
以外の安全機能を有する施設と
兼用する常設重大事故等対処設
備は，設計荷重(竜巻)に対して
以下を考慮した設計とすること
を配置設計にて説明する。
・機能喪失した場合に修理によ
り必要な機能を回復する設計

（36条-94）
内的事象を要因とする重大事故
等へ対処する常設重大事故等対
処設備のうち安全上重要な施設
以外の安全機能を有する施設と
兼用する常設重大事故等対処設
備は，設計荷重(竜巻)に対して
以下を考慮した設計とすること
を配置設計にて説明する。
・機能喪失した場合に修理によ
り必要な機能を回復する設計

（36条-15）
内的事象を要因とする重大事故
等へ対処する常設重大事故等対
処設備のうち安全上重要な施設
以外の安全機能を有する施設と
兼用する常設重大事故等対処設
備は，設計荷重(竜巻)に対して
以下を考慮した設計とすること
を構造設計にて説明する。
・機能喪失した場合に修理によ
り必要な機能を回復する設計

（36条-94）
内的事象を要因とする重大事故
等へ対処する常設重大事故等対
処設備のうち安全上重要な施設
以外の安全機能を有する施設と
兼用する常設重大事故等対処設
備は，設計荷重(竜巻)に対して
以下を考慮した設計とすること
を構造設計にて説明する。
・機能喪失した場合に修理によ
り必要な機能を回復する設計

（36条-15）
内的事象を要因とする重大事故
等へ対処する常設重大事故等対
処設備のうち安全上重要な施設
以外の安全機能を有する施設と
兼用する常設重大事故等対処設
備は，設計荷重(竜巻)に対して
以下を考慮した設計とすること
を構造設計にて説明する。
・機能喪失した場合に代替設備
により必要な機能を確保する設
計

（36条-94）
内的事象を要因とする重大事故
等へ対処する常設重大事故等対
処設備のうち安全上重要な施設
以外の安全機能を有する施設と
兼用する常設重大事故等対処設
備は，設計荷重(竜巻)に対して
以下を考慮した設計とすること
を構造設計にて説明する。
・機能喪失した場合に代替設備
により必要な機能を確保する設
計

＜36条-15代表以外＞
＜36条-94代表以外＞
・内的事象を要因とする重大事故
等へ対処する常設重大事故等対処
設備のうち安全上重要な施設以外
の安全機能を有する施設が損傷し
た場合の修理に係る系統構成につ
いては，第16条（安有）の保守・
修理に係る説明と共通するため,16
条-23で説明する。

配置設計 ＜36条-15代表以外＞
＜36条-94代表以外＞
・内的事象を要因とする重大事故
等へ対処する常設重大事故等対処
設備のうち安全上重要な施設以外
の安全機能を有する施設が損傷し
た場合の修理に係る配置設計につ
いては，第16条（安有）の保守・
修理に係る説明と共通するため,16
条-23で説明する。

構造設計 ＜36条-15代表以外＞
＜36条-94代表以外＞
・内的事象を要因とする重大事故
等へ対処する常設重大事故等対処
設備のうち安全上重要な施設以外
の安全機能を有する施設が損傷し
た場合の修理に係る構造設計につ
いては，第16条（安有）の保守・
修理に係る説明と共通するため,16
条-23で説明する。

＜36条-15代表以外＞
＜36条-94代表以外＞
・内的事象を要因とする重大事故
等へ対処する常設重大事故等対処
設備のうち安全上重要な施設以外
の安全機能を有する施設が損傷し
た場合の代替措置に係る構造設計
は, 施設共通的な事項となるた
め，16条-27で説明する。

システム設計屋内　機器・配管 追而

4

　竜巻防護対象施設等以外の安全機能を有する施設は，竜巻及びその随伴事
象に対して機能を維持すること若しくは竜巻及びその随伴事象による損傷を
考慮して代替設備により必要な機能を確保すること，安全上支障のない期間
での修理を行うこと又はそれらを適切に組み合わせることにより，その安全
機能を損なわない設計とする。

機能要求①
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 36条→個別条文(39条)→8条の展開 別紙

設計説明分類
(下線は代表)

各基本設計方針の対象となる範
囲（対象範囲は資料1別添参照）

設計項目 設計項目の考え方 説明グループの考え方
項目番

号
基本設計方針 要求種別

第２回申請

精査中

4

　竜巻防護対象施設等以外の安全機能を有する施設は，竜巻及びその随伴事
象に対して機能を維持すること若しくは竜巻及びその随伴事象による損傷を
考慮して代替設備により必要な機能を確保すること，安全上支障のない期間
での修理を行うこと又はそれらを適切に組み合わせることにより，その安全
機能を損なわない設計とする。

機能要求①

屋外　機器・配管 36条C⑤ 情報把握計装設備用屋
内伝送系統等の屋外アンテナ

構造設計
36条(No.92)

(36条-92(45))
建屋内外に跨って設置する情報
把握計装設備用屋内伝送系統等
の屋外部（屋外アンテナ）は，
設計荷重(竜巻)に対して以下を
考慮した設計とすることを構造
設計にて説明する。
・飛来物による衝撃荷重に対し
て竜巻が重大事故等の発生の要
因とならないことを踏まえ，速
やかに予備品等による復旧措置
を行える構造
・風荷重に対して変形が生じな
い構造は，（8条(竜巻)-19「屋
外　機器・配管」の構造設計(36
条-92)）で展開する。

【36条-92代表】説明Gr1
・情報把握計装設備用屋内伝送系
統等の屋外アンテナは，竜巻によ
り機能喪失する場合，速やかに予
備品等による復旧措置を行うこと
については，外部衝撃からの防護
に係る設計方針であるため，説明
Gr1にて説明する。

　なお，飛来物による損傷を考慮
した設計は，8条（竜巻）-21「屋
外　機器・配管」の配置設計(36条
-45)の悪影響防止を図るための設
計と共通する設計方針であること
から合わせて説明する。

12

冒頭宣言に当たる8条(竜巻)基本設計方針No.1を受けた設計

11
　鋼製材よりも運動エネルギ又は貫通力が大きくなる資機材等の設置場所及
び障害物の有無を考慮し，固定，固縛又は建屋収納並びに車両の入構管理及
び退避を実施することにより，飛来物とならない設計とする。

13

(3) 竜巻に対する影響評価及び竜巻防護対策
a.　竜巻に対する影響評価及び竜巻防護対策
　竜巻に対する防護設計において，竜巻防護対象施設は，設計荷重(竜巻)に
対して機械的強度を有する建屋により保護すること，竜巻防護対策設備を設
置すること等により，安全機能を損なわない設計とする。

定義

冒頭宣言
【8条（竜巻）
-14～20】

　また，設計飛来物による衝撃荷重を上回ると想定される再処理事業所外か
らの飛来物は，飛来距離を考慮すると竜巻防護対象施設等に到達するおそれ
はないことから，衝撃荷重として考慮する必要のあるものはない。

冒頭宣言
【8条（竜巻）
-29】
定義

―
（冒頭宣言であり, 具体の設計は基本設計方針No.29に展開する。）

・基本設計方針No.9の設計条件（鋼製材よりも運動エネルギ又は貫通力が大きくなる資機材等の設置場所及び障害物の有無を考慮し，固定等及び車両の退避等により飛来
物とならない設計とする）

（※　評価条件は第1回申請と同じ）

冒頭宣言に当たる8条(竜巻)基本設計方針No.1を受けた設計

・基本設計方針No.9の設計条件（設計飛来物による衝撃荷重を上回ると想定される再処理事業所外からの飛来物は，衝撃荷重として考慮する必要のあるものはない）
（※　評価条件は第1回申請と同じ）

冒頭宣言に当たる8条(竜巻)基本設計方針No.2を受けた設計

―
（冒頭宣言であり, 具体の設計は基本設計方針No.14～20に展開する。）

定義

5
　また，上記の施設に対する損傷を考慮して代替設備により必要な機能を確
保すること，安全上支障のない期間での修理を行うことを保安規定に定め
て，管理する。

運用要求

6
　なお，使用済燃料収納キャスクは再処理施設内に一時的に保管されること
を踏まえ，竜巻により使用済燃料収納キャスクを収納する建屋が使用済燃料
収納キャスクに対して波及的破損を与えない設計とする。

冒頭宣言
【8条（竜巻）
-22】

7

(2) 防護設計に係る荷重の設定
 竜巻に対する防護設計を行うための設計竜巻は事業指定(変更許可)を受けた
最大風速100m/sとし，設計荷重は，風圧力による荷重，気圧差による荷重及
び飛来物による衝撃荷重を組み合わせた設計竜巻荷重並びに安全機能を有す
る施設に常時作用する荷重，運転時荷重及びその他竜巻以外の自然現象によ
る荷重を適切に組み合わせたもの(以下「設計荷重(竜巻)」という。)を設定
する。

定義
評価要求

　さらに，設計飛来物に加えて，竜巻の影響を考慮する施設の設置状況及び
その他環境状況を考慮し，評価に用いる飛来物の衝突による荷重を設定す
る。

10

8
　風圧力による荷重及び気圧差による荷重は，設計竜巻の特性値に基づいて
設定する。

定義

定義
　飛来物による衝撃荷重としては，事業指定(変更許可)を受けた設計飛来物
である鋼製材(長さ4.2m×幅0.3m×奥行き0.2m，質量135kg，最大水平速度
51m/s，最大鉛直速度34m/s)が衝突する場合の荷重を設定する。

9

―
（基本設計方針No.15～17,19,21,22,34,35に係る設計条件（最大風速100m/sによる設計荷重(竜巻）の設定）

冒頭宣言に当たる8条(竜巻)基本設計方針No.1及び8条(その他)基本設計方針No.17を受けた設計

―
（冒頭宣言であり, 具体の設計は基本設計方針No.22に展開する。）

冒頭宣言に当たる8条(竜巻)基本設計方針No.1を受けた設計

―
（基本設計方針No.15,17,19,21,22,34,35に係る設計条件（風荷重及び気圧差荷重の設定））

（※　評価条件は第1回申請と同じ）

冒頭宣言に当たる8条(竜巻)基本設計方針No.1を受けた設計

―
（基本設計方針No.15,19,21,22,31,34,35に係る設計条件（設計飛来物及び飛来物衝撃荷重の設定））

（※　評価条件は第1回申請と同じ）

冒頭宣言に当たる8条(竜巻)基本設計方針No.1及び8条(火山)基本設計方針No.17～21を受けた設計

―
（基本設計方針No.19に係る設計条件（設計飛来物以外の極小飛来物の設定））

（※　評価条件は第1回申請と同じ）

冒頭宣言に当たる8条(竜巻)基本設計方針No.1を受けた設計

―
（運用要求のため）

8条（⻯巻）‐21から

アンテナの損傷を起点として以下の設計対応があるが、「アン
テナ損傷」という共通する現象に対する説明であるため8条（⻯
巻）-21と合わせて説明する。
・予備品による復旧（本項）
・波及的影響（8条（⻯巻）-21）
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 36条→個別条文(39条)→8条の展開 別紙

設計説明分類
(下線は代表)

各基本設計方針の対象となる範
囲（対象範囲は資料1別添参照）

設計項目 設計項目の考え方 説明グループの考え方

－
(施設共通の基本設計方針のた
め)

(8条(竜巻)-14)
屋内に設置する竜巻防護対象施
設は，設計荷重(竜巻)に対して
以下を考慮した設計とすること
を配置設計にて説明する。
・外部からの衝撃による損傷を
防止できる建屋等内に設置する
又は地中構造物の内部に設置す
る設計
・設置する建屋の構造設計は，8
条(竜巻)-15,16「建物・構築
物」の構造設計(8条(竜巻)-
15,16)で展開する。

36条C④ 屋内の常設重大事故等
対処設備,外部衝撃から防護する
ために必要な設備

(36条-91(45))
屋内に設置する常設重大事故等
対処設備は，設計荷重(竜巻)に
対して以下を考慮した設計とす
ることを配置設計にて説明す
る。
・外部からの衝撃による損傷を
防止できる建屋等内に設置する
又は地中構造物の内部に設置す
る設計
・設置する建屋の構造設計は，8
条(竜巻)-15,16「建物・構築
物」の構造設計(36条-91)で展開
する。

36条C⑯ 屋内の可搬型重大事故
等対処設備

(36条-121(45))
屋内に保管する可搬型重大事故
等対処設備は，設計荷重(竜巻)
に対して以下を考慮した設計と
することを配置設計にて説明す
る。
・外部からの衝撃による損傷を
防止できる建屋等内に設置する
設計
・設置する建屋の構造設計は，8
条(竜巻)-15,16「建物・構築
物」の構造設計(36条-121)で展
開する。

屋内　機器・配管 ○_常設重大事故等対処設備 配置設計 (36条-40)
接続口は，設計荷重(竜巻)に対
して以下を考慮した設計とする
ことを配置設計にて説明する。
・適切に離隔した隣接しない位
置の異なる複数箇所に設置する
設計

【36条-40代表】説明Gr1
接続口を適切に離隔した隣接しな
い位置の異なる複数箇所に設置す
る設計については，外部衝撃に対
する機能確保の手段の一つである
ため，説明Gr1にて説明する。

屋内　機器・配管 ○_常設重大事故等対処設備 配置設計 (36条-41)
接続口は，設計荷重(竜巻)に対
して以下を考慮した設計とする
ことを配置設計にて説明する。
・屋外からのアクセス性を考慮
した異なる複数箇所に設置する
設計

【36条-41代表】説明Gr1
接続口を屋外からのアクセス性を
考慮した異なる複数箇所に設置す
る設計については，外部衝撃に対
する機能確保の手段の一つである
ため，説明Gr1にて説明する。

屋内　機器・配管 ○_可搬型重大事故等対処設備 配置設計 （39条(代替安全冷却水系)-
21,39条(代替換気設備)-18）
屋内に保管する可搬型重大事故
等対処設備は，風荷重及び飛来
物による衝撃荷重に対して以下
を考慮した設計とすることを配
置設計にて説明する。
・設計基準事故に対処するため
の設備又は常設重大事故等対処
設備と異なる位置で建屋内に保
管する設計
・100m以上の離隔距離を確保し
た複数の保管場所に位置的分散
して保管する設計

【39条(代替安全冷却水系)-21,39
条(代替換気設備)-18代表】説明
Gr1
可搬重大事故等対処設備を設計基
準事故に対処するための設備と可
能な限り位置的分散を図ることに
ついては，外部衝撃に対する機能
確保の手段の一つであるため，説
明Gr1にて説明する。

屋内　機器・配管 ○_常設重大事故等対処設備 配置設計 （39条(代替安全冷却水系)-16）
冷却水給排水配管・弁，冷却水
注水配管・弁，冷却水配管・弁
(凝縮器)，凝縮器冷却水給排水
配管・弁以外の代替安全冷却水
系の常設重大事故等対処の主配
管等は，飛来物による衝撃荷重
（建屋開口部）に対して以下を
考慮した設計とすることを配置
設計にて説明する。
・設計基準事故に対処するため
の設備である安全冷却水系と可
能な限り異なる場所に設置し，
位置的分散を図る設計

【39条(代替安全冷却水系)-16代
表】説明Gr1
常設重大事故等対処設備を設計基
準事故に対処するための設備と可
能な限り位置的分散を図ることに
ついては，外部衝撃に対する機能
確保の手段の一つであるため，説
明Gr1にて説明する。

14
　建屋内の竜巻防護対象施設は，設計荷重(竜巻)に対して竜巻防護対象施設
を収納する建屋内に設置することにより，安全機能を損なわない設計とす
る。

設置要求

【8条(竜巻)-14代表】説明Gr1
【36条-91代表】
【36条-121代表】
・防護対象施設を建屋内に設置す
ることにより外部からの衝撃から
防護する設計は外部衝撃に対する
防護にかかる設計であるため，説
明Gr1にて説明する。
また，当該設計は外部事象に対し
て共通の設計方針であるため，8条
(竜巻)-14「屋内　機器・配管」を
代表として説明する。

＜8条(竜巻)-14代表以外＞
・屋外　機器・配管
＜36条-91代表以外＞
・屋外　機器・配管
＜廃棄物管理施設　8条(竜巻)-14
代表以外＞
・屋内　機器・配管

配置設計

冒頭宣言に当たる8条(竜巻)基本設計方針No.13を受けた設計
基本設計方針No.17，18の設計条件（建屋内の竜巻防護対象施設の配置）

第２回申請

項目番
号

基本設計方針 要求種別

屋内　機器・配管

精査中
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 36条→個別条文(39条)→8条の展開 別紙

設計説明分類
(下線は代表)

各基本設計方針の対象となる範
囲（対象範囲は資料1別添参照）

設計項目 設計項目の考え方 説明グループの考え方

第２回申請

項目番
号

基本設計方針 要求種別
精査中

屋内　機器・配管 ○_常設重大事故等対処設備 配置設計 （39条(代替換気設備)-16）
代替換気設備の塔槽類廃ガス処
理設備からセルに導出するユ
ニット，セル導出ユニットフィ
ルタ，凝縮器以外の代替換気設
備の常設重大事故等対処の主配
管及び経路を構成する機器は，
飛来物による衝撃荷重（建屋開
口部）に対して以下を考慮した
設計とすることを配置設計にて
説明する。
・設計基準事故に対処するため
の設備である塔槽類廃ガス処理
設備，建屋換気設備と可能な限
り異なる場所に設置し，可能な
限り位置的分散を図る設計

【39条(代替安全冷却水系)-16代
表】説明Gr1
常設重大事故等対処設備を設計基
準事故に対処するための設備と可
能な限り位置的分散を図ることに
ついては，外部衝撃に対する機能
確保の手段の一つであるため，説
明Gr1にて説明する。

屋内　機器・配管 ○_常設重大事故等対処設備 配置設計 （39条(代替安全冷却水系)-22）
接続口は，風荷重及び飛来物に
よる衝撃荷重に対して以下を考
慮した設計とすることを配置設
計にて説明する。
・適切に離隔した隣接しない位
置の異なる複数箇所に設置する
設計
・屋外からのアクセス性を考慮
した異なる複数箇所に設置する
設計

【39条(代替安全冷却水系)-22代
表】説明Gr1
接続口を位置の異なる複数箇所に
設置すること及び複数箇所に設置
することについては，外部衝撃に
対する機能確保の手段の一つであ
るため，説明Gr1にて説明する。

屋内　機器・配管 ○_常設重大事故等対処設備 構造設計 （39条(代替安全冷却水系)-18）
代替安全冷却水系は，風荷重及
び飛来物による衝撃荷重に対し
て以下を考慮した設計とするこ
とを構造設計にて説明する。
・設計基準事故に対処するため
の設備である安全冷却水系とは
異なるヒートシンクを採用する
設計

【39条(代替安全冷却水系)-18代
表】説明Gr1
常設重大事故等対処設備を設計基
準事故に対処するための設備と可
能な限り多様性を図ることについ
ては，外部衝撃に対する機能確保
の手段の一つであるため，説明Gr1
にて説明する。

屋内　機器・配管 ○_可搬型重大事故等対処設備 構造設計 （39条(代替換気設備)-17）
代替セル排気系の可搬型排風機
は，風荷重及び飛来物による衝
撃荷重に対して以下を考慮した
設計とすることを構造設計にて
説明する。
・設計基準事故に対処するため
の設備である建屋換気設備の排
風機とは異なる給電方式を採用
する設計
・必要な燃料を設計基準事故に
対処するための設備とは異なる
設備から補給する設計

【39条(代替換気設備)-17代表】説
明Gr1
可搬型重大事故等対処設備を設計
基準事故に対処するための設備と
可能な限り多様性を図ることにつ
いては，外部衝撃に対する機能確
保の手段の一つであるため，説明
Gr1にて説明する。

14
　建屋内の竜巻防護対象施設は，設計荷重(竜巻)に対して竜巻防護対象施設
を収納する建屋内に設置することにより，安全機能を損なわない設計とす
る。

設置要求
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 36条→個別条文(39条)→8条の展開 別紙

設計説明分類
(下線は代表)

各基本設計方針の対象となる範
囲（対象範囲は資料1別添参照）

設計項目 設計項目の考え方 説明グループの考え方

第２回申請

項目番
号

基本設計方針 要求種別
精査中

屋内　機器・配管 ○_常設重大事故等対処設備 システム設計 （39条(代替安全冷却水系)-15）
代替安全冷却水系を構成する常
設重大事故等対処設備の冷却水
給排水配管・弁，冷却水注水配
管・弁，冷却水配管・弁(凝縮
器)，凝縮器冷却水給排水配管・
弁は，飛来物による衝撃荷重
（建屋開口部）に対して以下を
考慮した設計とすることをシス
テム設計にて説明する。
・設計基準事故に対処するため
の設備である安全冷却水系と弁
による隔離又は系統を切り離し
により独立性を図る設計

【39条(代替安全冷却水系)-15代
表】説明Gr1
常設重大事故等対処設備を設計基
準事故に対処するための設備と可
能な限り独立性を図ることについ
ては，外部衝撃に対する機能確保
の手段の一つであるため，説明Gr1
にて説明する。

屋内　機器・配管 ○_常設重大事故等対処設備 システム設計 （39条(代替安全冷却水系)-16）
冷却水給排水配管・弁，冷却水
注水配管・弁，冷却水配管・弁
(凝縮器)，凝縮器冷却水給排水
配管・弁以外の代替安全冷却水
系の常設重大事故等対処の主配
管等は，飛来物による衝撃荷重
（建屋開口部）に対して以下を
考慮した設計とすることをシス
テム設計にて説明する。
・設計基準事故に対処するため
の設備である安全冷却水系と兼
用する系統以外は弁により隔離
し独立性を図る設計

【39条(代替安全冷却水系)-16代
表】説明Gr1
常設重大事故等対処設備を設計基
準事故に対処するための設備と可
能な限り独立性を図ることについ
ては，外部衝撃に対する機能確保
の手段の一つであるため，説明Gr1
にて説明する。

屋内　機器・配管 ○_常設重大事故等対処設備 システム設計 （39条(代替換気設備)-15）
代替換気設備の塔槽類廃ガス処
理設備からセルに導出するユ
ニット，セル導出ユニットフィ
ルタ，凝縮器は，飛来物による
衝撃荷重（建屋開口部）に対し
て以下を考慮した設計とするこ
とをシステム設計にて説明す
る。
・設計基準事故に対処するため
の設備である塔槽類廃ガス処理
設備と弁による隔離又は系統を
切り離しにより独立性を図る設
計

【39条(代替換気設備)-15代表】説
明Gr1
常設重大事故等対処設備を設計基
準事故に対処するための設備と可
能な限り独立性を図ることについ
ては，外部衝撃に対する機能確保
の手段の一つであるため，説明Gr1
にて説明する。

14
　建屋内の竜巻防護対象施設は，設計荷重(竜巻)に対して竜巻防護対象施設
を収納する建屋内に設置することにより，安全機能を損なわない設計とす
る。

設置要求

【39条(代替換気設備)-16代表】説
明Gr1
常設重大事故等対処設備を設計基
準事故に対処するための設備と可
能な限り独立性を図ることについ
ては，外部衝撃に対する機能確保
の手段の一つであるため，説明Gr1
にて説明する。

システム設計○_常設重大事故等対処設備屋内　機器・配管 （39条(代替換気設備)-16）
代替換気設備の塔槽類廃ガス処
理設備からセルに導出するユ
ニット，セル導出ユニットフィ
ルタ，凝縮器以外の代替換気設
備の常設重大事故等対処の主配
管及び経路を構成する機器は，
飛来物による衝撃荷重（建屋開
口部）に対して以下を考慮した
設計とすることをシステム設計
にて説明する。
・設計基準事故に対処するため
の設備である塔槽類廃ガス処理
設備，建屋換気設備と兼用する
系統以外は弁による隔離，ダン
パによる隔離又は切り離しによ
り独立性を図る設計

39条(代替安全冷却⽔系)‐15から

39条(代替安全冷却⽔系)‐16から

39条(代替換気設備)‐15から

39条(代替換気設備)‐16から
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 36条→個別条文(39条)→8条の展開 別紙

設計説明分類
(下線は代表)

各基本設計方針の対象となる範
囲（対象範囲は資料1別添参照）

設計項目 設計項目の考え方 説明グループの考え方

第２回申請

項目番
号

基本設計方針 要求種別
精査中

(8条(竜巻)-15)
主排気筒管理建屋は，設計荷重
(竜巻)に対して以下を考慮した
設計とすることを配置設計にて
説明する。

・周辺に竜巻防護対策設備を設
置することで設計荷重（竜巻）
の影響を防止する設計

(36条-91(45))
重大事故等対処設備を収納する
建屋等のうち主排気筒管理建屋
は，設計荷重(竜巻)に対して以
下を考慮した設計とすることを
配置設計にて説明する。

・周辺に竜巻防護対策設備を設
置することで設計荷重（竜巻）
の影響を防止する設計

(36条-121(45))
重大事故等対処設備を収納する
建屋等のうち主排気筒管理建屋
は，設計荷重(竜巻)に対して以
下を考慮した設計とすることを
配置設計にて説明する。

・周辺に竜巻防護対策設備を設
置することで設計荷重（竜巻）
の影響を防止する設計

追而 配置設計 (36条-41)
接続口を設置する建屋は，設計
荷重(竜巻)に対して以下を考慮
した設計とすることを配置設計
にて説明する。
・自然現象，人為事象及び故意
による大型航空機の衝突その他
のテロリズムを考慮し，屋内に
アクセスするための建屋境界の
扉を異なる面に複数設ける設計

【36条-41代表】説明Gr1
屋内にアクセスするための建屋境
界の扉を異なる面に複数設ける設
計については，外部衝撃に対する
機能確保の手段の一つであるた
め，説明Gr1にて説明する。
※接続口は，8条（竜巻）-14「屋
内　機器・配管」で説明する。

＜8条(竜巻)-15代表以外＞
＜36条-91代表以外＞
＜36条-121代表以外＞
・防護対象施設の周辺に竜巻防護
対策設備を設置することにより設
計荷重（竜巻）の影響を受けない
配置設計は，8条(竜巻)-31「竜巻
防護対策設備」の構造設計(8条(竜
巻)-31)に合わせて説明Gr1で説明
する。

【8条(竜巻)-15代表】説明Gr1
【36条-91代表】
【36条-121代表】
・防護対象施設を収納する建屋が
設計荷重（竜巻）に対して構造健
全性を維持する設計は，外部衝撃
に対する防護に係る設計であるた
め，説明Gr1にて説明する。
　また，当該設計は防護対象を収
納する建屋に共通の設計方針であ
るため，8条(竜巻)-15「建物・構
築物」を代表として説明する。

＜36条-50代表以外＞
＜36条-166代表以外＞
・建物・構築物
＜廃棄物管理施設　8条(竜巻)-15
代表以外＞
・建物・構築物

配置設計

構造設計
8条(竜巻) (No.15-1)
36条 (No.91-2、No.121-2)

(8条(竜巻)-15)
竜巻防護対象施設を収納する建
屋は，設計荷重(竜巻)に対して
以下を考慮した設計とすること
を構造設計にて説明する。
・風荷重に対して建屋の構造部
材が転倒，過大な変形及び脱落
が生じないよう，鉄筋コンク
リート造を採用するとともに，
建屋の構造部材が十分な厚みを
有する設計
※8条(竜巻)-14「屋外 機器・配
管」の配置設計(8条(竜巻)-14)
及び8条(竜巻)-14「屋内 機器・
配管」の配置設計(8条(竜巻)-
14)で展開するとした竜巻防護対
象施設を収納する建屋の設計

(36条-91(45))
屋内に設置することで健全性を
確保するとした常設重大事故等
対処設備を収納する建屋は，設
計荷重(竜巻)に対して以下を考
慮した設計とすることを構造設
計にて説明する。
・風荷重に対して建屋の構造部
材が転倒，過大な変形及び脱落
が生じないよう，鉄筋コンク
リート造を採用するとともに，
建屋の構造部材が十分な厚みを
有する設計
※8条(竜巻)-14「屋外 機器・配
管」の配置設計(36条-91)及び8
条(竜巻)-14「屋内 機器・配
管」の配置設計(36条-91)で展開
するとした竜巻防護対象施設を
収納する建屋の設計

(36条-121(45))
屋内に保管することで健全性を
確保するとした可搬型重大事故
等対処設備を収納する建屋は，
設計荷重(竜巻)に対して以下を
考慮した設計とすることを構造
設計にて説明する。
・風荷重に対して建屋の構造部
材が転倒，過大な変形及び脱落
が生じないよう，鉄筋コンク
リート造を採用するとともに，
建屋の構造部材が十分な厚みを
有する設計
※8条(竜巻)-14「屋外 機器・配
管」の配置設計(36条-121)で展
開するとした竜巻防護対象施設
を収納する建屋の設計

・8条(竜巻)A①　竜巻防護対象
施設を収納する建屋
・36条A② 設計荷重(竜巻)によ
り生じる応力等に対する評価対
象施設及びその支持構造物
・36条A③ 屋内の常設重大事故
等対処設備,重大事故等対処設備
を収納する建屋等
・36条A⑬ 重大事故等対処設備
を収納する建屋等

建物・構築物

・8条(竜巻)A①　竜巻防護対象
施設を収納する建屋
・36条A② 設計荷重(竜巻)によ
り生じる応力等に対する評価対
象施設及びその支持構造物
・36条A③ 屋内の常設重大事故
等対処設備,重大事故等対処設備
を収納する建屋等
・36条A⑬ 重大事故等対処設備
を収納する建屋等評価要求

　竜巻防護対象施設を収納する建屋は，設計荷重(竜巻)に対して，構造強度
評価を実施し，構造健全性を維持することにより，建屋内の竜巻防護対象施

設が安全機能を損なわない設計とする。
15

冒頭宣言に当たる8条(竜巻)基本設計方針No.13を受けた設計
No.7～9から展開される設計条件（最大風速100m/sによる設計荷重(竜巻）の設定）を考慮
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 36条→個別条文(39条)→8条の展開 別紙

設計説明分類
(下線は代表)

各基本設計方針の対象となる範
囲（対象範囲は資料1別添参照）

設計項目 設計項目の考え方 説明グループの考え方

第２回申請

項目番
号

基本設計方針 要求種別
精査中

(36条-91(45))
屋内に設置することで健全性を
確保するとした常設重大事故等
対処設備を収納する建屋は，以
下の観点で構造健全性を維持で
きていることを評価にて説明す
る。
・風荷重に対して主要な構造部
材の転倒，過大な変形及び脱落
が生じない構造を確保できてい
ること

(36条-121(45))
屋内に保管することで健全性を
確保するとした可搬型重大事故
等対処設備を収納する建屋は，
以下の観点で構造健全性を維持
できていることを評価にて説明
する。
・風荷重に対して主要な構造部
材の転倒，過大な変形及び脱落
が生じない構造を確保できてい
ること

8条(竜巻)-15代表】説明Gr1
【36条-91代表】
【36条-121代表】
・防護対象施設を収納する建屋が
設計荷重（竜巻）に対して構造健
全性を維持する設計は，外部衝撃
に対する防護に係る設計であるた
め，説明Gr1にて説明する。
　また，当該設計は防護対象を収
納する建屋に共通の設計方針であ
るため，8条(竜巻)-15「建物・構
築物」を代表として説明する。

＜36条-50代表以外＞
＜36条-166代表以外＞
・建物・構築物
＜廃棄物管理施設　8条(竜巻)-15
代表以外＞
・建物・構築物

(8条(竜巻)-15)
竜巻防護対象施設を収納する建
屋は，以下の観点で構造健全性
を維持できていることを評価に
て説明する。
・風荷重に対して主要な構造部
材の転倒，過大な変形及び脱落
が生じない構造を確保できてい
ること

評価
8条(竜巻) (No.15-1)
36条 (No.91-2、No.121-2)

・8条(竜巻)A①　竜巻防護対象
施設を収納する建屋
・36条A② 設計荷重(竜巻)によ
り生じる応力等に対する評価対
象施設及びその支持構造物
・36条A③ 屋内の常設重大事故
等対処設備,重大事故等対処設備
を収納する建屋等
・36条A⑬ 重大事故等対処設備
を収納する建屋等

建物・構築物

　竜巻防護対象施設を収納する建屋は，設計荷重(竜巻)に対して，構造強度
評価を実施し，構造健全性を維持することにより，建屋内の竜巻防護対象施
設が安全機能を損なわない設計とする。

15 評価要求
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 36条→個別条文(39条)→8条の展開 別紙

設計説明分類
(下線は代表)

各基本設計方針の対象となる範
囲（対象範囲は資料1別添参照）

設計項目 設計項目の考え方 説明グループの考え方

第２回申請

項目番
号

基本設計方針 要求種別
精査中

(8条(竜巻)-16)
主排気筒管理建屋は，設計荷重
(竜巻)に対して以下を考慮した
設計とすることを配置設計にて
説明する。
・設計飛来物による衝撃荷重に
対して飛来物防護板を設置する
ことで影響を受けない設計

(36条-91(45))
屋内に設置することで健全性を
確保するとした常設重大事故等
対処設備を収納する主排気筒管
理建屋は，設計荷重(竜巻)に対
して以下を考慮した設計とする
ことを配置設計にて説明する。
・設計飛来物による衝撃荷重に
対して飛来物防護板を設置する
ことで影響を受けない設計

(36条-121(45))
屋内に保管することで健全性を
確保するとした可搬型重大事故
等対処設備を収納する主排気筒
管理建屋は，設計荷重(竜巻)に
対して以下を考慮した設計とす
ることを配置設計にて説明す
る。
・設計飛来物による衝撃荷重に
対して飛来物防護板を設置する
ことで影響を受けない設計

配置設計 (36条-41)
接続口を設置する建屋は，設計
荷重(竜巻)に対して以下を考慮
した設計とすることを配置設計
にて説明する。
・自然現象，人為事象及び故意
による大型航空機の衝突その他
のテロリズムを考慮し，屋内に
アクセスするための建屋境界の
扉を異なる面に複数設ける設計

【36条-41代表】説明Gr1
屋内にアクセスするための建屋境
界の扉を異なる面に複数設ける設
計については，外部衝撃に対する
機能確保の手段の一つであるた
め，説明Gr1にて説明する。
※接続口は，8条（竜巻）-14「屋
内　機器・配管」で説明する。

(8条(竜巻)-16)
竜巻防護対象施設を収納する建
屋は，設計荷重(竜巻)に対して
以下を考慮した設計とすること
を構造設計にて説明する。
・設計飛来物による衝撃荷重に
対して建屋の構造部材である屋
根，壁，フード，扉が貫通及び
裏⾯剥離が生じない厚さ有する
設計
※8条(竜巻)-14「屋外 機器・配
管」の配置設計(8条(竜巻)-14)
及び8条(竜巻)-14「屋内 機器・
配管」の配置設計(8条(竜巻)-
14)で展開するとした竜巻防護対
象施設を収納する建屋の設計

(36条-121(45))
屋内に保管することで健全性を
確保するとした可搬型重大事故
等対処設備を収納する建屋は，
設計荷重(竜巻)に対して以下を
考慮した設計とすることを構造
設計にて説明する。
・設計飛来物による衝撃荷重に
対して建屋の構造部材である屋
根，壁，フード，扉が貫通及び
裏⾯剥離が生じない厚さ有する
設計
※8条(竜巻)-14「屋外 機器・配
管」の配置設計(36条-121)で展
開するとした竜巻防護対象施設
を収納する建屋の設計

＜8条(竜巻)-16代表以外＞
＜36条-91代表以外＞
＜36条-121代表以外＞
・竜巻防護対策設備の配置により
飛来物の衝突を防止できる配置設
計は，8条(竜巻)-31「竜巻防護対
策設備」の構造設計(8条(竜巻)-
31)②に合わせて説明Gr1で説明す
る。

【8条(竜巻)-16代表】説明Gr1
【36条-91代表】
【36条-121代表】
・設計飛来物の衝突に対し建屋の
構造部材である屋根，壁，フー
ド，扉が貫通及び裏面剥離が生じ
ない設計は，外部衝撃に対する防
護に係る設計であるため，説明Gr1
にて説明する。
　また，当該設計は防護対象を収
納する建屋に共通の設計方針であ
るため，8条(竜巻)-16「建物・構
築物」を代表として説明する。

＜36条-91代表以外＞
・屋内　機器・配管
＜廃棄物管理施設　8条(竜巻)-15
代表以外＞
・建物・構築物

・8条(竜巻)A①　竜巻防護対象
施設を収納する建屋
・36条A③ 屋内の常設重大事故
等対処設備,重大事故等対処設備
を収納する建屋等
・36条A⑬ 重大事故等対処設備
を収納する建屋等

配置設計

構造設計
8条(竜巻) (No.16-1)
36条 (No.91-3、No.121-3)

評価要求
　また，設計飛来物の衝突に対して，貫通及び裏面剥離の発生により竜巻防
護対象施設の安全機能を損なわない設計とする。

16

建物・構築物

冒頭宣言に当たる8条(竜巻)基本設計方針No.13を受けた設計
No.7,9から展開される設計条件（最大風速100m/sによる設計荷重(竜巻）の設定）を考慮

(36条-91(45))
屋内に設置することで健全性を
確保するとした常設重大事故等
対処設備を収納する建屋は，設
計荷重(竜巻)に対して以下を考
慮した設計とすることを構造設
計にて説明する。
・設計飛来物による衝撃荷重に
対して建屋の構造部材である屋
根，壁，フード，扉が貫通及び
裏⾯剥離が生じない厚さ有する
設計
※8条(竜巻)-14「屋外 機器・配
管」の配置設計(36条-91)及び8
条(竜巻)-14「屋内 機器・配
管」の配置設計(36条-91)で展開
するとした竜巻防護対象施設を
収納する建屋の設計

5353



 36条→個別条文(39条)→8条の展開 別紙

設計説明分類
(下線は代表)

各基本設計方針の対象となる範
囲（対象範囲は資料1別添参照）

設計項目 設計項目の考え方 説明グループの考え方

第２回申請

項目番
号

基本設計方針 要求種別
精査中

(36条-91(45))
屋内に設置することで健全性を
確保するとした常設重大事故等
対処設備を収納する建屋は，以
下の観点で構造健全性を維持で
きていることを評価にて説明す
る。
・設計飛来物による衝撃荷重に
対して建屋の構造部材である屋
根，壁，フード，扉が貫通及び
裏⾯剥離が生じない厚さ有する
すること。

(36条-121(45))
屋内に保管することで健全性を
確保するとした可搬型重大事故
等対処設備を収納する建屋は，
以下の観点で構造健全性を維持
できていることを評価にて説明
する。
・設計飛来物による衝撃荷重に
対して建屋の構造部材である屋
根，壁，フード，扉が貫通及び
裏⾯剥離が生じない厚さ有する
すること。

8条(竜巻)C①　竜巻防護対象施
設を収納する建屋（地下タンク
室）

配置設計 (8条(竜巻)-16)
竜巻防護対象施設を収納する建
屋のうちタンク室は，竜巻防護
対策設備の設置により飛来物の
影響を防止する設備の範囲につ
いて，設計情報（配置情報）を
示す。

＜8条(竜巻)-16代表以外＞
・竜巻防護対策設備の配置により
飛来物の衝突が防止できる配置設
計は，8条(竜巻)-31「竜巻防護対
策設備」の構造設計(8条(竜巻)-
31)②に合わせて説明Gr1で説明す
る。

構造設計
36条(No.91-7)

(36条-91(45))
屋内に設置することで健全性を
確保するとした常設重大事故等
対処設備を収納する地中構造物
（重油貯蔵所等）は，設計荷重
(竜巻)に対して以下を考慮した
設計とすることを構造設計にて
説明する。
・設計飛来物による衝撃荷重に
対して，地中構造物（重油貯蔵
所等）の構造部材である壁が貫
通及び裏⾯剥離が生じない厚さ
有する設計

評価
36条(No.91-7)

(36条-91(45))
屋内に設置することで健全性を
確保するとした常設重大事故等
対処設備を収納する地中構造物
（重油貯蔵所等）は，
は，以下の観点で構造健全性を
維持できていることを評価にて
説明する。
・設計飛来物による衝撃荷重に
対して，地中構造物（重油貯蔵
所等）の構造部材である壁が貫
通及び裏⾯剥離が生じない厚さ
有すること。

＜36条-91 代表以外＞
・防護対象を収納する建屋の構造
部材が設計飛来物の衝突に対し貫
通及び裏面剥離が生じない設計は
共通の設計方針であることから，
Gr1「建物・構築物」の8条(竜巻)-
16を代表として説明する。

【8条(竜巻)-16代表】説明Gr1
【36条-91代表】
【36条-121代表】
・設計飛来物の衝突に対し建屋の
構造部材である屋根，壁，フー
ド，扉が貫通及び裏面剥離が生じ
ない設計は，外部衝撃に対する防
護に係る設計であるため，説明Gr1
にて説明する。
　また，当該設計は防護対象を収
納する建屋に共通の設計方針であ
るため，8条(竜巻)-16「建物・構
築物」を代表として説明する。

＜36条-91代表以外＞
・屋内　機器・配管
＜廃棄物管理施設　8条(竜巻)-15
代表以外＞
・建物・構築物

屋内　機器・配管

建物・構築物 ・8条(竜巻)A①　竜巻防護対象
施設を収納する建屋
・36条A③ 屋内の常設重大事故
等対処設備,重大事故等対処設備
を収納する建屋等
・36条A⑬ 重大事故等対処設備
を収納する建屋等

(8条(竜巻)-16)
竜巻防護対象施設を収納する建
屋は，以下の観点で構造健全性
を維持できていることを評価に
て説明する。
・設計飛来物による衝撃荷重に
対して建屋の構造部材である屋
根，壁，フード，扉が貫通及び
裏⾯剥離が生じない厚さ有する
すること。

36条C④ 屋内の常設重大事故等
対処設備,外部衝撃から防護する
ために必要な設備

評価要求
　また，設計飛来物の衝突に対して，貫通及び裏面剥離の発生により竜巻防
護対象施設の安全機能を損なわない設計とする。

16

評価
8条(竜巻) (No.16-1)
36条 (No.91-3、121-3)
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 36条→個別条文(39条)→8条の展開 別紙

設計説明分類
(下線は代表)

各基本設計方針の対象となる範
囲（対象範囲は資料1別添参照）

設計項目 設計項目の考え方 説明グループの考え方

(36条-91(45))
屋内に設置する常設重大事故等
対処設備（気圧差が生じる設
備）は，設計荷重(竜巻)に対し
て以下を考慮した設計とするこ
とをシステム設計にて説明す
る。
・外気と繋がっており気圧差が
影響する範囲

(8条(竜巻)-17)
ガラス固化体貯蔵設備のうち外
気と接続されている収納管は，
設計荷重(竜巻)に対して以下を
考慮した設計とすることをシス
テム設計にて説明する。
・外気と繋がっており気圧差が
影響する範囲

＜8条(竜巻)-17代表以外＞
・ガラス固化体貯蔵設備で気圧差
が影響する範囲（設計条件）のシ
ステム設計は，Gr1廃棄物管理施設
の「屋内　機器・配管」の8条(竜
巻)-17 を代表として説明する。

(8条(竜巻)-17)
塔槽類廃ガス処理設備等の建屋
内の施設で外気と繋がっている
竜巻防護対象施設は，設計荷重
(竜巻)に対して以下を考慮した
設計とすることを構造設計にて
説明する。
・気圧差による荷重に対して構
成する主要部材が安全機能に影
響を及ぼすような変形が生じな
い構造

(36条-91(45))
屋内に設置する常設重大事故等
対処設備（気圧差が生じる設
備）は，設計荷重(竜巻)に対し
て以下を考慮した設計とするこ
とを構造設計にて説明する。
・気圧差による荷重に対して構
成する主要部材が重大事故等へ
の対処に必要な機能に影響を及
ぼす変形が生じない構造

(36条-91(45))
屋内に設置する常設重大事故等
対処設備（気圧差が生じる設
備）は，以下の観点で構造健全
性を維持できていることを評価
にて説明する。
・気圧差による荷重に対して構
成する主要部材が重大事故等へ
の対処に必要な機能に影響を及
ぼす変形が生じないこと

冒頭宣言に当たる8条(竜巻)基本設計方針No.13を受けた設計
No.7,8から展開される設計条件（最大風速100m/sによる設計荷重(竜巻）の設定）を考慮

No.14から展開される設計条件（建屋内の竜巻防護対象施設の配置）を考慮

項目番
号

基本設計方針 要求種別

評価要求
　塔槽類廃ガス処理設備等の建屋内の施設で外気と繋がっている竜巻防護対
象施設は，気圧差による荷重に対して構造強度評価を実施し，安全機能を損
なわないよう，要求される機能を維持する設計とする。

17

【8条(竜巻)-17】説明Gr1
【36条-91】
・屋内　機器・配管の外気と繋
がっている竜巻防護対象施設の気
圧差による荷重に対する構造設計
は，外部衝撃に対する防護に係る
設計であるため，説明Gr1にて説明
する。

システム設計 【8条(竜巻)-17】説明Gr1
【36条-91】
・配管、ダクト等で外気と接続さ
れており気圧差が影響する範囲
（設計条件）のシステム設計は，
外部衝撃に対する防護に係る設計
であるため，説明Gr1にて説明す
る。

第２回申請

(8条(竜巻)-17)
塔槽類廃ガス処理設備等のうち
外気と接続されている配管、ダ
クトは，設計荷重(竜巻)に対し
て以下を考慮した設計とするこ
とをシステム設計にて説明す
る。
・外気と繋がっており気圧差が
影響する範囲

(8条(竜巻)-17)
塔槽類廃ガス処理設備等の建屋
内の施設で外気と繋がっている
竜巻防護対象施設は，以下の観
点で構造健全性を維持できてい
ることを評価にて説明する。
・気圧差による荷重に対して構
成する主要部材が安全機能に影
響を及ぼすような変形が生じな
いこと

評価
8条(竜巻) (No.17-1)
36条 (No.91-8)

構造設計
8条(竜巻) (No.17-1)
36条 (No.91-8)

8条(竜巻)C②　建屋内の施設で
外気と繋がっている竜巻防護対
象施設
36条C④ 屋内の常設重大事故等
対処設備,外部衝撃から防護する
ために必要な設備

屋内　機器・配管

精査中

5555



 36条→個別条文(39条)→8条の展開 別紙

設計説明分類
(下線は代表)

各基本設計方針の対象となる範
囲（対象範囲は資料1別添参照）

設計項目 設計項目の考え方 説明グループの考え方

項目番
号

基本設計方針 要求種別

第２回申請
精査中

屋内　機器・配管 ○_常設重大事故等対処設備 システム設計 （39条(代替換気設備)-15）
代替換気設備の塔槽類廃ガス処
理設備からセルに導出するユ
ニット，セル導出ユニットフィ
ルタ，凝縮器は，気圧差に対し
て以下を考慮した設計とするこ
とをシステム設計にて説明す
る。
・設計基準事故に対処するため
の設備である塔槽類廃ガス処理
設備と弁による隔離又は系統を
切り離しにより独立性を図る設
計

【39条(代替換気設備)-15代表】説
明Gr1
常設重大事故等対処設備を設計基
準事故に対処するための設備と可
能な限り独立性を図ることについ
ては，外部衝撃に対する機能確保
の手段の一つであるため，説明Gr1
にて説明する。

屋内　機器・配管 ○_常設重大事故等対処設備 システム設計 （39条(代替換気設備)-16）
代替換気設備の塔槽類廃ガス処
理設備からセルに導出するユ
ニット，セル導出ユニットフィ
ルタ，凝縮器以外の代替換気設
備の常設重大事故等対処の主配
管及び経路を構成する機器は，
気圧差に対して以下を考慮した
設計とすることをシステム設計
にて説明する。
・設計基準事故に対処するため
の設備である塔槽類廃ガス処理
設備，建屋換気設備と兼用する
系統以外は弁による隔離，ダン
パによる隔離又は切り離しによ
り独立性を図る設計

【39条(代替換気設備)-16代表】説
明Gr1
常設重大事故等対処設備を設計基
準事故に対処するための設備と可
能な限り独立性を図ることについ
ては，外部衝撃に対する機能確保
の手段の一つであるため，説明Gr1
にて説明する。

構造設計
8条(竜巻) (No.17-2)

(8条(竜巻)-17)
ガラス固化体貯蔵設備の収納管
は，設計荷重(竜巻)に対して以
下を考慮した設計とすることを
構造設計にて説明する。
・気圧差による荷重に対して構
成する主要部材が安全機能に影
響を及ぼす変形が生じない構造

評価
8条(竜巻) (No.17-2)

(8条(竜巻)-17)
ガラス固化体貯蔵設備の収納管
は，以下の観点で構造健全性を
維持できていることを評価にて
説明する。
・気圧差による荷重に対して構
成する主要部材が安全機能に影
響を及ぼすような変形が生じな
いこと

17
　塔槽類廃ガス処理設備等の建屋内の施設で外気と繋がっている竜巻防護対
象施設は，気圧差による荷重に対して構造強度評価を実施し，安全機能を損
なわないよう，要求される機能を維持する設計とする。

評価要求

＜8条(竜巻)-17代表以外＞
・ガラス固化体貯蔵設備の気圧差
による荷重に対する構造設計は，
Gr1廃棄物管理施設の「屋内　機
器・配管」の8条(竜巻)-17 を代表
として説明する。

8条(竜巻)C②　建屋内の施設で
外気と繋がっている竜巻防護対
象施設
36条C④ 屋内の常設重大事故等
対処設備,外部衝撃から防護する
ために必要な設備

屋内　機器・配管

39条(代替換気設備)‐15から

39条(代替換気設備)‐16から
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 36条→個別条文(39条)→8条の展開 別紙

設計説明分類
(下線は代表)

各基本設計方針の対象となる範
囲（対象範囲は資料1別添参照）

設計項目 設計項目の考え方 説明グループの考え方

項目番
号

基本設計方針 要求種別

第２回申請
精査中

屋内　機器・配管 ○_可搬型重大事故等対処設備 配置設計 （39条(代替安全冷却水系)-
21,39条(代替換気設備)-18）
屋内に保管する可搬型重大事故
等対処設備は，風荷重及び飛来
物による衝撃荷重に対して以下
を考慮した設計とすることを配
置設計にて説明する。
・設計基準事故に対処するため
の設備又は常設重大事故等対処
設備と異なる位置で建屋内に保
管する設計
・100m以上の離隔距離を確保し
た複数の保管場所に位置的分散
して保管する設計

【39条(代替安全冷却水系)-21,39
条(代替換気設備)-18代表】説明
Gr1
可搬重大事故等対処設備を設計基
準事故に対処するための設備と可
能な限り位置的分散を図ることに
ついては，外部衝撃に対する機能
確保の手段の一つであるため，説
明Gr1にて説明する。

屋内　機器・配管 ○_常設重大事故等対処設備 配置設計 （39条(代替安全冷却水系)-16）
冷却水給排水配管・弁，冷却水
注水配管・弁，冷却水配管・弁
(凝縮器)，凝縮器冷却水給排水
配管・弁以外の代替安全冷却水
系の常設重大事故等対処の主配
管等は，飛来物による衝撃荷重
（建屋開口部）に対して以下を
考慮した設計とすることを配置
設計にて説明する。
・設計基準事故に対処するため
の設備である安全冷却水系と可
能な限り異なる場所に設置し，
位置的分散を図る設計

【39条(代替安全冷却水系)-16代
表】説明Gr1
常設重大事故等対処設備を設計基
準事故に対処するための設備と可
能な限り位置的分散を図ることに
ついては，外部衝撃に対する機能
確保の手段の一つであるため，説
明Gr1にて説明する。

屋内　機器・配管 ○_常設重大事故等対処設備 配置設計 （39条(代替換気設備)-16）
代替換気設備の塔槽類廃ガス処
理設備からセルに導出するユ
ニット，セル導出ユニットフィ
ルタ，凝縮器以外の代替換気設
備の常設重大事故等対処の主配
管及び経路を構成する機器は，
飛来物による衝撃荷重（建屋開
口部）に対して以下を考慮した
設計とすることを配置設計にて
説明する。
・設計基準事故に対処するため
の設備である塔槽類廃ガス処理
設備，建屋換気設備と可能な限
り異なる場所に設置し，可能な
限り位置的分散を図る設計

【39条(代替安全冷却水系)-16代
表】説明Gr1
常設重大事故等対処設備を設計基
準事故に対処するための設備と可
能な限り位置的分散を図ることに
ついては，外部衝撃に対する機能
確保の手段の一つであるため，説
明Gr1にて説明する。

冒頭宣言に当たる8条(竜巻)基本設計方針No.13を受けた設計
No.14から展開される設計条件（建屋内の竜巻防護対象施設の配置）を考慮

18

　開口部等からの設計飛来物の侵入により，建屋内に収納されるが防護が期
待できない竜巻防護対象施設は，設計飛来物の衝突による影響に対して，強
度の確保等により機能が損なわれることを防止する設計,配置上の考慮又は竜
巻防護対策設備を設置することにより，安全機能を損なわない設計とする。

設置要求

屋内　機器・配管

36条C④ 屋内の常設重大事故等
対処設備,外部衝撃から防護する
ために必要な設備

【8条(竜巻)-18代表】
【36条-91代表】
・建屋に収納する竜巻防護対象施
設の配置と建屋開口部及び竜巻防
護対策設備の配置等により設計飛
来物の衝突を防止する設計は，外
部衝撃に対する防護に係る設計で
あるため，説明Gr1にて説明する。
　当該設計は建屋内の防護対象に
共通の設計方針であるため，8条
(竜巻)-18「屋内　機器・配管」を
代表として説明する。
　

＜8条(竜巻)-18 代表以外＞
＜36条-91 代表以外＞
・屋外　機器・配管
＜廃棄物管理施設　8条(竜巻)-14
代表以外＞
・屋内　機器・配管

(8条(竜巻)-18)
建屋内に設置する竜巻防護対象
施設は，設計荷重(竜巻)に対し
て以下を考慮した設計とするこ
とを配置設計にて説明する。
・建屋内の竜巻防護対象施設の
配置情報と建屋の開口部及び内
壁の配置情報，竜巻防護対策設
備の配置を踏まえ，建屋内の竜
巻防護対象施設に対する設計飛
来物の衝突を防止する設計を配
置設計にて説明する。
・設置する建屋の設計は，8条
(竜巻)-15,16「建物・構築物」
の構造設計(8条(竜巻)-15,16)で
展開する。
・竜巻防護対象設備の設計は，8
条(竜巻)-31「竜巻防護対策設
備」の構造設計(8条(竜巻)-31)
②で展開する。

配置設計

(36条-91(45))
屋内に設置する常設重大事故等
対処設備は，設計荷重(竜巻)に
対して以下を考慮した設計とす
ることを配置設計にて説明す
る。
・建屋等内の重大事故等対処設
備の配置情報と建屋の開⼝部及
び内壁の配置情報の位置関係を
踏まえ，設計飛来物の侵入経路
を考慮し，設計飛来物が衝突し
ない位置に設置する設計
・設置する建屋の設計は，8条
(竜巻)-15,16「建物・構築物」
の構造設計(36条-91)で展開す
る。
・竜巻防護対象設備の設計は，8
条(竜巻)-31「竜巻防護対策設
備」の構造設計(36条-91)で展開
する。

－
(施設共通の基本設計方針のた
め)
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 36条→個別条文(39条)→8条の展開 別紙

設計説明分類
(下線は代表)

各基本設計方針の対象となる範
囲（対象範囲は資料1別添参照）

設計項目 設計項目の考え方 説明グループの考え方

項目番
号

基本設計方針 要求種別

第２回申請
精査中

屋内　機器・配管 ○_常設重大事故等対処設備 配置設計 （39条(代替安全冷却水系)-22）
接続口は，風荷重及び飛来物に
よる衝撃荷重に対して以下を考
慮した設計とすることを配置設
計にて説明する。
・適切に離隔した隣接しない位
置の異なる複数箇所に設置する
設計
・屋外からのアクセス性を考慮
した異なる複数箇所に設置する
設計

【39条(代替安全冷却水系)-22代
表】説明Gr1
接続口を位置の異なる複数箇所に
設置すること及び複数箇所に設置
することについては，外部衝撃に
対する機能確保の手段の一つであ
るため，説明Gr1にて説明する。

屋内　機器・配管 ○_常設重大事故等対処設備 構造設計 （39条(代替安全冷却水系)-18）
代替安全冷却水系は，風荷重及
び飛来物による衝撃荷重に対し
て以下を考慮した設計とするこ
とを構造設計にて説明する。
・設計基準事故に対処するため
の設備である安全冷却水系とは
異なるヒートシンクを採用する
設計

【39条(代替安全冷却水系)-18代
表】説明Gr1
常設重大事故等対処設備を設計基
準事故に対処するための設備と可
能な限り多様性を図ることについ
ては，外部衝撃に対する機能確保
の手段の一つであるため，説明Gr1
にて説明する。

屋内　機器・配管 ○_可搬型重大事故等対処設備 構造設計 （39条(代替換気設備)-17）
代替セル排気系の可搬型排風機
は，風荷重及び飛来物による衝
撃荷重に対して以下を考慮した
設計とすることを構造設計にて
説明する。
・設計基準事故に対処するため
の設備である建屋換気設備の排
風機とは異なる給電方式を採用
する設計
・必要な燃料を設計基準事故に
対処するための設備とは異なる
設備から補給する設計

【39条(代替換気設備)-17代表】説
明Gr1
可搬型重大事故等対処設備を設計
基準事故に対処するための設備と
可能な限り多様性を図ることにつ
いては，外部衝撃に対する機能確
保の手段の一つであるため，説明
Gr1にて説明する。

屋内　機器・配管 ○_常設重大事故等対処設備 システム設計 （39条(代替安全冷却水系)-15）
代替安全冷却水系を構成する常
設重大事故等対処設備の冷却水
給排水配管・弁，冷却水注水配
管・弁，冷却水配管・弁(凝縮
器)，凝縮器冷却水給排水配管・
弁は，飛来物による衝撃荷重
（建屋開口部）に対して以下を
考慮した設計とすることをシス
テム設計にて説明する。
・設計基準事故に対処するため
の設備である安全冷却水系と弁
による隔離又は系統を切り離し
により独立性を図る設計

【39条(代替安全冷却水系)-15代
表】説明Gr1
常設重大事故等対処設備を設計基
準事故に対処するための設備と可
能な限り独立性を図ることについ
ては，外部衝撃に対する機能確保
の手段の一つであるため，説明Gr1
にて説明する。

屋内　機器・配管 ○_常設重大事故等対処設備 システム設計 （39条(代替安全冷却水系)-16）
冷却水給排水配管・弁，冷却水
注水配管・弁，冷却水配管・弁
(凝縮器)，凝縮器冷却水給排水
配管・弁以外の代替安全冷却水
系の常設重大事故等対処の主配
管等は，飛来物による衝撃荷重
（建屋開口部）に対して以下を
考慮した設計とすることをシス
テム設計にて説明する。
・設計基準事故に対処するため
の設備である安全冷却水系と兼
用する系統以外は弁により隔離
し独立性を図る設計

【39条(代替安全冷却水系)-16代
表】説明Gr1
常設重大事故等対処設備を設計基
準事故に対処するための設備と可
能な限り独立性を図ることについ
ては，外部衝撃に対する機能確保
の手段の一つであるため，説明Gr1
にて説明する。

屋内　機器・配管 ○_常設重大事故等対処設備 システム設計 （39条(代替換気設備)-15）
代替換気設備の塔槽類廃ガス処
理設備からセルに導出するユ
ニット，セル導出ユニットフィ
ルタ，凝縮器は，飛来物による
衝撃荷重（建屋開口部）に対し
て以下を考慮した設計とするこ
とをシステム設計にて説明す
る。
・設計基準事故に対処するため
の設備である塔槽類廃ガス処理
設備と弁による隔離又は系統を
切り離しにより独立性を図る設
計

【39条(代替換気設備)-15代表】説
明Gr1
常設重大事故等対処設備を設計基
準事故に対処するための設備と可
能な限り独立性を図ることについ
ては，外部衝撃に対する機能確保
の手段の一つであるため，説明Gr1
にて説明する。

18

　開口部等からの設計飛来物の侵入により，建屋内に収納されるが防護が期
待できない竜巻防護対象施設は，設計飛来物の衝突による影響に対して，強
度の確保等により機能が損なわれることを防止する設計,配置上の考慮又は竜
巻防護対策設備を設置することにより，安全機能を損なわない設計とする。

設置要求

【39条(代替換気設備)-16代表】説
明Gr1
常設重大事故等対処設備を設計基
準事故に対処するための設備と可
能な限り独立性を図ることについ
ては，外部衝撃に対する機能確保
の手段の一つであるため，説明Gr1
にて説明する。

（39条(代替換気設備)-16）
代替換気設備の塔槽類廃ガス処
理設備からセルに導出するユ
ニット，セル導出ユニットフィ
ルタ，凝縮器以外の代替換気設
備の常設重大事故等対処の主配
管及び経路を構成する機器は，
飛来物による衝撃荷重（建屋開
口部）に対して以下を考慮した
設計とすることをシステム設計
にて説明する。
・設計基準事故に対処するため
の設備である塔槽類廃ガス処理
設備，建屋換気設備と兼用する
系統以外は弁による隔離，ダン
パによる隔離又は切り離しによ
り独立性を図る設計

システム設計○_常設重大事故等対処設備屋内　機器・配管

39条(代替換気設備)‐15から

39条(代替換気設備)‐16から

39条(代替安全冷却⽔系)‐15から

39条(代替安全冷却⽔系)‐16）から
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 36条→個別条文(39条)→8条の展開 別紙

設計説明分類
(下線は代表)

各基本設計方針の対象となる範
囲（対象範囲は資料1別添参照）

設計項目 設計項目の考え方 説明グループの考え方

(8条(竜巻)-19)
建屋及び主排気筒は，以下の観
点で構造健全性を維持できてい
ることを評価にて説明する。
・設計荷重(竜巻)に対して主要
な構造部材の転倒，過大な変形
及び脱落が生じない構造を確保
できていること
・設計飛来物の衝突に対して構
造部材が貫通及び裏面剥離が生
じない壁厚を有すること

(36条-92(45))
建屋及び主排気筒(重大事故等対
処設備)は，以下の観点で構造健
全性を維持できていることを評
価にて説明する。
・設計荷重(竜巻)に対して主要
な構造部材の転倒，過大な変形
及び脱落が生じない構造を確保
できていること
・設計飛来物の衝突に対して構
造部材が貫通及び裏面剥離が生
じない壁厚を有すること

＜8条(竜巻)-19代表以外＞
＜36条-92代表以外＞
防護対象施設である建屋及び主排
気筒が設計荷重（竜巻）に対して
構造健全性を維持する設計は共通
の方針であることから，
建物の設計は8条(竜巻)-15,16「建
物・構築物」，排気筒の設計は8条
(竜巻)-21「建物・構築物」を代表
に説明Gr1で説明する。

項目番
号

基本設計方針 要求種別

第２回申請

19

　安全冷却水系の冷却塔等の屋外の竜巻防護対象施設は，設計荷重(竜巻)に
対して，構造強度評価を実施し，安全機能を損なわないよう，要求される機
能を維持する設計とする。また，設計飛来物の衝突による影響に対して安全
機能を損なうおそれのある場合には，竜巻防護対策設備を設置することによ
り安全機能を損なわない設計とする。

設置要求
評価要求

建物・構築物 8条(竜巻)A②　屋外の竜巻防護
対象施設
36条A② 設計荷重(竜巻)により
生じる応力等に対する評価対象
施設及びその支持構造物
36条A④ 屋外の常設重大事故等
対処設備

評価
8条(竜巻) (No.19-1)
36条 (No.92-1)

8条(竜巻)A②　屋外の竜巻防護
対象施設
36条A④ 屋外の常設重大事故等
対処設備

(8条(竜巻)-19)
建屋及び主排気筒は，設計荷重
(竜巻)に対して以下を考慮した
設計とすることを構造設計にて
説明する。
・設計荷重(竜巻)に対して主要
な構造部材の転倒，過大な変形
及び脱落が生じない設計
・設計飛来物の衝突に対し貫通
及び裏面剥離が⽣じない厚さを
有すること
・建屋の設計は，8条(竜巻)-
15,16「建物・構築物」の構造設
計(8条(竜巻)-15,16)で展開す
る。
・主排気筒の設計は，8条(竜
巻)-21「建物・構築物」の構造
設計(8条(竜巻)-21)①で展開す
る。

(36条-92(45))
建屋及び主排気筒(重大事故等対
処設備)は，設計荷重(竜巻)に対
して以下を考慮した設計とする
ことを構造設計にて説明する。
・設計荷重(竜巻)に対して主要
な構造部材の転倒，過大な変形
及び脱落が生じない設計
・設計飛来物の衝突に対し貫通
及び裏面剥離が⽣じない厚さを
有すること
・建屋の設計は，8条(竜巻)-
15,16「建物・構築物」の構造設
計(8条(竜巻)-15,16)で展開す
る。
・主排気筒の設計は，8条(竜
巻)-21「建物・構築物」の構造
設計(8条(竜巻)-21)①で展開す
る。

構造設計
8条(竜巻) (No.19-1)
36条 (No.92-1)

冒頭宣言に当たる8条(竜巻)基本設計方針No.13を受けた設計
No.7～10から展開される設計条件（最大風速100m/sによる設計荷重(竜巻）の設定）を考慮

精査中

5959



 36条→個別条文(39条)→8条の展開 別紙

設計説明分類
(下線は代表)

各基本設計方針の対象となる範
囲（対象範囲は資料1別添参照）

設計項目 設計項目の考え方 説明グループの考え方
項目番

号
基本設計方針 要求種別

第２回申請

精査中

屋外　機器・配管 ○_可搬型重大事故等対処設備 構造設計 （39条(代替安全冷却水系)-17）
代替安全冷却水系の可搬型中型
移送ポンプは，風荷重及び飛来
物による衝撃荷重に対して以下
を考慮した設計とすることを構
造設計にて説明する。
・設計基準事故に対処するため
の設備である安全冷却水系とは
異なる駆動方式を採用する設計
・必要な燃料を設計基準事故に
対処するための設備とは異なる
設備から補給する設計

【39条-(代替安全冷却水系)-17代
表】説明Gr1
可搬型重大事故等対処設備を設計
基準事故に対処するための設備と
可能な限り多様性を図ることにつ
いては，外部衝撃に対する機能確
保の手段の一つであるため，説明
Gr1にて説明する。

（36条-122）
屋外に保管する可搬型重大事故
等対処設備は，設計荷重(竜巻)
に対して以下を考慮した設計と
することを配置設計にて説明す
る。
・飛来物による衝撃荷重に対し
て竜巻が重大事故等の発生の要
因とならないことを踏まえ，固
縛等の措置を講じた上で互いに
100m以上の離隔を確保して保管
する予備を期待し必要な機能を
維持する設計
・固縛等の措置は「（8条(竜
巻)-19「屋外_機器・配管」の構
造設計（36条-122））」に基づ
く
・相互離隔の措置は「（8条(竜
巻)-19「屋外_機器・配管」の配
置設計（（39条(代替安全冷却水
系)-20,21, 39条(代替換気設
備)-18））」に基づく

36条B⑳ 屋外の可搬型重大事故
等対処設備

○_可搬型重大事故等対処設備屋外　機器・配管

配置設計屋外　機器・配管

配置設計 （39条(代替安全冷却水系)-
20,21, 39条(代替換気設備)-
18）

屋外に保管する可搬型重大事故
等対処設備は，風荷重及び飛来
物による衝撃荷重に対して以下
を考慮した設計とすることを配
置設計にて説明する。
・設計基準事故に対処するため
の設備(屋外に設置する設計基準
事故に対処するための設備を含
む)又は常設重大事故等対処設備
と異なる場所に保管する設計
・設計基準事故に対処するため
の設備又は常設重大事故等対処
設備を設置する建屋の外壁から
100m以上の離隔距離を確保した
場所に保管する設計
・100m以上の離隔距離を確保し
た複数の保管場所に位置的分散
して保管する設計
・屋外に設置する設計基準事故
に対処するための設備である安
全冷却水系冷却塔から100m以上
の離隔距離を確保した場所に保
管する設計

39条(代替安全冷却水系)-20,21,
39条(代替換気設備)-18の「100m以
上の離隔距離を確保した複数の保
管場所に位置的分散して保管する
設計」と、36条-122の「固縛等の
措置を講じた上で互いに100m以上
の離隔を確保して保管する予備を
期待し必要な機能を維持する設
計」の位置的分散に係る設計は、
同一の設計であることから合わせ
て説明する。

【39条-20,21代表】説明Gr1
　可搬型重大事故等対処設備を以
下に示す事項を考慮して設計基準
事故に対処するための設備又は常
設重大事故等対処設備と異なる位
置に保管する設計とすることにつ
いては，外部衝撃に対する機能確
保の手段の一つであるため，説明
Gr1にて説明する。
・設計基準事故に対処するための
設備又は常設重大事故等対処設備
を設置する建屋の外壁から100m以
上の離隔距離を確保した場所に保
管する設計
・100m以上の離隔距離を確保した
複数の保管場所に位置的分散して
保管する設計
・屋外に設置する設計基準事故に
対処するための設備から100m以上
の離隔距離を確保した場所に保管
する設計

【36条-122代表】説明Gr1
　屋外にのみ保管する可搬型重大
事故等対処設備は，竜巻が重大事
故等の発生の要因とならないこと
を踏まえ，飛来物による衝撃荷重
に対しての評価は行なわない。
　屋外にのみ保管する可搬型重大
事故等対処設備は，設計荷重(竜
巻)のうち風荷重に対して固縛等の
措置（8条(竜巻)-19「屋外_機器・
配管」の構造設計（36条-122））
を講じることで転倒及び飛散防止
を図り，飛来物による衝撃荷重に
対して互いに100m以上の離隔を確
保して保管する予備（8条(竜巻)-
19「屋外_機器・配管」の配置設計
（36条-31)）を期待し必要な機能
を維持することについては，外部
衝撃に対する機能確保の手段の一
つであるため，説明Gr1にて説明す
る。

19

　安全冷却水系の冷却塔等の屋外の竜巻防護対象施設は，設計荷重(竜巻)に
対して，構造強度評価を実施し，安全機能を損なわないよう，要求される機
能を維持する設計とする。また，設計飛来物の衝突による影響に対して安全
機能を損なうおそれのある場合には，竜巻防護対策設備を設置することによ
り安全機能を損なわない設計とする。

設置要求
評価要求

36条‐122から

イレギュラー対応（位置的分散による必要数(1n)の確保）の設備は⾶来
物による衝突荷重の評価をしないことを明確化

位置的分散設計の共通部分を合わせ
て説明する。

6060



 36条→個別条文(39条)→8条の展開 別紙

設計説明分類
(下線は代表)

各基本設計方針の対象となる範
囲（対象範囲は資料1別添参照）

設計項目 設計項目の考え方 説明グループの考え方
項目番

号
基本設計方針 要求種別

第２回申請

精査中

構造設計
8条(竜巻)（No.19-2）

(8条(竜巻)-19)①
冷却塔及び安全冷却水系の配管
は，設計荷重(竜巻)に対して以
下を考慮した設計とすることを
構造設計にて説明する。
・設計荷重(竜巻)に対して主要
な構成部材が安全機能をに影響
を及ぼす変形が生じない構造

評価
8条(竜巻)（No.19-2）

(8条(竜巻)-19)
冷却塔及び安全冷却水系の配管
は，以下の観点で構造健全性を
維持できていることを評価にて
説明する。
・設計荷重(竜巻)に対して主要
な構成部材の変形が生じない構
造を確保できていること

構造設計
8条(竜巻)（No.19-3）

(8条(竜巻)-19)②
周辺に飛来物防護ネットを設置
している冷却塔及び配管は，防
護ネットを通過する飛来物であ
る砂利に対して以下を考慮した
設計とすることを構造設計にて
説明する。
・防護ネットを通過する飛来物
である砂利による衝撃荷重に対
して貫通を生じない厚さを有す
ること
・竜巻防護対象設備の配置・設
計は，8条(竜巻)-31「竜巻防護
対策設備」の構造設計(8条(竜
巻)-31)②で展開する。

評価
8条(竜巻)（No.19-3）

(8条(竜巻)-19)
周辺に飛来物防護ネットを設置
している冷却塔及び配管は，以
下の観点で構造健全性を維持で
きていることを評価にて説明す
る。
・防護ネットを通過する飛来物
である砂利に対して貫通を生じ
ない厚さを有すること

36条C⑤ 情報把握計装設備用屋
内伝送系統等の屋外アンテナ

構造設計
36条(No.92-〇)

(36条-92(45))①
建屋内外に跨って設置する情報
把握計装設備用屋内伝送系統等
の屋外部（屋外アンテナ）は，
設計荷重(竜巻)に対して以下を
考慮した設計とすることを構造
設計にて説明する。
・風荷重に対して主要な構成部
材が安全機能をに影響を及ぼす
変形が生じない構造
・飛来物による衝撃荷重に対す
る設計は（8条(竜巻)-4「屋外
機器・配管」の構造設計（36条-
92)）で展開する。

36条C⑤ 情報把握計装設備用屋
内伝送系統等の屋外アンテナ

評価
36条(No.92-〇)

(36条-92(45))
建屋内外に跨って設置する情報
把握計装設備用屋内伝送系統等
の屋外部（屋外アンテナ）は，
以下の観点で構造健全性を維持
できていることを評価にて説明
する。
・風荷重に対して主要な構成部
材の変形が生じない構造を確保
できていること

【8条(竜巻)-19代表】説明Gr1
【36条-92代表】
・屋外の防護対象施設について設
計荷重（竜巻）に対して構造健全
性を維持する設計は，外部衝撃か
らの防護に係る設計方針であるた
め，説明Gr1にて説明する。

＜8条(竜巻)-19代表以外＞
＜36条-92 代表以外＞
・建物・構築物
＜8条(竜巻)-21代表以外＞
＜36条-45代表以外＞
・屋外　機器・配管
＜36条-92 代表以外＞
・屋外　機器・配管
・屋内　機器・配管

屋外　機器・配管

屋外　機器・配管

8条(竜巻)B①　屋外の竜巻防護
対象施設

8条(竜巻)B①　屋外の竜巻防護
対象施設

19

　安全冷却水系の冷却塔等の屋外の竜巻防護対象施設は，設計荷重(竜巻)に
対して，構造強度評価を実施し，安全機能を損なわないよう，要求される機
能を維持する設計とする。また，設計飛来物の衝突による影響に対して安全
機能を損なうおそれのある場合には，竜巻防護対策設備を設置することによ
り安全機能を損なわない設計とする。

設置要求
評価要求

6161



 36条→個別条文(39条)→8条の展開 別紙

設計説明分類
(下線は代表)

各基本設計方針の対象となる範
囲（対象範囲は資料1別添参照）

設計項目 設計項目の考え方 説明グループの考え方
項目番

号
基本設計方針 要求種別

第２回申請

精査中

構造設計
36条(No.122-1)

(36条-122(45))
屋外の可搬型重大事故等対処設
備（車両）及び可搬型ホースを
収納するコンテナは，設計荷重
(竜巻)に対して以下を考慮した
設計とすることを構造設計にて
説明する。
・風荷重に対して固縛装置によ
り固縛することで転倒，飛散を
防止する構造

評価
36条(No.122-1)

(36条-122(45))
屋外の可搬型重大事故等対処設
備（車両）及び可搬型ホースを
収納するコンテナは，以下の観
点で構造健全性を維持できてい
ることを評価にて説明する。
・風荷重に対して固縛装置の構
成部材の破断が生じない構造を
確保できていること

構造設計
36条(No.122-2)

(36条-122(45))
屋外の可搬型重大事故等対処設
備（可搬型発電機等）及び可搬
型ダクト等を収納するコンテナ
は，設計荷重(竜巻)に対して以
下を考慮した設計とすることを
構造設計にて説明する。
・風荷重に対して設備自体を固
定することで転倒，飛散を防止
する構造

評価
36条(No.122-2)

(36条-122(45))
屋外の可搬型重大事故等対処設
備（可搬型発電機等）及び可搬
型ダクト等を収納するコンテナ
は，以下の観点で構造健全性を
維持できていることを評価にて
説明する。
・風荷重に対して固定部の構成
部材の変形，破断が生じない構
造を確保できていること

(36条-92(45))
建屋内外に跨って接続するダク
ト等の屋外部（常設重大事故等
対処設備）は，設計荷重(竜巻)
に対して以下を考慮した設計と
することを配置設計にて説明す
る。
・建屋内外に接続するダクト等
の屋外部は，設計荷重(竜巻)に
対して飛来物防護板を設置する
設計
・竜巻防護対象設備の配置・設
計は，8条(竜巻)-31「竜巻防護
対策設備」の構造設計(8条(竜
巻)-31)②で展開する。

＜36条-122代表以外＞
屋外の可搬型重大事故等対処設備
（車両）及び可搬型ホースを収納
するコンテナについて設計荷重
（竜巻）のうち風荷重に対して固
縛装置により固縛することで転
倒，飛散を防止する設計
及び
屋外の可搬型重大事故等対処設備
（可搬型発電機等）及び可搬型ダ
クト等を収納するコンテナについ
て設計荷重（竜巻）のうち風荷重
に対して固定装置により固定する
ことで転倒，飛散を防止する設計
は，飛来物となることの防止に関
する設計と同じであるため8条(竜
巻)-29「屋外　機器・配管」を代
表に説明Gr1で説明する。

(8条(竜巻)-19)
竜巻防護対策設備によって防護
する竜巻防護対象施設は，設計
荷重(竜巻)に対して以下を考慮
した設計とすることを配置設計
にて説明する。
・冷却塔及び配管は，設計飛来
物による衝撃荷重に対して飛来
物防護ネットを設置する設計
・冷却塔及び配管の風荷重及び
砂利に対する設計は（8条(竜
巻)-19「屋外　機器・配管」の
構造設計②）で展開する。
・建屋内外に跨って接続するダ
クト等の屋外部は，設計荷重(竜
巻)に対して飛来物防護板を設置
する設計
・竜巻防護対象設備の配置・設
計は，8条(竜巻)-31「竜巻防護
対策設備」の構造設計(8条(竜
巻)-31)②で展開する。

屋外　機器・配管 8条(竜巻)B①　屋外の竜巻防護
対象施設
36条B⑥ 屋外の重大事故等対処
設備
36条B⑧ 屋外の常設重大事故等
対処設備（屋外ダクト）

36条B⑳ 屋外の可搬型重大事故
等対処設備

配置設計 ＜8条(竜巻)-19代表以外＞
＜36条-92代表以外＞
・竜巻防護対策設備の配置により
屋外に設置する防護対象への飛来
物の衝突を防止できる配置設計
は，（8条(竜巻)-31「竜巻防護対
策設備」の構造設計②）に合わせ
て説明Gr1で説明する。

屋外　機器・配管

19

　安全冷却水系の冷却塔等の屋外の竜巻防護対象施設は，設計荷重(竜巻)に
対して，構造強度評価を実施し，安全機能を損なわないよう，要求される機
能を維持する設計とする。また，設計飛来物の衝突による影響に対して安全
機能を損なうおそれのある場合には，竜巻防護対策設備を設置することによ
り安全機能を損なわない設計とする。

設置要求
評価要求
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 36条→個別条文(39条)→8条の展開 別紙

設計説明分類
(下線は代表)

各基本設計方針の対象となる範
囲（対象範囲は資料1別添参照）

設計項目 設計項目の考え方 説明グループの考え方

(8条(竜巻)-21)
転倒又は倒壊により波及的影響
（機械的影響）を及ぼし得る施
設は，設計荷重(竜巻)に対して
以下を考慮した設計とすること
を配置設計にて説明する。
・設計荷重(竜巻)に対し転倒又
は倒壊により波及的影響（機械
的影響）を及ぼし得る施設の配
置情報(設計情報)

(36条-91(45))
転倒又は倒壊により波及的影響
（機械的影響）を及ぼし得る施
設は，設計荷重(竜巻)に対して
以下を考慮した設計とすること
を配置設計にて説明する。
・転倒又は倒壊により波及的影
響（機械的影響）を及ぼし得る
施設の配置情報(設計情報)及び
波及的影響（機械的影響）の範
囲

(36条-92(45))
転倒又は倒壊により波及的影響
（機械的影響）を及ぼし得る施
設は，設計荷重(竜巻)に対して
以下を考慮した設計とすること
を配置設計にて説明する。
・転倒又は倒壊により波及的影
響（機械的影響）を及ぼし得る
施設の配置情報(設計情報)及び
波及的影響（機械的影響）の範
囲

(36条-121(45))
転倒又は倒壊により波及的影響
（機械的影響）を及ぼし得る施
設は，設計荷重(竜巻)に対して
以下を考慮した設計とすること
を配置設計にて説明する。
・転倒又は倒壊により波及的影
響（機械的影響）を及ぼし得る
施設の配置情報(設計情報)及び
波及的影響（機械的影響）の範
囲

(36条-122(45))
転倒又は倒壊により波及的影響
（機械的影響）を及ぼし得る施
設は，設計荷重(竜巻)に対して
以下を考慮した設計とすること
を配置設計にて説明する。
・転倒又は倒壊により波及的影
響（機械的影響）を及ぼし得る
施設の配置情報(設計情報)及び
波及的影響（機械的影響）の範
囲

＜8条(竜巻)-21代表以外＞
＜36条-91代表以外＞
＜36条-92代表以外＞
＜36条-121代表以外＞
＜36条-122代表以外＞
・設計荷重(竜巻)で竜巻防護対象
施設に対し倒壊又は転倒により波
及的影響を及ぼし得る施設の設計
条件は，8条(竜巻)-21「建物・構
築物」の構造設計(8条(竜巻)-
21)(36条-91)(36条-92)(36条-
121)(36条-122)に合わせて説明Gr1
で説明する。

冒頭宣言に当たる8条(竜巻)基本設計方針No.13を受けた設計

―
（冒頭宣言であり, 具体の設計は基本設計方針No.30に展開する。）

冒頭宣言に当たる8条(竜巻)基本設計方針No.3を受けた設計
No.7～9から展開される設計条件（最大風速100m/sによる設計荷重(竜巻）の設定）を考慮

配置設計

21

　竜巻防護対象施設等に波及的影響を及ぼし得る施設のうち，破損に伴う倒
壊又は転倒による機械的影響を及ぼし得る施設は，設計荷重(竜巻)に対し
て，構造強度評価を実施し，当該施設の倒壊又は転倒により，周辺の竜巻防
護対象施設等に波及的影響を及ぼさない設計とする。竜巻防護対象施設等に
波及的影響を及ぼし得る施設のうち，当該施設が機能喪失に陥った場合に竜
巻防護対象施設も機能喪失させる機能的影響を及ぼし得る施設は，設計荷重
(竜巻)に対して，必要な機能を維持する設計とする。

評価要求

建物・構築物 8条(竜巻)A③　竜巻防護対象施
設等に波及的影響を及ぼすおそ
れのある設備

項目番
号

基本設計方針 要求種別

冒頭宣言
【8条（竜巻）
-30】

20
　竜巻防護対策設備の基本設計方針については，第２章　個別項目の「7.3.4
竜巻防護対策設備」に示す。

36条‐91,92,121,122から

精査中
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 36条→個別条文(39条)→8条の展開 別紙

設計説明分類
(下線は代表)

各基本設計方針の対象となる範
囲（対象範囲は資料1別添参照）

設計項目 設計項目の考え方 説明グループの考え方
項目番

号
基本設計方針 要求種別

精査中

(8条(竜巻)-21)
8条(竜巻)-21「建物・構築物」
の配置設計(8条(竜巻)-21)にお
ける設計情報（配置情報）を踏
まえ，波及的影響（機械的影
響）を及ぼし得る施設(北換気
筒，建屋)は，設計荷重(竜巻)に
対して以下を考慮した設計とす
ることを構造設計にて説明す
る。
・設計荷重(竜巻)に対して，倒
壊又は転倒を防止できる設計

(36条-91(45))
8条(竜巻)-21「建物・構築物」
の配置設計(36条-91)における設
計情報（配置情報）を踏まえ，
波及的影響（機械的影響）を及
ぼし得る施設は，設計荷重(竜
巻)に対して以下を考慮した設計
とすることを構造設計にて説明
する。
・構造部材が転倒，過大な変形
及び脱落が生じないよう，構造
部材が十分な厚みを有し，倒壊
又は転倒を防止できる設計。

(36条-92(45))
8条(竜巻)-21「建物・構築物」
の配置設計(36条-92)における設
計情報（配置情報）を踏まえ，
波及的影響（機械的影響）を及
ぼし得る施設は，設計荷重(竜
巻)に対して以下を考慮した設計
とすることを構造設計にて説明
する。
・構造部材が転倒，過大な変形
及び脱落が生じないよう，構造
部材が十分な厚みを有し，倒壊
又は転倒を防止できる設計。

(36条-121(45))
8条(竜巻)-21「建物・構築物」
の配置設計(36条-121)における
設計情報（配置情報）を踏ま
え，波及的影響（機械的影響）
を及ぼし得る施設は，設計荷重
(竜巻)に対して以下を考慮した
設計とすることを構造設計にて
説明する。
・構造部材が転倒，過大な変形
及び脱落が生じないよう，構造
部材が十分な厚みを有し，倒壊
又は転倒を防止できる設計。

(36条-122(45))
8条(竜巻)-21「建物・構築物」
の配置設計(36条-122)における
設計情報（配置情報）を踏ま
え，波及的影響（機械的影響）
を及ぼし得る施設は，設計荷重
(竜巻)に対して以下を考慮した
設計とすることを構造設計にて
説明する。
・構造部材が転倒，過大な変形
及び脱落が生じないよう，構造
部材が十分な厚みを有し，倒壊
又は転倒を防止できる設計。

【8条(竜巻)-21　代表】
【36条-91代表】
【36条-92代表】
【36条-121代表】
【36条-122代表】
・竜巻防護対象施設に対し波及的
影響を及ぼし得る施設が，設計荷
重(竜巻)に対し倒壊又は転倒を防
止できる構造設計は，外部衝撃の
防護対象設備等に係る設計である
ため，説明Gr1にて説明する。
　また当該設計は，8条(竜巻)-21
「建物・構築物」を代表に説明Gr1
で説明する。

＜8条(竜巻)-22代表以外＞
・建物・構築物
＜廃棄物管理施設　8条(竜巻)-18
代表以外＞
・建物・構築物

構造設計
8条(竜巻)（No.21-1）
36条 (No.92-●)

21

　竜巻防護対象施設等に波及的影響を及ぼし得る施設のうち，破損に伴う倒
壊又は転倒による機械的影響を及ぼし得る施設は，設計荷重(竜巻)に対し
て，構造強度評価を実施し，当該施設の倒壊又は転倒により，周辺の竜巻防
護対象施設等に波及的影響を及ぼさない設計とする。竜巻防護対象施設等に
波及的影響を及ぼし得る施設のうち，当該施設が機能喪失に陥った場合に竜
巻防護対象施設も機能喪失させる機能的影響を及ぼし得る施設は，設計荷重
(竜巻)に対して，必要な機能を維持する設計とする。

評価要求

建物・構築物 8条(竜巻)A③　竜巻防護対象施
設等に波及的影響を及ぼすおそ
れのある設備
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 36条→個別条文(39条)→8条の展開 別紙

設計説明分類
(下線は代表)

各基本設計方針の対象となる範
囲（対象範囲は資料1別添参照）

設計項目 設計項目の考え方 説明グループの考え方
項目番

号
基本設計方針 要求種別

精査中

(8条(竜巻)-21)
波及的影響（機械的影響）を及
ぼし得る施設(北換気筒，建屋)
は，以下の観点で構造健全性を
維持できていることを評価にて
説明する。
・設計荷重(竜巻)に対して倒壊
又は転倒しない強度を有するこ
と

(36条-91(45))
波及的影響（機械的影響）を及
ぼし得る施設は，設計荷重(竜
巻)に対して以下を考慮した設計
とすることを評価にて説明す
る。
・構造部材が転倒，過大な変形
及び脱落が生じないよう，構造
部材が十分な厚みを有し，倒壊
又は転倒を防止できる設計。

(36条-92(45))
波及的影響（機械的影響）を及
ぼし得る施設は，設計荷重(竜
巻)に対して以下を考慮した設計
とすることを評価にて説明す
る。
・構造部材が転倒，過大な変形
及び脱落が生じないよう，構造
部材が十分な厚みを有し，倒壊
又は転倒を防止できる設計。

(36条-121(45))
波及的影響（機械的影響）を及
ぼし得る施設は，設計荷重(竜
巻)に対して以下を考慮した設計
とすることを評価にて説明す
る。
・構造部材が転倒，過大な変形
及び脱落が生じないよう，構造
部材が十分な厚みを有し，倒壊
又は転倒を防止できる設計。

(36条-122(45))
波及的影響（機械的影響）を及
ぼし得る施設は，設計荷重(竜
巻)に対して以下を考慮した設計
とすることを評価にて説明す
る。
・構造部材が転倒，過大な変形
及び脱落が生じないよう，構造
部材が十分な厚みを有し，倒壊
又は転倒を防止できる設計。

36条A⑰ アクセスルート (36条-166)①
屋内のアクセスルートは，設計
荷重(竜巻)に対して以下を考慮
した設計とすることを配置設計
にて説明する。
・外部からの衝撃による損傷を
防止できる建屋等内に迂回路も
考慮した複数のアクセスルート
を確保する設計。
・風(台風)に対する設計は，建
築基準法に基づき算出する風荷
重が設計竜巻の最大風速100m/s
による風荷重を大きく下回るた
め，竜巻の設計に包含される。

【8条(竜巻)-21　代表】
【36条-91代表】
【36条-92代表】
【36条-121代表】
【36条-122代表】
・竜巻防護対象施設に対し波及的
影響を及ぼし得る施設が，設計荷
重(竜巻)に対し倒壊又は転倒を防
止できる構造設計は，外部衝撃の
防護対象設備等に係る設計である
ため，説明Gr1にて説明する。
　また当該設計は，8条(竜巻)-21
「建物・構築物」を代表に説明Gr1
で説明する。

＜8条(竜巻)-22代表以外＞
・建物・構築物
＜廃棄物管理施設　8条(竜巻)-18
代表以外＞
・建物・構築物

配置設計 【36条-154代表】説明Gr1
【36条-166代表】
・屋外のアクセスルートは竜巻に
対して迂回路も考慮した複数のア
クセスルートを確保する設計は，
外部衝撃に対する防護に係る設計
であるため，説明Gr1にて説明す
る。
・屋内のアクセスルートは竜巻に
対して外部からの衝撃による損傷
を防止できる建屋等内に迂回路も
考慮して複数のアクセスルートを
確保する設計は，外部衝撃に対す
る防護に係る設計であるため，説
明Gr1にて説明する。

評価
8条(竜巻)（No.21-1）
36条 (No.92-●)

21

　竜巻防護対象施設等に波及的影響を及ぼし得る施設のうち，破損に伴う倒
壊又は転倒による機械的影響を及ぼし得る施設は，設計荷重(竜巻)に対し
て，構造強度評価を実施し，当該施設の倒壊又は転倒により，周辺の竜巻防
護対象施設等に波及的影響を及ぼさない設計とする。竜巻防護対象施設等に
波及的影響を及ぼし得る施設のうち，当該施設が機能喪失に陥った場合に竜
巻防護対象施設も機能喪失させる機能的影響を及ぼし得る施設は，設計荷重
(竜巻)に対して，必要な機能を維持する設計とする。

評価要求

建物・構築物 8条(竜巻)A③　竜巻防護対象施
設等に波及的影響を及ぼすおそ
れのある設備

36条A⑮ アクセスルート (36条-154)
屋外のアクセスルートは，設計
荷重(竜巻)に対して以下を考慮
した設計とすることを配置設計
にて説明する。
・迂回路も考慮した複数のアク
セスルートを確保する設計。
・風(台風)に対する設計は，建
築基準法に基づき算出する風荷
重が設計竜巻の最大風速100m/s
による風荷重を大きく下回るた
め，竜巻の設計に包含される。
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 36条→個別条文(39条)→8条の展開 別紙

設計説明分類
(下線は代表)

各基本設計方針の対象となる範
囲（対象範囲は資料1別添参照）

設計項目 設計項目の考え方 説明グループの考え方
項目番

号
基本設計方針 要求種別

精査中

36条A⑮ アクセスルート 配置設計 (36条-166)②
屋内に設置することでアクセス
性を確保するとしたアクセス
ルートを確保する主排気筒管理
建屋は，設計荷重(竜巻)に対し
て以下を考慮した設計とするこ
とを配置設計にて説明する。
・飛来物防護板を設置する設計

<36条-166代表以外>
・主排気筒管理建屋の外部衝撃に
対する防護に係る配置設計は，8条
(竜巻)-31「竜巻防護対策設備」の
構造設計(36条-92)に合わせて説明
Gr1で説明する。

36条A⑮ アクセスルート 構造設計
(No.166-3)

(36条-166)
屋内に設置することでアクセス
性を確保するとしたアクセス
ルートを確保する建屋等は，設
計飛来物の衝突に対して以下を
考慮した設計とすることを構造
設計にて説明する。
・設計飛来物による衝撃荷重に
対して建屋の構造部材である屋
根，壁，フード，扉が貫通及び
裏⾯剥離が生じない厚さ有する
設計

36条A⑮ アクセスルート 評価
(No.166-3)

(36条-166)
屋内に設置することでアクセス
性を確保するとしたアクセス
ルートを確保する建屋等は，設
計飛来物の衝突に対して以下を
考慮した設計とすることを評価
にて説明する。
・設計飛来物による衝撃荷重に
対して建屋の構造部材である屋
根，壁，フード，扉が貫通及び
裏⾯剥離が生じない厚さ有する
設計

21

　竜巻防護対象施設等に波及的影響を及ぼし得る施設のうち，破損に伴う倒
壊又は転倒による機械的影響を及ぼし得る施設は，設計荷重(竜巻)に対し
て，構造強度評価を実施し，当該施設の倒壊又は転倒により，周辺の竜巻防
護対象施設等に波及的影響を及ぼさない設計とする。竜巻防護対象施設等に
波及的影響を及ぼし得る施設のうち，当該施設が機能喪失に陥った場合に竜
巻防護対象施設も機能喪失させる機能的影響を及ぼし得る施設は，設計荷重
(竜巻)に対して，必要な機能を維持する設計とする。

評価要求

建物・構築物

<36条-166代表以外>
・重大事故等対処設備を収納する
建屋等は設計荷重(竜巻)に対し
て，主要な構造部材が転倒,過大な
変形及び脱落が生じない設計は，
外部衝撃に対する防護に係る設計
であるため説明Gr1にて説明する。
　また，当該設計は防護対象を収
納する建屋に共通の設計方針であ
るため，8条(竜巻)-15「建物・構
築物」を代表として説明する。

(36条-166)
屋内に設置することでアクセス
性を確保するとしたアクセス
ルートを確保する建屋等は，設
計荷重(竜巻)に対して以下を考
慮した設計とすることを評価に
て説明する。
・風荷重に対して建屋の構造部
材が転倒，過大な変形及び脱落
が生じないよう，鉄筋コンク
リート造等を採用するととも
に，建屋の構造部材が十分な厚
みを有する設計
・風(台風)に対する設計は，建
築基準法に基づき算出する風荷
重が設計竜巻の最大風速100m/s
による風荷重を大きく下回るた
め，竜巻の設計に包含される。

36条A⑮ アクセスルート 評価
(No.166-2)

36条A⑮ アクセスルート 構造設計
(No.166-2)

(36条-166)
屋内に設置することでアクセス
性を確保するとしたアクセス
ルートを確保する建屋等は，設
計荷重(竜巻)に対して以下を考
慮した設計とすることを構造設
計にて説明する。
・風荷重に対して建屋の構造部
材が転倒，過大な変形及び脱落
が生じないよう，鉄筋コンク
リート造等を採用するととも
に，建屋の構造部材が十分な厚
みを有する設計
・風(台風)に対する設計は，建
築基準法に基づき算出する風荷
重が設計竜巻の最大風速100m/s
による風荷重を大きく下回るた
め，竜巻の設計に包含される。
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 36条→個別条文(39条)→8条の展開 別紙

設計説明分類
(下線は代表)

各基本設計方針の対象となる範
囲（対象範囲は資料1別添参照）

設計項目 設計項目の考え方 説明グループの考え方
項目番

号
基本設計方針 要求種別

精査中

(8条(竜巻)-21)
転倒又は倒壊により波及的影響
（機械的影響）を及ぼし得る施
設は，設計荷重(竜巻)に対して
以下を考慮した設計とすること
を配置設計にて説明する。
・設計荷重(竜巻)に対し転倒又
は倒壊により波及的影響（機械
的影響）を及ぼし得る施設の配
置情報(設計情報)

(36条-45)
建屋内外に跨って接続する情報
把握計装設備用屋内伝送系統等
の屋外アンテナは，設計荷重(竜
巻)のうち設計飛来物による衝撃
荷重に対して以下を考慮して悪
影響防止を図る設計とすること
を配置設計にて説明する。
・屋外アンテナの配置情報(設計
情報)及び波及的影響（機械的影
響）の範囲

(36条-45)
屋外の可搬型重大事故等対処設
備（車両，可搬型発電機等）及
びコンテナ（可搬型建屋外ホー
ス，可搬型ダクト等）は，設計
荷重(竜巻)のうち設計飛来物に
よる衝撃荷重に対して以下を考
慮して悪影響防止を図る設計と
することを配置設計にて説明す
る。
・可搬型重大事故等対処設備
（車両）及びコンテナ（可搬型
建屋外ホース，可搬型ダクト
等）の配置情報(設計情報)及び
波及的影響（機械的影響）の範
囲

構造設計
8条(竜巻)（No.21-2）

(8条(竜巻)-21)
波及的影響を及ぼし得る施設で
ある換気設備(ウラン・プルトニ
ウム混合酸化物貯蔵建屋換気設
備)の排気系は，設計荷重(竜巻)
に対して以下を考慮した設計と
することを構造設計にて説明す
る。
・設計荷重(竜巻)に対し倒壊又
は転倒を防止できる構造

評価
8条(竜巻)（No.21-2）

(8条(竜巻)-21)
波及的影響を及ぼし得る施設で
ある換気設備(ウラン・プルトニ
ウム混合酸化物貯蔵建屋換気設
備)の排気系は，以下の観点で構
造健全性を維持できていること
を評価にて説明する。
・設計荷重(竜巻)に対して倒壊
又は転倒しない構造強度を有し
ていること

21

　竜巻防護対象施設等に波及的影響を及ぼし得る施設のうち，破損に伴う倒
壊又は転倒による機械的影響を及ぼし得る施設は，設計荷重(竜巻)に対し
て，構造強度評価を実施し，当該施設の倒壊又は転倒により，周辺の竜巻防
護対象施設等に波及的影響を及ぼさない設計とする。竜巻防護対象施設等に
波及的影響を及ぼし得る施設のうち，当該施設が機能喪失に陥った場合に竜
巻防護対象施設も機能喪失させる機能的影響を及ぼし得る施設は，設計荷重
(竜巻)に対して，必要な機能を維持する設計とする。

評価要求

配置設計 ＜8条(竜巻)-21代表以外＞
＜36条-45代表以外＞
・竜巻防護対象施設及び重大事故
等対処設備に対し倒壊又は転倒に
より波及的影響を及ぼし得る施設
の設計条件は，8条(竜巻)-21「建
物・構築物」を代表に説明Gr1にて
説明する。

　なお，情報把握計装設備用屋内
伝送系統等の屋外アンテナの設計
飛来物の衝撃荷重に対して悪影響
防止を図る設計については，飛来
物による損傷を考慮した設計とし
て共通する8条（竜巻）-4「屋外
機器・配管」の構造設計（36条-
92）にて，予備品等による復旧措
置を行える構造と合わせて説明す
る。

8条(竜巻)B②　竜巻防護対象施
設等に波及的影響を及ぼすおそ
れのある設備
追而

屋外　機器・配管

＜8条(竜巻)-21代表以外＞
・設計荷重(竜巻)に対し倒壊又は
転倒を防止できる構造設計は，8条
(竜巻)-19「屋外　機器・配管」を
代表に説明Gr1で説明する。

8条（⻯巻）‐4へ

アンテナの損傷を起点として以下の設計対応があるが、「アン
テナ損傷」という共通する現象に対する説明であるため8条（⻯
巻）-4と合わせて説明する。
・予備品による復旧（8条（⻯巻）-4）
・波及的影響（本項）

6767



 36条→個別条文(39条)→8条の展開 別紙

設計説明分類
(下線は代表)

各基本設計方針の対象となる範
囲（対象範囲は資料1別添参照）

設計項目 設計項目の考え方 説明グループの考え方
項目番

号
基本設計方針 要求種別

精査中

(8条(竜巻)-21)
建屋内外に跨って接続する配管
等は，設計荷重(竜巻)に対して
以下を考慮した設計とすること
をシステム設計にて説明する。
・竜巻防護対象施設と繋がって
いる波及的影響を及ぼし得る施
設(機能的影響)の系統範囲

(36条-92(45))
建屋内外に跨って接続するベン
ト管等は，設計荷重(竜巻)に対
して以下を考慮した設計とする
ことをシステム設計にて説明す
る。
・重大事故等対処設備と繋がっ
ている波及的影響を及ぼし得る
施設(機能的影響)の系統範囲

(8条(竜巻)-21)
建屋内外に跨って接続する配管
等は，設計荷重(竜巻)に対して
以下を考慮した設計とすること
を構造設計にて説明する。
・構成する主要部材が安全機能
に影響を及ぼす変形が生じない
構造

(36条-92(45))
建屋内外に跨って接続するベン
ト管等は，設計荷重(竜巻)に対
して以下を考慮した設計とする
ことを構造設計にて説明する。
・構成する主要部材が重大事故
等への対処に必要な機能に影響
を及ぼす変形が生じない構造

(8条(竜巻)-21)
建屋内外に跨って接続する配管
等は，以下の観点で構造健全性
を維持できていることを評価に
て説明する。
・構成する主要部材が安全機能
に影響を及ぼす変形が生じない
こと

(36条-92(45))
建屋内外に跨って接続するベン
ト管等は，以下の観点で構造健
全性を維持できていることを評
価にて説明する。
・構成する主要部材が重大事故
等への対処に必要な機能に影響
を及ぼす変形が生じないこと

追而 システム設計 (36条-157)
屋外のアクセス性を確保するた
めのホイールローダは，設計荷
重(竜巻)に対して以下を考慮し
た設計とすることをシステム設
計にて説明する。
・障害物を除去するためのホ
イールローダを予備を含めて配
備する設計。

【36条-157】説明Gr1
・ホイールローダは予備を含めた
保有数を配備することは重大事故
に係る設計であるため，説明Gr1に
て説明する。

36条B㉓ ホイールローダ 構造設計 (36条-157)
屋外のアクセス性を確保するた
めのホイールローダは，設計荷
重(竜巻)に対して以下を考慮し
た設計とすることを構造設計に
て説明する。
・障害物を除去するためのホ
イールローダは十分な容量を有
する設計

【36条-157】説明Gr1
・屋外アクセスルートを確保する
ため，障害物を除去可能なホイー
ルローダを配備することは外部衝
撃に係る設計であるため，説明Gr1
にて説明する。

21

　竜巻防護対象施設等に波及的影響を及ぼし得る施設のうち，破損に伴う倒
壊又は転倒による機械的影響を及ぼし得る施設は，設計荷重(竜巻)に対し
て，構造強度評価を実施し，当該施設の倒壊又は転倒により，周辺の竜巻防
護対象施設等に波及的影響を及ぼさない設計とする。竜巻防護対象施設等に
波及的影響を及ぼし得る施設のうち，当該施設が機能喪失に陥った場合に竜
巻防護対象施設も機能喪失させる機能的影響を及ぼし得る施設は，設計荷重
(竜巻)に対して，必要な機能を維持する設計とする。

評価要求

8条(竜巻)C②　竜巻防護対象施
設等に波及的影響を及ぼすおそ
れのある配管等
36条C⑤波及的影響を及ぼし得る
施設であるベント管等

屋外　機器・配管

システム設計 【8条(竜巻)-21】説明Gr1
【36条-92】
・設計荷重(竜巻)で竜巻防護対象
施設に対し波及的影響を及ぼし得
る施設の設計条件は外部衝撃から
の防護にかかる設計方針であるた
め，説明Gr1にて説明する。
また，当該設計は共通の設計方針
のため，8条(竜巻)-21「屋内　機
器・配管」を代表として説明す
る。

評価
8条(竜巻) (No.21-3)
36条 (No.92-3)

屋内　機器・配管

＜8条(竜巻)-21代表以外＞
＜36条-92代表以外＞
・設計荷重(竜巻)に対して機能的
影響を及ぼす変形が生じない構造
設計は，8条(竜巻)-19「屋外　機
器・配管」を代表に説明Gr1で説明
する。

構造設計
8条(竜巻) (No.21-3)
36条 (No.92-3)
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 36条→個別条文(39条)→8条の展開 別紙

設計説明分類
(下線は代表)

各基本設計方針の対象となる範
囲（対象範囲は資料1別添参照）

設計項目 設計項目の考え方 説明グループの考え方
項目番

号
基本設計方針 要求種別

精査中

冒頭宣言に当たる8条(竜巻)基本設計方針No.3を受けた設計

―
（冒頭宣言であり，具体の設計は基本設計方針No.24～26で展開する。）

冒頭宣言に当たる8条(竜巻)基本設計方針No.23を受けた設計

―
(外部火災に係る具体の設計については，8条(外部火災) 基本設計方針No.20に展開する。内部火災に係る具体の設計については，11条（内部火災）に展開する。）

冒頭宣言に当たる8条(竜巻)基本設計方針No.23を受けた設計

―
(溢水に係る具体の設計については，12条(溢水) 基本設計方針No.21に展開する。）

冒頭宣言に当たる8条(竜巻)基本設計方針No.6を受けた設計
No.7，8から展開される設計条件（最大風速100m/sによる設計荷重(竜巻）の設定）を考慮

冒頭宣言に当たる8条(竜巻)基本設計方針No.23を受けた設計

―
（非常用所内電源系統に係る具体の設計については，29条(保安電源)に展開する。）

冒頭宣言に当たる8条(竜巻)基本設計方針No.2を受けた設計

―

　竜巻随伴事象のうち溢水に対しては，溢水源と竜巻防護対象施設の位置関
係を踏まえた影響評価を行った上で，竜巻防護対象施設の安全機能に影響を
与えない設計とする。竜巻随伴事象としての溢水による影響は溢水に対する
防護設計に包絡されるため，「6.　再処理施設内における溢水による損傷の
防止」の「6.3.4　その他の溢水」に基づく設計とする。

25

26

評価
8条(竜巻)（No.22-1）

建物・構築物 (8条(竜巻)-22)
使用済燃料収納キャスクを収納
する建屋は，設計荷重(竜巻)に
対して以下を考慮した設計とす
ることを構造設計にて説明す
る。
・設計荷重(竜巻)に対し倒壊又
は転倒を防止できる構造

(8条(竜巻)-22)
使用済燃料収納キャスクを収納
する建屋は，以下の観点で構造
健全性を維持できていることを
評価にて説明する。
・設計荷重(竜巻)に対し倒壊又
は転倒を防止できること

＜8条(竜巻)-22　代表以外＞
・建物・構築物のうち使用済燃料
収納キャスクを収納する建屋の設
計荷重（竜巻）に対する構造設計
は，8条(竜巻)-21「建物・構築
物」を代表に説明Gr1で説明する。

構造設計
8条(竜巻)（No.22-1）

8条(竜巻)A④　使用済燃料キャ
スクを収納する建屋

27

24

定義

　竜巻随伴事象のうち外部電源喪失に対しては，外部電源喪失が生じたとし
ても非常用所内電源系統等の安全機能を確保する設計とし，非常用所内電源
系統による電源供給を可能とすることで竜巻防護対象施設の安全機能を維持
する設計とする。

定義

c.　必要な機能を損なわないための運用上の措置
　竜巻に関する設計条件等に係る新知見の収集及び竜巻に関する防護措置と
の組合せにより安全機能を損なわないための運用上の措置として，以下を保
安規定に定めて，管理する。

冒頭宣言
【8条（竜巻）
-28,29】

定義

冒頭宣言
【8条（竜巻）
-24～26】

評価要求
　使用済燃料収納キャスクを収納する建屋は，設計荷重(竜巻)に対して，構
造強度評価を実施し，構造健全性を維持することにより，使用済燃料収納
キャスクに波及的破損を与えない設計とする。

　竜巻随伴事象のうち火災に対しては，火災源と竜巻防護対象施設の位置関
係を踏まえて熱影響を評価した上で，竜巻防護対象施設の安全機能に影響を
与えない設計又は火災の感知・消火等の対策により竜巻防護対象施設の安全
機能に影響を与えない設計とする。竜巻随伴事象としての火災による影響は
外部火災及び内部火災に対する防護設計に包絡されるため，「3.3.3　外部火
災」の「(b)　近隣の産業施設の火災及び爆発に対する防護対策」及び「5.
火災等による損傷の防止」に基づく設計とする。

23

22

b.　竜巻随伴事象に対する設計方針
　過去の他地域における竜巻被害状況及び再処理施設の配置から，竜巻随伴
事象として火災，溢水及び外部電源喪失を想定し，これらの事象が発生した
場合においても，竜巻防護対象施設が安全機能を損なわない設計とする。
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 36条→個別条文(39条)→8条の展開 別紙

設計説明分類
(下線は代表)

各基本設計方針の対象となる範
囲（対象範囲は資料1別添参照）

設計項目 設計項目の考え方 説明グループの考え方
項目番

号
基本設計方針 要求種別

精査中

36条A② 設計荷重(竜巻)により
生じる応力等に対する評価対象
施設及びその支持構造物

配置設計 (36条-50)
屋内に収納することで飛来物と
なる影響の防止を図るとした重
大事故等対処設備を収納する主
排気筒管理建屋は，設計荷重(竜
巻)に対して以下を考慮した設計
とすることを配置設計にて説明
する。
・風荷重に対して飛来物防護板
を設置することで影響を受けな
い設計
・風(台風)に対する設計は，建
築基準法に基づき算出する風荷
重が設計竜巻の最大風速100m/s
による風荷重を大きく下回るた
め，竜巻の設計に包含される。

＜36条-50以外＞
・防護対象施設の周辺に竜巻防護
対策設備を設置することにより設
計荷重（竜巻）の影響を受けない
配置設計は，8条(竜巻)-31「竜巻
防護対策設備」の構造設計(8条(竜
巻)-31)に合わせて説明Gr1で説明
する。

36条A② 設計荷重(竜巻)により
生じる応力等に対する評価対象
施設及びその支持構造物

評価
(No.50-1)

(36条-50)
屋内に収納することで飛来物と
なる影響の防止を図るとした重
大事故等対処設備を収納する建
屋は，以下の観点で構造健全性
を維持できていることを評価に
て説明する。
・設計荷重(竜巻)に対し倒壊又
は転倒を防止できること

冒頭宣言に当たる8条(竜巻)基本設計方針No.27を受けた設計

―
（運用要求）

（※第1回申請と同じ）

冒頭宣言に当たる8条(竜巻)基本設計方針No.11,27を受けた設計

―
（運用要求）

（※飛来物の設定及び飛来物とならない措置については第1回申請と同じ）

29
・資機材等の固定，固縛又は建屋収納並びに車両の入構管理及び退避を行う
こと

運用要求

建物・構築物

(36条-50)
屋内に収納することで飛来物と
なる影響の防止を図るとした重
大事故等対処設備を収納する建
屋は，設計荷重(竜巻)に対して
以下を考慮した設計とすること
を構造設計にて説明する。
・風荷重に対して建屋の構造部
材が転倒，過大な変形及び脱落
が生じないよう，鉄筋コンク
リート造等を採用するととも
に，建屋の構造部材が十分な厚
みを有する設計
・風(台風)に対する設計は，建
築基準法に基づき算出する風荷
重が設計竜巻の最大風速100m/s
による風荷重を大きく下回るた
め，竜巻の設計に包含される。

構造設計
(No.50-1)

36条A② 設計荷重(竜巻)により
生じる応力等に対する評価対象
施設及びその支持構造物

<36条-50代表以外>
・重大事故等対処設備を収納する
建屋等は設計荷重(竜巻)に対し
て，主要な構造部材が転倒,過大な
変形及び脱落が生じない設計は，
外部衝撃に対する防護に係る設計
であるため説明Gr1にて説明する。
　また，当該設計は防護対象を収
納する建屋に共通の設計方針であ
るため，8条(竜巻)-15「建物・構
築物」を代表として説明する。

運用要求
・設計竜巻の特性値，竜巻と同時に発生する自然現象等について，定期的に
新知見の確認を行い，新知見が得られた場合に評価を行うこと

28
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 36条→個別条文(39条)→8条の展開 別紙

設計説明分類
(下線は代表)

各基本設計方針の対象となる範
囲（対象範囲は資料1別添参照）

設計項目 設計項目の考え方 説明グループの考え方
項目番

号
基本設計方針 要求種別

精査中

36条B⑥ 屋外の重大事故等対処
設備

評価
36条(No.50-3)

(36条-50)
屋外の可搬型重大事故等対処設
備（車両）及び可搬型ホースを
収納するコンテナは，は，以下
の観点で構造健全性を維持でき
ていることを評価にて説明す
る。
・風荷重に対して固縛装置によ
り固縛することで転倒，飛散を
防止できること

36条B⑥ 屋外の重大事故等対処
設備

評価
36条(No.50-4)

(36条-50)
屋外の可搬型重大事故等対処設
備（可搬型発電機等）及び可搬
型ダクト等を収納するコンテナ
は，以下の観点で構造健全性を
維持できていることを評価にて
説明する。
・風荷重に対して固定部の構成
部材の変形，破断が生じないこ
と

屋内　機器・配管 36条C③ 屋内の重大事故等対処
設備

配置設計 (36条-50)
屋内に保管する可搬型重大事故
等対処設備は，設計荷重(竜巻)
に対して以下を考慮して飛来物
となる影響の防止を図る設計と
することを配置設計にて説明す
る。
・外部からの衝撃による損傷を
防止できる建屋等内に保管する
設計。
・風(台風)に対する設計は，建
築基準法に基づき算出する風荷
重が設計竜巻の最大風速100m/s
による風荷重を大きく下回るた
め，竜巻の設計に包含される。

<36条-50代表以外>
・防護対象施設を建屋内に設置す
ることにより外部からの衝撃から
防護する設計方針は外部衝撃に対
する共通の設計方針であることか
ら，Gr1「屋内　機器・配管」の8
条(竜巻)-14 を代表として説明す
る。

29
・資機材等の固定，固縛又は建屋収納並びに車両の入構管理及び退避を行う
こと

運用要求

屋外　機器・配管 【36条-50代表】Gr1
・竜巻に対して屋外の可搬型重大
事故等対処設備は竜巻により飛来
物とならないよう風荷重を考慮し
必要に応じて当該設備又は当該設
備を収納するものを固縛・固定す
る設計は，外部衝撃に係る設計で
あるため，説明Gr1にて説明する。
また，当該設計は共通の設計方針
のため，8条(竜巻)-29「屋外　機
器・配管」を代表として説明す
る。

＜36条-122代表以外＞
・屋外　機器・配管

＜8条(竜巻)-29代表以外＞
＜36条-92代表以外＞
＜36条-122代表以外＞
設計説明分類共通（屋外　機器・
配管）

(36条-50)
屋外の可搬型重大事故等対処設
備（車両）及び可搬型ホースを
収納するコンテナは，設計荷重
(竜巻)に対して以下を考慮して
飛来物となる影響の防止を図る
設計とすることを構造設計にて
説明する。
・風荷重に対して固縛装置によ
り固縛することで転倒，飛散を
防止する構造
・風(台風)に対する設計は，建
築基準法に基づき算出する風荷
重が設計竜巻の最大風速100m/s
による風荷重を大きく下回るた
め，竜巻の設計に包含される。

構造設計
36条(No.50-3)

36条B⑥ 屋外の重大事故等対処
設備

(36条-50)
屋外の可搬型重大事故等対処設
備（可搬型発電機等）及び可搬
型ダクト等を収納するコンテナ
は，設計荷重(竜巻)に対して以
下を考慮して悪影響防止を図る
設計とすることを構造設計にて
説明する。
・風荷重に対して固定部の構成
部材の変形，破断が生じない構
造
・風(台風)に対する設計は，建
築基準法に基づき算出する風荷
重が設計竜巻の最大風速100m/s
による風荷重を大きく下回るた
め，竜巻の設計に包含される。

構造設計
36条(No.50-4)

36条B⑥ 屋外の重大事故等対処
設備

36条‐50から
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 36条→個別条文(39条)→8条の展開 別紙

設計説明分類
(下線は代表)

各基本設計方針の対象となる範
囲（対象範囲は資料1別添参照）

設計項目 設計項目の考え方 説明グループの考え方
項目番

号
基本設計方針 要求種別

精査中

(8条(竜巻)-29)
鋼製材よりも運動エネルギ又は
貫通力が大きくなる資機材等
は，設計荷重(竜巻)に対して以
下を考慮した設計とすることを
構造設計(運用)にて説明する。
・竜巻に対して，鋼製材よりも
運動エネルギ又は貫通力が大き
くなる資機材等の設置場所及び
障害物の有無を考慮し,資機材等
が飛来物とならないように固縛
又は固定する設計。

(36条-91(45))
鋼製材よりも運動エネルギ又は
貫通力が大きくなる資機材等
は，設計荷重(竜巻)に対して以
下を考慮した設計とすることを
構造設計(運用)にて説明する。
・竜巻に対して，鋼製材よりも
運動エネルギ又は貫通力が大き
くなる資機材等の設置場所及び
障害物の有無を考慮し,資機材等
が飛来物とならないように固縛
又は固定する設計。

(36条-92(45))
鋼製材よりも運動エネルギ又は
貫通力が大きくなる資機材等
は，設計荷重(竜巻)に対して以
下を考慮した設計とすることを
構造設計(運用)にて説明する。
・竜巻に対して，鋼製材よりも
運動エネルギ又は貫通力が大き
くなる資機材等の設置場所及び
障害物の有無を考慮し,資機材等
が飛来物とならないように固縛
又は固定する設計。

(36条-121(45))
鋼製材よりも運動エネルギ又は
貫通力が大きくなる資機材等
は，設計荷重(竜巻)に対して以
下を考慮した設計とすることを
構造設計(運用)にて説明する。
・竜巻に対して，鋼製材よりも
運動エネルギ又は貫通力が大き
くなる資機材等の設置場所及び
障害物の有無を考慮し,資機材等
が飛来物とならないように固縛
又は固定する設計。

(36条-122(45))
鋼製材よりも運動エネルギ又は
貫通力が大きくなる資機材等
は，設計荷重(竜巻)に対して以
下を考慮した設計とすることを
構造設計(運用)にて説明する。
・竜巻に対して，鋼製材よりも
運動エネルギ又は貫通力が大き
くなる資機材等の設置場所及び
障害物の有無を考慮し,資機材等
が飛来物とならないように固縛
又は固定する設計。

＜8条(竜巻)-29代表以外＞
＜36条-92代表以外＞
＜36条-122代表以外＞
・竜巻に対して資機材等が飛来物
とならない措置については，外部
衝撃に対する共通の設計方針であ
ることから，36条-50「屋外　機
器・配管」を代表として説明す
る。

設計説明分類共通（屋外　機
器・配管）

29
・資機材等の固定，固縛又は建屋収納並びに車両の入構管理及び退避を行う
こと

運用要求

－
(施設共通の基本設計方針のた
め)

構造設計
（運用）
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 36条→個別条文(39条)→8条の展開 別紙

設計説明分類
(下線は代表)

各基本設計方針の対象となる範
囲（対象範囲は資料1別添参照）

設計項目 設計項目の考え方 説明グループの考え方
項目番

号
基本設計方針 要求種別

精査中

構造設計 (36条-50)
主排気筒管理建屋内の可搬型重
大事故等対処設備の飛来物とな
る影響の防止を図る観点で設置
する竜巻防護対策設備の設計
は，設計荷重(竜巻)に対して以
下を考慮して悪影響防止を図る
設計とすることを構造設計にて
説明する。
・設計飛来物が重大事故等対処
設備に衝突しないように，重大
事故等対処設備を囲むように竜
巻防護対策設備を設置する設
計。

<36条-50代表以外>
・設計飛来物が重大事故等対処設
備に衝突しないように，重大事故
等対処設備を囲むように竜巻防護
対策設備を設置する設計は，外部
衝撃に対する共通の設計方針であ
ることから，8条(竜巻)-31「竜巻
防護対策設備」を代表として説明
する。

構造設計
(No.50-6)

<36条-50代表以外>
・主排気筒管理建屋内の可搬型重
大事故等対処設備の飛来物となる
影響の防止を図る観点で設置する
竜巻防護対策設備の設計について
は，外部衝撃に対する共通の設計
方針であることから，8条(竜巻)-
31「竜巻防護対策設備」を代表と
して説明する。

(36条-50)
主排気筒管理建屋内の可搬型重
大事故等対処設備の飛来物とな
る影響の防止を図る観点で設置
する竜巻防護対策設備の設計
は，設計荷重(竜巻)に対して以
下を考慮して悪影響防止を図る
設計とすることを構造設計にて
説明する。
・防護板(鋼材）は，設計飛来物
の衝突に対して，貫通が生じな
い厚さを確保する設計。
・防護板(鋼材）は，設計飛来物
が重大事故等対処設備に衝突す
ることを防止するため，設計飛
来物が侵入する隙間がないよう
に設置する設計。
・設計飛来物が侵入し得る隙間
を設ける場合は，当該隙間から
設計飛来物が侵入することを防
止するため，設計飛来物の侵入
経路を制限するように防護板等
を配置し，設計飛来物を衝突さ
せることで，竜巻防護対策設備
内への侵入を防止する設計。
・防護板(鋼材）は，設計荷重
(竜巻）に対して，取付ボルトが
破断し，防護板（鋼材）の脱落
による波及的影響を与えない設
計。
・支持架構は，設計荷重(竜巻)
に対して防護板(鋼材)を支持で
きる強度を確保し，支持架構を
構成する部材の倒壊，転倒及び
脱落による波及的影響を与えな
いよう，骨組構造（ラーメン・
トラス等）を採用するととも
に，支持架構を構成する部材が
十分な厚みを有する設計。
・防護板（鉄筋コンクリート）
は，設計飛来物の衝突に対し
て，貫通及び裏面剥離が生じな
い厚さを確保する設計
・飛来物防護板は，重大事故等
対処設備の換気機能に影響を与
えないよう，空気の給排気可能
な開⼝を確保したフードを設け
る設計。

29
・資機材等の固定，固縛又は建屋収納並びに車両の入構管理及び退避を行う
こと

運用要求

竜巻防護対策設備 36条D① 飛来物防護板
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 36条→個別条文(39条)→8条の展開 別紙

設計説明分類
(下線は代表)

各基本設計方針の対象となる範
囲（対象範囲は資料1別添参照）

設計項目 設計項目の考え方 説明グループの考え方
項目番

号
基本設計方針 要求種別

精査中

<36条-50代表以外>
・主排気筒管理建屋内の可搬型重
大事故等対処設備の飛来物となる
影響の防止を図る観点で設置する
竜巻防護対策設備の設計について
は，外部衝撃に対する共通の設計
方針であることから，8条(竜巻)-
31「竜巻防護対策設備」を代表と
して説明する。

(36条-50)
主排気筒管理建屋内の可搬型重
大事故等対処設備の飛来物とな
る影響の防止を図る観点で設置
する竜巻防護対策設備の設計
は，以下の観点で構造健全性を
維持できていることを評価にて
説明する。
・防護板(鋼材）は，設計飛来物
の衝突に対して，貫通が生じな
い厚さを確保できていること
・防護板(鋼材）は，設計飛来物
が重大事故等対処設備に衝突す
ることを防止するため，設計飛
来物が侵入する隙間がないよう
に設置されていること
・設計飛来物が侵入し得る隙間
を設ける場合は，当該隙間から
設計飛来物が侵入することを防
止するため，設計飛来物の侵入
経路を制限するように防護板等
を配置し，設計飛来物を衝突さ
せることで，竜巻防護対策設備
内への侵入を防止できること
・防護板(鋼材）は，設計荷重
(竜巻）に対して，取付ボルトが
破断し，防護板（鋼材）の脱落
による波及的影響を与えないこ
と
・支持架構は，設計荷重(竜巻)
に対して防護板(鋼材)を支持で
きる強度を確保し，支持架構を
構成する部材の倒壊，転倒及び
脱落による波及的影響を与えな
いよう，骨組構造（ラーメン・
トラス等）を採用するととも
に，支持架構を構成する部材が
十分な厚みを有すること
・防護板（鉄筋コンクリート）
は，設計飛来物の衝突に対し
て，貫通及び裏面剥離が生じな
い厚さを確保できていること
・飛来物防護板は，重大事故等
対処設備の換気機能に影響を与
えないよう，空気の給排気可能
な開⼝を確保したフードを設け
ていること。
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・資機材等の固定，固縛又は建屋収納並びに車両の入構管理及び退避を行う
こと

運用要求

竜巻防護対策設備 36条D① 飛来物防護板 評価
36条(No.50-6)
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